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序文_________________________________________ 
 
i   この出身国情報に関する報告書(COI Report) は、亡命/人権関連の決定プロ

セスに関与する職員の利用に向けて、内務省研究開発統計（RDS）が作成した。
同報告書は、イギリスで請求される亡命/人権申請において最も頻繁に提起さ
れる問題について、その全般的背景情報を提供する。報告書の本文には 2007
年 7月 31日時点で利用可能な情報が掲載される。「最新ニュース」の項には、
2007年 8月 1日から 17日までに審査された事件および報告書に関する簡略な
情報を掲載する。  

 
ii   この報告書は広い範囲の認定外部情報筋から作成された資料を総括したも

のであり、内務省のいかなる意見または政策も含むものではない。報告書に掲
載されるすべての情報は本文全体にわたって当初の原資料を原点とし、亡命/
人権関連の決定プロセスに取り組む職員に利用可能である。 

 
iii   同報告書は亡命および人権申請で提起される主な問題に焦点を当てた特定

の原資料を簡潔に要約することを目的とする。詳細あるいは包括的調査にする
ことを意図したものではない。詳細な説明については、関連する原資料を直接
検討するとよいだろう。 

 
iv   COI報告書の構成および形式は、特定問題に関する情報への迅速な電子アク

セスを必要とし、目次ページを利用して必要な題材を直接閲覧する内務省のケ
ースワーカーならびに不服審査の陳述者が使用する方法を反映している。 掘
り下げた一部の重要な問題は、たいてい専用の項目で網羅されているが、他の
項でも簡単に言及される場合がある。従って報告書の構成にはいくつか反復す
る箇所がある。 

 
v   COI 報告書に掲載される情報は、原資料から特定可能なものに限定される。

特定の題材に関連するすべての局面を網羅するためにあらゆる努力が行われ
ても、関連情報が入手できるとは限らない。これにより、同報告書の掲載情報
が実際に記述される範囲以上のことを含意すると解釈してはならないことが
重要である。例えば、特殊な法律が認可されたという記述がある場合、記述が
ない限り有効に実施されたと解釈されてはならない。 

 
vi   上述の通り、この報告書は信頼できる多くの情報筋から作成された資料の総

括である。報告書を取りまとめるに当たっては、それぞれの原資料に提供され
た情報間の矛盾を解決する試みは行われなかった。例えば、個人、場所および
政党等の名称とその表記法は、原資料によって見解が異なることがよくある。
COI報告書は表記法の一貫性を生むことではなく、原資料で用いられた表記法
を忠実に反映することに主眼を置いている。これと同様に、数字も提供される
原資料によって異なるため、本文通り単純に引用した。「原文のまま」という
用語は本書では引用された本文の誤った表記法または誤字を指摘する目的で
のみ使用した。つまり、その使用には、資料の内容に関する意見を含意する意
図はない。 

 
vii   報告書は実質的に過去 2 年間に発行された原資料に基づいている。ただし、

最近の資料では入手できない関連情報が掲載されているという理由から、それ

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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より古い原資料が掲載された可能性もある。 資料はすべて、この報告書が発
行された時点に関連すると思われる情報を掲載する。   

 
viii   この COI 報告書および添付する原資料は公文書である。COI 報告書はすべ

て、内務省ホームページの RDS 欄上で公表され、報告書の原資料のほとんど
はパブリックドメインで常時利用できる。報告書で特定される原資料が電子形
態で閲覧可能な場合は、それに関連するウェブリンクがアクセス歴の日付と共
に記載される。官庁または会員制サービス等のアクセス可能性の低い原資料に
ついては、要請に応じて内務省の発行する複製が利用可能である。 

 
ix   COI 報告書は亡命受入国上位 20カ国について定期的に公表される。COI公

報は、それより下位の亡命受入国について運用上の必要に従って公表する。内
務省当局者も特定の照会に向けて情報要請サービスに常時アクセスすること
ができる。 

 
x  内務省はこの COI 報告書を作成するに当たって、利用可能な原資料の正確

かつ偏りのない要約を提供することを目指した。この報告書に関する意見また
は原資料の追加に関する指摘は常時受け付けており、以下の通り内務省まで送
付されたい。 

 
出身国情報局 
内務省 
Apollo House 
36 Wellesley Road 
Croydon CR9 3RR 
United Kingdom 
 
Email: cois@homeoffice.gsi.gov.uk  
Website: http://www.homeoffice.gov.uk/rds/country_Reports.html 
 
国情報に関する勧告会議 
 
xi   出身国情報に関する勧告会議は独立した存在として、内務省の出身国情報資

料の内容について内務相に勧告を行う目的で、国籍・移民・亡命法 2002に基
づき設立された。同勧告会議は内務省の COI 報告書およびその他の出身国情
報資料について、あらゆるフィードバックを歓迎する。同会議に関する情報は
ホームページ www.apci.org.ukで閲覧可能である。  

 
xii   勧告会議の役割は内務省の資料や手順を支持することではない。勧告会議は

その職務過程において、選定された個々の内務省 COI 報告書の内容を直接審
査するが、このような審査が受託された事実もしくは何らかの意見が提示され
た事実が原資料の支持を含意するものと解釈されてはならない。同会議で検討
された一部の資料は、（英国内での不服申し立てを認めない）猶予のない不服
申し立て（NSA）リストの指定もしくは指定提案国に関係する。かかる場合は、
会議の職務は NSA対象の特定国、もしくは NSAプロセス自体のない国を指定
する決定もしくは提案の支持を含意すると解釈してはならない。 

 
国別情報に関する勧告会議の問い合わせ詳細 
電子メール: apci@homeoffice.gsi.gov.uk 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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最新ニュース  
 
2007年 8月 1日から 17日までに中国で発生した事件 
  
 
 
8月 3 日 中国共産党規律検査委員会の公表によれば、およそ 1,800人の政府高

官は 6月に汚職を認めた。  
2007年 8月 3日、中国政府高官、汚職を認める  
http://news.bbc.co.uk/1/hi/world/asia-pacific/6929005.stm  
アクセス日付 2007年 8月 3日  
 

1 August Tibet の亡命精神的指導者、ダライ・ラマの帰還を求める集団要求が
発生し、その後中国西部で多数のチベット人が逮捕された。 
『中国宣告大会』で拘束されたチベット人、2007年 8月 3日 
http://news.bbc.co.uk/1/hi/world/asia-pacific/6929462.stm  
アクセス日付 2007年 8月 3日 

 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。

http://news.bbc.co.uk/1/hi/world/asia-pacific/6929005.stm
http://news.bbc.co.uk/1/hi/world/asia-pacific/6929462.stm
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2007年 8月 1日から 17日までに公表またはアクセスした中国に関
する報告 

 
 
アムネスティインターナショナル(AI) 
中華人民共和国: オリンピックへのカ 7 August 2007 
http://web.amnesty.org/library/Index/ENGASA170242007?open&of=ENG-CHN  
アクセス日付 2007年 8月 16日 
 
ヒューマンライツウォッチ (HRW) 
「嫌がらせと拘留はなくならない」: 2008年 Beijingオリンピックを目前に暴力に支配
される中国におけるメディアの自由、2007年 8月 7日 
http://hrw.org/Reports/2007/china0807/  
アクセス日付 16 August 2007 
 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。

http://web.amnesty.org/library/Index/ENGASA170242007?open&of=ENG-CHN
http://hrw.org/reports/2007/china0807/
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背景情報  
 
地理 
 
1.01  欧州世界が 2007 年 7 月 19 日にアクセスした中国の国別プロファイルで報

告したように、  
 

「中華人民共和国[PRC] は東アジアの広大な面積[957万2000平方キロメート
ル]を擁し、北をモンゴルおよびロシア、北西をタジキスタン、キルギスタン
およびカザフスタン、西をアフガニスタンおよびパキスタン、さらに南をイン
ド、ネパール、ブータン、ミャンマー（旧ビルマ）、ラオスおよびベトナムと
接する。同国は北東国境を朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）と接し、太平洋
岸に長い海岸線を有する。伝統宗教と人生哲学は儒教、仏教および道教である。
イスラム教徒およびキリスト教徒は少数派である。首都は Beijing (Peking)であ
る。」 [1a] (位置、気候、言語、宗教、国旗、首都) [18a] 

 
1.02  同じ情報筋が記載するように、「中国は中央集権国家である。中央政府の直

接支配下に 22省、Xizang (Tibet)を初めとする 5自治区、および 4都市(Beijing, 
Chongqing, Shanghai and Tianjin)がある。最高国家権力機関は全国人民代表議
会（NPC）である。」 [1a] (政府) 

  
1.03  エコノミストインテリジェンスユニットが中国の 2007年国別プロファイル

の中で報告したように、 
 

「自治区は名前だけの自治区である。しかしこの用語は、漢民族以外の少数民
族が革命前に、Guangxi(チュワン族集団)、Tibet、Xinjiang（トルコ語を母語と
するイスラム教徒）、Inner Mongolia（モンゴル族）および Ningxia（回族、中
国語を母語とするイスラム教徒）において優位であったことを認識させるもの
である。中国には 2つの特別行政区もある。香港およびマカオである。これら
は中国本土から独立した自治区であり、独立した政府、法体系および準憲法（基
本法）を持つ。ただし外交問題および香港とマカオの防衛については中央政府
が責任を負う。」 [4a] (憲法、制度および行政)  

 
1.04  2007年 7月 19日付けの中国に関する CIA World Factbookが記載したとこ

ろによれば、「中国は台湾を第 23の省とみなしている。」 [30a]  
 

(第 38 項および 39項:台湾、香港およびマカオも参照のこと) 
 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
 
 
 
 
 
地図 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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Map courtesy of CIA ワールドファクトブック  
https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/ch.html  
 
 (附属書 K: 参考資料 – 地図も参照のこと)  
 
言語 
 
1.05 米国国務省が 2007年 1月付けで中国の背景情報において報告したように、  
 

「中国には 7つの中国地方語と多くの下位方言がある。中国標準語(または プ
ートンファ)は最も主流の地方語で、人口の 70％が使っている。中国標準語は
すべての学校で教えられ、政府の媒体である。漢民族のおよそ 3分の 2は中国
標準語を母国語とする。中国南西部および南東部に集中するその他の人口は、
他の 6つの地方語の１つを話す。少数民族が広い範囲で使う中国語以外の言語
には、モンゴル語、チベット族語、ウィグル語その他のトルコ語(ウィグル)お
よび韓国語（北東部）などがある。」[2g] (p2) [18h] (言語集団を示す地図) 

 
人口 
 
1.06  米国議会図書館が 2006年 8月付けで、中国の国別プロファイルに記載した

ように、「中国は 2005年 1月 5日時点で（香港、マカオまたは台湾を除き）
13 億人と正式に確認された。2004 年には人口の 62％が農村に暮らし、38％
が都市部で暮らしていた。現在は総人口の 94％が国土の約 46％で生活してい
る。」 [11a]  

 
(第 28項:家族計画も参照のこと) 

 
命名規則 
 
1.07 COIサービスに提供された情報の中で外務連邦省（FCO）が述べたように、 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。

https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/ch.html
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「中国人は名字から書き始め、次に名前を書くのが普通である。中国語の名
字は（極めて珍しい『Ouyang』を除き）、Wang, Li, Zhangのように漢字 1文
字で表記される。名前は 1つまたは多く見られる 2音節で表される。最近の指
導者の例を挙げると、Hu Jintao、Wen Jiabao、Li Changchunおよび Zeng 
Qinghong などがある。漢字で表記する場合は、名字と名前の間に間隔は入ら
ない。名前が漢字 3文字を超えることはほとんどない。 [31h]  

 
チベット人の名前 
 
1.08 FCOの記載によれば、  
  

「チベット人の名前は漢字で表記される場合でも、通常は中国語と識別しや
すい。チベット人は漢民族が使わない特殊な名前を使う。チベット人の名前は
一般的に漢民族より長い。チベット人は 2音節語を 2つ組み合わせるのが普通
であるが、名字は使わない。つまり、同じ家族の構成員は全く異なる名前を持
つ。個人名の例には Kesang Dekyi, Dawar Tsering and Tanzen Lhundupなど
がある。行政上の目的（パスポートなど）では、名前の表記に漢字が使われる
が、その際には名前を音声通りに置き換える変える目的で同類の発音を持つ漢
字を用いる。漢字を用いる場合は、2語の間に間隔を入れないのが普通である
が、この方法で表記される名前は 4つの漢字で構成されるのが一般的である。
チベット人名には、個人の宗教的立場を反映する組み合わせの呼び名もある。
最もよく見られるのが Rinpocheである。これは敬称として僧侶の名前に加え
られる。 僧院に入る際は、僧侶および尼僧は改名する、もしくは一般名と僧
院で使う名前の両方を持つというのが一般的である。」[31h]  

 
（付属資料 J: チベット人の名前の手引きも参照) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
経済 
 
2.01  2006年 2月 2日の米中経済安全保障調査委員会の報告書の中で、米国国務

省の東アジア・太平洋問題担当の上級顧問 James Keithが述べたところによれ
ば、「中国の経済成功を明確に示す統計データは周知である。経済はこの 26
年間で年平均 9.5％を上回るペースで成長している。最新の全国経済普査は直
近成長率を上方修正し、2004年は 10.1％、2005年は 9.9％、さらに 2006年
はそれを上回るとした。これにより、中国はフランスおよびイギリスを抜いて
GDP2兆 2,400億米ドルの世界第 4位の経済大国になった。」 [2i]  

 
2.02  2007 年 1 月に国家統計局（NBS）が発表したところによると、中国経済は

2006 年には 10.7％拡大し、これは 1995 年以来最高の成長率であるというこ
とである。 [9ag] (BBC, 2007年 1月 25日付け) 

 
 
 
貧困 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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2.03  2006年 2月 2日に行われた米中経済安全保障調査委員会への報告書の中で、
米国国務省東アジア・太平洋問題担当の上級顧問 James Keithが述べたところ
によれば、  
 
「中国は依然として人口 13億人を抱え、一人当たりの人民所得が 1700米

ドルという貧困国である。急速な変化は深刻な不平等と構造的脆弱性の危険に
－実際に創出したこともあった－さらしてきた。中国は富裕社会かもしれない
が、その富裕さは均等に配分されていない。貧困ライン以下の生活を送る 2億
人については特にそうである。都市居住者の所得は、中国総人口 13億人のう
ち 8億人が暮らす農村の居住者所得の 4倍である。中国の農村居住者は、都市
居住者に比べて著しく貧しく、医療の質が劣っており、教育レベルが低い上、
社会福祉サービスやインフラストラクチャが不十分であることを如実に意識
している。こうした人々は特に土地の衰退、水質低下、水資源の汚染と不足、
深刻な大気汚染および森林伐採に苦しめられている」。 

 [2i] 
 
通貨 
 
2.04  米国議会図書館が 2006年 8月付けで中国の国別プロファイルに記載したよ

うに、「中国通貨は人民幣（RMB、人民通貨）または元である。2006年 8月
1 日時点での銀行間為替相場は、1 米ドル 7.98RMB であった。RMB は 10 角
または 100分である。硬貨は 1角、2角、5角の他 5分および 1RMBの貨幣単
位で発行される。紙幣は 1角、2角、5角の他、1、2、5、10、50および 100RMB
の貨幣単位で発行されている。 [11a]  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

  
 
歴史 
 
(米国議会図書館の 2006年 8月付けの中国の国別プロファイルより抜粋 [11a]) 
 
1949-1976: THE MAO ZEDONG時代 
 
3.01  1949 年における共産党員の本土占拠はマルクスレーニン主義モデルに基づ

く新しい社会構築の場を設定した。中華人民共和国は、北朝鮮での戦争で同国
が米国の脅威を認識し、新たな共産主義国の朝鮮民主主義人民共和国という隣
国を支援する道を選択した時点（1949年 10月 1日）で設立された。 中国人
民志願軍は 1950 年 10 月に朝鮮半島に侵出し、北朝鮮同盟軍と共に初めての
軍事的成功を享受したが、その後 2年間のこう着状態が続き、1953年 7月 27
日に調印された停戦条約で決着がついた。この期間に中国は Tibetの支配権を
獲得した。中国は「社会主義への移行」の一環として、「国家の敵」に抗する
政治的修正運動にも着手しており、農地改革の庇護の下に「階級闘争」を推進
した。 [11a] 

 
3.02  Liu Shaoqi (1898–1969)国家主席と Zhou首相が施行した統合と経済開発の

時代は、Maoと側近が主導した破滅的な反知性的（百花斉放運動、1957年）、

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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経済的（大躍進政策、1958-59 年）および政治的（プロレタリア文化大革命、
1966-76年）実験により激変した。この時期に、中国は 1959年までにソビエ
ト連邦と国交を断絶し、1962年にインドと国境紛争を繰り広げ、1969年には
ソビエト軍と小競り合いを繰り返した。1969年に Maoは急進派の人民解放軍
司令官の Lin Biao(1908-71)を後継者候補に選定したが、指導者に反逆したクー
デター発覚後に発生したモンゴルでの飛行機墜落事故で 1971 年に Lin が死亡
した。Zhou および副首相の Deng Xiaoping (1904–97)等の比較的穏健な指導
者は、文化革命の前半の失脚後政治権力を回復し、支配力を主張した。1976
年の Maoの死亡は共産党過激派の影響に終止符を打ち、中国は Deng Xiaoping
とその支持者の指導下で、実質的な経済改革と開放路線を打ち出した。 [11a] 

 
1978-1989: DENG XIAOPING下の中国 
 
3.03  1978 年には革命時代の活動が熱心に開始され、最終的に中国をアジア地域

の新興軍事国はもとより、世界最大の経済国かつ貿易相手国にのし上げた。4
つの近代化（農業、工業、科学技術および国防）は、党、国家および社会の顕
著な課題になった。中国人民の福利は実質的に増大し、世界市場向けの製造業
に関与した沿岸地域および都市部で特に増大した。しかし、政治、いわゆる「第
5の改革」はかなり遅れて起こったため次世代に引き継がれた。中国の初期の
民主主義運動は中国の経済改革が始動した時期と重なる 1978-79 年に鎮圧さ
れた。Deng が中国の支配体制を統一するにつれて、政治改革の要求は 1980
年代半ばに再び表面化し、革命後の指導者は権限ある地位に就任した。例えば
Zhao Ziyang (1919–2005) は首相に任命され、Hu Yaobang (1915–89) は CCP 
総書記に指名された。Deng 自身は「陰の実力者」に甘んじ、最高位には就か
なかった。民主主義運動は 1989年の天安門虐殺で軍隊に力で抑圧された。[11a] 

 
(第 14項 天安門広場の活動家も参照) 

 
1990-2000: 天安門広場後  
 
3.04  天安門事件から数年後、Dengの後継者 Jiang Zemin (後に中国国家主席およ

び中央軍事委員会主席、ならびに CCP総書記を兼任する)に率いられた保守改
革派は世界の批判に耐え、最終的にそれを克服した。Deng が引退すると、テ
クノクラットの新世代が中国を支配し、その近代化を監督するようになった。
政治および政府の地位には全レベルで任期制限が設けられ、継承は秩序に従っ
て行うとされ、すべてのレベルで競争選挙が開始された。数万人におよぶ中国
人学生が留学した。その多くは帰国後近代中国の構築に参加した。その一部は
新たな「中国らしさを備えた社会経済」で億万長者になった。」 [11a]  

  
2000 以降: 新世代の指導者  
 
3.05  21 世紀が始まると同時に、新世代の指導部が台頭し、次第に旧世代との世

代交代が起こった。 Jiang Zemin は地位ごとにその指導的役割を断念し、2004
年までには依然とした元老の地位に移行し、現在も様々な政治的地位に就任し
たその後継者に明らかな影響力を及ぼしている。毛沢東主義時代の「指揮権の
ある政治」は、テクノクラット Hu Jintaoが —2004年までに—次期指導者(中
国国家主席、中央軍事委員会主席および CCP総書記)として出現し、Jiang と
その側近に不承不承受け入れられた。[11a] 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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 (第 6項 指導者を参照) 
 
最近の発展 
 
4.01  2007年 4月 30日付けの報告書の中でアムネスティインターナショナルが述

べたところによると、「中国の直近の全国人民代表大会（NPC）は 2007年 3
月 5日から 16日にかけて Beijingで行われ、そこで多くの原告および活動家が
相次いで拘束された。正確な数字は不明だが、現地活動家の主張によれば、取
締りは 2006 年以上に厳しく、総勢 2000 人を超える警察が包囲していたとの
ことである。」 [6h]  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
憲法 
 
5.01  欧州世界が 2007 年 7 月 19 日にアクセスした中国に関する国別プロファイ

ルの中で報告したように、「1982年 12月 4日に第 5期全国人民代表大会で新
憲法が採択された。」この憲法は 1993年、1999年および 2004年に改正され
た。第 1条によれば、「中華人民共和国は労働階級率いる人民民主主義独裁に
基づく社会主義国家であり、労働者と農民の協調を土台とする。社会主義体制
は中華人民共和国の基本体制である。社会主義体制の破壊行為はいかなる組織
または個人によるものも禁じられる。」 [1a] (The Constitution)   

 
5.02  同じ情報筋の報告によると、第 1条から第 32条は憲法の総則を明言し、第

33 条から第 56 条は人民の基本的権利および義務を規定している。 [1a] (憲法) 
[5a] (憲法本文)  

 
政治体制 
 
6.01  FCOが 2007年 3月 13日付けの中国に関する国別プロファイルの中で述べ

たように、「中国は西洋の民主政治に類似する国家機能ごとの分権論を掲げ、
近代民主主義国家が持ち得るすべての構造を有している。[31a] (p3) 2006 年 9
月 6日に公表された『悪の中の悪: 2005年の最も抑圧的な社会』と題された報
告書の中でフリーダムハウスが報告したところによると、「中国人民は民主主
義に基づいて政府を変えることができないばかりか、政策に対する個人的意見
を発表することもできない。CCP はすべての政治権力を掌握しており、ほぼ
すべての国家および地方政府、警察および軍事的地位はその党員によって占有
されている。議会、すなわち全国人民代表大会（NPC）は最高幹部を選出する
が、NPCそのものが CCPによって支配されている。」 [26a] (p2)  

 
6.02  2007年 7月 19日付けの CIA ワールドファクトブックが中国について述べ

たところによると、「中国政府は法輪功の精神的運動および中人民主党を破壊
集団と特定しているが、本質的な政治的敵対集団は存在しない。 [30a]  2006
年 7月 22日付けの Asia Times で報じられたところによると、「中国では、
大衆は地方レベルの権力濫用から保護してくれる強い中央政府を常に求めて
いる。」 [64h] (p4)  

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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 (第 14項: 敵対集団と政治活動家も参照のこと) 
 
指導部 (第 4世代) 
 

6.03 FCOが 2007年 3月 13日付けの中国に関する国別プロファイルのなか
で述べたように、 
 
「2003年 3月に Jiangが辞任した。Hu Jintaoが国家主席に氏名され、Jiabao
が首相に就任した。Li Pengに代わってWu Bangguoが NPC委員長に就任し
た。指導部の交代は 2004年 9月の Jiang中央軍事委員会（CMC）主席辞任を
以って完了した。Huは CMC委員長の地位に国家主席および党総書記の役割
を加える強い意向を示した。Huの初任期はその地位の統合化と経済改革の推
進に費やされた。しかし Huは前国家主席が自由な活動を許容した自由資本主
義がもたらし得る不安定を認識してきた。「協調的社会」というスローガンの
下に、Huは広い範囲の医療保健、教育、環境その他の社会的不平等分野にお
いて様々な政策を推進した。しかしこれらの政策は経済成長と経済改革を 
[31a] (p2-3) 

 
CHINESE COMMUNIST PARTY (CCP)  
 
6.04 CCP は 7080人の党員を擁する。(米国議会図書館) [11a]  共産主義青年団は 6,850

人の党員を擁する (欧州) [1a] (中国共産主義青年団) 党の憲法第 9条は、「党員は自
由に党を脱退することができる。党員が脱退を申し出る際は、関係する党支部
は総会による討議を経て、同者の名前を党名簿から除外の上、記録に残す目的
でその除外を次に高い階級にその旨を報告するものとする。 [5t] (第 1章)  

 
(第 14項および 17項:「9つの意見」および「党規律の違反」も参照のこと)  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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人権  
 
摘要 
 
7.01  2007年 3月 6日付けで公表された米国国務省(USSD) 報告書で報告された

ところによると、 
 

「憲法は『国家は人権を尊重し保護する』と明言しているが、政府の人権
状況は依然として劣悪であり、地域によっては悪化しているところもある。ジ
ャーナリスト、作家、活動家および被告弁護団の監視、嫌がらせ、拘留、逮捕
および投獄を伴う注目される事例が増えており、その多くは法に基づく権利の
行使を要求していた。政府はインターネットの管理と検閲の厳重化を含め、言
論および報道の自由に対する取り締まりを強化した。国内外の非政府組織
（NGOs）は現在も監視と規制の増加と直面している。過去数年間と同様に、
人民は政権を変える権利を与えられていなかった。その他の重大な人権侵害に
は、超法規的殺害、受刑者の拷問や強制自白の他、囚人労働を含む強制労働な
どの事例が挙げられる。党および国家が裁判所ならびに裁判官に対する厳重な
政治支配を実施し、また非公開裁判および行政拘留を持続したため、法改正は
依然として停滞したままであった。刑執行は有罪判決の当日または 上訴の棄
却直後に行われることが多かった。正当な法手続きの欠如と弁護士に対する規
制が法規則の進歩を一層制限していた。特に政治的に慎重な監視が必要とみな
される個人および集団は、集会の自由に加え、2005年に施行された宗教問題
規制実施の強化を含む宗教活動の自由および移動の自由に対する厳しい規制
に直面していた。政府は強制的な産児制限政策を継続実施しており、一部では 
強制中絶や避妊手術につながる事例も見られた。[2e]  

 
7.02  2005年 8月 31日に国連難民高等弁務官の報告したところによると、  
 

「国連人権高等弁務官 Louise Arbour と中国外務次官 Shen Guofangは、
経済的、社会的および文化的権利に関する勧告実施について中国を支援し、ま
た市民的、政治的権利に関する国際規約の批准を履行する目的の協定に調印し
た。 協定の調印または了解覚書は、9月 2日の金曜日に予定される同高等弁
務官の訪中により中断している。協定によれば、高等弁務官事務所（OHCHR）
と中国政府間の協力プログラムには、中国が投獄に代わる刑罰措置を模索する
のを助けると共に、同国の刑事訴訟法、弁護士法その他の関連法規定の改正に
協力し、市民社会の能力開発を促進することが含まれる。弁務官はまた、人権
教育を初等教育、中等教育、大学、公務員教育の各課程に組み込むのを支援す
ると共に、政府当局者が国レベルの人権機関設立を学ぶ手伝いもすることにな
っている。 [32g] 

 
7.03 2007 年 5 月に公表された 2007 年報告書の中でアムネスティインターナショ

ナル（AI）が報告したところによると、  
 

「弁護士およびジャーナリストが嫌がらせ、拘留および投獄を受ける事例は
増加している。公的制裁を受けた教会外で忠誠を求めた数千人の市民が嫌がら
せを受け、その多くは拘留および投獄に処された。数千人におよぶ市民が死刑
判決または死刑執行を受けた。農村部の移民は基本的権利を剥奪されていた。

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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Xinjiang Uighur 自治区のウィグル族に対する厳しい抑圧は現在も続いており、
また Tibet地区および他のチベット族地域では、依然として表現および宗教の
自由が厳重に規制されていた。」 [6g] (p1)  

 
7.04 2007年 1月に公表されたWorld Report 2007の中でヒューマンライツウォッ

チ（HRW）が述べたところによれば、 
 

「中国の人権状況は 2006年には著しく悪化した。政府当局は新聞報道、イ
ンターネット、学会、弁護士および非政府組織（NGO）に対する－抗議者と
警察間の暴力的対決で表面化した－社会不安の高まりを訴えた。中国政府は引
き続き膨大な警察治安組織を利用して、批判者、抗議者および市民社会活動家
に対する多層構造の規制体制を実施している。かかる規制体制は、批判者の口
を封じる上で実際の逮捕－不必要な国際的注目を引き出す－の必要を軽減し
ている。この体制には行政的圧力や職業上の圧力、国内外の移動規制、秘密盗
聴や傍受、電話およびインターネットの監視、警察の訪問や呼び出し、私服捜
査員による張り込み監視、非公式の自宅軟禁、遠隔地の警察運営収容所および
警察署内の拘置所での隔離拘禁などがある。多くは「社会秩序の妨害」、「国
家秘密漏洩」または「抗議運動の扇動」等の曖昧に定義された犯罪で有罪にさ
れる。2006年には、およそ 100名の活動家、弁護士、作家、学者、HIV/エイ
ズ運動員および人権擁護者が新たな破壊分子を示唆する扱いを受けていた。」 
[7i]  

 
7.05  2006年 10月 12日に公表された 2006年人権年次報告書の中で外務連邦省

が述べたところによると、 
 

「イギリスは依然として、死刑、拷問の広範な利用、不十分な司法慣行と行
政拘留、特に労働による再教育の普及、人権擁護者および活動家（NGOs、政
治活動家、ジャーナリストおよび弁護士）に対する嫌がらせ、宗教活動家や法
輪功の支持者に対する嫌がらせ、チベット族や新疆における現状、さらに言論
および結社の基本的自由に対する厳重な規制措置を含め、中国の基本的人権に
ついて重大な懸念を抱いている。」[31i] (p 42) 

 
7.06 2005 年 4 月 1 日に、中国政府は 2004 年における中国の人権向上と題した白

書を公表した。それによれば、「完全な人権の実現は世界各国に共通する追求
課題である。豊かで協調的な社会主義社会の一斉建設も中国の重要な目標であ
る。中国は国際社会と共に、中国における人権の持続的向上と世界人権の健全
な発展に向けてたゆまぬ努力を常日頃と変わらず行う意向である。 
[5q] (Section VII) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
治安部隊 
 
8.01 USSD REPORT2006で報告されたように 
 

「治安組織は国家安全保障省と公安省、人民武装警察部隊、人民解放軍
（PLA）および国の司法当局、検察当局および刑事当局から構成される。地方
レベルでは汚職が蔓延していた。報告によると、警官は被害者を強制逮捕し、

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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正当な理由なしに個人を拘留し、恣意的に個人から罰金を徴収した他、被害者
や犯人を精神的および物理的に虐待した。」[2e] (Section 1d) 

 
警察 
 
8.02  2004年 1月 26日付けの報告書の中でカナダ移民難局が報告したところによ

ると、中国の警察部隊は以下にように分類することができる。  
 

z 公安局 (PSB) – 公安省（MPS）が責任を負う中国の主要警察部隊(86%),  
 
z 刑務所警備隊 – 刑務所および強制労働収容所を警護し、司法省が責任を
負う。 

 
z 司法警察– 裁判所の治安を維持し、被疑者を裁判所内外に連行する。死刑
執行も行う。どの省の直轄でもない。 

 
z 武装警察部隊 – 国境巡回を行い、要人、外国大使および重要な官舎を警
護する。MPSおよび中央軍事委員会（CMC）が責任を負う。 

 
z 巡回警察– 犯罪の発見と主要行事の防護を主な業務とする地域警察で、

MPSが責任を負う。 [3a]  
 
8.03  2006年 4月 27日にカナダ IRBが報告したところによると、PSBが全国レ

ベルのコンピュータデーベースを設置したかどうかについては、明確な回答は
ない。 [3d]  

 
8.04  2007年 7月 27日にアクセスした科学者連盟のウェブサイトに記載されたよ

うに、 
 

「中国人民武装警察部隊は 1983年 4月に設立され、国防義務を負う PLA部
隊、武装警察部隊、前線防衛警備隊、および消防警備隊から構成され、徴兵制
度を施行する。警察業務を行うのは、社会治安に備えた武装防衛軍である。武
装警察部隊は PLAの規則および条例を遵守し、PLA部隊と平等な扱いを享受
する。武装警察部隊本部は公安省の直轄下にある。公安省は各省、自治区およ
び市町村にも部隊本部を設置しており、その下に派遣隊、分隊および小隊があ
る。CCPの中央軍事委員会は、国内で激変が起こる場合は人民武装警察部隊
が最初に動員される意向を公表した。言い換えれば、武装警察部隊は国内の安
全と社会の安定を担う PRCの主力軍である。」 [52a] 

 
 (第 14項: 敵対集団と政治活動家を参照) 
 
民間警備会社  
 
8.05  中国における犯罪、刑罰および警察組織を執筆した Michael Dutton (2005)の

報告によると、  
 

「中国の民間警備会社はそれが公安省地方支部の完全子会社であるという
点で西側と異なるが、事業を直接所有かつ運営するのは警備会社の各部局であ
る。公安部隊はこの業界の独占権を所有するだけでなく、職員配置に対する完

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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全な支配権も持っている。警察部隊は各社の幹部職をすべて、各省の公安局ま
たは公安省の元幹部職員に割当てた。これらの警備会社は現在、都市部の警察
業務の 3分の 2を網羅すると推定され、幹部職員が得る利益の多くは銀行、レ
ストランその他の当該施設の警護からもたらされる。」 [50b] (p215-216) 

 
拷問 
 
8.06 2006 年 11 月 20 日付けの記事の中で BBC が報じたところによれば、ある中

国警察幹部が持続的な拷問の行使により、毎年 30 件以上の不当判決が言い渡
されていることを認めたということである。 [9ad]  2005年 12月 2日の予備
報告書の中で特別報告者(Manfred Nowak)が拷問について述べたところによる
と、「こうした虐待の直近規模について詳細な判断を下すことはできないが、
特別報告者は拷問の慣行は－都市部では特に－減少傾向にあるものの中国で
は依然として普及しているとのことである。」[32a]  

 
8.07  2006年 3月 10日に、拷問その他の残忍、非人道的または品位を傷つける処

遇もしくは処罰に関する特別報告者の報告書が公表された。この報告書の中で
報告者 Manfred Nowakが述べたところによると、 

 
「特別報告者が想起するところでは、同報告者の前任者は過去数年間にわた

り、中国における拷問およびその他の形態の虐待について、意見を求めて政府
に提出された重大な申し立てを多数受理した。特別報告者はかかる情報は必ず
しも拷問および虐待を実証するものではなく、むしろ特別報告者の注意を引い
た情報の現状を反映するものと警告する。にもかかわらず、受理された申し立
ての長期性、件数および一貫性は情報として有益になり得る。特別報告者およ
びその前任者は 2000年以降、中国政府に対し申し立てられた 314件の訴訟を
報告してきた。これらの訴訟は 1,160人を優に超える個人を代表するものであ
る。特別報告者は合計 90件に及ぶ訴訟について、中国政府から 52件の回答を
受理した。」 [32b] (p12-13)  

 
8.08  この報告書によれば、申し立てられた拷問被害者の 3分の 2は法輪功修錬者

であり、申し立てられた加害者の半数は警察その他の公安幹部職員であった。 
[32b] (p13) 

 
(第 21項: 法輪功も参照のこと)  

 
8.09 特別報告者がその訪中の状況について論評した際に述べたところによると、  
 

「特別報告者は同じ政府当局、特に国家安全保障省および保安省は訪問中の
様々な時点で同報告者の事実確認を妨害または規制しようとしたと指摘せざ
るを得ないと感じる。特別報告者とその査察チームは Beijingのホテルおよび
その近隣のいずれにおいても、頻繁に諜報部員の監視下に置かれた。さらに、
訪問期間中、被害者と目される多くの人物およびその家族は保安職員から脅迫
を受け、警察の監視下に置かれた上、特別報告者に面会しないよう命令される
か、面会を物理的に阻止されたとのことである。」[32b] (p6) 

 
8.10 同報告書が述べたところによれば、 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 

17

「副検察官は特別報告者に対し、2005年の最初の 9カ月間で拷問の訴えを
申し立てられた捜査当局者は国全体でわずか 33人であったと伝えた。2005年
年 3月 9日に提示された（2004年度を対象とする）SPPの NPCへの報告書
2005によれば、『違法拘留、自白の強制、暴力を行使した証拠獲得、被拘留
者の虐待、選挙妨害ならびに生命または財産喪失を招いた重大な職務怠慢』を
伴う事例における被疑犯罪行動について 1595人の公務員が取り調べを受けた
ということである。同報告書が続けて記載するところによると、これは前年総
件数に比して 13.3％増であり、SPPは最も重大な事例のうち 82件を個別に調
査したとのことである。ただし、有罪判決の件数に関する情報は提供されてい
ない。他国の統計資料と比較すると、2005年の数字ならびにそれ以前の統計
資料は、中国程の規模の国においては明らかに氷山の一角に過ぎない。」 
[32b] (p38) 

 
8.11  最高人民法院（SPP）は 2006 年 7 月 26 日に、警官を職権濫用で起訴する

可否の決定基準を説明する条例を公布した。公式の人民日報は 2006年 7月 27
日のこの発表について、「新条例は、殴打、縛り付け、凍結、絶食、厳しい気
候環境への放置、容疑者の激しい体罰および直接または関節的な拷問利用の指
令を含む、8つの拷問犯罪基準を詳しく説明している」と報じた。 [12u]  

 
8.12  2007 年 5 月に公表された 2007 年報告書の中で、アムネスティインターナ

ショナル（AI）が中国について報告したところによると、 
 

「拷問および虐待は依然として広い範囲で行われていた。一般的な手法には、
蹴り、殴打、電気ショック、腕吊り、苦痛を伴う体勢での束縛、タバコ火傷お
よび睡眠と食事の剥奪などがあった。11月にある警察幹部が認めたところで
は、毎年最低 30件は拷問の行使による不当な有罪判決が言い渡されており、
実際の数字はそれを上回る可能性が高いということである。[6g] (p3)  

 
超法規的殺人 
 
8.13   USSD REPORT2006が記載したように、「拘留中の死亡に関する警察幹部

の統計は入手できなかったが、その年には政治的動機による殺人やその他の恣
意的殺人および非合法的殺人が発生した。[2e] (Section 1a) 2006年 4月 12日付
けのチャイナ･デーリーで報じられたように、 

 
「1996年に公布された警察の銃器使用に関する中国の規制によれば、警察

官は、暴動、刑務所破り、融解、武器を伴う逮捕時の抵抗および一般市民の生
命を脅かすその他の状況等の、異なる 15の状況で銃器を使用することが許可
されている。警察官は、警告する十分な時間がない場合または警告がより重大
な生命喪失を引き起こし得る場合でも、発砲前に犯罪者に警告を発することを
義務付けられる。この規制は、銃器、爆発物または毒薬を伴う暴力犯罪に関わ
らない限り、警察の妊婦または児童への発砲を許可しないとことも規定する。
さらに、大群衆が集まる地域や爆発物あるいは放射線物質の貯蔵区域付近では
警官は銃器を使用することはできない。 [14k]  

 
証人の保護 
 
8.14 刑事訴訟法第 49条および刑法第 306 条から 308条は証人の保護を規定する。

[5h] [5i] しかし、2004年 1月 26日にカナダ IRBが述べた通り、上記の規定は
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実際にはめったに施行されない。[3a] 2005年 10月 21日付けの Asia Times に
よれば、「秘密結社さながらの集団は強力で一部の幹部や警官と密接な癒着が
あるが、その勢力範囲が管轄する省や多くの場合都市を超えることはない。」
[64g] 2006年 7月 15日の Independent によれば、「法律の専門家は中国には
百万近い暴力団が存在すると思われるが、その多くは警察幹部の汚職とは関係
なく、地元の暴力集団で、いずれも昔の秘密結社の様にマフィア型の首領に率
いられるものではない。 [17f]  

 
8.15 2006年 5月 5日にカナダ IRBが報告した様に、「 Economistの 2005年のあ

る記事によれば、中国の政府当局が『村落レベルの殺人行為』を取り締まる能
力は『明らかに制限されている』(13 Oct. 2005)。しかし、調査局に助言を求
められた一部の情報筋の報告によれば、「組織犯罪に取り組む様々な努力が中
国政府によって行われている。」[3k]2006年 10月 16日付けの人民日報で報じ
られたように、Beijing の警察は首都を拠点とする 34人組の犯罪集団を粉砕し
た。その首謀者は 20 年の禁固刑を言い渡された。3 人の警官も不特定の処罰
を受けた。 [12aa]  

 
申し立て手段 
 
8.16 2004年 3月 26日にカナダ IRBが報告したところによると、  
 

「中国人民が捜査当局による個人的報復を防ぐ手段を居住省外部から調達
した可能性を示す特定情報は、調査局から相談を受けた情報筋の中には確認で
きなかった。しかし、香港を拠点とする International Anti-Corruption Newsletter
の 中国最高人民検察院の汚職防止局局長Wang Jianmingが述べたところによ
れば、汚職防止部局は現時点で、中国全体の 4つの各級検察院に設置されてい
るということであった。最高人民検察院に関しては、汚職防止総本部が設置さ
れている。汚職防止事務所は省人民検察院、自治区･直轄市人民検察院および
郷人民検察院の下に設置されている。現在、汚職防止活動に参加する各級の検
察院の幹部職員および検察官は中国全体でおよそ 40,000人いるということで
ある(2003)。」 [3x] 

 
8.17  2007年 7月 27日の BBCで報じられたように、2003年に中央政府機関に申

し立てられた請願および上訴は 900万件を超え、その多くは本人によるもので
あった。そこで述べられたところよると、「国家請願陳情局の局長 Zhou 
Zhanshanでも、不服申し立ての 80％は妥当だと認めた。しかし過剰負担の司
法体制では、親身な審問を受ける請願者はほとんどいない。同情を得た場合で
も請願事務所には決定を施行する法的権限がない。[9m]  

 
8.18  2004年 11月 11日の Asia Times が報告したところによると、「中国にお

ける請願成功率は極めて低い。Guangzhou を拠点とする Southern Weekend
の新たな調査によれば、昨年[2003]、中国の請願事務所は 1000 万件の請願書
を受理したが、解決されたのは 1000件当たりわずか 2件であったということ
である。 [64b] 

 
8.19  2005年 6月 11日付けの人民日報に報じられたように、  
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「中国のある公安幹部職員は金曜日、中国の公安機関幹部に対し、請願者と
個人的に面会の上、その申し立てに具体的に対処してほしいと依頼した。6月
9日までに、公安機関は国全体で 71,000件の請願者を受理しており、そのう
ち 15,000人が請願を取り下げる意向を示した。請願には先延ばしされた訴訟
の解決、過去の不正行為に対する賠償請求から警官の粗暴行為の是正要求まで
様々である。」 [12ag] 

 
8.20 I  2005年 12月に HRWは「いつ失踪するかわからない」:中国の請願者に

対する拘束と虐待防止と題された報告書を発表した。それが述べるところによ
れば、[2005年]5月 1日の条例は請願制度が公正、平等かつ有効なものとしな
かった。条例の脆弱性が専門家の助言を得れば対処可能な専門的不作為なのか、
新条例に曖昧な要素を念入りに書き入れたのかは不明である。 [7b] (要旨)  

 
8.21 この報告書がさらに述べたところによると、  
 

[請願者はヒューマンライツウォッチに対し、省および地方当局は[警察犬]を
Beijing に送り込み、各省の請願者が請願を取り下げるように脅迫するか、請
願者を拘束の上連行するのだと訴えた。多くの事例では逮捕は Beijing 警察の
協力を得て行われる。こうした逮捕は暴力を行使して行われることが多い。居
住省に帰還後、多くの請願者は裁判なしに任意拘留され、拷問の危険性や、強
制労働という長期刑に直面する。ヒューマンライツウォッチに訴えた請願者の
多くが話したところでは、請願者を拘束した警察犬は警察の制服を着用してい
たが、恐らく Beijing警察と法廷で争うのを避ける目的、あるいは警察の虐待
行為に対する請願者の告訴を回避する目的で身分は明かさなかったというこ
とである。中国の警察各局の多くは一般市民を雇って警察業務に協力させてい
る。ただしこの問題に詳しい活動家によれば、警察犬の大半は私服警官であろ
うということである。 [7b] (V Beijingにおける請願者の虐待、「[警察犬])  

 
8.22   CECC報告書 2006で報告されたように、 
 

「中国憲法も人民に対し、信訪（「役所に手紙を書き来訪すること」）とい
うやり方で不平を是正するために政府高官に誓願を直接提出することを認め
ている。公式のニュースメディアが報じるところによれば、2005年に中国人
民が郷級および 1階級上の信訪局に提示した請願書は 1270万件に達したが、
中国司法当局が処理したのは合計 800万件であった。地方検察職員は請願の高
い発生率に対し厳しく懲罰される。地方検察職員の権限を調査する政治的ある
いは法的手段がないため、この懲罰構造も大量の請願発生を食い止め、請願者
が上階級当局に接近するのを防ぐ上で、地方当局に利益を与えている。[28a] (VII. 
c) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
兵役 
 
9.01  2007年 7月 19日にアクセスした Europa Worldに記載されるように、 
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「すべての国軍は人民解放軍（PLA）において分類される。2006年 11月に
西側の情報筋が評した通り、常備軍は総数 225万 5000人で、うち約 100万人
が徴収兵、うち 13万 6千人が女性兵であるとされた。陸軍は兵力 160万人、
海軍は兵力 25万 5000人（海軍航空隊 2万 6000人を含む）、空軍は兵力 40
万人（防空要員 21万人を含む）であった。予備軍は兵力 80万人で、人民武力
警察部隊はおよそ 150万人を構成する。兵役は志願兵役制で、兵役期間は最低
2年間である。 [1a] (国防)  

 
9.02  政府白書の 2004年中国国防（第Ⅴ章）で報告されたように、「PRCの兵役

法（第 5章）は毎年 12月 31日時点で 18歳に達する男子国民は現役服務に就
く資格を得る。その年に入隊しない者は 22 歳まで資格が継続する。女性国民
も必要に応じて入隊が許される。12月 31日以前に 18歳に達する男子国民は、
その年の 9月 30日までに兵役を志願しなければならない。 [5v]  

 
9.03  2005 年 11 月 17 日に BBC が報じたように、新疆生産建設兵団または緑色

兵團は 40 日間の軍事訓練を毎年受託する。緑色兵團は新疆で活動し、250 万
人の漢族移住者から構成される。 [9t] 

 
(第 27項: 児童 – 児童兵も参照のこと) 

 
 
 
良心的兵役拒否に関する規定 
 
9.04  NGO戦争抵抗者インターナショナルが中国に関する報告書（1998）の中で

報告したように、「良心的兵役拒否権は法の認めるところではなく、代理兵役
に関する規定はない。」[37a] (p1) しかし、政府白書 2004年中国国防（第Ⅴ章）
の中に記載されるように、入隊資格を有する国民がその家族の唯一の扶養者ま
たは全日制の学生である場合は、その入隊を延期することが許される。」 [5v] 
中華人民共和国の軍事法第 2条によれば、「兵役免除は重篤な身体的欠陥また
は重症な身体障害により兵役に適さない個人に対し許可される。法律で政治的
権利を剥奪された個人は兵役に服すことができない。」懲役忌避の懲罰は兵役
法では規定されていない。 [5m] 

 
脱走 
 
9.05   兵役法は脱走の問題には特に触れていない。それは 1982年 1月 1日より有

効な、義務に反して罪を犯す軍人に対する中華人民共和国の暫定条例第 2条に
言及する。 [5m] これが記載するところによれば、 

 
「兵役法に違反して国軍から脱走するいかなる者も、状況が重大である場合

は、3年以下の禁固刑または刑事拘留に処されるものとする。 戦時に前節の
罪を犯す者はいかなる者も、3年以上 7年以下の禁固刑に処されるものとする。 
[5s] 

 
9.06  同条例の第 2条がさらに述べるところによれば、「状況が明確に軽微であり、

害が重大でない場合は、上記の行為は犯罪とみなされず、軍事規律に従って処
理されるものとする。 [5s] 
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9.07  暫定条例(1982)および刑法（1997）はいずれも、脱走により国家の安全を脅
かす、もしくは戦場から脱走する兵士は死刑に処すると規定している。ただし、
いずれも平時における犯罪と戦時における犯罪を明確に区別している。[5s] [5i]  

 
9.08  刑法第 451条が述べるところによれば、「この法律で使われる『戦時』とい

う言葉は、国家が戦争状態を宣言し、国軍が軍事行動の任務を受諾するもしく
は敵が奇襲攻撃を開始する時点を意味する。国軍が戒厳令を施行する、もしく
は武力行為に応戦する時は戦時とみなされるものとする。」 [5i] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
司法 
 
組織 
 
10.01  2007年 7月 19日にアクセスした Europa Worldで報告されたように、最高

人民法院(SPC)は国家の最高司法機関である。SPCの下には地方の各級地方人
民法院（高級、中級および基礎）および軍事法院、海事法院および鉄道輸送法
院を含む特別人民法院がある。法体系の通則は憲法第 123 条から第 135 条に
かけて規定される。 [1a] (司法制度) [5a] (憲法本文) 

 
独立 
 
10.02  2006年 6月 21日の人民日報で報じられたように、「裁判所の判決に違法干

渉、もしくは妨害行為を行い、職員や部局の既得利益の保護を要求する目的で
党幹部が職権濫用したことが明るみに出た。SPCはこれを受け、CCP中央規
律検査委員会および監察部と協力して公判への介入を試みる党幹部が党委員
会または必要に応じて 1 階級上の裁判所に通告されることが可能な報告制度
を設置するよう司法官に指示する合同声明を発表した。 [12t]しかし、裁判官は
依然として報道機関に話すことを禁じられている。[63b] (国境なき記者団 2007)  

 
10.03  CECC報告書 2006で報告されたように、「外部政府および共産党の支配力

は中国の司法独立を引き続き制限している。党幹部は、中国の最高司法権であ
る最高人民法院を含む全裁判所の法院院長の選定を管理する。 [28a] (VII. c) 

 
10.04  2005 年に公表された政府白書、2004 年中国の人権向上（第Ⅲ章 人権に対

する裁判上の保証）で報告されたように、  
 

「2004年には中国各地の検察院は法に従う不服申し立て訴訟 20,306件を処
理および終了し、全階級の裁判所は請願および不服申し立ての来訪 422万件を
処理し、法に従って不当判決が証明された 16,967件の訴訟判決を修正した。
これは裁判所の年間有効決定総数の 0.34％に相当した。統計資料によれば、
2004年 6月時点で中国には開業弁護士が 114,500人、法律事務所は 11,691
あることを示した。[5q] (第 III項) 

 
公正な裁判 
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10.05  USSD REPORT2006は、有罪判決率を 99％以上とし、「刑事裁判制度は、
特に注目される訴訟や有罪見込みある訴訟においては、有罪推定に対する偏り
が強い。国レベルで見ると、不服申し立てが評決の逆転という結果をもたらし
たのは死刑判決を含む訴訟総件数のわずか 0.36％であった。[2e] (1e項)   

 
10.06  USSD REPORT2006で報告されたように、 
 

「裁判は意思決定を補佐する目的で裁判所に採用された一般市民の『人民補
佐官』を伴う裁判官の面前で行われた。その年に公表された統計資料によれば、
48,211人の人民補佐官が出廷した。法律によれば、人民補佐官は判決に類す
る権限を与えられたが、実際は判決に従い、独立した陪審員様の役割を行使す
ることはなかった。被告が原告と対決することを認める法機構は不十分であっ
た。ある専門家によれば、証人を伴う裁判は 5回に 1回しかない。刑事裁判で
は多くの場合、検察官が証人の供述を読み上げ、被告とその弁護士はいずれも
質問を行う機会を与えられない。刑事訴訟の証人の約 95％は、一部では報復
の苦痛または恐怖から出廷して証言することはなかった。 刑事訴訟法は公判
前の証人の供述は有罪判決の単なる基礎材料としてのみ機能すると述べてい
るが、検察官はかかる供述に大きく依存して訴訟を裏付けた。被告側弁護士は
訴訟に関係する政府側の証拠を入手する申請を行うことはできるが、証人に証
言を強制する権限も証拠開示を義務付ける権限もなかった。実際には、公判前
の情報入手手段は最低限しかなく、被告側は裁判の準備をする十分な機会が与
えられないことが多かった。助言制度や無罪推定はなく、裁判官と検察官は被
告に質問する尋問形式を利用するのが普通であった。法律では黙秘権、二重の
危険および証拠の種類を統制する規則は提供されないが、今後導入される可能
性はある。」 [2e] (1e項) 

 
10.07  ヒューマンライツウォッチ（HRW）は 2005年 3月 10日に、国連人権委員

会を招集し、中国を非難する決定を採択し、さらにその司法制度を改正する決
定を採択した。この報告書が述べるところでは、「中国の誤った裁判制度は、
弁護士の被拘留者および証拠への接近を制限し、強制自白や司法決定への政治
的介入の行使という方法で被告の権利を侵害する。地方警察長官や労働矯正は
国際法に違反し、労働管理委員会を通じて、長期間の行政処罰を課すこともあ
る」 [40a]  

 
弁護士に対する規制 
 
10.08  CECC報告書 2006で報告されたように、「中国政府は 2005年以降、政府

の職権濫用に異義を唱える民間弁護士および人権擁護者の活動を規制してい
る。中華全国律師協会は多数集団関連の訴訟を扱う弁護士能力を規制するとい
う指意（中全国律会于律理群体性案件指意）を発表した。地方当局は弁護士擁
護活動に対しさらなる規制を課した。」 [28a] (VII. c) 

 
10.09  USSD REPORT2006の報告によると、 
 

「警察幹部は広範囲の戦術を展開し、違法拘留、資格剥奪、脅迫、裁判前の
審理拒否および身体的虐待を含む弱い立場の依頼者を代表する弁護士の職務
を妨害した。法律の条文によれば、依頼者が偽証罪を犯す場合は被告側弁護士
が責任を負う可能性があり、検察官と裁判官は偽証を構成するものを決定する
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広い自由裁量を与えられる。中華全国律師協会によれば、1997年以来、500
人を超える被告側弁護士が拘留されたということである。そのうち 80％は釈
放されたが、告訴は弁護士が弁護訴訟を扱う意欲に対する萎縮効果をもたらし
た。Beijing の弁護団は 1990 年代に年平均 2.64件の刑事訴訟を扱ったが、
2000年までにこの数字は 0.78％まで低下した。国全体で見ると、2004年に弁
護団が扱った訴訟は平均 0.72件であった。」 [2e] (1d項) 

 
10.10  Epoch Times (法輪功に好意的な刊行物)は 2005年 10月 19日に、「著名な

人権派弁護士」Mo Shaopingの経験を描出する記事を発表した。この記事は中
国の刑事弁護士になるための 8つの障害を明確に示した。それは被告との面会、
証拠の調査および入手、証人喚問、免責の取得、黙秘、予定通りの訴訟終了、
さらに特定の非司法組織との権力分立に関する問題である。 [40a] 

 
刑事訴訟法(1997) 
 
10.11  2005年 2月 28日に公表された米国国務省（USSD）Report 2004で報告さ

れたように、  
 

「刑事訴訟法は多くの点で国際基準に達していない。例えば、拷問等の違法
手段により収集された証拠利用を防ぐ防護策が不十分であり、公判前後の拘留
延長を阻止するものにはならない。上訴手続には十分な審査手段が規定されて
いないため、被告の権利侵害に対する十分な救済策がなかった。さらに、法の
下での黙秘権、二重の危険の保護がなく、導入し得る証拠の種類を定める法律
もない。被告が原告と対決することを認める法機構が不十分であった。ある専
門家によれば、証人を伴う裁判は 5件に 1件しかないということだった。従っ
て、ほぼすべての刑事『裁判』は、被告および被告側弁護士のいずれにも質問
の機会が与えられない証人供述を検察官が読み上げるというものであった。被
告側弁護士には証人に証言を強制する権限がない。事例証拠が指摘したところ
によれば、刑事訴訟法は特に政治的に微妙な訴訟では依然として不平等で、完
全性には程遠いということである。 [2j] (1a項) [5h] (刑事訴訟法の本文) 

 
国家安全保障法(1993) 
 
10.12  PRC の国家安全保障法第 4 条によれば、以下の行為は国家安全保障を脅か

すものとみなされ、法に従って起訴されるものとする。 
 

1 「政府の破滅、国家の分断または社会主義体制の打倒を策謀すること  
 
2 スパイ組織への参加もしくはスパイ組織またはその代理が与えた任務の
受諾、  

 
3 国家秘密の窃盗、非公開収集、売買または違法な提供  
 
4 反逆者に転向させる意図で政府職員を扇動、誘惑もしくは買収すること、
または  

 
5 その他の国家安全保障を脅かす破壊行為を行うこと [5g] (p2)  
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10.13  刑事訴訟法第 102条から第 113条は国家安全保障を脅かす犯罪を網羅する。
処罰は 3年ないし 10年の禁固ならびに刑事拘留から、公然の監視または政治
的権利の剥奪まで様々である。犯罪が特に重大である場合は、その人物は死刑
を言い渡されることもある（第 113条を参照）。 [5i] (p18-20) 2006年 8月 9日
には、ある幹部職員が台湾のためのスパイ行為で有罪判決を受けた後、死刑に
処された。 [10a] (CNN、2006年 8月 9日) 

 
 
 
 
二次の危険 
 
10.14  刑法第 8条から 12条は、PRC国外で罪を犯す個人が中国に帰還後すぐに再

審理を受けられる状況を網羅する。  
 

第 8条 
「この法律は、当該犯罪について 3年以下の禁固刑という最低限の刑罰を規

定することを考慮し、PRC領域外で PRCまたはその国民に対する罪を犯す外
国人に適用されることがある。ただし、犯罪が行われた場所の法律に従って犯
罪が処罰し得るものでない場合は、例外を認めることができる。」[5i] (p3)  

 
第 9条 
「この法律は PRCが締約国または加盟国である国際条約に規定される犯罪

適用されることがあり、PRCは条約義務の範囲で掛かる犯罪に対し刑事司法
権を行使する。」 [5i] (p3)  

 
第 10条 
「PRC領域外で罪を犯す者およびこの法律に従って刑事責任を負う者はす

べて、外国で裁判を受けた場合でも、この法律に従って処罰されることがある。
ただし、既に刑事罰を受けた者は、処罰の免除または軽減を受けることが許さ
れる。」 [5i] (p3)  

 
第 11条 
「外交特権および免責を享受する外国人の刑事責任問題は、外交ルートを通

じて解決されるものとする。 [5i] (p3)  
 

第 12条 
「PRCの創設後からこの法律の施行前に行われた犯罪行為が当時の法の下

に犯罪とみなされなかった場合は、当時の法律が適用されるものとする。その
行為が当時の法の下に犯罪とみなされた場合、およびこの法律の通則第Ⅳ章第
８節の諸規定に従って起訴される場合は、刑事責任は当時の法律に従って調査
されるものとする。ただしこの法律がその行為を犯罪とみなさない、もしくは
それより軽い処罰を科す場合は、この法律が適用されるものとする。 

 
この法律の施行前に当時の法律に従って下された有効な判決は引き続き有

効であるものとする。 [5i] (p3)  
 
10.15  2001年 3月 9日付けの報告書の中でカナダ移民難民局（IRB）が報告したよ

うに、「中国の刑事法を専門にするワシントン大学の法学教授は、中国政府が
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中国外で行った犯罪行為および既に服された処罰について個人を再審理した
訴訟（2001年 3月 8日）を全く知らなかった。調査局から助言を求められた
情報筋の中には追加および/または補完的情報は発見できなかった。 [3v]  

 
10.16  2005年 7月 15日付けの書簡の中で FCOが述べたところによれば、 
 

「外国で行われた犯罪行為で、その国で既に処罰されたものについて、個人
が中国で処罰され得る状況は規定されていない。犯罪が中国で多くの注目を集
めていた場合や被害者が中国と密接なつながりを持つ場合、原犯に対する何ら
かの政治的見解がある場合、あるいは犯罪が特殊で政府当局が事例を要求する
場合は、中国政府がこの措置を講じる可能性が高い。Beijingの英国大使館はこ
うした事例を確認していない。中国の刑法が定める外国で行われた犯罪に対す
る重罰からの『免責』が示唆するところによれば、当局は通常の刑事犯罪に対
しては追加措置を講じないということである。」[31g] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
逮捕と拘留– 法的権利 
 
11.01  刑法第 42条によれば、「刑事拘留の期限は 1カ月以上 6カ月以内である。」 

[5i] (p8) 刑事訴訟法第 58条によれば、「裁判を待つ間の、保釈金を払う最大釈
放期間は人民検察院ごとに異なり、公安機関は 12 カ月を超えてはならず、居
住地域の最大監視機関は 6カ月を超えてはならない。」 [5h] (第 VI章)  

 
11.02  2005年 4月に公表された政府白書、2004年中国の人権向上（第Ⅲ章、人権

に対する裁判上の保証）で報告されたように、 
 

「司法機関は拘留延長を防止および抑制する精力的な措置を採択した。2004
年においては、中国検察機関は拘留延長を一切行わず、他の法執行機関に対し
7,132人の拘留延長を中止するよう強く要求した。中国の各法院は 2,432人を
拘留延長している 873件の訴訟を新旧共に明確にし、専門的な法律問題による
手に余る一部を除き、すべての訴訟を解決した。 [5q]  

 
11.03 USSD REPORT2006 が記載したところによれば、  
 

「法律によれば、日常的な刑事事件では、警察は保釈または正式な逮捕前に、
37日間まで一方的に個人を拘留することができる。被疑者の逮捕後、警察お
よび検察官は公安機関がその事件をさらに調査する期間、1人の個人を 7ヶ月
間まで拘留することが法の下に許される。公安機関がある事件を検察官に照会
して告訴の正否を決定する期間、1カ月半延長して拘留することが許される。
起訴される場合は、警察当局は起訴から裁判までさらに 1カ月半の間被疑者を
拘留することができる。しかし実際は、警察は法で定められた期限を超えて拘
留した。一部の事例では、調査を行う保安機関または検察官が繰り返し交流延
長を要求し、公判前の拘留が 1年またはそれ以上になることもあった。同様の
経緯で拘留された他の囚人がどれだけいたかは不明であった。」 [2e] ( 1d項) 

 
11.04 同じ情報筋が述べたところによれば、  
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「政府は隔離拘留を行使した。法律は拘留後 24時間以内に家族に通知する

ことを義務付けているが、逮捕者は多くの場合、特に政治的に微妙な事例では
通知なしにかなりの長期間拘留された。幹部職員はそれが事件の『捜査を妨害
する』可能性がある場合は通知行為が義務付けられなかった。一部では、警察
が差し迫った家族がいない者をより厳しく扱う事例も見られた。」 [2e] (1d項) 

 
11.05 USSD Report 2006の記録によれば、  
 

「行政拘留は多くの場合、政治活動家を脅迫し、大衆デモを阻止する目的で
行使された。政府はその行政罰制度を改正していたが、改正はそれを廃止する
よりもむしろ体系化する方向を目指している。[2006]年 3月には、新たな治安
管理処罰法が発効した。同法は拘留決定の行政審査を規定し、少数派、高齢者、
妊婦および乳母の行政拘留を禁じ、治安拘留の最大期間を 20日間に制限する
しかしながら、法律はさらに厳しい刑罰を制定した他、違法デモ、宗教という
名目の社会秩序の妨害、プライバシーの侵害および民族または国家間の憎悪も
しくは差別を煽る出版物等の行政罰の対象となる 165件の新たな犯罪も創出
している。警察は現在も家族や弁護士への連絡を認めずに個人を拘束しており、
一部の裁判は引き続き非公開に行われていた。拘留された被疑者、被告、その
法的代理人および親密な親戚は保釈金を申請する権利を与えられたが、実際に
裁判までの期間に保釈金を払って釈放された被疑者はごくわずかであった。 
[2e] (1d項) 

 
(第 12項:行政拘留も参照のこと)  

 
11.06  AI が 2004 年の 1月から 12 月までの事件を網羅する 2005 報告書の中で中

国について報告したように、「政治犯罪と刑事犯罪の両方で起訴された人民は、
法手続の間、ずっと拘留された。被拘留者の弁護士および家族への連絡は、引
き続き厳重に規制された。政治裁判は公正裁判の国際基準に達しているとは言
い難かった。『国家秘密』または『テロリズム』に関連する有罪判決を受けた
者は、法的権利を制限され、裁判官室で審理された。」 [6i] (p3) 2006 年 5 月
12日に AIが述べたように、2006年 3月 1日から発効した新しい治安行政罰
法(POAPL)は、自由を剥奪された人民により大きな法的保護を規定する意図で
立案されている。しかし、AIは「POAPLは公正な裁判の基準を満たさないこ
とを依然として懸念を抱いている」。 [6o] (p1) 

 
11.07  同報告書がさらに記載したところでは、  
 

「アムネスティインターナショナルは、中国の法制が曖昧に定義され、表現
の自由、集会および結社の自由を初めとする基本的人権の平和的行使の代わり
に、個人の拘留を許可する方法で記述されていることに、持続的懸念を抱いて
いる。POPALで詳述される多くの治安妨害罪は明確に定義されないため、表
現、集会および結社の自由に対する権利を侵して個人を拘留する完全な自由裁
量を警察に与える可能性がある。かかる『犯罪』には、『噂の流布』（第 25
条）、『争議の誘発』(第 26条)および『非合法的集会、行進または示威運動
の扇動または策謀』(第 55条)などが含まれる。かかる規定はこれまで、基本
的人権の平和的行使を理由に、請願者および人権擁護者を初めとする多くの個
人を恣意的に拘留する意図で正規に利用されてきた。 [6o] (p3) 
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逮捕証 
 
11.08  刑事訴訟法第 123条が述べるところによれば、 
 

「逮捕されるべき刑事被疑者が逃亡者の場合は、公安機関は指名手配状を公
布し、逮捕および起訴に向けて被疑者を追及する有効な措置を講じることが許
される。いかなる級の公安機関も管轄地域内であれば指名手配状を直接公布す
ることができる。そうでない場合は、各機関はしかるべき権限を有する 1級上
の機関に、管轄外地域に当該令状を公布するよう要請しなければならない。 
[5h] (第 8項)  

 
11.09  2004年 6月 1日にカナダ IRBが報じたように、 
 

「中国では警察当局が家族全員に（あまり普及していないと思われるが極め
て親しい友人の場合もある）に呼び出し状または召喚状を出し、それを呼び出
し状に指定された本人に渡すよう指示することはよくあることである。呼び出
し状の受取り者は受領を認める署名を記すことになっている。これは実際には
適切な手続ではないが、特に呼び出し状の宛名主が簡単に所在を確認できない
場合は必ず起こることである。警官の中には適切な手続を熟知していない者も
いるため、これが全面的に受け入れられる慣行と考えているのだろう（これに
対して、単に怠慢から所在を追及することができず、脅迫して人を動かすとい
う一般的な方法に依存している者もある）。( 2004年 4月 23日).「 [3r] (中国の
人権－HRICが提供した情報に基づく) 

 
指名手配ポスター 
 
11.10  2005年 11月 16日付けの人民日報で報じられたように、Henanの警察は警

察が指名手配する人物の詳細を特徴とする米国式のゲーム用カードの発行を
開始した。 [14c]  

 
11.11  COIサービスが提起した一連の質問に対応して、重大組織犯罪機関（SOCA）

の海外連絡事務所長は Beijingの英国大使館を拠点として、2006年 4月 10日
に以下を助言した。  

 
1)  公安省(MPS)は指名手配ポスターを使っているか。 
A)  「はい、省警察部隊に倣って使っている(公安局– PSB)  
 
2)  その場合、利用はどの程度普及しているか。  
A)  極めて広い範囲で利用している。公式ウェブサイト、新聞、公共の場（空
港、鉄道の駅/バス停、公共建造物等）に「掲示」する。MPSおおびその
他の PSB内部でも回覧される。ただし、人口規模が理由で、全指名手配
者を掲載することはできないが、1つの方法では重要な「指名手配者」か
ら選ぶ傾向がある。  

 
3)  個人的意見ではこれらの資料を作成するのは簡単か。 
A)  公正な立場で言えば、中国のあらゆる公式資料に関して、どれも簡単に作
成できると思う。  

 
4)  個人的意見では、汚職警官から「本物の」資料が入手可能だと思うか。 
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(A)  思う。 
 
5)  書式は省によって異なるか、それとも標準書式か。  
A)  ほとんどの省は、被疑者の写真[入手可能な場合]、個人の詳細および犯罪
の簡単な説明、連絡先/場所を掲載する指名手配ポスターの国の標準版に従
っている。[31k]  

 
11.12 2004年 3月 26日のカナダ IIRBで報告されたように、  
 

「ある省の [PSB]が他の省での逮捕を望む場合は、他省または地区で逮捕を
行う前に、[PSB]は必要な『Ju Liu Zheng』（『拘留証』）または『Dibu Zheng』
（『逮捕証』）を作成しなければならない。申し入れを受けた省の担当[PSB] 警
官は、逮捕を行う省の[PSB] 警官と同行し、支援することになっている（「警
察手続」の第 314項）（2004年 3月 19日）[3x] (刑事裁判専門の教授および Asian 
Association of Police Studies提供の情報に基づく) 

 
逮捕への抵抗/ 警察幹部の殴打 
 
11.13   刑法第 277条は、警察幹部の殴打に対する刑罰を網羅する。それによると、

「国家職員がその職務を果たすのを妨害する暴力または脅威を行使する者は
だれでも、3年以下の禁固刑、刑事拘留または管理、もしくは罰金刑に処せら
れるものとする。」[5i] (p58) 

 
11.14  2005年 10月 8日付けの人民日報が報じたように、中国では警官の暗殺は次

第に普及している。MPSの統計資料が示唆したところによると、2005年の半
期で職務遂行中の警官 23 人が殺害され、1,803 人が負傷したということであ
る。[12p] 

 
軽犯罪の刑罰 
 
11.15  2005年 10月に公表された修復的司法 2005年版に掲載の、中国刑事裁判制

度の修復的司法監視と題された論説の中で Xinzhou Zhang が記録したように、  
 

「中国の刑事裁判は、世界的に懲罰的かつ応報主義だと見られている。刑事
罰を免れる犯罪者が極少数であることは事実だが、中国の刑罰免除がすべて刑
事犯罪であるとは限らない。不正行為は 2つの主要カテゴリーに分類される。
法の侵害(wei fa)と犯罪(fan zui)である。刑法は最も重大な犯罪者を扱う法律で
ある。重大な犯罪者でない者は治安管理処罰条例（SAPR）または労働矯正
（RTL）の対象から外される。SARPに基づく刑罰は警告、200RMB以下の罰
金および 15日間の拘留である。RTLの強制労働は通常 3年間で、特殊な状況
下では最大 4年間である。SARP および RTLに基づく刑罰は、裁判なしに警
察が決定する行政命令である。RTL は 1つの行政処分とみなされるが、一部
の刑事罰よりも厳しいため、論議の余地がある。」 [78a] (p20) 

 
(第 12項:行政拘留も参照のこと)  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 
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刑務所の状況 
 
12.01  労改基金（NGO）が夏期報告書 2004(Vol. 12, No. 2)の中で述べたように、  
 

「中国国務院は 2001年に、3つのカテゴリーに分かれる 120棟の大型の近
代的刑務所の建設を認可した。3,000人の囚人を収容可能な軽警備施設、5,000
人の囚人を収容可能な中警備施設、ならびに 1万人の囚人を収容可能な重警備
施設である。上記の刑務所は 2005年までに完成すると設定したが、2004年半
ば時点で、120棟のうちわずか 30棟の建設しか完成していなかった。多くの
建設現場には、資金が流用されたため、建設機械が工事現場に山積みされた状
態だった。」[35b] 

 
12.02  同じ情報筋が続けて記載したところによれば、「中国の公安当局および司法

当局の直近データによると、112万人が現在中国の刑務所で服役しており、総
囚人数は刑務所の収容能力を 18％超えている。囚人の多くは当局者に賄賂を
与えて刑期の軽減を交渉できるということである。また、司法関係の人材不足
と資金不足が原因で、大量の刑事訴訟が未処理のまま山積している。」[35b] 

 
12.03  2006年 3月 10日に公表された特別報告者の報告が、拷問その他の残忍かつ

非人道的または品位を傷つける処遇もしくは刑罰に述べたところによれば、 
 

「特別報告者は合計 10の拘留施設を訪問した。特別報告者は各施設の具体
的な状況は差があるものの、食事、医薬品および衛生状態等の基本的な状況に
ついては概ね満足できるものであると感じた。しかし特別報告者は被拘留者と
話した際に、著しい恐怖を肌で感じた。同氏は各施設の被拘留者に課せられる
厳しい規律レベルに衝撃を受けた。同氏は独房に何度か出入りし、被拘留者全
員が足を交差してマットに腰掛けるか、強制された姿勢で CL[刑法]あるいは刑
務所規則を閲読するのを見た。被拘留者が提供した情報によれば、このような
強制的矯正は公判前の拘留センターでは特に、ほぼ毎日続けられるということ
であった。長期間の禁固刑に服する場合も、政治犯罪の受刑者は労働権利がな
く、余暇の時間はほとんどないのが普通である。こうした受刑者は宗教（チベ
ット仏教、新疆のイスラム教）を信奉することが禁じられる。」 [32b] (p19) 

 
12.04  USSD Report 2006が述べたように、 
 

「政治犯および一般囚に併用する刑罰施設の状況は、一般的に厳しく品位に
劣る。囚人および被拘留者は衛生状態の悪い過密条件に放置されることが多い。
囚人の収容能力は一部の区域では大きな問題になっている。食事は多くの場合
不十分かつ粗末であるため、被拘留者の多くは親戚から供給される補助食や医
薬品に依存していた。一部の著名な反体制派はこうした品物を受け取ることを
許可されなかった。政治犯は互いに隔離され、一般囚と収容されたが、監視員
に扇動されて政治犯を殴打するものもあった。新しく入所した囚人や犯罪行為
を否認した囚人は特に殴打の対象になることが多かった。」 [2e] (1c項) 

 
12.05  同じ情報筋に記載されたように、「罪の自白は、外食品の購入、電話の使用

および家族の面会といった刑務所内での特定の特権を受ける前提条件であっ
た。刑務官は政治犯を含め、罪を否認した者に対してはこうした特権を頻繁に
拒否した。」報告書がさらに明記したところによれば、「法律は施設が不十分
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な場合は、青少年と成人を分離拘留することを義務付ける。実際には、児童は
成人囚と収容されることもあり、労働を義務付けられる。」また、一部の拘留
施設では「性的および物理的虐待や恐喝行為も報告された。」 [2e] (1c項) 

 
精神病院での拘留(安康方式) 
 
12.06  ヒューマンライツウォッチ (HRW) が 2005 年 11 月 1 日に公表した「政治

犯が警察傘下の精神病院の残虐行為にさらされる、証人として悪名高き
Ankang収容所から証言」と題した報告書の中で述べたところによると、 

 
「「Wang Wanxing [1992年から拘留] は、1980年代初期から警察傘下の精

神病院に拘束された 3000人またはそれ以上と推定される被拘留者から解放さ
れ、中国を離脱し、その体験を語る立場にあることで初めて知られた悪名高い
中国 Ankang方式の入院患者である。しかし、Wangによれば、Beijing 安康
職員はドイツに旅立つ前に「この病院での体験を話すようなことがあれば、連
れ戻しに行く」と言ったということである。Wang はヒューマンライツウォッ
チに Beijing安康収容所における同氏の通常の監禁条件に加え、同氏と他の入
院患者がそこでどんな扱いを受けたかについて話した。Wangによれば、この
区画では患者同士の暴力行為が恐ろしかったそうである。同氏は入院患者の突
然の予期せぬ攻撃を防ぐために、夜通し起きていなければならないことが多か
ったと話した。」 [7d] (p1)  

 
12.07  この報告書は続けて、「1992年 6月の初めての拘留以来、中国当局はWang

が「妄想症」または「政治偏執狂」であると一貫して主張し続けた、と記す。
後者の症状は国際的に認定される精神病リストには見当たらなかった。」 
[7d] (p2) 

 
12.08    また同報告書が述べたところによれば、  
 

「医師および看護職員を含め Beijing Ankangの職員はすべて公安局の常勤
職員で、入院患者は全員政治犯罪で拘留された人物である一方、重篤な精神病
の影響下にあったと言われている。現在中国には、触法精神障害者向けに約
25の安康施設があるが、政府の最終計画は 100万人またはそれ以上の各都市
に安康施設を建設することである。中国にはこの規模の都市が 70以上ある。
ごくわずかな外国人視察者は、この徹底した警備の精神病院に入ることが許さ
れた。例を挙げると、1987年にはWHO派遣団が Tianjin の安康を訪問した。
しかし、かかる施設の大多数は中国人を含め、あらゆる種類の外部者に対し、
厳重な立ち入り禁止区域になっている。公安局は安康収容所に強制入院させら
れる者の唯一の裁判官および陪審員の役割を果たしている。入院患者は上訴権
はもとより、定期的な身体検査を受ける権利もない。中国当局によれば、安康
収容所に拘束される平均期間は 5年間である。入院患者の多くは 20年以上拘
留されている。Wang Wanxingによれば Beijing安康での同僚の一部は 30年な
いし 40年間拘留されているということであった」。 [7d] (p3-4) 

 
12.09  2006年 3月 17日に HRWが報告したように、2006年 1月 3日および 4日

に精神病の専門家がWangを診察した結果、同氏の監禁に医学的根拠は全くな
かったと結論した。[7e]  

 
FUJIANの刑務所 
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12.10 労改基金がニュースレターDialogue の秋号 2003年版の中で述べたように、 
 

「2003年 9月 15日に、労改基金の事務局長 John Kammは、司法省および
Fujian省刑務所運営局の代表者の案内で、Fujian省の Xiamen刑務所の全館視
察の機会を与えられた。これは外国人による初めての刑務所の完全視察であっ
た。Kamm は政府が SARS危機の正式な終止符宣言を行って以来めったに人
が訪れない唯一の監禁独房を含め、全区画を見学した。この訪問は、外国人が
Xiamen刑務所への立ち入りを初めて許可されたことを記念するものでもあっ
た。Xiamen刑務所は 1998年に設立され、省内で最良とみなされるという意
味の『開けた近代的』省級刑務所である。この施設は Xiamen市 Dongan地区
に 16エーカーの敷地を占有する。3棟の独房棟に 2,000人の入院患者が収容
され、約 200人の刑務員に監視されている。各独房には 16人ずつ収容される。
区画ごとに 10の独房があり、各独房ブロックは 6区画で構成される。Xiamen 
刑務所は有期刑を受けた受刑者のみを収容する。刑務所の診療所では医療は無
料提供される。2万冊を収納する図書館と受刑者が記事を購読できる刑務所新
聞がある。独房ごとにテレビが設置されており、毎晩 1時間だけスイッチが入
れられる。」 [36a] (p1-2) 

 
DRAPCHI 刑務所 (TIBET) 
 
12.11  2003年 9月/10月から AIが報告書（第 121号）に記録したように、  
 

「Drapchi はチベット最大の最も悪名高い刑務所で、Lhasa市の北東郊外に
位置する。入房者の一部は拷問、極度の虐待または医療拒否により死亡した。
この刑務所は軍事演習の最も疲弊する内容を監視する人民武装警察部隊の駐
屯地本部である。これらは虐待と粗末な食事で既に衰弱した受刑者にとっては
生命に関わる。女性政治犯は『旧式』および『新式』施設に分類され、最も長
い服役囚は主として後者に収容される。Drapchiという名前は近傍の Drapchi
修道院に由来する。Drapchiの受刑者の多くは、政治信念を平和的に表現した
罪で投獄された尼僧か僧侶である。」 [6f] 

 
12.12  2002年 8月 16日に Tibetan Information Network (TIN) が報じたように、 
 

「第 9拘留区域[刑罰棟]にはおよそ 30人の囚人が常時収容されている。奉公
されるところでは、新しい入所者もいるが、刑事犯を含め大多数は第 9拘留区
域の厳重体制を刑罰として経験している。粗末な壁で四方を囲まれた中庭はブ
ロックの各独房と連結している。極めて厳重な規制体制下では、囚人はその空
間への立ち入りは禁止され、独房外でのいかなる活動または運動も許されな
い。 」[42b] 

 
12.13  拷問その他の残忍、非人道的または品位を傷つける処遇もしくは刑罰に関す

る特別報告、Manfred Nowakは 2005年 11月 27日に Drapchi刑務所を訪問し
た。2006年 3月 10日の報告書の中で同氏が中国について記載したところによ
れば、 

 
「Drapchi刑務所と呼ばれることもあるこの刑務所は、男女合わせておよそ

900人の受刑者が収容されており、うち 7ないし 8％は女囚である。独房は 10
室で、10番目の独房は壁にクッションが張られ、自殺癖のある被拘留者用に
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特別設計されている。屋根には直接日光が入る窓があり、監視カメラも据え付
けられている。特別報告者は拘留中に死亡した 15人の被拘留者の名前リスト
も提供された。1人は自殺で、他の 14人は病死であった。TAR刑務所でイン
タビューに応じた被拘留者は、拘留中に拷問または虐待を受けたことを訴えな
かったが、特別報告者は他の施設に拘留中の元 TAR刑務所の囚人から報告を
受け、同氏は拘束された上砂を詰めたブラスチック棒で殴打されたことを報告
した。その他にも、電気ショック棒で殴打された報告を受け取った。」 [32b] (p46) 

 
QUSHUI 刑務所 (TIBET) 
 
12.14  同じ情報筋から報告されたところによると、 
 

「「Qushui [Chushul] 刑務所は 2005年 4月に開設された新設刑務所である。
現在 300人を超える男性囚人を収容する。再編成の一環として、多数の元
TAR[Drapchi]刑務所の被拘留者が移送されるのがこの刑務所である。特別報告
者に伝えられたところによれば、Qushui 刑務所は重罪（15年以上の禁固）が
対象で、Drapchiには従犯者が収容されるのに対し、主犯格を収容する。特別
報告者はこの刑務所に拘留されるチベット族の僧侶が祈祷を禁じられ、場合に
よっては 1日 20分しか独房外に出ることが許されないという報告に特に懸念
を感じた。囚人は労働も運動も許されず、読むものも与えられないという報告
にも懸念が示された。囚人は食事、独房で経験した夏期と冬期の極端な温度環
境、また運動不足による日常的な体力減退感について不平を述べた。 Drapchi
から移送された囚人が話したところによれば、基本条件は Drapchiより改善さ
れたということであった。特に Drapchi刑務所は長期囚にとっては適度な労働
および余暇設備が不足している」。[32b] (p46) 

 
TIBET地域におけるその他の既知拘留施設 
 
12.15  チベット地域の人権状況に関する年次報告書 2006の中で、チベット人権・

民主センター（TCHRD）は Tibet地域の 19の刑務所および拘留施設を列挙し
た。TCHRD は Tibet 高原全体を「Tibet 地域」の一部とみなしたため、Tibet
自治区（TAR）外の刑務所/強制労働収容所も記載している。これらの施設を
以下に掲載する。  

 
z Tibet自治区刑務所 (Drapchi 刑務所) 
 
z 「TAR」PSB 拘留施設(Sangyip刑務所) 
 
z Lhasa 市 PSB 拘留施設(Gutsa 刑務所) 
 
z 「TAR労働矯正施設」 (Trisam刑務所) 
 
z Powo Tramo ( 以前は「第 2TAR刑務所として知られた) 
 
z Lhasa 刑務所(以前は Outriduとして知られた) 
 
z チベット軍事拘留施設（陸軍刑務所) 
 
z Zethang 「労働改造施設」 
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z Maowan 刑務所 (Sichuan 省に立地) 
 
z Chamdo 拘留施設または刑務所 

 
z Shigatse Nyari 拘留施設 

 
z Chushul 刑務所 (Qushui 刑務所) 

 
z 県拘留施設(PDC): 県ごとに 7施設、自治地区ごとに 1施設および首都

Lhasaに 1施設[45a] (附属書 4: Tibetの既知の刑務所および拘留施設) 
 
（ 第 23項:Tibetに収容中の政治犯も参照のこと) 

 
行政拘留/ 強制労働収容所 
 
労働矯正(RTL) 
 
12.16  2006年 3月 10日に公表された、拷問その他の残忍、非人道的または品位を

傷つける扱いもしくは刑罰に関する特別報告者の報告書が述べたところによ
ると、 

 
「労働矯正(RTL) は行政拘留の 1種である。RTL制度を正当化する法律はな

く、その規制枠組みは、むしろ 2000年中華人民共和国法に反する行政規則の
寄せ集めで成り立っている。共和国法では、人民代表大会および場合によって
はその常務委員会だけが中国人民の自由剥奪に関する重要法案を通過させる
ことができるとある。1982年規則第 10条によれば、6つのカテゴリーの軽犯
は刑事罰に値しないとみなされる。これらは、反革命主義者または共産党や社
会主義の反対分子、集団による殺人罪、強盗、婦女暴行、あるいは放火等に関
連する軽犯罪者、フーリガン行為、売春、窃盗または詐欺行為等の軽犯罪者、
集団闘争、社会秩序の妨害または暴動の扇動等を犯す者、欠勤、労働規律の妨
害、不断の不平発言の常習者に加え、製造指示、学校および研究所の指示およ
び人民の日常生活に混乱を来たす者、他者に対し犯罪を教唆する者である。
RTLの期間は 1年以上 3年以内で、1年間は延長することができる。RTLに関
する決定は民事、公安および労働局の幹部職員で構成される行政委員会が行う
ことになっている。しかし実際は、保安局幹部がその意思決定プロセス独占し
ている。」 [32b] (p11)  

 
12.17  2005年 9月 5日付けおよび China Scopeのウェブページから入手された記

事の中でニューヨークタイムズ紙が報じたように、 
 

「労働矯正強制収容所は 1957年に開設した。この制度は警察が社会秩序を
侵害する違反者を投獄する迅速かつ容易な方法になった。批判者の言によれば、
この制度は、個人を刑事犯罪で起訴もしくはその者を単に労働矯正に処する正
否を恣意的に選択できる大いなる自由裁量を警官に与えるものである。この制
度においては、300を超える刑務所内の状況および待遇は様々に異なるようで
ある。入所者はいずれも特定の工場労働または肉体労働の実施を要求される。
投獄された知識階級の一部はかなり寛容な条件を説明したが、過酷な扱いを報
告した者もあった。法輪功は国外で積極的な運動を展開し、中国政府が否定し
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た虐待行為の申し立てを公表している。具体的な申し立て－法輪功が生々しい
ポスターやビラで実証する一連の拷問を全面的に反証することは不可能であ
る。」 [85a]  

 
12.18  この報告書が述べたところによれば  
 

「特別報告者は、入所者の 40％は薬物犯罪者であるのに対し、政治犯は労
働矯正収容者総数の 5ないし 10％を占めると言う。薬物使用者は所内収容中
に常用習慣を断ち切ることを要求される。これらのプログラムの作成費用に加
え、収容所制度に従事する 30万人に対する今後の待遇問題は、改善努力を遅
らせる問題になっている。もう 1つの障害はこの制度に対する大衆の抗議や怒
りが拡大しないことである。」[85a] 

  
12.19  USSD Report 2006の報告によると、  
 

「法律は裁判によらない陪審団、つまり労働矯正委員会が個人に対し、裁判
なしに 3年間の労働矯正収容所または他の行政拘留プログラムを言い渡すこ
とを許可している。労働矯正委員会は処分を 1年間延長する権限を与えられる。
被告は行政訴訟法の下に労働矯正に抗議し、処分の軽減または保留を上告する
ことができる。しかし上訴が成功した例はほとんどない。」 [2e] (1d項) 

 
12.20  同じ情報筋に記載されたように、「労働矯正収容所等の行政拘留施設の状況

は刑務所とほぼ同じであった。」 [2e] (1d項) 
 
12.21  行政処分関連法の第 8条が述べるところによると、 
 

「行政処分の種類には以下が含まれる。それは、  
 

1 規律に関する警告、  
2 罰金、  
3 違法な利益の没収または違法な不動産や有価商品の没収、  
4 生産活動または事業の停止命令、  
5 許可証の一時停止または取り消し、もしくはライセンスの一時停止または
取消、 

6 行政拘留、および  
7 法律および行政規則で規定されるその他の処分、である。」 [5p] (p2) 

 
12.22  第 9条によれば、「異なる種類の行政処分の作成は法の下に許可される。個

人の自由の規制を伴う行政処分は、法律によってのみ作成されるものとする。
[5p] (p2) 

 
その他の形態の行政拘留 
 
12.23  対話財団がそのニュースレターDialogueの秋号 2004年版の中で報告したよ

うに、中国では以下の形態の行政拘留も行使されている。 
 

z 拘留と教育 – 売春婦とその客を処分することを意図するもので、拘留期
間は 6カ月ないし 2年間。 
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z 強制薬物リハビリテーション– 薬物常習者に行使される  
 
z 法律教育– 薬物リハビリテーションを失敗した被拘留者の他、既に RTL
を経験した「深刻な中毒症」を患う法輪功信奉者に利用される 

 
z 拘留と本国送還– 2003年の夏に廃止されるまで、許可証を持たない移民労
働者に行使された [36c] 

 
12.24  Ian Johnsonがその著書 Wild Grass (2004)の中に記録したように、法輪功

信奉者は隣組委員会が運営する仮設刑務所に収容されることもある。これらは
委員会の事務所内の 1 室であるため、正規の拘留施設ほど警備が厳しくない。 
[50f] (p196, 218-219) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
死刑 
 
13.01  刑法第 48条が述べるところでは、  
 

「死刑は最も非道な罪を犯す犯罪分子にのみ適用される。死刑に処されるべ
き犯罪分子の訴訟では、差し迫った執行が不可欠でない場合は、死刑判決と同
時に 2年間の執行猶予が通告される。最高人民法院が下した判決を除き、すべ
ての死刑判決は法に従い、その承認を求めて最高人民法院に提示されなければ
ならない。執行猶予を伴う死刑判決は高級人民法院を介して決定または承認さ
れることもある。」 [5i] (p8)  

 
13.02   CECC報告書 2006で報告されたように、 
 

「中国の刑法には 68の死刑犯罪が記載され、うち半分以上は脱税、賄賂お
よび横領等の非暴力犯罪である。伝えられるところによれば、中国政府は『執
行の減少と慎重な執行』方針を採択したが、政府は執行数に関する公式統計は
公表しないため、この数字は国家秘密とみなされる。一部の中国筋の推定によ
れば、中国における年間死刑執行数は数千件に上るとされる。」 [28d] (V. b) 

 
13.03  Roger Hood がChina Review誌の夏号2005年版に執筆するところによれば、 
 

「1997年刑法は死刑の適用に関する条項を『最も卑劣な犯罪分子に対する
行使のみ』から『最も重大な犯罪分子に対する行使のみ』に修正したが、『最
も重大な』の定義は示されなかった。1997年刑法は 68の異なる死刑犯罪を以
下のように掲載する。国家の安全を脅かす 7つの犯罪、公安を脅かす 14の犯
罪、社会主義者市場経済を揺るがす 16の犯罪、個人または人民の民主的権利
を侵害する 5つの犯罪、財産を侵害する 2つの犯罪、社会行政の秩序を妨害す
る 8つの犯罪、国防利益を脅かす 2つの犯罪、汚職および賄賂による 2つの犯
罪、ならびに兵役義務に違反する 12の犯罪である。しかし、1979年刑法の個
別立法は死刑を正当化する他の多くの犯罪を追加したため、新刑法は窃盗およ
び意図的傷害に対する死刑適用に規制を課す方法で、死刑犯罪数を実際にいく
らか減少させた。」 [77a]  
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13.04  報告書は引き続き、「中級人民法院のある統計資料によれば、1991年には、
死刑執行の 41.4％が窃盗犯罪に宣告されており、1992年においては、窃盗に
対する死刑宣告率は 22.73％で、1998 年時点では 10.71％であった。1998 年
以降は、窃盗罪に対して死刑を宣告された者はいなかった。高級人民法院の別
の裁判統計が示唆するところによれば、新刑法の翌年には、窃盗で死刑判決を
受けた のはわずか 1人であった。」 [77a]  

 
13.05  中国において何件の犯罪が死刑を執行するかは明らかに不明である。CECC

報告書 2006はその数字をおよそ 68件と見ている。[28d] (V. b) しかし、2005
年3月14日付けの報告書の中でチャイナ･デーリー紙が報じたところでは、「密
輸および汚職等の多くの非暴力犯罪を含め、70 を超える犯罪は中華人民共和
国法の下で死刑を執行する。 [14d]  

 
13.06  薬物注射の利用が増えているが、死刑執行の最も一般的な手法は、依然とし

て後頭部の銃殺である。 [90b] (The Times, 27 October 2005) 2006年 7月 21日の
Asia Times が報じたように費用効果度が高く目立たない執行法として移動死
刑執行車の導入を進めている。Zhejiang 省はその採用を検討中であるのに対
し、Yunnan省はかかる車両を 18台所有している。 [64i]  

 
死刑の執行猶予 
 
13.07  Rodger Hoodが China Review誌の夏号 2005年版に投稿して記録したよう

に、  
  

「死刑執行猶予は中国特有のものであり、その適用は理想とはかけ離れてい
る。当初、死刑執行猶予は差し迫った執行が不可欠とみなされない場合に適用
されると想定された。しかし、特定の犯罪に関しては、裁判所は恩赦の法的根
拠がある場合にのみそれを適用できる。 『厳打』キャンペーン 期間中、訴訟
は『基本的に事実が明確で基本的に証拠が十分である』原則に基づいて判決が
下されたため、訴訟において事実または証拠に疑念がある場合は、誤判を避け
る目的で死刑執行猶予が行使される例が多かった。しかし、この手続は無罪の
推定の原則に反するものである。」[77a] 

 
執行数 
 
13.08  AIが中国に関する 2007年報告書の中で報告したように、「死刑は依然とし

て 68 の犯罪を処罰する目的で、経済犯罪や非暴力犯罪を含む広い範囲におい
て行使された。AIが官庁報告書に基づいて推定したところでは、2006年には
少なくとも 1010人に死刑が執行され、2,790人が死刑を宣告された。ただし、
実際の数字はこれを上回ると考えられていた。」 [6g] (p2) 

 
13.09  AIが 2007年 4月に引用した数 [6h] 2007年 6月 8日付けの記事で BBCが

報じたところでは、「死刑を抑制する法律が強化されたため、中国ではここ数
カ月で死刑判決が減少している。チャイナ･デーリー紙の報じたところでは、
今年になって Beijing 市内の裁判所で示された死刑執行数は昨年同時期から
10％減少したということである。」 [9e] 

 
司法の監視 
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13.10  USSD REPORT2006が述べたところによれば、「死刑裁判においては、正

当な法的手続きの欠如が特に目立った。執行者は有罪判決の当日に執行するこ
とが多かった。」 [2e] (1e項) 

 
13.11  AIが中国に関する 2007年報告書の中で報告したように、「全国人民代表大

会は、2007 年より最高人民法院による死刑裁判の最終審理を差し戻す法律を
承認した。論評者は、これは誤判だけでなく死刑行使の軽減につながるだろう
と考えた。」 [6g] (p2) しかし AIが 2007年 4月 30日付けの報告書の中で述べ
たところによれば、 

 
「一部の論評者は審理手続における制限に注目したが、これは裁判の事実を

決定することよりも、審理手続が正しく行われたことを保証することに照準が
向けられるようになったということである。Beijingを拠点とするある情報筋が
アムネスティインターナショナルに報告したところによると、審理手続は、
個々の公判で起こり得る誤判に有効に対処するよりも、一貫した、均一なやり
方で死刑が適用されることに主眼を置いているようだということである」 [6h]  

 
13.12    2006年 9月 26日にチャイナ･デーリー紙が報じたところによれば、「最

古人民法院および最高人民検察院は中国の法院に対し、死刑判決者の上告を公
開法廷で公聴するよう命令した。この命令は[2006年 10月 2日]月曜日時点よ
り発効する。同じ要件は、被告またはその弁護士が当初の手がかりの結果に影
響し得る新たな証拠を提供する場合は、2年間の執行猶予を伴う死刑判決者の
上告にも適用される[原文のまま]。」 [14l]  

 
 
 
死刑免除者 
 
13.13  刑法第 49 条が述べるところによれば、「死刑は犯罪が行われた時点で 18

歳に達しない者または判決の時点で妊娠中の女性には適用されない。」 [5i] (p9)  
 
13.14  AIが 2004年 4月 6日に報告したように、「伝えられたところでは、裁判所

は年齢を決定する十分な配慮を行わないため、犯行時に 18 歳未満の者が今後
も死刑に処される可能性はある。」 [6k] (p6)  

 
13.15  AI が 2004 年 1月から 12月までの事件を網羅する、中国の 2005 年報告書

の中で報告したところによれば、 
 

「伝えられるところによれば、麻薬犯罪で死刑執行が予定される女囚 Ma 
Weihuaは、中華人民許和国法は妊婦の処刑を禁止しているため、同氏を『合
法的に』処刑できるよう、火曜日に警察の拘留施設内で中絶手術を強要された
とのことである。この女囚は 1.6kgのヘロイン所持により 1月から拘留されて
いた。同氏の裁判は 7月に始まり、同氏の弁護士が強制中絶の詳細を提供後、
執行猶予になった。最終的に、同氏は 11月に終身刑の判決を受けた」。[6i] (p2) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 
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政治的所属 
 
政治的発言の自由 
 
14.01  CCP (中国共産党) は政治権力の独占を堅持しており、新しい政党の創出を

認めていない。党は党または国家から独立する大衆組織も認めていない。 [2e] 
(USSD REPORT2006) (第 3項) 

 
14.02  
USSD Report 2006の報告によると、「政府高官は、政府当局は政治的または宗教的見
解について個人を拘留したそれは法律に違反したからだと主張した上で、いかなる政治
犯の拘束も否定し続けた。現時点で、刑務所や労働矯正収容所、もしくは行政拘留の形
で数万人の政治犯が監禁されていた。政府は国際人道主義者組織に政治犯への接触機会
を認めなかった。西側の NGOの推定によれば、無効にされた『反革命活動』の罪でお
よそ 500 人が依然として拘留されている他、政府当局が反革命活動に類する犯罪を網
羅すると明言した国家安全保障法に基づく判決に、数千人が服しているということであ
る。」 [2e] (1e項)  
 
(第 10項:国家安全保障法も参照のこと) 
 
14.03    BBCの Beijing記者 Rupert Wingfield-Hayesが 2005年 6月 19日付けの

Association for Asian Research (AFAR)に投稿して報告したように、 
 

「政府に対する批判または抗議活動を敢えて行う中国人は、勇気を持って日
常的な[嫌がらせや恣意的拘留]に立ち向かっている。私が知るある著名な反体
制派の女性は、警察部隊に 10年間監視されている。女性がどこへ行く場合も
何をする場合も、その背後には常に警察が付きまとう。しかしこれは反体制派
に限ったことではない。監視体制はさらに深いところまで浸透している。中国
政府は国民一人一人について－とう案と呼ばれる個人記録を保有している。国
民はそれ－何が記載されているかわからない－を見ることはできないが、それ
が運命を支配するのである。自分に対する汚点－悪い成績表、上司との不一致、
精神科医の訪問－はすべて残りの人生について回る。それが変わるまでは、お
しゃれなコーヒー店も Beijingの摩天楼も、支配を維持する強制力および恐怖
に依存する警察にとっては一枚のベニヤ板であることに変わりはない。」 [51a] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
結社と集会の自由 
 
14.04 USSD REPORT2006が述べたところによれば、「法律は平和的結社および集

会の自由を定めている。ただし、政府はこの権利を厳しく制限した。法が規定
するところによれば、かかる活動は『党指導部』に抗議するものや『国家利益』
を侵害するものであってはならない。政治体制または国家指導者への抗議活動
は禁忌とされた。政府当局は許可証を拒否した上で、否定的な政治見解の表現
を伴う大衆デモを迅速に抑圧した。 [2e] (2b項) 

 
14.05  同じ情報筋が続けて述べたところによれば 
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「警察はデモ隊に対し、過度の武力を行使することがある。政治または社会

的題材を伴う大衆デモは多くの場合、迅速かつ暴力的に解散された。広い範囲
の市場改革や急速な成長は、10年以上にわたって大規模な公共秩序の混乱を
拡大する社会不安の増大という結果を招いた。過去数年間と同様に、その年の
大衆デモは、ほとんどが土地抗争、住宅問題、産業、環境および労働問題、政
府の腐敗、課税その他の経済および社会不安に関するものであった。政府当局
は 6月 4日の天安門虐殺 4周年祭、1月の Zhao Ziyangの追悼日さらに 3月の
NPCおよび CPCC総会に潜在的反対派勢力を拘留した。事件が起こりそうな
行事の時期の前後になると、反対派は公共の大衆デモを阻止する目的で拘留さ
れた。200人以上を動員するコンサート、スポーツイベント、演習大会その他
の会議はすべて、公安当局の承認を必要とした。実際には、これよりはるかに
小規模の集会も危険を冒して当局の妨害を受けた」。[2e] (2b項) 

 
14.06  集会、行進および大衆デモに関する法の第 27条（1989年 10月 31日採択）

が述べるところによれば、 
 

「人民警察部隊は以下の状況を伴う場合は、実施中の集会、行進または大衆
デモを中止するものとする、それは 

 
1 この法規定に従う申請または申請許可取得の不作為、 
2 管轄当局が許可した目的、形態、ポスター掲示、スローガン、開始および
終了時刻、場所および経路を遵守する行為の不作為、もしくは 

3 治安を脅かす、もしくは公共秩序を大きく損なう活動、状況の過程におけ
る緊急事態、である。」 [5b] (p5)  

 
14.07  集会、行進および大衆デモの実施に関する中華人民共和国の条例第 30 条

(1992年 6月公布) が述べるところによれば、「中国人民が開催する集会、行
進または大衆デモに外国人が参加を希望する際は、集会、行進または大衆デモ
の責任者は申請書の中でこれを明記しなければならない。管轄公安機関の明示
的承認がない場合は、外国人は参加を認められないものとする。」 [5c] (p7) 

 
社会騒動 
 
14.08 ヒューマンライツウォッチ (HRW)が 2007 年 1 月に公表された World 

Report2007 の中で述べたところによれば、「中国共産党（CCP）指導部は多
くの社会抗議運動が地方幹部職員による職権濫用に助長されたことを認識し
ているにもかかわらず、司法への組織的政治介入は、地方の権力者が原告およ
び弱小集団が起こした裁判を拒否することを可能にしている。司法救済の欠如
は社会不安をさらに悪化させる。」 [7i]  

 
14.09   2006年 6月 3日の Asia Times の報告によると、 
 

「中国メディアが報じるところによれば、大型ダム建設の結果、これまでに
全国で 1600万人が住居を移動され、大規模水力発電プロジェクトの建設によ
り住居を移動された数百万人のうち、大多数は現在も貧困生活を送っている。
三峡ダムの建設のために既に百万人以上が住居を移動された。こうした人々は
すべて、新しい住居や生活手段といった補償を約束されたが、多くの移転世帯
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は当初からその補償が腐敗した地方幹部に流用されたため、自分達は移転先で
生計を立てることができないと不服を申し立てている。」[64c]  

 
14.10  2006年 1月 21日に Guardian 紙が指摘したところによれば、土地の流用をめ

ぐる農村の不安は暴動という形で顕著に現れた。 
 

「中国首相Wen Jiabaoは、開発に向けた農地没収の横行は、激しい抗議運
動の波が農村で高まる中で、社会の安定を脅かしつつあると警告した。 ここ 1
年以内に、1日平均 230件の大衆デモが毎日発生したことを示す統計データが
政府に公表された翌日、国営メディアは中国地方政府の土地没収癖の阻止に奮
闘する首相の手厳しい警告を公表した。前例のない速さで都市化が進むにつれ
て、ここ 1年以内に、670万ヘクタールの農地が道路や工場、住宅地に転換さ
れた。これは食糧自給の問題を創出すると共に、数百万人という農民から住居
を奪った。資産の移転は開発業者に大規模は利益をもたらす。Renmin大学の
Ye Jianping 教授によれば、Guangdong 省では 6平方メートルの農地は 15万
元（1万ポンド）相当の価値がある。しかし、これが開発用地として再分配さ
れる場合は、最低 300万元の価値になる可能性がある。『都市化の進行は速す
ぎる』と Ye教授は言った。『多くの農地が都市に転じつつあるが、人口の移
動は持続しなかった。その結果、土地や仕事を奪われた農民は 3,000万人に達
する。』土地は国または村落全体が所有するため、農民は期限付きの利用権と
最低限の法的保護しか与えられない。土地が没収される際は、たいていの場合
十分な補償なしに行われる。独立した司法制度がないため、たいていの場合は
法的救済策を追求するのは不可能であり、従って農民は抗議する以外にほとん
ど選択肢がないのである。土地をめぐる争議は－多くの場合関連する－不安の
主な原因としての汚染および汚職問題と共に表面化した。」 [41j] 

 
14.11  HRWが 2007年 3月 14日付けの報告書の中で述べたところによれば、 
 

「Hunan省および Guangdong 省で発生した抗議運動は、それぞれ[2007
年]3月 11日と 12日に暴力で鎮圧された。国際ニュース報道に放映された証
人によると、いずれの事例においても、特別派遣機動隊が群集を攻撃したとい
うことである。 Beijing市内では、警察がここ数年行っている『一斉検挙』作
戦により、数百人の請願者が 2週間以上にわたって検挙された。全国の権利活
動家の多くが自宅軟禁または、自由を十分に損なう厳重な監視下に置かれてい
る。ヒューマンライツウォッチが話したところでは、表現および集会の自由に
対するこうした最近の攻撃は、最近の社会不安の爆発の中で現れているとのこ
とである。汚職、違法な土地没収、強制立ち退き、経済開発と近代化の名を借
りた地域社会全体の強制的移転、汚染の放置、さらに福祉国家の崩落は差し迫
った社会問題になりつつある。中国政府の統計データによれば、1日平均 200
件－10年前の 4倍－の抗議運動が毎日発生している。」[7l] 

 
14.12    エコノミストインテリジェンスユニット（EIU）が中国に関する国別プロ

ファイル 2007で報告したように、 
   

「農村の抗議運動は（やはり）ここ数年でますます普及しつつある。2005
年には一部の運動、とりわけ政府による土地没収および不十分な補償金に触発
された Shanweiや Dingzhou（それぞれ Guangdong省および Hebei省）の運
動は暴力化した。村民が法的権利を意識するようになるにつれて、こうした問
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題に対する不平は次第に拡大した。政府は浮上した不平の一部に取り組むと同
時に、『首謀者』とみなされる者を逮捕する方法でかかる抗議運動に対応する
向きがある。政府は運動拡大に発展する恐れがある地元の抗議運動に対しては、
特に厳しい締め付けで処罰している」。[4a] (政治: 中国の危険分子)  

 
反日抗議運動(2005年 4月 10日から 5月 4日) 
 
14.13   2005年 4月、国粋主義者は日本兵が大 2次世界大戦時に犯した残虐非道さ

を軽視したとみなさざるを得ない改訂版の歴史教科書が日本で出版されたこ
とに対し、中国の大都市各地で抗議運動を行った。運動参加者は日本企業よび
日本大使館を標的とし、伝えられるところによれば、一部のビジネスマンが襲
撃されたとのことである。[9j] (BBC、4月 10日) [9h] (BBC、2005年 4月 11日) 警察
当局は 2005年 5月 4日に次の抗議運動を縮小したが、これによって当局が政
治的理由で運営されていた疑惑が浮上した。[41d] (Guardian紙、2005年 5月 5日) 
USSD REPORT2006で報告されたように、「ここ数年とは異なり、大事件に
なる反日運動は起こらなかった。」 [2e] (2b項) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
反対派集団と政治活動家 
 
14.14  2007年 7月 19日付けの CIAワールドファクトブックが中国について述べ

たように、「政府は法輪功の精神的運動を区別しているが、それに代わる政治
抗議集団はなく、中国共産党は破壊集団とみなしている。」 [30a] USSD 
REPORT2006で報じられたように、「CCPは政治権力の独占を維持し、新政
党の創出を禁じた。」のである。[2e] (第 3項) 

 
14.15  ワシントンポスト紙 2003年 7月 4日付けの記事の中で報じ、さらに労改基

金（NGO）がウェブサイト上で再報告したように、 
 

「中国の人権侵害に関する最良の情報筋は、多くの場合、正式に認可された
出版物を通じて、あるいは中国と外国政府間の様々な国家権利に関する対話の
中で、外国人に直接話をしてくれる中国の政府高官自身である。労改が網羅し
ない多くの名前は違法な政治集団や宗教集団とつながりがある。かかる集団の
純粋の数字は驚くほど多い。地方政府当局の鼻先で何年も活動する違法な政党
または宗教団体名を新聞で半ダースほど目にするのは珍しいことではない。反
対派集団の多くは小規模で地元を拠点とするが、時として政府刊行物には掲載
されない全国規模ネットワークに発展したものもある。」 [59b] 

 
中国民主党(CDP) 
 
14.16  CDP が現在も中国で活動しているかという問題について、USSD 

REPORT2006は「1998年に設立された反対政党であり、その結果、非合法と
宣言されたと述べており、その正否は明らかにしていない。」[2e] (第 3項) 同じ
報告書がさらに述べたところによれば、 

 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 
42 

「CDPの指導者、活動家および党員の多くは逮捕、拘留または監禁された。
CDP創設者の 1人である Qin Yongminは、2002年の政治改革および 1989年
の天安門虐殺の再評価を求める公開書簡に関与した他の党員と同様に、年度末
に投獄されたまま釈放されていない。9月 14日、政府当局は民主化活動に参
加した罪で 7年の禁固刑を終えた CDP指導者 Zhu Yufuを釈放した。 政府当
局は同じ日に、国家権力の破壊を扇動した疑いで CDP指導者の Chen Shuqing
を拘留した。」伝えられるところによれば、「Zhang Lin、Zhao Changqing、
Sang Jiancheng、He Depu、Yang Tianshui、Wang Rongqingおよび Jiang Lijun 
を含む30人を超えるCDP現党員または元党員が拘禁または労働矯正収容所に
拘束されているということである。」 [2e] (第 3項) 

 
14.17  2006年 9月 6日に公表された『悪の中の悪: 最も抑圧的な社会 2005』と題

する報告書の中でフリーダムハウスが述べたように、「反対政党の中国民主党
は存在するが、政府はその活動および活動家を弾圧しており、同党はありとあ
らゆる実用的な目的のために理論の上で存在するに過ぎない。[26a] (p2) この報
告書がさらに述べたところでは、「中国共産党は政府の標的となって弾圧され、
実際の政治権力はないに等しい。」 [26a] (p3) 

 
14.18  2003 年 5 月 23 日付けの人民日報紙で報じられたように、Liaoyang 市の中

級人民法院は、国家権力打倒を策謀し、中国民主党の Liaoyang 支部結成を計
画した罪で 2人の元鉄鋼労働者に対し 7年および 4年の禁固刑を言い渡した。
この報告によれば、「法院は、同 2名[Yao Fuxinと Xiao Yunliang]は刑法第 105
条および 106 条に基づく破壊行為罪を犯したことは証拠により証明されたと
裁決した。」 [12e]  

 
14.19  労改基金が 2006 年 3 月 7 日に報じたように、「中国外務省は、1999 年 1

月に Hunan大学で中国民主党（CDP）の結党に協力した 72歳の元医学部教授
Tong Shidongが 2006年 3月 9日に Hunan省 Chishan刑務所から釈放される
旨の司法省が提供した情報に言及した上で、同氏は現在服役中の CDP 党員の
中で最も古い党員だと労改基金に助言した。」[36d]  

 
14.20  2007年 7月 30日にアクセスした中国民主党のウェブページ上に記載された

ように、CDP はニューヨークの中国大使館前で 100 回以上にわたる抗議運動
を行った。同党は中国に帰還し、民主主義体制を確立することを最終目的とし
て、米国市民である中国系アメリカ人の注目を集め、米国で大衆運動を構築す
ることを目指している。党旗は青と赤の地に赤、青および黄色の丸を描いたも
のである。丸は赤が一番上で、黄色が中央、青が一番下にある。党旗は 8個の
黄色い星に囲まれている。地は上半分が青で下半分が赤である。 [20a] 

 
中国民主党の英国支部 
 
14.21  中国民主党の英国支部と自称される組織はロンドン（UK）で活動を展開し

ており、中国の民主主義に向けて運動する他、党員および「同胞」に無料の法
律助言を提供している。 [16a]  

 
(別添 E: 周知の反体制派も参照のこと) 

 
天安門広場活動家 
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14.22  AIは 1990年 9月に天安門広場の抗議運動とその後について詳細な報告書を
公表した。この報告書は無差別的殺人とそれに先立つ徹底弾圧の両方を強調し
た。 [6a] HRWが2007年6月1日付けの報告書の中で述べたところによれば、 

 
「6月４日およびそれ以降に、中国政府軍が天安門広場および他の中国各市

周辺で、2,000人におよぶ非武装市民の虐殺を先導した日から 18年が経った
今も、中国政府は殺人について説明し、犠牲者に正義を与える様子が全くない。
それどころか、同政府は生存者、その家族さらには天安門広場事件の政府の粉
飾に敢えて挑む者に嫌がらせを続けている。6月 3日と 4日の虐殺記念日が近
づくと、生存者と犠牲者の家族は公安幹部職員から執拗な監視を受ける一方で、
周知の反体制派は同じ時期に頻繁に自宅軟禁下に置かれる。天安門広場におい
ては、通常は厳重な警備体制が敷かれ、死んだ家族を悼む親戚集団の自発的な
抗議運動や活動を防止する取り締まりは縮小される。」[7k] 

 
14.23 天安門広場虐殺 18 周年に応え、米国国務省は報道機関への声明を発表した。

それによれば、  
 

「国際社会も中国一般市民も、中国軍と戦車が Beijingに侵入した際に一体
何人の死傷者が出たかまだ知らない。中国政府は依然として天安門での抗議運
動とそれに続く大量虐殺について基本的な事実を隠し続けている。中国内およ
び他のどの国でも、1989年に数千人におよぶ中国人民が逮捕され、裁判なし
に有罪判決を受けたこと、推定で 100ないし 200人天安門関連活動を理由に
今も刑務所で辛い生活を送っていることは多くの人が知るところである。犠牲
者や被拘留者あるいは失踪者に関する中国政府の可能な限り詳細な説明は、依
然として先延ばしになっている。犠牲者の家族および中国一般市民は説明を受
ける資格がある。2008年のオリンピック大会が近づくにつれて、国際社会は
中国をさらに厳しい詮索の的にするだろう。天安門事件の再調査を進め、天安
門事件の収監者を全員解放し、さらに天安門の犠牲者の家族への嫌がらせをや
めることを、中国政府に進言する。」[2c] (USSD、2007年 6月 1日)  

 
14.24  AIが 2007年 6月 1日に報告したところによれば、  
 

「政府当局はその事件に『反革命暴動』の烙印を押すやり方を捨て、それを
『政治事件』に分類する方向に移行する一方で、犠牲者やその家族に正義を求
める長年の要求に応えることを拒絶してきた。政府当局は依然として、人権侵
害の責任を訴求すると共に犠牲者やその家族に補償金を払うことを意図した
1989年 6月 4日の事件に対する独自の調査を全く行っていない。2006年 5月
に報じられたところによれば、地方当局は 1989年 6月 7日に Sichuan省
Chengduで警察に撲殺された 15歳の少年 Zhou Guocongの母親に 7万元（約
8,700米ドル）を支払ったということである。少年は民主化抗議運動に参加し
たために拘留中であった。しかし、重要なのはその支払いが『補償』ではなく
『苦痛の援助』と説明されたことである。他の家族も個々に『補償』された可
能性があるが、それを話さないように要請された。中国政府は中国の雑誌、新
聞、教科書およびインターネットサイトから削除されているこの問題に対する
公開討論を抑制し続けている。特にここ 1年間は、メディア規制および検閲に
関する政府の方針が 1年中強化され、1989年 6月 4日もしくは中国近代史に
おける政治的に微妙な期間についての分析または討議のすべてを抑制した。」 
[6j] 
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14.25  同じ情報筋がさらに記載したところによれば、 
 

「組織[AI]は引き続き、1989年 6月 4日の事件に関係した公開討議の拡大を
推進した罪、もしくはその問題に対する政府の方針を批判した罪でごく最近に
投獄された者の迅速かつ無条件の解放を求めている。アムネスティインターナ
ショナルは中国政権に対しても、1989年の弾圧犠牲者を追悼し、救済を求め
てきた平和的人権擁護者に対する警察の嫌がらせ、監視および恣意的拘留をや
めるよう要求している。」 [6j] 

 
 
 
 
「9つの論評」への対応 
 
14.26    「9 つの論評」は大紀元（法輪功に共鳴する出版メディア）が公表した 9

シリーズの連載社説であり、中国共産党の「本質」を暴露することを主張し、
共産党を独裁的で、あるかないかの取り柄のおかげで腐敗したと描写している。
[60] 大紀元の主張によれば、「9つの論評」は 2000万人の CCP党員の脱党を
後押しした。[40e] (大紀元時報新聞、2007 年 3 月 23 日) しかし、この脱党者の何人
が国外居住者で、何人が中国在住の CCP党員かは明らかではない。」 [3y] (カ
ナダ IRB、2005年 6月 3日) 

 
(第 6項:中国共産党も参照のこと) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
言論とメディアの自由 
 
15.01 USSD REPORT2006が述べたところによれば、 
 

「実際のところ、中国政府はその権利を概ね尊重しなかったが、法は言論と
報道の自由を定めている。中国政府は CCPの『主導的役割』を憲法で義務付
けられたもので、これらの権利を優越し、束縛するものと表現した。政府は自
由な発言の権利を行使する多くの個人を脅迫し、逮捕し、投獄し続けている。
インターネットの論説者およびジャーナリストは特にその標的となった。中国
政府は印刷メディア、報道メディアおよび電子メディアの厳重な取り締まりを
継続的に行い、それを利用して政府の見解や CCPのイデオロギーを宣伝した。
かかる取り締まりはその年を通じて厳しくなり、インターネット上や放送メデ
ィアおよび出版物を介して政府の方針と異なる見解を表現するのはますます
困難になった。報道発信源は中央宣伝部から報道対象にすべきでない話題を掲
載した指導書を定期的に受け取った。メディア企業はすべて、CCPの命令に
従い世論を先導する明示的指示下に置かれた。こうした措置はジャーナリスト
やインターネット寄稿者がニュースを報道する自由を大きく規制し、高度な自
主検閲につながった。」 [2e] (2a項) 

 
15.02  同じ情報筋が続けて述べたところによれば、 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 

45

「講演者が共産党に異義を唱える見解を公表、もしくは外国の聴衆にかかる
見解を流布しなかった間は、許容される話題の範囲は次第に拡大された。政治
的話題は個人的かつ小集団内であれば処罰なしに討議することが可能で、ささ
やかな政府批判は日常会話の一般的な話題であった。しかし、メディアが扱う
公開講演や学会での討議、会合または公開フォーラムでの講演は引き続き束縛
を受けた。論議を呼ぶ話題について政府の立場に反対する見解を放映した媒体
は、政府の各部局での懲戒処分から警察の尋問および拘留まで様々な処罰の危
険を冒した。報道の自由と学問の自由に対する上記の規制措置および正式の規
制措置は言論の自由に水を差した。」 [2e] (2a項) 

 
15.03  NGO国境なき記者団が世界の報道自由度指数 2006で報告したように、中国

は指数に含まれる 168 カ国中 163 位であった（最も自由な国が 1 位で最も自
由でない国が 168位）。[63a] 2006年 9月に、政府の報道機関新華通信は、外
国のニュースは内容を検閲する権限を持つ所有機関を介してのみ報道される
と公表した。 [62a] (ジャーナリスト保護委員会、 2006年) 

 
15.04  2005年 9月 26日に Guardian 紙が報じたように、 
 

「政府は 3万を数えると噂されるサイバー警察を利用しており、インターネ
ット・フィルタリングに惜しみなく投資してきた。ジャーナリストおよび人権
組織の言によれば、「煙なき戦争」はこれまでの暴力やあからさまな嫌がらせ、
新聞社の閉鎖から、より内偵的な統制維持のやり方への戦術転換を意味すると
いうことである。禁じられた題材について執筆を試みるジャーナリストは直接
攻撃されることはほとんどなくなり、汚職や性的嫌がらせ、不倫等の罪で汚名
を着せられるようになっている。記者の主張によれば、党や党指導部のイメー
ジを守るために表面上は何の問題もないように装い、その陰でメモ、住所録お
よび携帯電話の押収が秘密裏に発生する、ということである。」 [41i]  

 
15.05  国境なき記者団が 2005 年 9 月 26 日に述べたように、オンライン編集者は

以下の報道を公表することを禁じられている。それは、 
 

z 中国憲法の基本原則を侵害し、 
z 国家安全保障を脅かし、国家秘密を漏洩し、政府の転覆を目指し、国家統
一を脅かし、 

z 国家の名声と恩恵を破壊し、  
z 国内に憎悪の感情を引き起こし、民族統一を脅かし、 
z 宗教に基づき国家警察を妨害し、教派および迷信の宣伝を推進し 
z 噂を流布し、公共秩序を脅かすと共に社会不安を創出し、  
z 猥褻で暴力的な情報を流布し、テロリストまたは賭博に関係する情報を広
め、  

z 人民の名誉を中傷するもしくは人民の名声を傷つけ、人民の法的権利を侵
害し、法および行政規則に結びつく非合法的情報を掲載するもの、である。 

 
 全く新しい禁止令 
 

z 社会の無秩序を創出する非合法的集結、ストライキ等の推進は禁止される。 
 
z 非合法的な社会団体または社会組織に基づく活動の組織化は禁止される。 

[63c]  

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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15.06 2007年 3月 8日に BBCが述べたように、 
 

「国営報道機関新華通信が入手した政府令によれば、中国において今年中は
インターネットカフェの開設を許可しない意向である。新華通信の言によれば、
新たな規制措置は高まりつつあるインターネット依存症問題の撲滅運動の一
環であった。国営インターネットネットワーク情報センターが[2006年]12月
に発表したところによれば、中国におけるインターネット利用者数は昨年に比
して 30％増加し、1億 3200万人に達した。その数字は中国が今後 2年間で米
国のオンライン人口を上回ってもおかしくない所まで来ている。 [2007年]1
月に、  Hu Jintao国家主席は中国のインターネット規制部局 に『健全なオン
ライン文化』を推進し、政府の安定を保護するよう命令した。中国政府は教育
やビジネス向けのインターネット利用を奨励しているが、破壊行為的または有
害とみなす項目の検閲行為は批判を浴びた。」 [9ae] 

 
15.07  国境なき記者団は 2005年 10月に、新華通信:世界最大の報道機関と題した

国営報道機関新華通信に関する報告書を公表した。それによれば、  
 

「新華通信の目標は CCPの報道独占を維持することである。政府の定義に
よれば、同社は『中国の目であり、耳であり、声である』。同社は事実上、国
内最大の報道収集および配布機関である。 慎重を期す問題については特に、
いかなる報道も全権を握る新華通信の同意なしにメディアに届けられること
は許されない。公式の数字によれば、同社は 8,400人を雇用し（これに対しフ
ランス通信は従業員 2,000人を雇用）、内 1,900人はジャーナリストと編集担
当である。社長の Tian Congmingは首相の地位を持つ。」 [63f] (p1) 

 
15.08  同報告書がさらに述べたところでは、  
 

「共産党の公務上、同社は 2種類の報道を作成する。一般大衆向けの報道と
政権指導者向けの報道である。同社の最優先事項は、CCP中央委員会の下部
組織で現在は広告部と呼ばれる宣伝部が作成する報道を扱うことである。新華
通信は事実上、宣伝部に運営されている。同社は CCPのこの機関から編集方
針を受け、それを盲従的に固持する。」 [63f] (p5-7) 

 
ジャーナリスト 
 
15.09  ジャーナリスト保護委員（CPJ）が報道機関への攻撃 2006 と題した報告書

の中で報告したように、 
 

「Hu Jintao国家主席の第 4期政権は、独立心旺盛な編集者を左遷し、オン
ライン評論家を投獄し、さらに最新ニュースの報道範囲を規制する方法で、中
国で最も優秀なジャーナリストを有効に沈黙させた。中国政府は、国営報道機
関新華通信を国内唯一の外国報道配布機関に指定する新たな規則に加え、ニュ
ーヨークタイムズの調査担当 Zhao Yanおよびシンガポールを拠点とするスト
レーツタイムズ特派員 Ching Cheongの禁固刑判決を初めとする、外国報道機
関とその職員に対する措置で世界の批判を浴びた。」[62a] (p1)  

 
15.10  国境なき記者団はその 2007年次報告書の中で、中国に収監中のジャーナリ

ストを 31人とした。同じ情報筋の報告によれば、 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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「2007年 10月の次期共産党大会に向けた準備が始まったため、公安省は

12人のジャーナリストを逮捕し、20人を超えるジャーナリストを監視下にお
いた。宣伝部は Hu Jintaoが宣言した『和諧社会』という新たなイデオロギー
に反するとみなす記事を排除し続けている。メディア編集者は定期的に禁止さ
れた題材リストを配布される。これらは農民の大衆デモ、失業者あるいはチベ
ット族等であると思われる。いかなるものも編集室内に恐怖の風潮を植えつけ
る検閲官の目をごまかすことはできない。ジャーナリストに対する身体攻撃の
増加はもはや治安部隊職員のみが行うのではない。事業家に雇われた暴力団員
やその下っ端も関与している。国境なき記者団はおよそ 40件に及ぶかかる事
件を報告した。しかし公的機関によれば、ジャーナリズムは採鉱、警察に次ぐ
第 3の危険な職業になったという。最も危険なのは、スクープを追う犯罪報道
への情熱が危険につながるタブロイド紙の記者である。2006年には 2人のジ
ャーナリスト Wu Xianghuと Xiao Guopengが警察に殺害された。詮索志向の
報道機関の口封じを目的とする場合もあるが、名誉毀損裁判も以前よりもはる
かに多くなっている。」 [63b] 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
人権機関、組織および活動家 
 
16.01 AIが中国について 2007年報告書の中で報告したように、 
 

「弁護士および人権活動家に対する政府の弾圧は強化された。人権擁護者の
多くは、警察または明らかに警察の了解を得た地元ギャング団の嫌がらせはも
とより、告訴なしの長期間の恣意的拘留の対象とされた。多くの者が密着した
日常的監視または自宅軟禁下で生活しており、その家族も次第に標的にされた。
新しい条例は弁護士が犠牲者集団を代表し、集団請願に参加する能力を制限し
た。」[6g] (p1) 

 
16.02  2006年 6月 13日に Guardian が報じたところによれば、「論議の的になっ

ている三峡ダムの最も声高な反対者の 1人 Fu Xincaiは、警察の警告を無視し
て外国人ジャーナリストに話しかけたとして、襲撃を受けた。Fu は襲撃者に
背後から殴打され、首が麻痺した。 [41b] 2006年 7月 26日の NGO中国 ヒュ
ーマンライツ(HRIC) の報告によると、Fuの襲撃に関する警官の取り調べの結
果、同氏の怪我は自作自演だと結論された。[39a] 2006年9月19日のRadio Free 
Asia (RFA) の報告によると、著名な公民権専門の弁護士 Guo Fleixiong (Yang 
Maodongとしても知られる) は『違法な事業経営』の疑いで拘留された。 [73f] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
汚職 
 
17.01  NGOトランスペアンシーインターナショナル（TI）の腐敗認識指数 2006に

よれば、中国人民の腐敗度の認識という点では、中国は 163カ国中 70位－10
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点満点中 3.3点（10点は腐敗認識が 0）であった。TIによると、10点満点中
3点以下は「汚職の横行」を表すということである。 [33a] 

 
17.02  エコノミストインテリジェンスユニット（EIU）が中国に関する 2007年国

別プロファイルの中で報告したように、「中国政府は（も）汚職[政治や実業
における非合法利益を保証する慣行]を一掃しようと努力してきた。2006年 9
月の上海党書記 Chen Liangyuの逮捕と関連付けられる反腐敗運動は、第 17
回 CCO大会を前にした汚職防止運動の進歩を示唆するように思われた。ただ
し、全国規模の運動の場合は、あまりに多い汚職者に網を張ることで政治的に
不安定になることが予想されるため、期待できない状態である。」 [4a] (政治勢
力) 

 
17.03  2006 年 10 月 24 日付けの人民日報紙で報じられたように、2004 年以降、

67,505 人に上る政府高官が処罰を受けた。[12ad] 同じ情報筋が 2006 年 8 月
14日に報じたように、公式の数字によれば、1万人の政府高官が汚職または職
権濫用罪で有罪判決になった。2001年の 52.6％に比して、82.83％は執行猶予
になった。」[12ae] 人民日報紙が 2007年 2月 7日に報じたところによれば、
2006年には合計 273人の検察官が汚職に関して懲戒免職処分を受けたと報じ
た。」[12m] 

 
党規律の違反 
 
17.04 党規約第 37 条から 45 条は党規律を扱う。第 39 条の述べるところによれば、

「党規律の強化に向けて、警告、重大な警告、党職からの免職、党内での謹慎
の 5つの措置を設ける。」[5t] ( 第 VII章) USSD REPORT2006が述べたように、
「CCPは CCP規律違反に対する shuang gui として知られる規律形態を駆使
したが、無所属党員に対する行使の報告があった。Shuang gui は、自宅軟禁
とほぼ同じで、司法的関与または監視なしに許可が与えられる場合がある。 」
[2e] (1e項)  

 
17.05   EIUが 2007年国別プロファイルの中で中国について報告したところによれ
ば、 
 

「政府高官に対する種々の経済活動からの撤退命令は繰返し行われており、
2005年には CCPは運動を展開し、それに基づいて CCP全党員がイデオロギ
ーおよび道徳教育を受けた。誠実基準を満たさない党員の多くが CCPから除
名され、免職された。しかし、懲戒処分の実施のみ－党規律機関によれば
2004-05度中、5万人に上る CCP党員に懲罰が与えられた－事例もある 。」
[4a] (政治勢力) 

 
GUANXI(社会的人脈) 
 
17.06 2005年 10月 1日に BBCが報じたように、 「今日の中国をだれが運営してい

るか知りたいならば、『関係』という言葉の意味を理解しなければならない。
逐語的に翻訳すれば、『関係』は人脈を意味する。ただし、これまでの同窓関
係の範囲を超える。欧米では、面識があれば就職や、子供の有名校への入学を
斡旋してもらえる。中国の場合は、関係がある人物が自由と投獄、正義と差別、
富と貧困の与奪権を握る。」[9s]  
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目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
宗教の自由 
 
18.01 2006 年 9 月 15 日に公表された米国国務省 (USSD)の宗教的自由国際報告書

2006が報告したように、  
 

「憲法は宗教的信念の自由および不信仰の自由を定めているが、中国政府は
宗教的実践を政府認定組織および登録された礼拝場所に制限し、政府および中
国共産党（CCP）の管理が及ばない権威の源泉となり得る集団の台頭を防ぐ目
的で宗教を統制することを目指している。にもかかわらず、多くの信仰教徒は
急速に増加している。この報告書が扱う期間を通して、中国政府の宗教の自由
および良心の自由への尊重は極めて低く、特に政府に登録されない宗教集団の
自由や精神修養運動の自由に関しては特に低かった。登録されない宗教団体は、
程度の差はあるものの、政府による介入や嫌がらせを継続的に受けていた。登
録されない宗教集団教徒の一部は、脅迫、嫌がらせおよび拘留等の様々な規制
措置の対象にされた。登録されない宗教集団は政府機関および 5大宗派－仏教、
イスラム教、道教、カトリック教およびプロテスタントに関係する政府認定の
『愛国的』宗教団体に登録することを強制された。宗教的実践および礼拝は正
式に認可されており、信者の数が増えるにつれて、登録されない礼拝所の数は
国全体で増え続けている。宗教の自由度は国内でかなり差があった。政府は信
者の増加に対処する目的で一部の地域に礼拝所を新設した。」[2a] (p1) 

 
18.02  同報告書のこの項は「1999 年以来、国務長官は宗教の自由に対する特に重

大な侵害を理由に、中国を国際宗教自由法（IRFA）の下に『特に懸念される
国』に指定してきた。」という記述で終わっている。 [2a]（第 IV 項、米国政府の
方針) 

 
(第 21項:宗教集団の禁止も参照のこと) 

 
18.03 USSD国際宗教自由 Report2006に報告されたように、人民から非合法的に宗

教の自由を剥奪する人民政府高官は、最高 2年まで投獄されることもある。 」 
[2a] (第 II項、 宗教の自由、宗教の自由に対する規制の現状) 同じ情報筋から報告された
ところによると、「この法律の下に処罰された事例は周知でない。」[2a] ( 第 II
項、 宗教の自由、宗教の自由に対する規制の現状)  

 
18.04  USSD国際宗教自由 Report2006が記載したところでは、  
 

「中国には 5つの主要宗派がある。仏教、道教、イスラム教、カトリック教お
よびプロテスタントである。これらは主要宗派であるが、2005年の宗教問題
条例では『公式』宗教は特定されなかった。一部の地域ではロシア正教も活動
しており、国外居住者地域には他の宗教も存在した。中国の人民の多くはいず
れの宗派にも正式に従事していなかった。全人口のおよそ 8％が仏教徒で、
1.5％がイスラム教徒、0.4％が公認のカトリック教会に所属し、0.4ないし
0.6％が非公認のローマカトリック教会に所属していると推定された。公認の
プロテスタント徒は 1.2ないし 1.5％と推定され、政府の管理下から独立した

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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プロテスタントの家の教会で宗教活動を行うのは 2.5％程度と思われる。」 
[2a] (第 I項、宗教人口統計)  

 
18.05 2007年 2月 7日に人民日報が報じたところによれば、 
 

「宗教的信念に関する中国の第 1回主要調査によれば、中国の宗教信奉者は
公式推計値の 3倍を超えるという。Shanghaiにある華東師範大学の Tong 
Shijun教授と Liu Zhongyu教授が実施した約 4,500人を対象とする世論調査の
結果、16歳以上の中国人の 31.4％、数にしておよそ 3億人が宗教を信仰して
いることがわかった。水曜日のチャイナ･デーリーが報じたところによれば、
これはここ数年大きく変更されていない 1億人という公式数字をはるかに上
回る。その報告によれば、仏教、道教、カトリック教、プロテスタントおよび
イスラム教が 5大宗派で、中国の宗教信仰者の約 67.4％を擁するということで
ある。報告には、顕著な特徴は、中国人の伝統的宗教の再生であると記述され
た。約 2億人が仏教徒、道教または竜王や福の神といった伝説上の人物の信奉
者で、全信仰者の 66.1％を占めた。キリスト教の信奉者も急速に増加している。
公式の数字の推計によれば、その数字は 1990年代後半の 1,000万人から 2005
年には 1,600万人に上昇したが、調査の結果、全信者の 12％、数にして 4,000
万人はキリスト教徒であることがわかった。 」 [12ah]  

 
18.06  Ian Johnsonが著書の Wild Grass (2004)の中で報告したように、「中国に

おける宗教が何たるかを定義することは扱いにくい仕事である。自派と他派を
明確に区別することが多い西欧の宗教と異なり、 中国の信仰体系は先祖崇拝、
宗教一般に共通する魂の信仰、道教の土着宗教、また仏教のような世界宗教を
重ね合わせることに喜びを感じる。」[50f] (p200) 2007年 2月 1日に Economist 
が報じたところによれば、「急増する家の教会コミュニティは、祖先の崇拝を
認めないため、家系構造に縛られていると感じる女性に魅力を与える。」
[61a]  2006年 5月 1日に TIME Asia が報じたところによると、「個人的な救
世主を求めることは構わないが、国家統制機関の領域外での信仰心の表明はそ
うはいかない。 [65c]  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
登録 
 
18.07 USSD 国際宗教自由 Report2006が述べたところによれば、  

 
「国は登録する権利を留保し、それによって特殊な宗教集団および精神的運

動が活動を営むことを可能にする。5つの主要宗派に関しては、それぞれの活
動を監視および管理する政府関連の協会が存在し、宗教団体はそれに加盟しな
ければならない。SARAは宗教活動の合法性を監視し、判断する責任を担う。
SARAと CCO統一前線工作部（UFWD）は宗教活動について、宗教活動にお
ける外国人の役割を初めとする、政府条例の実施に関する『指導と管理』方針
を提供する。SARAおよび UFWDの職員は宗教信奉者であることは滅多にな
く、多くの場合党員である。共産党員は党理論により無神論者であることを命
令されるため、その家族は宗教祝祭の国民参加を禁じられる。公安部隊は法ま
たは規則を侵害する宗教行為の監視を担当する指定部局を管理する。かかる警
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察部隊は登録されない施設を監視し、宗教活動が治安を妨害しないことを確認
すると共に、非合法のカルト集団を摘発する。」 [2a] (第 II項、 宗教の自由、法/
政策枠組の状況) 

 
 
18.08 同じ情報筋が次に述べたところによれば、 
 

 「自発的に登録する集団、強制されて登録する集団がある一方で、政府当局
が登録を拒否する集団もある。一部の宗教団体は宗教の国家統一に対する反対
主義から登録を取り下げた。要求に応じて教会指導者や教徒の名前および住所
を口外した場合の悲惨な結果を恐れて登録しない集団もある。未登録の集団も
その行為が神学上の妥協を義務付け、教義上の自由を縮小する、もしくはそれ
によって政府当局が説教の内容を支配できるようになる可能性を恐れて、登録
を拒否することが多い。ある集団が主張したところによれば、政府当局は説明
なしに登録を拒否した上、登録を申請するために高官を訪ねた教徒を交流した
ということである。政府側はこれに対し、この拒否は主として集団の適切な施
設不足や他の法的要件を満たさないことによるものだと主張した。」[2a] (第 II
項、宗教の自由、法/政策枠組の状況) 

 
18.09 「Wen Jiabao 首相の承認を得て 11 月 30 日に公布された宗教事務規定は、

2005年 3月 1日に正式に発効する。この規定は中国の宗教問題に関する一連
の包括的行政規則であり、宗教集団および宗教信奉者の法的権利は保護される
と明示的に定める。同規定は、国および公共利益を伴う宗教問題についても指
示を与える。諸規則は中国人民の宗教の自由の保護において進歩した重要な一
歩とみなされる。」 [14a] 

 
18.10  2004 年 12 月 19 日に BBC が報じたところによると、諸条例の言い回しは

基本的に政策の柔軟性はないことを明確するものである。この報告書の述べた
ところよれば、「学者の中には、宗教集団を扱う上で職権を濫用する政府高官
は新たな規則に基づく求刑と対峙する可能性があるという事実を歓迎した者
もいる。」 [9r] 

 
18.11   Forum 18の 2005年 1月 18日付けの報告書によれば、「新たな規則は宗教

巡礼および聖職者の指定に関する要件を規定する上、でイスラム教、チベット
仏教およびカトリックコミュニティを選別までした。条項の 1つはその規定に
おいて、政府高官（共産党幹部の言及はなかった）は職権濫用について法的説
明責任を負うものと定めたが、この説明責任が今後遂行される保証はない。 」
[66a] 

 
18.12 同じ情報筋が続いて述べたところによれば、「運動に対する初期の政府弾圧に

おいて法輪功の修行者が公に見せた周知の市民的不服従や、中国に対する自治
権または独立という重大な政治問題を伴うウィグル系イスラム教徒およびチ
ベット仏教徒による定期的な抗議運動を除くと、宗教または宗教の自由の名目
で実施された重大な大衆デモはここ最近の記憶では周知ではない。」[66a] 

 
18.13 これについて同じ情報筋がさらに述べたところによれば、国家規制への抗議は

本質的に回避的な性格のもので、修錬者は当局との直接対決を避けようとする
のが一般的である。 [66a] 同報告書によれば、最もよくある抗議の種類は以下
の通りであった。  
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z 信仰または実行可能性状の理由による登録の拒否 
z 秘密の会合 
z 外国人指導者を伴うこともある、独自の宗教的修行施設の設立 
z 政府規制の禁止を無視した 18歳未満の児童の教育 
z ローマ教皇の同意を内密に求めること（カトリック教）。 
z 宗教/精神上の（複数）指導者に対する誹謗文書の署名拒否  
z 中国以外の国で出版された宗教資料の利用 
z インターネットのチャットルームを介した連絡 [66a] 

 
18.14 2006年３月 8日に Forum 18が報告したように、 
 

「2005年 3月の宗教事務条例から 1年が経った今、その効果は判断するの
は難しく、多くの宗教コミュニティに対する弾圧措置は引き続き行われている。
中国の宗教政策の負担は増大している。『宗教』の定義－特に『合法的宗教』
の定義は多くの政府高官の間で論議の的になっており、包括的な宗教法（同条
例に反する）が待たれるところである。政府は宗教の支配に主眼を置く法律を
好むように見えるが、宗教指導者の多くは宗教徒の権利を保護に主眼を置く法
律を望むと思われる。根本的な－そして政府の政策の負担を増大する論議は、
中国における宗教信仰および慣行が急速に増大し、宗教の支配というイデオロ
ギーの土台を次第に非現実的なものにしているという事実である。政府が直面
している重要な問題は、宗教的実践のためのよりよい環境を創出することを目
指すのか、それとも純粋な改革に抵抗すべきかということである。改革に対す
る抵抗は－悲しくも無益に最新政策の方向になる可能性が極めて高い。 」
[66d] (p1) 

 
仏教徒  
 
18.15 USSD 国際宗教自由 Report2006が報告したように、  
 

「中国政府の推定によれば、国内には 1億人を超える仏教徒がおり、最大数
の信奉者を擁して仏教を組織宗教にしている。しかし、仏教徒は信徒としての
資格を持たず、多くの場合公共儀式に参加しないため、信徒の数を性格に水泳
することは困難であった。政府の報告したところによれば、国内には 1万 6,000
の仏教寺院と僧院があり、20万人を超える尼僧および僧侶がいるとのことで
ある。最大数の漢民族信徒を含め、信徒の多くは大乗仏教に従事した。チベッ
ト族および外国人モンゴル教徒は大乗仏教を取り入れたチベット仏教に従事
した。南西部に位置する Yunnan省の一部の少数民族は、隣国の東南アジアで
主流の伝統宗教、小乗仏教に従事した。」 [2a] (第 I項. 宗教人口統計) 

 
18.16  中国は 2006年４月に第１回国際仏教フォーラムを主催した。1000人を超え

る仏教僧が出席した。 [13o] (新華通信、2006年 4月 12日)  
 

(第 23項:チベット仏教も参照のこと)  
 
道教徒 
 
18.17  USSD国際宗教自由 Report2006が報告したように。「宗教関連の高官は道

教徒数の公式推計を提供しなかったが、研究者はその数字を 70 万人とした。 
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道教協会によれば、現在 2万 5,000人を超える道教僧および尼僧がおり、1,500
を超える道教寺院があるとのことであった。」[2a] (第 I項、 宗教人口統計) 

 
18.18  この報告書がさらに述べたところによれば、「仏教徒および道教徒に対する

政府の容認度はキリスト教よりも大きく、これらの宗教は多くの場合、他に比
べて規制される回数が少なかった。しかし、この非西洋的宗教はここ数年で急
速に拡大したため、政府の懸念が高まり、特に宗教的信念の数から教義を混合
する集団に対する新たな規制措置の兆候が見られた。」[2a] (第 II項、宗教の自由、
宗教の自由に対する規制の現状) 

 
民間宗教 
 
18.19  USSD国際宗教自由 Report2006が報告したように「伝統的な民間宗教（地

域に根ざした神、英雄および祖先）が復活し、現在数億の人民が従事しており、
道教、仏教または民族少数派の文化的慣行の自由な系列宗派として様々な程度
で容認されている。」ただし、同じ情報筋が述べたところによれば、 「政府
は民間宗教を『封建時代の迷信』として名指しし、信奉者は嫌がらせや弾圧の
対象になることもあった。」 [2a] (第 I項、宗教人口統計および 第 II項、宗教の自由、
宗教の自由に対する規制の現状) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
キリスト教徒 
 
19.01  2004年 11月 9日に BBCが報じたように、「中国国内のキリスト教徒の数

について信頼できる数字を入手することは、周知のごとく困難である。推定値
はプロテスタントの場合 4000 万人から 7000 万人の間で異なり、そのうち政
府公認の教会に登録されているのはわずか 1000万人である。この状況はカト
リック教の場合もほぼ同じである。中国国内に 1500 万人ないし 2000 万人と
推定される教徒のうち、ローマの権限よりも Beijing に対する権限を重んじる
国家公認教会に所属するのは半分未満である。」[9p]  

 
19.02  この報告書が続けて述べたところによれば、「カトリックおよびプロテスタ

ントはいずれも、共産党当局による弾圧に長い間不服を申し立てており、人権
集団の主張によれば、問題は悪化している。」同じ情報筋によれば、中国では
300人前後のキリスト教徒が日常的に拘留され、(ジュビリーキャンペーンの情
報に基づくと、)その数は今後上昇すると見られている。」この報告がさらに
述べたところによれば、「中国のキリスト教徒－厳しく規制された国家公認教
会での信仰を拒否する者は、かかる脅威とみなされている。」報告書はさらに、
「国に支配される精神的運動を嫌がる信者は、罰金、投獄、拷問、場合によっ
ては死さえも覚悟の上で、非公式の建物または教徒の自宅に集結－従って『家
の教会』と表現－する。」と述べた。 [9p]  

 
聖書の入手可能性 
 
19.03  USSD国際宗教自由 Report2006で報告されたように、 
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「国内のキリスト教徒の増加は、それに相当する聖書の需要増加という結果
をもたらした。聖書は多くの書店の他、政府に登録されたほぼすべての教会で
購入可能である。家の教会信徒の多くは自分用の聖書をこうした場所で何事も
なく購入している。聖書はほぼ誰でも購入できる値段である。聖書の供給は、
国内のほぼどこでも十分であるが、未登録の教会の信者は聖書の供給および配
布は一部の場所、特に農村地域では不十分だと不平を訴えた。個人が出版社に
直接聖書を注文することは不可能で、家の教会のキリスト教徒の報告によれば、
聖書を大量購入すると、購入者に好意的でない関心の目が向けられる恐れがあ
るとのことであった。税関職員は聖書その他の宗教資料の国内への『密輸』を
監視し続けていた。政府当局は家の教会の家宅捜査で聖書を押収することがあ
る。」 [2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の現状) 

 
19.04  USSDが述べたように、「聖書は他の文学書と同じ様に、国家公認の出版社

を通じてしか出版できない。宗教信奉者は違法出版の罪で逮捕および投獄され
た。」[2a] (第 II項、 宗教の自由、宗教の自由に対する規制の現状)  

 
19.05  カナダ移民難民局（IRB）が 2003年 11月 28日に報告したように、IRBか

ら連絡を受けたプロテスタントの家の教会指導者の言によれば、政府公認の聖
書は外国で出版される他の版とほとんど差がなく、「聖書の本文は健全で手を
加えた形跡はない。」 [3w] 2003年 2月 28日に IRBが報告したところによる
と、「愛国的教会が十字架やキリストの十字架像、またキリストの肖像画を飾
るのは当たり前のことである。中国人民がこれらを所有し、自宅に飾ることも
同様に合法的である。」 [3t] 

 
布教活動 
 
19.06  宗教信奉者は常に治安妨害罪で起訴される布教活動の危険性を負っていた。

中国の法律年鑑によれば、2004 年には 8,119 人が「治安妨害または迷信を利
用した詐欺罪」で起訴されたということである。この数字には広い範囲の犯罪
が含まれるため、これを見る場合は、毎年プロテスタントに転向する政府情報
筋によれば 60万人と推定される中国人を視野に入れるべきである。」[2a] (USSD 
国際宗教自由 Report2006) (第 I 項、宗教人口統計および宗教の自由の悪用) しかし、2006
年 2月 13日付けのある報告書によれば、「中国の宗教事務条例は一部では外
国の伝導者の歴史的経験を理由に、中国人には許可する一方で、外国人の福音
伝道を禁じている。」この報告書がまた述べたところによれば、中国人民は公
認の聖書を配布すること、礼拝に他者を招待すること、それに出席することが
許されている。」 [34a]  

 
カトリック教徒 
 
19.07  USSD国際宗教自由 Report2006で報告されたように、 
 

「中国カトリック教によれば、正確な数字を計測するのは難しいが、国内に
はおよそ 800ないし 1000万人のキリスト教徒が暮らしている。この数字には
公認のカトリック愛国会に登録された 450万人と、登録されないバチカン系の
カトリック教会で信仰する同数またはそれ以上の教徒が含まれる。公式の数字
によれば、政府公認のカトリック愛国会は 67人の司教と 5,700人の僧侶およ
び尼僧を擁し、6,000を超える教会および集会所を所有する。『地下』で信仰
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を営む司教はおよそ 40人いると考えられており、その一部は投獄または自宅
軟禁された可能性が高い。」「 [2a] (第 I項、宗教人口統計) 

 
19.08  2005年 9月 27日に AsiaNews が報じたように、「 Hebeiは徒（政府に登

録されない）地下カトリック教徒が大多数を占めるカトリック教徒数最大の地
域である。」 [58b] 2006年 5月 15日のタイムズが述べたように、カトリック
教会も、信者の多くがローマ教会派である Fijian省で特に強大である。」 [90c]  

 
19.09  USSD 国際宗教自由 Report2006で報告されたように、 
 

「ローマ法王庁の正式な抗議運動を助成したことが調査報告された期間に
は、カトリック司祭および一般の指導者の多くが殴打またはそれ以外の虐待を
受けた。伝えられるところでは、地方当局は一部の場所で登録外の司祭および
信者に対し、公認教会への加盟と罰金、失業、一時拘留さらに子供の退学処分
等の処罰の選択を強制したということである。身を隠すことを余儀なくされた
カトリック教の上級聖職者もいた。最近になって、政府の監視および定期的な
短期拘留を初めとする、登録外の司教および司祭への引き続く嫌がらせが報告
された。嫌がらせや拘留を受けた聖職者の多くは 70歳を過ぎていた。」[2a] (第
II項、宗教の自由、宗教の自由に対する虐待の状況) 

 
19.10  米国国際宗教の自由委員会(USCIRF) が 2007年 5月に公表された年次報告

2007の中で報告したところによると、  
 

「登録外のローマカトリック信者団と正規の中国カトリック愛国会（CPA）
間の関係は、過去の政府の弾圧とバチカンの叙階と認可を密かに求める CPA
司教および司祭の増大により、緊張しきっている。中国当局は登録外のカトリ
ックの聖職者および信者に対し、バチカンの認可を受けた叙階を放棄してCPA
に加盟しなければ、罰金、失業または拘留に処されると制圧を加え続けている。
中国政府は 2006年 9月にも、バチカンの認可で叙階されたが、政府の許可証
がない Shaanxiの司教を認めることを拒否した。この司教は拘留された上、今
回の叙任は違法だとする文書に強制的に署名させられた。2005年末には、バ
チカンと Beijinは CPAでの司教の認可および選定について、和解に向けた努
力の兆候を示した。Shanghaiおよび Xianではバチカンと Beijingは協議を通
じて 2人の高齢司教を交代する候補者について合意に達した。こうした事例に
もかかわらず、中国政府と CPAは 2006年の 4月、5月そして 11月に Anhui、
Kunming、および Xuzhou 管区において、バチカンに相談することなく 3人
の司教を叙階した。さらに叙階式中に、RAB[宗教事務局]の治安職員は叙階式
の進行に強制参加させる目的で、他の管区の司教と司祭を拘留した。2006年 9
月には Fujian省の高官がある教会を取り壊した。1970年以来、投獄、拘留、
自宅軟禁または厳重な監視下に置かれた高齢の Su Zhimin 司教を初めとする
40人のローマカトリック司教と司祭が逮捕の上投獄または拘留された状態に
ある。過去にも、Fijian省 Heibeiおよび Zhejiangの牧師が疑わしい容疑で嫌
がらせ、拘留および逮捕の憂き目に遭っている。」[70a] (p125-126)  

 
19.11  香港で司教を務める Joseph Zen Ze-kiun枢機卿は 2006年 9月 30日に、「中

国ではいわゆる地下教会だけでなく、公認教会に対しても弾圧がある」と話し
た。」 [22a]  

 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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19.12  2006 年 8 月 25 日に龔品梅樞機基金（NGO）が報告したところによれば、
政府当局は登録外のカトリック教会の信者であるとして 10 年前に投獄された
ある司教を釈放した。[68a] 2006年 8月 11日に AsiaNewsが報じたところに
よると、抗議者が司教を拷問したとみなす警察官と対峙した後、警察は Hebei
で 90人のカトリック教徒を拘留した。[58c]  

 
19.13  2004年 6月 8日にカナダ IRBが報告したように、「2004年 6月 4日の研

究室主任との電話インタビューにおいて、龔品梅樞機基金の代表は、中国のカ
トリック地下教会には標準的な洗礼証明もなければ、洗礼証明が当然の事とし
て交付されることもないと述べた。また、洗礼時に洗礼証明が要求される場合
は、司祭はおそらく中国語で書かれている非公式の書類を交付することがある
とのことであった。」[3o] 

 
バチカンとの関係 
 
19.14 USSD国際宗教自由 Report2006で述べられたように、  
 

「中国政府は政府公認の中国カトリック愛国会とその聖職者が一部の問題
でローマ法王の権限を承認することを許可しておらず、これは依然として政府
および同愛国会との断絶関係を続ける登録外教会の頑なさの最大の理由にな
っている。カトリック司教に公認教会への加盟を強制する愛国会の制圧は現在
も続いており、登録外の司祭や司教は頻繁に拘留された。政府とバチカンの歩
み寄りに向けた努力にもかかわらず、政府はローマ法王庁との外交関係をまだ
確立していないため、本土にはバチカンの代表者は 1人もいない。バチカンの
台湾に対する外交的承認と司教の選定をめぐる違いは、依然として関係改善の
主な障害になっている。2005年のローマ法王ヨハネパウロ 2世の死後、中国
政府と宗教分野の高官は和解を求める声明を行い、ローマ法王ベネディクト
16世を歓迎した。バチカンは 2005年 10月のローマでの宗教会議に、政府非
公認 1人を含む 4人の中国人司教を招待したが、愛国等はその招待を拒絶し
た。」 [2a] (第 2II項、 宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
19.15  2006年 5月 20日にタイムズ紙が報じたように、  
 

「ここ 3週間の間に、カトリック愛国教会はバチカンに相談することなく 3
人の司教を叙階した。バチカンはこれに対し、信頼の裏切りとみなす行為に対
する怒りと失望の態度を示した。これは聖職者に対する世俗権力の強力な示威
行為であった。だが、この事件は少なくともある明確な事実をもたらした。共
産党は 50年前に締結された協定を破る覚悟がないことを自ら実証したのであ
る。それはあまりにも危険が大きすぎる。それは単なる中国人カトリック教徒
または中国人キリスト教徒の問題ではない。両方を合わせてもその数は相対的
に微々たるものである。中国は、政治に及ぼす結果を恐れて、バチカンとの和
解がその一部を形成し得る宗教の自由の大幅な拡大を容認するのを良しとし
ない。結局のところ、チベット仏教の形態においては、宗教は国家的同一性を
助長し、チベット仏教およびイスラム教の分離主義においては、Xinjiangとよ
く似た感情を助長する。Bejingにとって、国家統一と社会安定は物質資源だけ
でなく精神の支配も必要とする。」 [90a]  

 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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19.16  2005年 4月 18日に TIME Asia 紙が報じたところによると、公認教会およ
び非公認教会はいずれも故ローマ法王ヨハネパウロ 2世の追悼（2005年 4月
2日逝去）で結束した。」同じ情報筋によると、「これは 1951年に Beijingが
バチカンとの関係に貢献して以来最初のことであり、国家公認教会の信仰者は
法王の逝去を追悼することが許された。」同じ情報筋によれば、Hebei の
Shijiazhuang 教区の Benedictus神父 は「抗議運動をしたり爆竹を鳴らしたり
しない限り、基本的に手を出されることはないだろう」と言ったと伝えられ
る。」[65g]  

 
19.17  2007年 6月 30日に BBCが報じたとことによれば、 
 

「ローマ法王ベネディクトはその忠誠はローマと Beijingで分かち合われる
として、中国の数百万人の教徒に対し、和解の教書を送った。同法王は無神論
という国の政治イデオロギーと半世紀にわたるカトリック教徒の散発的な迫
害に直面している。この混乱状況に秩序をもたらし、1951年に絶縁された
Beijingとの正常な外交関係に復帰する努力において、同法王はその教書の中で
中国人民の最近の社会経済的業績をことさら賞賛している。法王は友好と平和
の精神において、行政当局に真摯な対話を提供している。しかし、法王の教書
が Beijingでどう受け止められるかはまだわからない。バチカンに関しては、
法王は中国にはカトリック教会は 1つしかないと言う。」[9l] 

 
プロテスタント信者 (『家の教会』を含む) 
 
19.18  国際宗教自由 Report2006で報告されたように、 

 
「中国政府の主張によれば、国内には 1600万人を超えるプロテスタント徒

がおり、うち 5万 5000人以上が登録教会や他の礼拝所、18の神学絞に登録し
ている。中国プロテスタント三自愛国運動（国家公認プロテスタント宗教組織）
の上層部の推定によれば、2000万人以上の中国人が公認の教会で信仰してい
るという。ある地方の神学校はプロテスタント信者の数を公認教会と登録外教
会の両方を含めて、500万ないし 600万人としている。外国の情報筋の推定し
たところによれば、登録外の教会で信仰を行うプロテスタント信者は 800万人
ないし 1000万人だということである。2004年の Beijingにおける民間調査で
は、当局に登録された 3万よりはるかに多い 10万人のプロテスタント信者が
計測された。国内外の専門家が同意したところによれば、プロテスタント信者
の数は急増している。2004年 8月の国営メディアの報告によれば、プロテス
タント信者の数は年間で最低 60万人増加している。正確な推計に達するのは
難しいが、国外のキリスト教集団の考えでは、登録外教会に出席する中国人の
数は急速に拡大しているということである。」 [2a] (第 I項、宗教人口統計) 

 
19.19  同じ情報筋が報告したところによると、 
 

「地方政府高官は、『家の教会』が諸条例に違反するか否かを決定する大き
な自由裁量権を持っている。『家の教会』という言葉は、登録外教会と家庭集
会または小規模な民間礼拝を行うキリスト教徒集団のビジネスの両方を表す
ために用いられる。SARA の幹部はその年に、登録外教会は違法であるが、友
人や家族間で行われる前記の祈祷集会および聖書研究集団は合法的であり、登
録する必要はないと念を押した。国内の一部の地域では、100人の信者を抱え
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る登録外の家の教会は、地方当局の周知の下に公開集会を行っている。同当局
はその集会を、祈祷、合唱および聖書研究を目的とする非公式集会と特徴付け
ている。別の地域では、少数の家族や友人から構成される『家の教会』集会が
許可されない地域もある。家の教会は、その構成員が増大した場合や宗教活動
の実施という特定の目的のために定期的な施設利用を手配する場合、または他
の登録外集団あるいは国外の同教信者との連携を構築する際に、様々な困難に
遭遇することがよくある。都市部の家の教会は一般的に 20人ないし 30人以下
の信者で構成される非登録の集会に限られる。これに対し、小都市および農村
の登録外のプロテスタント信者集会 は 100人を数える場合がある。」 [2a] (第
II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
19.20  同報告書がさらに述べたところによれば、「政府公認の場所以外または家庭

内で礼拝を行うプロテスタント派キリスト教徒は、特に大集団の集会を目指す
場合または登録外の場所で平和的宗教集会を催す場合は、以前と変わらず拘留
や虐待に直面していた。」[2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
19.21  2007年 5月に USCIRF年次報告 2007で報告されたように、 
 

「中国の登録されないプロテスタント信者に対する状況は、昨年を通じて悲
惨であった。昨年は少なくとも 110人のプロテスタント指導者が 10日間以上
拘留され、うち 17人以上が 1年またはそれ以上の禁固刑を受けた。また、国
務省の推定によれば、昨年 1年間で家の教会信者『数千人』が短期間拘留され
たということである。逮捕および拘留のほとんどが Henan省、Zhejiang省お
よび Xinjiang省で発生した。視察者の報告によれば、標的のプロテスタント指
導者に対する刑事犯罪の適用は、政府の許可なしに実施される宗教活動を中止
する意図で中国当局が行使する最近の戦術だということである。 
である。昨年 1年間を通じて、Zhejiang省、Jilin省、Fujian省、Anhuiおよび
Inner Mongolia省で発生したプロテスタント教会の取り壊しに加え、
Guangdong 市および Shandong市で発生した教会の強制閉鎖が報告された。
2006年 7月には、政府高官が Zhejiang 省で建設中の教会を取り壊し、数百人
の信者を逮捕した。うち何人かは取調べ中に殴打され、釈放を保証するための
罰金を強制的に支払わされたという。2007年 1月には、この教会の 8人のプ
ロテスタント指導者が 1年ないし 3年半の禁固刑を言い渡された。宗教の自由
状況は、登録外のプロテスタント信者団については地域によって様々に異なり、
国の一部の地域では 12人から数百人規模の登録外の『家の教会』は、地方当
局の周知の下に公開集会を行っている。他の省では、地方政府高官が『家の教
会』の存在を許可するか否かを決定する自由裁量権を少なからず握っている。」 
[70a] (p126-127)  

 
19.22 2004年 8月 17日にカナダ IRBが報告したように、  
 

「中国政府は政府の監視に服すことに抵抗を示し、公的機関の取締りを超え
て蔓延する宗教集団を最も恐れているようである。中国人民が外国で実践的キ
リスト教徒になり、帰国後すぐに公認教会に進んで出席する場合、何らかの問
題に遭遇する可能性は極めて高い。しかし、非公認の信者集団の活動員になる
場合、特に福音伝道を通じて集団の成長に寄与するならば、告訴という真の危
険に自らをさらすことになろう。」 [3u] (NGOヒューマンライツが中国で提供した情
報に基づく.)  

 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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ロシア正教会 
 
19.23    Catholic Asian News (UCAN) が正教会ウェブページ上で 2004年 6月 24

日付けの報告書の中で報告したように、  
 

「ロシア正教会の司祭が明らかにしたところによると、ロシア正教会は中国
自治正教会の公認を求めて Beijingの宗教事務局幹部と交渉した。昨年[2003
年]12月に Alexander Du Lifu主席司祭[モスクワ総主教庁のスポークスマン]の
言によれば、Beijingで逝去して以来、中国には正教会の司祭は 1人もいない。
同氏が続けて述べたところによれば、これにもかかわらずおよそ 1万 3,000人
の正教会信者がおり、そのほとんどはロシア出身者で、中国の礼拝所で定期的
に祈祷礼拝を行っているロシア出身者である。」 [69a] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
イスラム教徒 
 
20.01 USSD国際宗教自由 Report2006が報告したように、  
 

「政府の数字によれば、現在中国全体には 2000万人のイスラム教徒がおり、
4万を超えるイスラム礼拝所（Xinjiangの半分以上）と 4万 5000を超える導
師がいる。中国は主に 10のイスラム民族集団から構成され、最大集団は回族
で 1000万人と推定される。回族は主として Xinjiangに居住するウイグルイス
ラム教徒を数で勝る。公式の 2005年報告書によれば、2003年末時点でXinjiang 
Uighur Autonomous Regionには 2万 3788のモスクおよび 2万 6000人の聖職
者が存在するが、同報告書の述べるところによれば、金曜日の祈祷および祝日
礼拝が認可されているのは、モスクの半分以下である。中国には 1000万人の
カザフ族イスラム教徒に加え、数千人のトンシン族、キルギス族、サラール族、
タジク族、ウズベク族、バオアン族さらにタタール族の教徒がいる。」 [2a] (第
I項、宗教人口統計 ) 

 
20.02  同報告書がわらに述べたところによれば、  
 

「イスラム教徒の集団は多くの地域にあるが、これらのコミュニティに対す
る政府の敏感度にはかなり差がある。民族不安、特に Xinjiangのウィグル族間
で発生した地域では、イスラム教徒の宗教活動、教育および礼拝所を制限する
規制措置は引き続き強制的に実施されている。Xinjiangの政府高官は継続的に
もモスクの建物や導師の修行を規制し、子供へのイスラム教育を禁止した。国
全体の党員および政府高官に課せられたに宗教の実践に対する規制措置に加
え、Xinjiang在住のイスラム教徒の教師や大学教授、大学生はモスク礼拝に出
席することも公の場で宗教に従事することも禁止された。女子大生および女性
教授ヘッドスカーフまたはスカートの着用を制約された。Xinjiangの一部のタ
ジク族は 30歳を超えるまでモスクに参列することができない。ただし、他の
地域、特に回族集団が多く居住する地域では、かなりの数のモスク建設および
改築が行われており、明らかな信仰の自由も存在する。Xinjiangの政府高官が
外国の視察者に話したところによれば、Xinjiangでは 18歳未満の児童はモス
クでの宗教礼拝に出席することが許されていないということだった。しかし、
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Beijingその他の地域では児童がモスクでの祈祷礼拝に出席する様子が視察さ
れた。イスラム原理主義者の指導者は特に厳しい扱いを受けた。政府当局は
2000年から、宗教関連職員向けに月 1回の政治研究口座の実施を開始した。
伝えられるところによれば、この口座はこの報告書が扱う期間を通じて実施さ
れたということである。」 [2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
ウィグル族(UYGUR, UYGHUR) 
 
20.03  自由アジア放送（RFA）が 2007年 2月 8日付けの報告書の中で述べたとこ

ろによれば、「ウィグル族は、中国北西部および中央アジアに居住する識別可
能な特徴を持つ、トルコ語系イスラム少数民族である。ウィグル族は 1930年
代および 40 年代に命短い東トルキスタン共和国を宣言したが、1949 年以後
Beijing の支配下に置かれている。[73j] 2007 年 7 月 19 日にアクセスした中国
に関する国別プロファイルの中で欧州世界が述べたように、現在中国には 839
万人のウィグル族が存在し、全人口の 0.68％を占める。同じ情報筋が述べたと
ころによると、Xinjiang Autonomous Region の総人口は 1,845 万人である
（2000年の国勢調査に基づく）。」 [1a] (地域と人口) [18f] (Xinjianの地図)  

 
20.04  世界少数民族百科(2005)が記述したように、ウィグル族の多くはアラビア文

字（旧ソビエト連邦のキリル文字）で表記される独自のウィグル語を話すスン
ニー派イスラム教徒である。有効なウィグル少数民族はカザフスタン（21 万
人）、キルギスタン（3万 7,000人）、ウズベキスタン（3万 7,000人）に見
られ、さらに人数はこれより少ないが、タジキスタン、モンゴル、アフガニス
タンおよびパキスタンにも見られる。 [76] (p1281-1283)  

 
20.05  2000年 9月 15日のワシントンポスト紙で報じられたように、「1950年代

初期以来、農場および工場を運営する準軍事的組織の新疆生産建設会社は、漢
族[中国人]が 90％を占める 240万人の人民を Xinjiangに移住させ、数百万エー
カーに及ぶ砂漠を開拓し農地に転換した。1948年には、Xinjiangの人口 1,600
万人のうち 40％は漢族が占めている。」[59a] 2005年 11月 17日に BBCが報
じたように、漢族の定住者は「土着のウィグル族、カザフ族およびモンゴル族
を圧倒してきた。」 [9t] 

 
Xinjiangの人権 (東トルキスタン) 
 
20.06  2005 年 4 月に、HRW は破壊的打撃:Xinjiang のウィグル族の宗教弾圧と題

した報告書を発表した。この報告書が述べたところによれば、「Xinjiangは治
安妨害『罪』の処刑行使に国家を先導しており、1997 年以降、200 人を超え
る人民が死刑に処されてきた。」[7a] (p8) 同報告書がまた述べたところによれ
ば、「ヒューマンライツウォッチが入手した珍しい記録的資料、司法省の学術
論部の概要が示唆するところによれば、「2001 年の時点で、有罪判決を受け
たウィグル族の 9.2％－11人に 1人が『治安妨害罪』の罪で刑期に服していた。」
これは恐らく、数にして 1,000人を超えるウィグル族受刑者に相当すると思わ
れる。」[7a] (p71)  

 
20.07  2007 年 3 月 6 日に公表された米国国務省（USSD）Report2006 が報告した

ように、  
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「Xinjiangの政府当局は過激主義、分離主義およびテロリズムという『3つ
の悪』で起訴された者に対し、自宅軟禁および他の形態の拘留を行使した。同
当局は独立支援に向けた平和的活動と『非合法的』宗教活動および暴力的テロ
行為を慎重に区別することを怠ったため、家宅捜査、拘留、逮捕または刑罰が
政治目標を平和的に追求する人々、信仰を求める人々、さもなくば暴力に従事
する人々がすべて標的になってしまった。」 [2e] (1d項) 

 
20.08  同じ情報筋で報じられたように、「ウィグル族は長期禁固刑に処され、多く

は分離主義の罪で処刑された。政府当局の話によれば、2003 年に政府が実施
した過去の『徹底攻撃』運動の期間中、当局は Xinjiangで 3,000件を超える事
例を起訴し、30 万人を超える人々が参加した大衆宣告大会を行ったというこ
とである。」[2e] (第 5項) 

 
Xinjiang（東トルキスタン）における宗教の自由  
 
20.09  HRWが 2005年 4月の報告書の中で述べたところによれば、 
 

「ウィグル族は長い歴史において、田園地方の憩いの土地に暮らす人々の民
話と伝統を吹き込まれた、穏健な伝統的スンニー派イスラム教を実践してきた。
であった。この地域には大都市が出現したが、ウィグル族の多くは今も農村コ
ミュニティに暮らしている。シルクロード（それにより 200年前にインドから
中国に仏教が伝来された）で結びついた様々な民族間の商業および文化の仲介
役としてのウィグル族の歴史は、寛容で開かれた様式のイスラム教の信仰に加
え、文学、科学そして音楽の豊かな知的伝統を顕著に生み出した。19世紀に
Kashgarを訪ねた旅行者が記したところによれば、女性は離婚の申し入れや自
営業の経営等の多くの自由を享受していた。スーフィズムは特殊な聖人で構成
されるカルト集団を中心に展開し長から弟子に受け継がれる、神秘主義に深く
根ざした伝統的イスラム教で、やはり Xinjiangに長い歴史的存在がある。日常
生活においてイスラム教は個人および社会的価値を代表し、願望と悲嘆につい
て語る言葉を規定する。聖職者は伝統的に農村生活の媒介者かつ仲介者であり、
宗教的役割はもとより、多くの社会的役割も実行する。」 [7a] (p12) 

 
20.10  2006年 8月 15日に Forum18が報告したように、 
 
 「スーフィズムは主としてXinjiang （HotanおよびKashgar)南部で見られる。

敬虔なイスラム教の墓地で行う儀式であるため、スーフィズム Sufi zikrの祝典
（儀式の歌と踊り）は禁止されている。 スーフィ族の著者の作品は禁止され
ており、中国人の学者は自身の研究においてスーフィズムはイスラム教の歪曲
だと評価している。Forum18の研究結果によれば、Xinjiang南部に住むイスラ
ム教徒にはワハビ主義に共感を持つ者もいるが、タジキスタンやウズベキスタ
ンと異なり、中国政府の厳しい政策により活動を脅かされてきた。その結果、
ウズベキスタンと異なり、Xinjiangでは、ワハビ族に対する掲示告訴の事例は
全く記録されていない。） [66e] (p2) 

 
20.11 USSD Report 2006はサラール族の運動を「イスラム教の現地スーフィ族の分

枝」 と説明する。[2e] (2c項) USSD国際宗教自由報告で報告されたように、 
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「伝えられるところによれば、政府は 2005年 8月に、サラール族イスラム
の運動を禁止し、150人を超える信奉者を拘留した。さらに治安当局は、2005
年 10月に行われる Xinjiang支配 15周年の式典の妨害を企むとみなされた集
団に対し『徹底攻撃』を行う権限を与えられた。これには信奉者が過激主義に
追従することを懸念した、サラール主義と呼ばれるイスラム教の運動の規制も
含まれた。妨害運動は全く報告されなかったが、伝えられるところによれば、
式典の準備期間に 20人が嫌がらせおよび拘留の対象になった。政府は Xinjiang
の情報を規制したため、多数の規制措置の報告を確認するのは困難であった。」 
[2a] (第 II項、 宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況)  

 
20.12  2007年 5月に公表された USCIRF年次報告 2007で報告されたように、 
 

「Xinjiangでは、宗教および信教の自由に関する状況は極めて悲惨である。
XUARにおける中国政府の正式方針は、「テロリズム、分離主義および宗教的
過激主義を撲滅することである。」政府はウィグル族イスラム少数派の平和的
宗教活動を縮小する弁明としてテロ対策を行使している。 昨年は、様々な「非
合法的」宗教活動を理由にウィグル族イスラム教徒の聖職者や学生が次々と拘
留され、『違法な宗教施設』が閉鎖された他、警察は大量の『違法な宗教出版
物』の押収作業を続けている。次第に増え続ける報告によれば、2005年 8月
に政府の運動禁止令に従って、スーフィ族イスラム教の分枝であるサラール主
義の実践者 179人が逮捕された。こうした逮捕や他の虐待を公表する、あるい
はその抗議を当該警察に表明しようとする宗教指導者および活動家の一部は、
『分離主義』および『治安妨害』罪で刑期を延長され、死刑になった者もいた。
Xinjiangの導師は全員、資格を継続するために、毎年政治訓練セミナーを受け
ることを義務付けられ、しかも現地治安部隊は導師が政治的要件を満たすこと
を保証するために、導師に関する調査書類を握っている。伝えられるところに
よれば、ウィグル族モスクの聖職者は、説教の内容について助言を受けるため
に、毎月 RAB[宗教事務局]と公安局 I幹部職員と面会することが義務付けられ
ている。かかる会合への報告の不作為は、聖職者の追放または拘留という結果
をもたらす可能性がある。Xinjiang政府高官 は現在もモスクの新設や児童へ
のイスラム教育を厳重に取り締まり続けている。」[70a] (p122) 

 
20.13  Forum18 が 2004 年９月 20 日に公表された Xinjiang に関する宗教の自由調

査の中で述べたところによれば、 
 

「一見したところでは、Xinjiangの信者は政府当局の告発を受けていないよ
うに見える。様々な信仰活動に備えた礼拝所は、実際のところ地域の至る所で
利用できるようになっている。また、こうした礼拝所は多くの場合国費で建設
される。広い礼拝場所の司祭は些少だが国から給与を受け取っている。イスラ
ム教徒にはイスラム教徒の女医が配置され、他の女性イスラム教徒だけを診療
する専用の病院が提供されている。イスラム教徒のレストランもある。だが、
信者を支援するに当たって、国は宗教コミュニティをその支配下に置こうとす
る。」[66b] (p2) 

 
20.14  2004年 9月 28日に同組織が報告したように 
 

「Forum 18 News Service は Xinjiang地域で、禁止活動を説明する教訓的な
表示を目にした。こうした表示は一般には隠されるのが普通であり、中国各地
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のモスクに適用されていると思われる。禁止事項には、「非公式な」宗教教育、
18歳未満の児童のモスク参列、イスラム教の家族生活および産児制限への反
映、テロリズムおよび分離主義に関わる宣伝、宗教専攻の教授の高給与取得、
『聖戦』（ジハード）の宣言および『迷信的思想』の助長などである。これら
の表示は非イスラム教徒の礼拝所では強制的でないようで、Forum18は
Xinjiangの 2つの正教会ではかかる表示を全く目にしなかった。」 [66c] (p1) 

 
20.15  USSD国際宗教自由報告が報告したように、  
 

「NGOのヒューマンライツウォッチによれば、Xinjiang当局は、ウィグル
族イスラム教徒の宗教弾圧の弁解としてテロ対策の行使を続けていた。
Xinjiang政府は独立支援の平和的活動に関わる信者と『非合法的』宗教活動お
よび暴力的テロ行為に関わる信者を正規の方法で慎重に区別することを怠っ
ているため、特定の家宅捜索、拘留、逮捕または刑罰が、礼拝を求める者、政
治目標を平和的に追求する者、さもなくば暴力に従事する者を対象としたもの
かを決定するのは難しいことが多い。その結果、Xinjiang当局は多くの場合、
テロリズム、分離主義およびイスラム過激主義の『3つの悪』を犯す宗教信者
を有罪にしてしまう。」 [2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
ウィグル族テロリスト集団 
 
20.16  2003年 12月 15日に BBCが報じたように、「中国は [1990年代に実行さ

れた]爆弾事件および暗殺をについて４つのイスラム教徒分離主義集団と 11人
の個人をけん責し、その追跡に向けて国際支援を求める国内最初の『テロリス
ト』指名手配リストを公布した。」その集団は東トルキスタンイスラム運動
（ETIM）、東トルキスタン解放組織（ELTO）、世界ウィグル青年会議（WUYC）
および東トルキスタン情報センター（ETIC）である。この報告書がさらに述
べたところによれば、「中国当局は 1990年から報告された 200件以上の攻撃
を理由に ETIM を告訴し、10 を超える集団を禁止してきた。Beijing はアフガ
ニスタンと隣接するチベット族および Osama bin Ladenのアルカイダネット
ワークとのつながりについて ETM を糾弾するが、それを裏付ける証拠は何も
ない。」 [9g] 

 
20.17  米国議会図書館が 2006年 8月付けの中国に関する国別プロファイルの中で

述べたところによると、 
 

「2003年に、Beiing政府は『東トルキスタンテロリストリスト』を公表し、
その中で世界ウィグル青年議会および東トルキスタン除法センター等の組織
をテロリスト団体として名指しした。上記の集団は公然と『東トルキスタン』
の独立を擁護しており、公の場で暴力行為に関連したことはないが、分離主義
者は暴力、爆弾攻撃、暗殺および市街戦に訴えたことがあり、Beijing政府は警
察および軍事措置でこれに対応している。2004年の夏、中国およびパキスタ
ンの精鋭部隊は Xinjiangにおいて、中国、米国および国際連合（UN）がテロ
リストとみなした東トルキスタンイスラム運動を標的とする合同テロ対策演
習を行った。伝えられるところによれば、上記その他のウィグル分離主義者集
団は、チベット族およびアルカイダとの戦闘に向けてアフガニスタンで訓練を
受けたということである。東トルキスタンイスラム運動は 1990年に設立され、
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中央アジア全土で活動を営むウズベキスタン･イスラム運動と関係がある。」 
[11a] 

 
その他のウィグル族反対派集団 
 
20.18 HRWが 2005年 4月の報告書の中で述べたところによれば、  
 
HRWが 2005年 4月の報告書の中で述べたところによれば、  
 

「Xinjiangの国境は 1980年代に穴だらけになり、それが原因で多くのウィ
グル族の若者が中国政府の政策下では取得できない宗教教育を受ける目的で
パキスタンに密入国した。若者達は帰国すると、外国での様々な冒険とコーラ
ンの論理を武器に地元の聖職者の様をはるかに超える多大な威信を享受した。
それを機に小規模で限定地域に集中した地下宗教組織が姿を見せ始めた。中国
人支配に対する緊張と抵抗の長い歴史はこれまでにも存在したが、この時期に
はイスラム色を強くなった。世界各地で発生する多数の聖戦主義者運動に関連
する革新的イスラムイデオロギー、すなわちサラール主義が Xinjiangに著しく
定着したことを示す証拠はない。中国の規則に反対する反乱唱道者らは、イス
ラム教の言葉や Beijingに対する不満の言葉を駆使して、その行動を正当化し
てきた。しかし、これらは主流派の考えではない。最近の報告が示唆するとこ
ろによれば、汎中央アジアのカリフ位の設立を支持し、その本拠を Londonに
置く運動 Hizb ut-Tahrir (自由党)は、最近になって Southern Xinjiangに侵入し
たが、これまでのところ暴力行為を擁護したことはない。Hizb ut-Tahrir はウ
ズベキスタンその他の中アジア諸国における厳しい弾圧の対象である。中国で
は依然として非合法的集団である。」[7a] (p12) 

 
20.19  この報告書がさらに述べたところによれば、「独立後の小組織は過去に暴力

に訴えたことがあるが、1998年以降は重大な軍事活動の記録は残っていない。
これは政治目標を推進する目的で暴力を受け入れる個人または集団の不在可
能性を示唆するものではない。しかし、中国政府高官が認めるところによれば、
最近になって分離主義者の活動は実際に減少しており、国家の存続を脅かす存
在ではない。」 [7a] (p8) 

 
回族 (HUIHUI) 
 
20.20  2007年 7月 19日にアクセスした中国に関する国別プロファイルの中で欧州

世界が述べたように、中国には総人口の 0.79％に相当する 980 万人の回族が
存在する。同じ情報筋が述べたように、Ningxia Hui Autonomous 地区の総人
口は 548万人（2000年の国勢調査に基づく）である。[1a] (面積と人口)  

 
20.21  世界の少数民族百科(2005)で報告されたように、「中国全域のほぼすべての

都市で見られるが、主として Ningxia Hui Autonomous Region や Gansu、
Quinghai、Xinjiang、Henan、Hebei および Shangdong の各省に居住する。
Yunnan省には 50万人が居住し、ラオス、タイおよびビルマ(Wa Statesおよ
び Kengtung 地域) には回族の集落が点在する。独自の言語はなく、中国語ま
たは現地語を話す。」[76] (p566)  

 
20.22  USSD国際宗教自由 Report2006で報告されたように、「一般的に言えば、

民族的には漢族で、中国全域の漢族コミュニティで生活する中国の回族イスラ
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ム教徒は、中国西部に集中するウィグル族等のトルコ系イスラム教徒に比べて
宗教の自由に恵まれた。」[2a] (第 2項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況 ) 

 
20.23  2006年 9月 6日の Asia Timesの報告によると、  
  

「以前は、回族は世界で最も非正統派のイスラム教徒に属した。多くは酒や
煙草を嗜み、髭を生やす者はごくわずかであった。回族の女性はほとんどベー
ルを着用しなかった。しかし中東との接触が増えたことで変化が生じた。ここ
数年の間に数千人に上る回族の学生がアラブ諸国の大学から帰国し、イスラム
教のより厳粛な理念を持ち帰った。Ningxiaのモスクは今では 1日に 5回礼拝
者を受け入れるようになり、回族の女性はヘッドスカーフやスカルキャップを
着用する習慣を明らかに身につけた。今日の回族コミュニティにはイスラム世
界の幅広い問題に関する強い帰属意識がある。多くの非イスラム系中国人にと
っては、コミュニティに関する回族のこうした帰属意識は不透明である。」 [64j]  

 
20.24  2004年 11月 1日に BBCが報じたように、「[漢族と回族間の]民族紛争後、

中国 Henan 省の一部で戒厳令が発令され、少なくとも 7 人が死亡した。報告
の続きによれば、「住民は家に火がついて、市民は農具を使って鎮火しようと
していたと話したと伝えられる。」[9o] 2004年 11月 4日に TIME Asia が報
じたところによれば、2004年 10月 31日に治安を回復するのに、4日と 1万
人の武装警察の配備が必要だった。この報告書によれば、過去数年で最悪の民
族紛争と説明された事態の期間に、148人が死亡したということである。」[65e] 

 
20.25  2004年 12月 28日のタイムズ紙の中で雑誌が報告したように、「中
国政府は長い間、仕事の優先権その他の少数民族優遇計画等の賄賂を用いて潜
在的に反抗的な少数民族を懐柔しようと努めてきた。しかし、失業率の上昇に
伴い、特に農村中心の中央域および西部地域の省では、漢族多数派の怒りが噴
出している。回族の男性は回族その他のイスラム少数民族は「まともな仕事」
がほとんどなく、地元の『さびれた通り』で客に焼きたてのカバブ[原文のま
ま]とパサついたナンを給仕するレストランの経営に限られると不平を漏らす
ことが少なくない。だが、すべての信仰実践が党に抑圧された共産党支配の最
初の 10年間に比べて回族が宗教の自由を享受していることは間違いない。」 
[79a] 

 
20.26  報告が続けて述べたところによると、  
 

聖職者の Lu Da Zhe Anは、Nanrenから遠く離れた回族の村、Shui Yunの
新設されたアラビア様式のモスクで「信者は[今では]日に 5回集団で礼拝に参
列するようになり、新しい隠れ場所ができたようにさえ思える」と話した。Shui 
Yunの地元の精肉店主の Mai Guangは、皮肉にもこうした宗教の自由の拡大
も漢族と回族間の差を浮き彫りにするものだと言う。同氏も多くの回族と同じ
様に、最近顎鬚を生やすようになり、アラブ風の白い祈祷帽を着用する習慣が
身についたということである。Maiによれば、こうした信心深さの高まりとモ
スク内外で群れを成す回族の傾向は、多くの漢族中国人にますます排他的に見
えるようになった。」ということである。 [79a] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 
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精神集団の禁止 
 
21.01  USSD国際宗教自由 Report2006で報告されたように、  
 

「政府は『呼喊派』（1962年にアメリカで設立）、東洋の稲妻、弟子の会
(Mentu Hui)、全范围教会、靈教、新约教会、the Guan Yin (Guanyin Faminま
たは the Way of the Goddess of Mercyとも呼ばれる)、三班仆人(別名 San Ba 
Pu Ren)、门徒协会、the Lord God Sect、the Established King Church、統一
教会、愛の家族 、南中国教会、法輪功および the Zhong Gong movements 
(Zhong Gongは神秘主義を一部取り入れた気功修行規律である)を初めとする
『カルト』と判断されるすべての集団を禁止した。」[2a] (第 II項、 宗教の自由、
法的/政策枠組みの状況)  
 

21.02  同報告書が続けて述べたところによれば、  
 
「1997年に刑法の改正版が発効後、非公認のカルトおよび宗教集団への加

入に関する犯罪は治安妨害罪に分類された。1999年には法輪功の精神的運動
を初めとするカルトへの禁止令が公布された。刑法第 300条の下に、『カルト』
の指導者および勧誘者は 7年以上の禁固刑を宣告され得るのに対し、『治安を
妨害』または出版物を配布するする『カルト集団』の構成員は 3年ないし 7年
の禁固刑を宣告される。 2006年 3月 1日に発効した新しい公安行政処罰法の
下では、法輪功の信奉者は、治安を妨害するもしくは公衆衛生を害する迷信崇
拝カルトまたは気功活動の行使を理由に 5年ないし 15年の行政拘留および
125米ドル（1,000RMB）以下の罰金を受ける可能性がある。公安当局幹部の
話によれば、同法は法輪功に対して行使されるものである。」[2a] (第 II項、宗教
の自由、法的/政策枠組みの状況) 

 
21.03  刑法第 300 条および 301 条は『邪悪なカルト』の普及追求罪を規定した。

それによれば、  
 

「第 300条: 迷信的教義あるいは秘密団体または超自然的宗教組織を形成
もしくは利用する、もしくは迷信を利用して国家法および行政規則の施行を損
なうすべての者は、3年以上 7年以下の有期禁固刑に処されるものとする。 

 
迷信的教義あるいは秘密団体または超自然的宗教組織を形成もしくは利

用して、もしくは迷信を利用して他者を欺き、その結果その者に死を引き起こ
すすべての者は、前節の規定に従って処罰されるものとする。   

 
迷信的教義あるいは秘密団体または超自然的宗教組織を形成もしくは利

用し、もしくは迷信を利用して女性を陵辱する、または金銭あるいは財産を詐
取するすべての者は、この法律の第 236条および 266条の規定にそれぞれ従
って有罪判決を受けるものとする。  

 
第 301条:放蕩活動に従事する目的で集結する場合は、首謀者およびかかる

活動に繰り返し参加する者は 5年以下の有期禁固刑、刑事拘留もしくは公的監
視に処されるものとする。  
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未成年者が放蕩活動に従事する者に加わることを教唆するすべての者は、
前節の規定に従って最重刑を与えられるものとする。」 [5i] 

 
呼喊派(HUHAN PAI) または地方教会  
 
21.04  2002年 1月 9日に Belief.net が報告したように、「呼喊派は反政府集団と

して 1980年代初めから中国政府の標的にされ、1995年に活動を禁止された。
ヒューマンライツウォッチ・Watch-Asiaの 1994年報告書によれば、呼喊派は
キリスト再来への強い福音主義信仰が共産主義ユートピアの未来理念を脅か
したという理由からカルトとして標的視された。 [71b]  

 
21.05  『地方教会』情報サイトが 2003 年 10 月 4 日付けの報告書の中で報告した

ように、 
 

「Witness Leeの『地方教会』は、その教えは聖書的キリスト教に根ざして
いるが、多くの評者がこの集団にカルトの烙印を押すに至った独自の要素を備
えた精神的運動である。現在の運動は中国系アメリカ人の伝道者Witness Lee
の教えを受けて 1960年代に米国カリフォルニア州で始まり、それ以来、北米
の多地域および欧州やアジアの一部で広められた。この運動に加盟する教会は
たいていの場合、『[都市名]の教会』という形式に準じる各教会の名前で特定
できる。会員が概して主張するところによれば、内輪では『主の回復』という
表現が記述的名称として使われること多いが、この運動には正規の名称はない
とのことである。『神の教会』という言葉は一般的には部外者に用いられ、教
会は市によって組織され、個々の教会は所在する都市名を取り入れなければな
らないという運動の信念を意味する。稀に使われる別称には『主の回復』(フ
ィリピン)や『呼喊派』（中国）が含まれる。」[72a] 

 
21.06  同じ情報筋が続けて述べたところでは、「『地方協会』の推定規模は、世界

全体で 50万人から 60万人を前後する会員数である。ただし、運動は盛んに見
えるが、政府の弾圧で地下に追いやられた中国大陸内の信奉者と集団教育の一
部の信奉者集団の数字を計測するのは難しいため、正確な人数を出すのは難し
い。」[72a] 

 
南中国教会 
 
21.07    USSD国際主教自由 Report2006が報告したように、 「伝えられるところ

によれば、この報告書が扱う期間中、政府がカルトとみなした登録外の南中国
教会の Gong Shengliangは、他の何人かの指導者と共に刑務所内で虐待を受け
た。」[2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由の濫用の状況 ) 2007年 5月に公表された
USCIRF 年次報告 2007が報告したところによると「南中国教会の指導者らは
提示された証人が脅迫および拷問を受けた証拠に関係なく、重罪を負って収監
されている。家族の申し立てによれば、拘禁中に教会の牧師が拷問されたとい
うことである。」[70a] (p125)  

 
21.08  2002年 1月 17日に世界キリスト教連帯（CSW）が報告したように、Gong

と姪の Li Yingは 2001年 12月 18日に行われた秘密裁判の結果死刑を宣告さ
れた。「Gong は『法執行を損なうカルト信仰の行使』により、意図的な肉体
的危害および婦女暴行を引き起こしたとして死刑を宣告された。Li Yingも『法

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 
68 

執行を損なうカルト信仰の行使』により、意図的な肉体的危害および婦女暴行
を引き起こしたとして執行意猶予 2年の死刑判決を受けた。」 [74a] 

 
21.09  同じ情報筋が報告したところによると、「婦女暴行罪は、1999 年と 19995

年にそれぞれ死刑を宣告された Supreme Spirit Sect 指導者 Liu Jia Guoおよ
び Established King Sect指導者 Wu Yung Mingを含め、死刑判決を受けた他
の被疑カルト指導者に行使された形式に準じる。」[74a] 2003年 6月 11日に
報告されたように、Gongの死刑は 2003年 10月に終身刑に減軽された。[6d]  

 
三班仆人教会 
 
21.10  2006年 11月 29日に CSWが報告したように、三班仆人教会の指導者 3人

は、対立宗派の信者を殺害した年の前半に有罪判決を受けた後処刑された。3
人は裁判で殺人を自白させるために拷問を受けたと申し立てていた。 [74c]  
2006年 2月 27日に AP通信が報じたところによると、「中国の非公認キリス
ト教会間の対立と暴力は過去にも報じられたとのことである。 [17e] 

 
21.11  CSWが 2006年 11月 29日の報告の中で述べたところによると、「その事

件は、確実な自白のために被告に対し激しい拷問と性的虐待が行使された証拠
が裁判で浮上したため、特に関心を集めた。」ということである。[74c]  

 
東洋の稲妻 (DONGFANG SHANDIAN) 
 
21.12    TIME Asia 紙が 2001年 10月 29日に報じたように、  
 

「急速に拡大する東洋の稲妻という名の宗派は、潜在的信者を拉致する方法
でその非正統的教義に転向する多くの改宗者を獲得したことにより警戒され
る、中国全域に拠点を持つキリスト教コミュニティである。その宗派－自らを
『信者団』と呼ぶ－は潜伏活動を営む。スポークスマンによれば、同宗派の他
法輪功等のいわゆる『邪悪なカルト』に対する 2年がかりの取り締まり運動に
より、2,000人の信奉者が投獄された。しかし、キリスト教信者を標的とした
ことで、－女性のキリストが中国のために聖書を塗り変えたという信念はキリ
スト教義の核心に背くにもかかわらず、この宗派はさらに繁栄しつつある。そ
の魅力は世界の終焉を中国人の背景に関連付け、信者に救世主への早道を提供
することで、キリスト教信仰を改良したという集団の主張のようである。公認
のキリスト教会はこれに対し、最後の審判を重視せず、むしろ行動規範を強調
する。この集団は、中国は『中から崩壊』しているという宗派の主張に加え、
キリスト教の原理をよく知らず、収入の増大や汚職の抑制を怠った政府に怒り
を抱く農民に魅力を与えている。」[65b]  

 
21.13  2006年 3月 10日に CSWが報告したように、東洋の稲妻は中国の主流派の

キリスト教集団から「暴力的な威圧犯罪集団」以外の何者でもないとみなされ
ている。 [74b]  

 
エホバの証人 
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21.14  Forum18が 2006年 3月 8日付け報告書の中で報告したところによれば、「エ
ホバの証人は中国に少数存在するが、いかなる合法的存在も認められていな
い。」[66d] (p2) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
法輪功 
 
21.15 USSD国際宗教自由 Report2006によれば、 
 

「法輪功修錬者は逮捕、拘留および投獄に直面し続けており、信頼できる報
告書によれば、拷問および虐待による死亡があったということである。信仰を
断念した者が拘留から釈放されたのに対し、信仰の断念を拒否する実践者は刑
務所や労働矯正収容所、超司法的『法律教育』センターで過酷な扱いを受ける
ことがある。国内および国内ではほとんど大衆活動に従事しない集団において、
虐待の報告を確認するのは困難であった。国外の法輪功修錬者の主張によれば、
これは 1999年の法輪功弾圧と共に開始された政府の厳しい取り締まり運動の
結果であった。法輪功修錬者の虐待容疑のほぼすべてに関与する保安機関であ
る政府の『第 610公室』による、拷問および強制自白等の超法規的活動が連続
して発覚した。」 [2a] (p1) 

 
21.16  同じ情報筋が述べたように、  
 

「法輪功（法の輪、別名を法輪大法）の推定人数はかなりの差があった。政
府の主張によれば、1999年に始まった法輪功に対する政府の厳しい弾圧前は、
国内には 210万人の信奉者がいただろうとされる。一部の推計によれば、弾圧
前の国内における法輪功信奉者の実人数はこれより多かった。弾圧の結果、こ
の数字は低下したが、信頼できる推計によれば、国内には依然として数万人の
修錬者がいるということであった。」[2a] ( 第 I項、 宗教人口統計)  

 
21.17  同じ情報筋がさらに述べたところによれば、  
 

「米国の法輪功修錬者によれば、「1999年以降、10万人を超える修錬者が法
輪功の学習に従事し、法輪功の教えを遵守することを認め、さらにその組織や
創立者の批判を拒否したとして拘留されている。法輪功系列でないある NGO
は、この報告書が扱った期間中に拘留、告訴、または再教育を宣告された法輪
功会員の 500件近くに上る訴訟を資料にまとめた。信頼できる推計が示唆した
ところによれば、実際の数字はこれより多いということであった。一部の外国
人視察者は、正式に記録された国内の労働矯正収容所の受刑者 25万人のうち、
少なくとも半数は法輪功信奉者だと推定した。法輪功の国外情報筋はこれを上
回る数字を設定した。また数百人に上る法輪功信奉者は、労働矯正処罰の終了
と同時に、行政拘留の 1つである法律教育センターに収監された。政府高官は
かかる『法律教育』の存在を否定した。法輪功によれば、これまでに数百人の
修錬者が精神病院に拘束され、その意志に反して薬剤の服用または電気ショッ
ク療法を強要されたとのことである。」 [2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由の濫
用の状況) 
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(第 8項および 12項:拷問と行政拘留も参照のこと ) 
 
21.18  AIがその 2005報告で報告したように、 
 

「法輪功の精神的運動は依然として弾圧の主要標的であり、伝えられるとこ
ろでは、弾圧には多くの恣意的拘留があったということである。被拘留者の多
くは一定期間の告訴または裁判なしの『労働による再教育』に割当てられ、そ
の期間中は信仰の断念を拒否する場合は特に、拷問や虐待の高い危険性にさら
された。刑務所や精神病院で拘束される者もあった。国外の法輪功情報筋によ
れば、1999年に組織が禁止されて以来、法輪功関連で拘留された 1000人以上
が既に死亡したということであり、そのほとんどが拷問または虐待の結果であ
った。」[6i] (p3)  

 
21.19  AIが中国に関する 2007年報告書のなかで報告したように、「法輪功の精神

的運動会員は信仰を理由に拘留され、行政拘留に割当てられ、拷問または虐待
の高い危険性にさらされ続けていた。」 [6g] (p2) 

 
21.20  2007年 5月に公表された USCIRF年次報告 2007で報告されたように 
 

「これまでに数万人に上る法輪功修錬者が『邪悪なカルト』への加盟を理由に、
裁判なしに強制労働収容所に送還、もしくは精神病院に送致された。法輪功修
錬者の主張するところによれば、これまでにおよそ 6000人の修錬者が刑務所
に送還され、3000人以上が警察の留置場で死亡した。一部の人権研究者の推
定によれば、正式に記録された労働矯正収容所の受刑者 25万人のうち、少な
くとも半数は法輪功信奉者だということである。拷問に関する UN特別報告者
が報告したところによれば、申し立てられた拷問犠牲者の 3分の 2を法輪功修
錬者が占めたとされる。司法の透明性の欠如を考慮すれば、拘留中の法輪功修
錬者の数および扱いは確認するのが難しい。2005年夏の委員会の訪中期間中、
中国政府幹部は法輪功に対する弾圧を、『社会和諧』を推進するのに不可欠と
弁護した。警察は法輪功の現修錬者および元修錬者を拘留しては労働矯正収容
所に収容し続けた。伝えられるところによれば、警察には法輪功逮捕者のノル
マがあるため、学習を行っていない場合も元修錬者を標的にするということで
ある。この 1年の間に、1999年および 2000年の当初の弾圧による刑期を終
了後釈放された法輪功修錬者の再逮捕に関する報告書が次々と公表された。ま
た伝えられるところによれば、中国政府は法輪功を誹謗する供述に署名し、同
集団信奉者の雇用を拒否する在中外国企業を抑圧してきたということであ
る。」[70a] (p124-125) 

 
21.21  UNHCR が 2005年１月 1日付けの法輪功に関する方針説明書の中での報告

したところによると、  
 

「上記に指摘した通り、法輪功会員がすべて中国当局（特に多数が関与する
ことを考えると）の標的であることを示唆する証拠で UNCHRに知らされたも
のはない。従って、法輪功会員だけが難民の地位を生むわけではないが、政府
当局の注意を会員に向ける特定の表立った活動（布教活動またはデモ運動の組
織等）における顕著な役割はそうなる可能性がある。通常の修錬がそうである
ように、各自の請求は個人の功績の審査を必要とする。この審査は難民申請者
の個々の履歴および個人的経験、運動における役割と活動、さらにこれらの活
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動が政府当局の注意を引いた（または引く可能性がある）ために、『弾圧』に
等しい扱いを引き起こす可能性に照らして行われるべきである。」[32c] 

 
21.22  2007年 7月 30日にアクセスした法輪功のウェブページ Clear Harmony:欧

州法輪功で報告されたように、「法輪功修錬者の大集団が現地の洗脳クラスに
強制送還され、そこで肉体的および精神的拷問の両方を受けた。」 [82a] 

 
21.23  いずれも 2007 年 7 月 30 日にアクセスした同じ情報筋ならびに、法輪功情

報センターと呼ばれる法輪功の別のウェブサイトによれば、 修錬者は長時間
にわたる殴打や電気アイロンによる火傷、さらに長時間に及ぶ睡眠剥奪を受け
た。他の方法の虐待には人糞を強制的に食べさせる、あるいは（傷の消毒に用
いる消毒用アルコール）イソプロピル・アルコールを強制的に飲ませるなどが
あった。これ以外にも、修錬者らは不快な『圧迫された姿勢』で立つまたはし
ゃがむことを強要された他、皮膚に刺激物を塗布されたり、警備員または警備
員の命令に従って行動する他の囚人から性的虐待を受けたりした。」 [82b] [83a]  

 
21.24  USSD国際宗教自由 Report2006で報告されたように「法輪功の文献文また

は精神的運動への参加奨励は刑罰または再教育を含む行政処分で処罰され
た。」[2a] (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に関する規制の状況 )  

 
21.25  Ian Johnsonがその著書 Wild Grass (2004)の中で報告したように、法輪功

修錬者は近隣の委員会が運営する仮説刑務所に拘束されることもある。これら
は委員会の事務室の 1室である可能性が高いため、通常の拘留施設ほど安全で
はない。 [50f] (p196, 218-219) 

 
起源と信奉者 
 
21.26  Maria Hsia Changがその著書 The End of Days: Falun Gong (2004), に記録

したように、法輪功/法輪大法は 1992 年に Li Hongzhi により設立された。Li
は 1990年代初めに、規範を統制する諸規則と社会集団の形成における緩和を
うまく取り入れて、古代中国の気功(気と功)術またはエネルギー形成術からこ
れまでと異なる独自の型を編み出した。同氏はこれを他の宗教要素と融合して
準宗教的運動を編み出した。それは緩やかな階層構造（専門的には会員はなく
熱心なボランティア）を包括し、信奉者間の高尚な道徳基準と健康を強調した。
禁止令の前 (1999年 7月)に信奉者は公営公園や広場に集結して、Li Hongzhi
の教えの核心である 5つの修錬/運動(以下参照)を学習した。」 [50c] (p3-8, 60-94)  

 
21.27  同じ情報筋がさらに述べたところによれば、「伝えられるところによれば、

この教義の主要な信奉者は中高年者および中流階級で構成された。ただしこの
階級には学生や高齢者、さらに農民も含まれた。信奉者の職業は様々で、教師、
医師、兵士、CCP 幹部、国外に配置された外交官さらには政府高官の人もい
た。」 [50c] (p5) 

 
指導原理 
 
21.28 世界を取り巻く法輪大法誌（2004年第 5号）、善の報告によれば、  
 

「法輪功－法輪大法とも呼ばれる－は古来の高度な形式の気功である。法輪
功は瞑想の要素を取り入れた軽度の運動で構成される。その人気は別として、
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法輪功を他と区別する上でよく言われるのは、3つの原理、真、善、忍に従っ
た徳性の鍛錬という修錬の強調である。この 3原理はその分野の修錬者が時間
をかけて優しさと内なる均衡の状態を達成する努力を行いながら、日常生活の
中でその原理のそばで生きたいと希求する法輪功の理念の土台を形成する。」 
[80] (p40)  

 
21.29 同じ情報筋が続けて述べたところによれば、 
 

「法輪功の原理は Li Hongzhiが執筆した 2つの重要な著書、法輪功(法輪気
功)および転法論（法輪周天）で把握できる。法輪功（当書）は気功を考察し、
修錬の原理を照会し、さらに修錬の実例と説明を提供するする体系的な手引き
書である。転法輪は 9編の講義の形でまとめられ、最も包括的かつ重要な気功
書物である。いずれの書物もインターネット上で無料購読することができる。」 
[80] (p40-41)  

 
21.30  USSD国際宗教自由報告で記述されたように、「Liの教えの精神的内容と関

係なく、法輪功はそれを宗教とみなさいため、僧侶または礼拝所はない。」 
[2a] (第 I項、宗教人口統計 ) 会員の募集や会員費の徴収はない。[80] (p41) (善、2004
年第 5号) 

 
修錬/動作 
 
21.31  2005年 8月 16日に英国法輪功協会から COI サービスに送られた小冊子、

強身健体、平和的心態:法輪－自己への道、真の自分で述べたように、「法輪
大法、別名法輪功は、容易に学習できる一連の修錬、瞑想を通じて心身の健康
を向上させ、個人の『心性』（Xingsing）を発達させる中国の伝統的な自己形
成修錬である。」 [81a]  

 
21.32 この小冊子に掲載される 5大修錬を以下に示す。 
 

運動（動作）修錬 
1  仏展千手法 
2  法輪椿法  
3  貫通両極法  
4  法輪周天法 

 
盤坐修錬/瞑想修錬/静功修煉  
5  神通加持法 [81a] 

 
6-10 公室 
 
21.33  2005年 7月 21日の下院を前にした宣誓証言において、民主党の主席次官補

を務める Gretchen Birkle は、「法輪功訴訟は、多くの場合司法省の公室、通
称第 610公室により通常の法的手続きを超えるところで扱われる。ここ 1年以
内で、第 610公室は多くの虐待申し立てに関与した。」と述べた。[2d] (p2) 

 
民間修錬の可能性 
 
21.34 2007年 3月 6日に公表された米国国務省 (USSD) Report2006で報告された

ように、「法輪功修錬者は地方の治安職員の厳重な監視下に置かれ、政府が大
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衆抗議運動の発生可能性を確信する時期は、その個人的動向が厳しく規制され
た。 」[2e] (2b項)  

 
21.35 国家当局による法輪功修錬者の状況対応およびその対処が拡大する(2001 – 

2005)中で、カナダ移民難民局(IRB)が報告したところによると、法輪大法情報
センター(FIC)の Gail Rachlinは IRBに対し、2003年以来、弾圧の恐怖から多
くの修錬者が断念したと話した。しかし、Rachlin によれば「その後、多くの
者が法輪功との関わりを復活し、修錬に新しく加盟した者も多いということで
ある。」[3c]  

 
21.36 カナダ IRBが同じ対応状況の中で報告したところによると、「自宅での非公式

の法輪功修錬は可能であるが、HRW によれば政府高官または警察がそれに気
づく場合は『危険な』状態になり得る。」Maria Hsia Chang writing がその著
書 The End of Daysの中で、カナダ IRBは「信奉者の多くは依然として逮捕や
殴打の危険を覚悟しながら修錬を行っているが、公園ではなく自宅で行ってい
る」と引用した。IRBは Gali Rachlinを引用し、「非公開で修錬するのは可能
だが、その信仰および日常の修錬を血縁者や隣人に隠すこことは難しい。」と
述べている。」 [3c]  

 
21.37 UNHCR が 2005年 1月 1日付けの法輪功に関する方針説明書の中で報告した

ところによると、 
 

「法輪功修錬者の状況は 1999年以来悪化している。2001年 1月の天安門
広場における法輪功会員の自己犠牲に続いてその弾圧は強化され、運動は多く
の信奉者を失った。これは 2つの結果を生み出したようである。1つはそれ以
来、中国では法輪功修錬者の周知の大衆デモがなくなったことである。第 2に、
会員は本質的に難民の地位申請を適正に実証しない上、会員は自宅では『捜査』
されないものの、外で公然と修錬を行う場合は、低層の会員でも長期間の拘留
の危険を冒すことになり得るというのがやはり正しい表現である。考えられる
処罰は、4年以内のいわゆる『労働矯正』収容所での裁判なしの拘留と、多く
の場合かかる拘留を伴う警察の（超司法的）殴打であろう。このため、会員/
修錬者が中国に帰国して公共活動に従事する可能性は低くなっている。」[32c] 

 
誹謗文書  
 
21.38 COI サービスが提出した一連の質問に応じ、法輪功団体（UK）は 2006 年 8

月 25日に以下の情報を提供した。  
 
 1) 中国の刑務所および強制労働収容所内では、誹謗文書の利用はどの程度普

及しているか。 
 
 「実際に普及している。しかし、行政拘留その他の 15日または 30日連続以内

の拘留形態の場合は、誹謗文書はそれ程広い範囲では利用されない。釈放者は
誹謗供述を行うことを見込む洗脳クラスに送還される可能性があり[原文のま
ま]、それを怠る者は、最後に強制労働収容所に行き着く可能性が高い」[81b]  

 
 2) 修錬者が法輪功の誹謗文書に署名[した]場合、その直後に釈放されるか、そ

れとも『他の『未矯正』修錬者の再教育に協力することを要求されるのか。  
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 「これは場合によって異なり、最近の慣例は以前の方法と異なる。現在は労働
矯正収容所が囚人を数カ月間拘束し、釈放前に『改造』が確かなものであるこ
とを監督するのが一般的である。これは、釈放後に労働矯正収容所での供述を
撤回する者が多いためである。『改造され』、労働矯正収容所と密接に協力し
た者が釈放されず、他の収容者の『改造』を容易にする目的で、長期間にわた
って拘留されることもよく知られている。」 [81b] 

 
 3) 修錬者は釈放後この文書の複製を与えられるか。  
  
  「欧州の事件で、釈放者の仲間の修錬者に向けた誹謗文書を、その者を侮辱

し、釈放者への信頼を損なう方法として掲示したことは知られているが、釈放
者が釈放時に文書の複製を与えられるという事例は全く知らない。この特殊な
供述は、修錬者が 6本の鉄パイプで拷問を受けた後、強制労働収容所で引き出
されたため、極めて感情的な問題で、それを公表することは今の段階では不可
能である。」 [81b] 

 
  「誹謗または放棄供述には特定の書式や特定のまとまった用語はない。初期

の弾圧期には、供述は a.) 法輪功を修錬しない、b.)他の法輪功修錬者と連絡し
ない、c.)Beijing で法輪功を求める呼びかけをしないという誓約で構成されて
いる。最近は明らかに『改造』を[原文のまま]より確かなものにする意図で、
多くの場合は、供述には法輪功を非難する主旨の言葉が要求された。 」[81b]  

 
 4)  拘留された修錬者が法輪功の誹謗文書に署名せずに釈放される可能性は

どのくらいあるか。 
 
 「実際のところ、放棄供述に署名せずに強制労働収容所または刑務所から釈放

される可能性はだれにもないと思う。ただし、質問 1の答で述べたように、拘
留期間が15日または30日以内の異なる拘留形態の修錬者にはかかる供述はそ
れ程頻繁に利用されない。」 [81b]  

 
在外修錬者の重要な日 
 
21.39  法輪功団体（UK）はこの他に、外国居住修錬者に追悼される日付について

も情報を提供した。 
 
 4月 25日     
 「これは中国 Bejingの Zhongnanhai共産党本部周辺で 1万人の修錬者が行う

抗議記念日である。追悼活動は通常、中国大使館/領事館その他の公共広場前
での抗議大会および/または行進で構成される。公共広場での拷問を初めとす
る弾圧関連の展示や臓器売買も行事の一部である。修錬者は残虐行為に関する
ビラを配布し、請願書の署名を募ることも許されている。」 [81b]  

 
 5月 13日(法輪大法の日)  
 「これは 1992年に法輪功が中国に公式に導入された日であり、法輪功の創設

者[Li Hongzhi]の生誕日でもある。[原文のまま]記念行事は通常、公共広場での
法輪功修錬の実演に加え、舞踊、唱歌、習字および法輪功を初めとする気功術
を構成する中国の芸術形態の伝統文化の披露を目玉とする式典である。関連す
る場所および年によっては、弾圧に対する意識向上[原文のまま]に向けた活動
も行われる。」[81b]  
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 7月 20日    
  「中国で共産党体制による法輪功弾圧が始まった記念日（4 月 25 日の事項

も参照のこと）。これは弾圧に対する意識向上を意図して追悼が行われるため、
追悼形式はたいていの場合、4月 25日のものと同じである。」[81b]  

 
法輪功修錬者の血縁者に対する扱い 
 
21.40  2004年 2月 25日の米国市民・移民局の報告によると、 
 

「国外のオブザーバーによると、中国当局は修錬者を他の修錬者から分離す
る目的で、法輪功修錬者の家族および血縁者に圧力をかけることがあり、従わ
ない家族には嫌がらせを行うこともあった。同時に、同当局は 2001年に正式
に国家政策になった精神的運動の抑圧を目指しているため、上記情報筋は中国
政府高官がこの戦術に訴える程度については独立した情報がほとんどない。」 
[84e]  

 
21.41  同じ情報筋が続けたところによると、:  
 

「家族に対する嫌がらせの唯一具体的な報告は、主として法輪功の運動その
ものに由来する。伝えられたと心によれば、法輪功のウェブサイトは、政府当
局が服従を望む信奉者に圧力をかける目的で逮捕、もしくは信奉者の法輪功活
動を理由に処罰された家族の報告を提供している。しかし、これらの報告がど
こまで正確かについては、それが組織的な国の慣行なのか、熱心な地方政府高
官の仕業なのかは明らかではない。」 [84e]  

 
21.42  この報告書は以下のように結論した。それによれば、 
 

「法輪功の運動を研究しているが、家族に対する嫌がらせの独立した証拠に
欠けるカナダ在住のある大学教授が述べたところによれば、運動側が公表した
これらの報告は信頼できるようである。にもかかわらず、同教授は信奉者の家
族に対する嫌がらせは相対的に把握しにくいと指摘する。「個人的印象では、
血縁者への嫌がらせは拷問性や身体的脅威が低く、どちらかと言えば差別や生
活手段への脅威の色合いが強い。」教授は RICへの電子メールでこのように話
した(Professor 2004年 2月 20日)。」 [84e] 

 
国外の活動家の監視 
 
21.43 2005年 6月 4日の Epoc Times（法輪功に好意的な出版物）の報告によれば、

Jiang Renzhengは、2005年３月 7日にドイツから国外追放された法輪功修錬
者であり、中国に帰国後すぐに、その信仰の放棄を拒否したために、3年間の
強制労働収容所を宣告された。 [40d]  

 
21.44  この報告書が述べたところによると、  
 

「Jiangの中国送還から 10日後の 3月 17日に、警官が Jiangの父親宅に現
れた。警官は Jiangを発見しなかったため、その父親に『何を持っているかわ
かるか』と尋ねた。警官は中国で広く利用される拷問器具である電気ショック
棒を父親に見せた。父親は恐怖を感じ、息子が帰宅すると法輪功の修錬をやめ
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るよう頼んだ。Jiangはこれを拒否した。警官の訪問はその後も続き、それか
らまもなく Jiangと 54歳の父親は何度か厳しい尋問を受けた。最初の尋問は
午後 4時から翌午前 4時まで 12時間続いた。警官は Jiangに様々な圧力をか
け、とりわけ、法輪功修錬者として参加した活動を記載するよう要求した。ド
イツ当局が提供した情報から、警官本人の告白によると、実際のところは、
Jianguの活動について警官は明らかに十分な知識を得ていたということであ
る。警官は法輪功の修錬をやめるよう要求したという。」 [40d]  

 
21.45 2005年 12月 26日にアジア研究協会(AFAR) が報告したところによれば、外

国政府は中国政府高官から、法輪功修錬者の訪中期間のデモ運動を阻止するよ
う圧力をかけられているということである。 [51b] 

 
臓器売買 
 
21.46  2006年 3月 26日、Epoc Times（法輪功に好意的な出版物）は 6,000人を

超える法輪功修錬者が中国北東部の捕虜収容所に拘留されたことを主張する
報告書を公表した。Shenyang 市 Sujiatun地区に置かれたこの施設は、『遺体
処理火葬施設』を備えた『強制収容所』と言われていた。」この報告書の主張
したところによれば、受刑者は遺体を火葬する前に販売用に臓器を摘出された。
この報告書によれば、生きて収容所を出た受刑者は 1人もいないということで
ある。 [40b]  

 
21.47  人民日報紙はこれらの主張に見解を示す特別措置を講じ、外務省スポークス

マンによれば、同紙はそれを「ばかげた嘘」であり、「カルトは公の場で冤罪
を言いふらすのを楽しんだ」と言ったと伝えられる。」[12y]  

 
21.48  米国国務省はこの主張を踏まえ、2006年 4月 14日に行われた記者会見中に

あるジャーナリストから出された質問に対する答えとして、以下のような声明
を行った。 

 
「合衆国はこの主張を認識した上で、この罪を深刻に受け止めた。国務省お

よび Beijing大使館、ならびに Shenyang米領事はこれまで事実を判断しよう
と積極的に働きかけてきた。在 Beijing米国大使館および在 Shenyang米国領
事館の幹部職員および職員は、2つの事例について上記の報告書で言及された
地域および特定の現場を訪れた。この訪問で幹部職員は施設および敷地全体を
視察することを許可されたが、現場が通常の国営病院以外の役割に使用された
証拠は見つからなかった。この具体的な申し立てとは別に、合衆国は法輪功修
錬者に対する中国政府の弾圧を引き続き憂慮している。」[2f]  

 
21.49  カナダの元閣僚 David Kilgourの共著による 2006年 7月 7日付けの報告書

（2007年 1月 31日付けで新しい情報に更新）が主張したところによれば、法
輪功修錬者は、その臓器を移植用に獲得する意図で組織的に殺害されている。」
[55] 有力な人権活動家 Harry Wu は、これらの申し立ての確実性に疑問を投げ
かけた。2006 年 6 月 8 日に同氏が述べたところによれば、「『Sujiatun 
Auschwitz』が存在するという主張はまだ実証されたわけではなく、どう見て
も政治宣伝でしかない。」とのことであった。 [46a] 同氏は報告書の中で、David 
Kilgourおよび共著者の Damid Matasのインタビューを受けた一部の承認の信
頼性についても疑問を投じた。」[46b] (中国情報センター、2006年 7月 18日) 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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21.50  USSD Report 2006で述べられたように、「2005年 7月、保健省次官 Huang 

Jiefuは国内で移植に利用される臓器の多くは 、間違いなく処刑者のものであ
ると伝えた。」 [2e] (1c項) 2007年 4月 30日付けの報告書の中で編む根ステイ
インターナショナルが述べたところによれば、  
 
「アムネスティインターナショナルは、2006年 7月 1日からこの慣行を禁

止する新たな条例が導入された後も、中国で移植用に売買される臓器の現行報
告書に困惑している。伝えられるところによれば、ある政府高官は 2006年 10
月 1日の国慶節に先立つ処刑数の増加により、臓器はだぶついていると言った
という。2007年 4月 6日に、新華通信 は、昨年認可された産業全般の条例施
行を明らかに意図した臓器移植に関する新条例の本文を公表した。2007年 5
月１日の発効につき、同条例には臓器の取引および 18歳未満者に由来する生
体臓器移植の禁止が掲載される。同条例によれば、寄付はあくまでも『自発的』
で『非代償性』であるべきで、『いかなる組織または個人も人を騙すまたは誘
惑して臓器を寄付させてはならない。』しかし、この条例は死刑囚の臓器摘出
に具体的な言及をしていない。これはこの慣行が今後も続くことを示唆するも
のである。」 [6h] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
その他の気功集団 
 
21.51  2000 年 4 月 24 日の Belief.net の報告によると、法輪功の他に、1999 年末

にかけて 5つの気功（気と功）集団に対し規制措置が講じられたということで
ある。 これらは Zhong Gong、Cibei Gong、Guo Gong、Xiang Gong および
Bodhi Gongであった。[71a] USSD交際宗教自由報告 が報告したところによれ
ば、「当局は Xiang Gong、Guo Gongおよび Zhong Gong qigong等の政府が
『カルト』とみなした他の集団に対しても妨害を続けている。」 [2a] (第 II 項、 
宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
Zhong Gong (中功) 
 
21.52 2000年 4月 26日に Guardian 紙が報じたように、Zhong Gong（共功）は（1999

年 7月に禁止された）法輪功とほぼ同時期に中国政府の標的にされた 5つの気
功（エネルギー形成）集団 の 1つである。[41a] 中國支持網絡（NGO)の 2002
年 8月 29日の報告によると、「弾圧下に入りつつある精神集団 Zhong Gong
は、それより有名な法輪功と同様に、気功修錬である。両者は直接的には関係
ない。法輪功は瞑想で知られるが Zhong gongは深呼吸の修錬で有名である。」 
[25a] 

 
21.53  2000年 4月 26日の Guardian 紙および 2001年 9月 19日のロシア報道機

関Primaの報道によると、この運動は Zhang Hongbaoによって設立され、1999
年 9 月の禁止令に先立ち、国内 3,800 万人の会員を擁すると宣言した。 [41a] 
[88a]  

 
21.54  2000年 4月 24日に Belief.netが述べたように、「Zhong gong会員も法輪

功信奉者と同様に、その創立者を『主』と呼び、自身を『弟子』を呼ぶ。Zhong 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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gong を利用して体内にエネルギーの道筋を開き、健康と活力を助長する。ま
た、Zhangの教えは道徳的生活も促進する。」同じ情報筋が次に述べたところ
によれば、「ここ数カ月以内に、[Zhangの]校に加え、Zhong gong集団に所属
する 3000を超える企業と指導･治療センターが閉鎖され、数百万人に上る信奉
者は散り散りになった、と修錬者たちは言った。」 [71a]  

 
21.55  2001年2月19日付けWorldwide Religious News (WWRN) の報告によれば、

「同センターの話では、1999年を境に、およそ 600人の Zhong gong有力会
員が交流され、3,000 に上る本部および支部が閉鎖された。」[41a] Guardian
紙は 2000 年 4 月 26 日付けの報告の中で拘留者について同じ数字を示した。
それによれば、こうした閉鎖の結果、40 万人に上る人々が仕事を失ったとも
報じられた。 

 
21.56  2002 年 8 月 29 日付けの中國支持網絡（NGO）の報告によると、同運動の

『中心人物』である Zhang Qiは、中国政府職員により 2002年 6月 26日にベ
トナムで拉致された。同氏は著名な反体制活動家と行動を共にしていたが、伝
えられるところによれば、CDP（中国民主党）党員のWang Binzhangおよび
労働組合幹部の Yue Wuも拉致されたとのことである。[25a] 

 
21.57 Zhang Hongbaoは 2006年 7月 31日に自動車事故で死亡した。 [46c] (中国情報

センター、2006年 8月 31日)  
 
Cibei Gong (Compassion Gong) 
 
21.58  2000 年 3 月 23 日に公表された、中華人民共和国: 法輪功その他のいわゆ

る異教組織に対する弾圧と題した報告書の中で、AIが報告したところによると、
Cibei Gongは 1997年 Xiaoにより創立された。Hubei省、Hunan省および Xiao 
Yun省に 5箇所以上の修錬施設を擁し、およそ 900人の会員の信望を集めてい
る。Xiao は 1999 年 9 月 8 日に逮捕され婦女暴行罪で正式に起訴された。 
[6b] (p6)  

 
21.59  1999年 11月 5日に Chicago Sun-Times が報じたところによると、この運

動は Hubei 省 Wuhan 市で人気を得ていた。[17b] 1999 年 11 月 4 日付けの
ISP-Inter Press Service/Global Information Network の報告によると、Cibei 
Gongは Guo Gong(以下を参照)と共に中国政府の手で『壊滅』された。 [17a] 

 
Guo Gong (国功) 
 
21.60 Aiの報告（2000年 3月）によると、Guo Gongno指導者は Liu Jineng (創設者) 

Liu Jun、Deng Guoquan、Yuan Xingguoおよび Xiao Xingzhaoで、いずれも
1999年 11月に Sichuan省で逮捕され－その後、無期労働矯正の処分を受けた
とのことである。– [6b] (p6) 

 
21.61 1999年 10月 30日のBBC Summary of World Broadcasts で再度報じられた、

中国の地方新聞 Sicuan Ribaoの報道記事によれば、 
 

「1994年3月、Liu JinengはLiu JunおよびDeng Guoquanと共に『Mianyang
市中国自然特異力講座』を創設した。その教えは弟子に個人的に教え込まれた。
これまでに 27の講座を運営し、3,000人に訓練を施してきた。全国の数千人
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を対象に数千の通信講座を提供し、全国 22省（自治区）に 60校の指導本部を
設置した。各市同本部の傘下には支部がいくつか設置された。」[17c]  

 
21.62  同じ情報筋が続けたところによれば、「『Guo Gong』を普及させ、資金を

蓄える目的で、Liu Jineng、Liu Junおよび Deng Guoquanは大々的な方法で
しかも政府の認可なしに気功関連の定期刊行誌や書籍、カセットテープさらに
ビデオデープ等の出版物を配布して、数百万元の収益を得た。これらの出版物
の中で、1995 年 10 月に Liu Jineng が編集長を務めた月刊誌『Light of Guo 
Gong 』が出版された。それ以後 1999年 6月まで、40回の刊行を重ね、合計
15万部が出版された。購読者はそれぞれ年間 20元を支払った。」[17c] 

 
Xiang Gong (香功) 
 
21.63  AI (March 2000)の報告によれば、Xiang Gong は 1988年に Tian Ruisheng 

によって創設され、その会員は政府当局から厳重に監視された。[6b] (p6) 2003
年7月8日のSouth China Morning Post が報じたところによれば、Tianは1995
年 9月に肝臓ガンのため自宅で死亡した。この報道によれば、同集団は法輪功
の禁止令を受けて、本部を台湾に移転したということである。 [17d] 

 
Bodhi Gong (Wakefulness/Awakening Gong) 
 
21.64  この集団に関しては、名称および Beidaihe というリゾート地に設置された

訓練施設の 1つが 1999年末頃に閉鎖されたという事実以外の情報は入手でき
なかった。これは 2000年 4月 24日に Belief.net によって報じられた。 [71a] 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
民族集団 
 
22.01  米国議会図書館が 2006年８月付けの中国に関する国別プロファイルの中で

述べたように、  
 

「多数派の漢族中国人に加え、中国は 55の国籍集団または民族集団を認め
ている。その数はおよそ 1億 500万人におよび、主として北西部、北部、北東
部、南部および南西部に集中するが、一部は中央内部に存在する。2000年の
国勢調査に基づくと、人口の 91.5％が漢族中国人 (11億人)である。その他の
少数民族集団はチュアン族 (1610万人)、満州族(1060万人)、回族 (980万人) 
ミャオ族(890万人)、ウィグル族(830万人)、チュジア族 (800万人)、イー族 
(770万人)、モンゴル族 (580万人)、チベット族 (540万人)、ブイ族 (290万
人)、トング族(290万人)、ヤオ族 (260万人)、朝鮮族(190万人)、ベー族 (180
万人)、 ハニ族(140万人)、カザフ族(120万人)、リー族 (120万人)およびダイ
族 (110万人)である。分類は多くの場合自己同一性を基準にするが、それは一
部の場合および場所においては、ある集団を別の集団と比べて特定する政治的
または経済的理由に代わって有利なことがある。中国のすべての国籍は法に従
って平等である。当局情報筋の主張によれば、国はその法的権利および利益を
保護し、平等、統一さらに民族間の相互扶助を推進する。」[11a]  
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22.02 2005 年 1 月に公表された中国内の朝鮮人の状況に関する論文の中で
WRITENET が(UNHCRに代わって)が報告したところによると、 

 
「中華人民共和国（PRC）の領土のおよそ半分は、民族的中国人以外の人民

（つまり非漢族民）の居住域である。そのすべてが国に正式に承認されている
わけではなく、54の公認民族集団は全人口の 8.4％を占める。これほど多くの
非漢族の存在は、民族移動が原因で起こったのではなく、むしろ中国支配下で
の領土拡大によるものである。歴史的に見ると、中国が漢族に支配された時点
で、その領土は既に（そして今でも）漢族の居住地であった。これには Tibet、
Xinjiang、大モンゴルおよび北東地域(満州)は含まれなかった。中国が非漢族に
占拠され、統制された時点で、非漢族の支配下にある領土は、実質的な非漢族
の居住地をその一部に含むことが多かった。非漢族の支配の事例としては、現
在 PRCを構成するほぼ全域を組み込んだモンゴル帝国および満州帝国（それ
ぞれ 13世紀と 1644-1911）が挙げられる。これに対して、明朝（1368-1644）
および共和国時代(1912-1949)の期間は、中国政府が管理した領土は、比較的
限定された。このように、漢族域だけでなく、現在は『少数民族』とみなされ
る多くの国に占拠された土地を管理する漢族多数派政府、PRCは中国史にお
いては例外である。」 [32d] (p1) 

 
22.03  2007年 3月 6日に公表された米国国務省(USSD)Report2006の報告による

と、  
 

「少数民族集団の多くは、従来の居住地域に居住する。国家政策は公認少数
民族の構成員に出生計画、大学入学、融資および雇用へのアクセスにおける優
遇措置を提供する。2005年 5月には、少数民族の教育における優遇を促進す
る意図で立案された新条例が発効した。だが、実際のところは多数派の漢族文
化が少数民族を差別することが少なからずある。国境地域の少数民族の多くは
教育レベルが低く、漢族優先の職業差別は、国営企業においても依然として深
刻な問題になっている。人種差別は Xinjiang、Innner Mongoliaおよび Tibet等
の一部の地域に深い遺恨を植えつけた原因であった。政府はその『社会和諧』
構築の強調の一環として、少数民族に対する人種差別と異なる民族集団間の緊
張をそれほど重く見なかった。」[2e] (Section 5) 

 
22.04  ヒューマンライツウォッチが 2007年 4月 25日付けの報告書の中で述べたと

ころによれば、 
 

「国境地域内における格差の拡大に取り組む試みがなされたにもかかわら
ず、中国の急速な経済変化は少数民族全体の生活を向上してくれなかった。そ
れどころか、所得と失業率の比較により、民族集団が国家および漢族の平均を
下回ることが示唆されたにもかかわらず、教育および衛生等の基本的社会サー
ビスにおける明確な不平等は依然としてなくならない。不均等な発展の代償は
農村地域で生活する人民に高いものになり、手続からの政治的排除は様々な解
決策が必ずしも地方の少数民族に最大の利益にならないことを意味する。西部
の省および自治区を対象とする西部開発戦略(WDS)はこれらの地域を『近代化
する』だけでなく、内部域および富裕な省と自治区間の開発格差を縮小するこ
とを意図する。しかし、このような不公平な状況で起こり得る不満を考慮すれ
ばこそ、WDSは『共通の繁栄』を通じて広い範囲で国家統一を強化する政治
ツールとみなされている。政府開発目標は 3つの暗黙だが包括的な目的－国境
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沿岸地域に恩恵を与える国境地域の資源採取、漢族中国人の自治区への移動に
よる地方少数民族集団の同化、そして軍用インフラストラクチャ開発の目的転
換である。上記の政策と政府の取組み不作為は、少数未族の人権侵害に寄与す
る不平等および差別という結果をもたらしている。」 [39b]  

 
(第 28項:少数民族の優遇も参照のこと) 

 
朝鮮族 
 
22.05  2007年 7月 19日にアクセスした中国に関する国別プロファイルの中で欧州

世界が述べたように、現在中国には 190万人の朝鮮族が居住しており、総人口
(2000 年国勢調査に基づく)の 0.16％を占める。 [1a] (面積と人口) 2003 年 2 月
12日にカナダ移民難民局（IRB）が報告したところによると、「中国 Jilin省、 
Heilongjiang省および Liaoning省にはおよそ 192万人のチョウセン（朝鮮）族
が居住するが、大多数は Jilin省 Yanbian Chaoxian 自治区に居住する。 」[3s] (中
国民間写真団体－CFPAが提供した情報に基づく) 

 
(第 33項: 海外難民－北朝鮮難民も参照のこと)  

 
モンゴル族 
 
 2007年 7月 19日にアクセスした中国に関する国別プロファイルの中で欧州世

界が述べたように、中国には 580 万人のモンゴル族が居住し、人口の 0.47％
を占める。同じ情報筋が述べたように、Inner Mongolian（Ni Mongol）自治区
の総人口は 2330万人（2000年国勢調査に基づく）である。」 [1a] (面積と人口) 

 
22.07 世界少数民族百科（2005）が述べたように、「モンゴル族の多くは民族国家ロ

シアおよび中国の少数民族対象であるが、モンゴル族の 3分の 1はロシアと中
国に挟まれた独自の独立国家[モンゴル]に居住する。」この情報筋は、全 3 カ
国のモンゴル族の総人口を 780 万人と推定する。」[76] (p842-843) 世界の言語
(2005)の報告によると、標準的モンゴル族、別名ハルハ族は中国語とモンゴル
語の両方を話す。モンゴル族はロシアでは、ブリヤート語およびカルムイク語
を初め様々な方言を使っている。」 [19] (p 203) 

 
22.08 2005年 1月 28日のアムネスティインターナショナル（AI）の報告によれば、 
 

「政治活動家 Hadaは、『分離主義』および『スパイ行為』罪で 15年刑に
服す中国北部の刑務所で、日常的に拷問を受けた。アムネスティインターナシ
ョナルは同氏を表現および結社の自由権行使を唯一の理由に投獄された、良心
の囚人とみなし、同氏がさらなる拷問の危険に瀕することを懸念する。伝えら
れるところによれば、Hadaは人権、モンゴル文化および中国少数民族の自治
区拡大の推進を目指す南モンゴル民主同盟と称する組織への関与を理由に
1995年に拘留された。」 [6e] 

 
22.09 伝えられるところによれば、中国政府は 2005 年 9 月 26 日に、分離主義
感情の蔓延を理由に、Inner Mongolian自治区を拠点とする 2つのウェブサイトを閉鎖
した。[62b] (国境なき記者団、2005 年 10 月 3 日]  
 

目次に戻る 
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出典リストに進む 

 
チベット族 
 
23.01  2007年 7月 19日にアクセスした中国に関する国別ファイルの中で欧州世界

が述べたように、現在中国には 540万人のチベット族が居住し、人口の 0.44％
を占める。同じ情報筋が述べたように、Tibetan 自治区（TAR）の総人口は、
（2000年国勢調査に基づく）260万人である。[1a] (面積と人口) [18b] (地図) 

 
 23.02   また欧州世界の記録によれば、 
 

「中国西部の半独立地域である Tibet (Xizang)は 1950年に中国共産党軍に
占領された。 1959年 3月に、中国支配に抵抗するチベット族の武装蜂起が発
生したが不成功に終わった。チベット仏教僧の最高位者で、地域の精神指導者
ダライ･ラマは、10万人の支持者と共にインド北部の Dharamsalaに逃亡し、
そこで亡命政府を設立した。中国政府はラマ僧(仏教層)の旧支配を終決させ、
多くの寺院を破壊した。Tibetは 1965年 9月に中国の 『自治区』になったが、
チベット族の大多数はその後もダリアラマをその「神王」とみなし、中国の存
在を嫌い続けた。しかし、ダライ･ラマは完全な独立を求める要求を放棄し言
い、1988年に Tibetは外交問題以外のあらゆる点で自治性を有する中国領にな
ったと提言した。」[1a] (現代史)  

 
23.03  世界少数民族百科(2005)が述べたように、Tibetoは古来より 4つの地区に分

割されており、その 2つは現在 TARの一部である。Western Tibet (To Ngari) お
よび Central Tibet (U-tsang)である。 [76] (p1198)  

 
チベット語 
 
23.04  世界少数民族百科(2005)が述べたように、国内少数民族のチベット族はTibet

と国境を接する 4つの省、つまり Qinghai省、Gansu省、Sichuan省 Yunnan
省の自治県で見ることができる。国際少数民族のチベット族はネパール、イン
ド. (Himachal Pradesh、Jammu、Kashmir および Sikkim)、ブータンおよびパ
キスタンの一部に居住する。」Bhotiasまたは Bhuitias（Bhotに由来する Tibet
のインド語名）として知られる少数派チベット族は、ネパールとインドの
Tibet/Himaraya国境に沿って居住する少数民族である。上記 2カ国の国民であ
るが、Bhotias はチベット語を母語として話し、チベット文化を共有し、チベ
ット宗教（仏教およびボン教）を実践する。[76] (p1197-1199)  

 
23.05 また同じ情報筋が述べたところによると、「理想的にも、生徒は小学校から母

国語と中国語で教わっている。実際のところ、少数民族の言語での教育は少数
民族人口が有意な地域に限られ、またその言語が正式な書記体系を持つ場合、
つまりにのみ行われる。例えば韓国語、ウィグル語、チベット語、モンゴル語、
イー語およびダイ後などである。」[76] (p289) 同じ情報筋によると、「親がそ
の子供に低年齢から中国語を学習させる経済的利点に注目するようなるにつ
れて、二カ国語教育に対する関心は最近薄れつつある。」[76] (p289) 
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23.06  世界の言語(2005)に記録されたように、およそ 100万人のネパール国民は第
二外国語としてチベット語を話し、Jonkha と呼ばれるチベット方言はブータ
ンの主要言語である。[19] (p199) 

 
23.07  Tibet人権・民主主義センター（TCHRD）が Tibetにおける人権に関する年

次報告書 2006の中で述べたところによると、「主にチベット族が居住する村
および遠隔地域では、小学校教育は主としてチベット語で行われる。しかし、
中学校および高等学校になると、教授媒体は突然中国語に切り替わるため、チ
ベット族は 1つの言語としてしか教わらない。」[45a] (p60) 2007年 2月 4日の
チベット情報ネットワーク(TIN)の報告によると、「宗教的モチベーションは
親がその子供を『ダライ・ラマ学校』に通わせる部分的理由に過ぎない。それ
よりはるかに大きな重圧は親が直面する経済的問題や行政上の問題であり、こ
の状況は現代 Tibetの兆候を示すものである。」 [42e] 

 
(第 1項:チベット族の名前も参照のこと) 

  
TIBETの人権 
 
23.08 2007年 3月 6日に公表された米国国務省 (USSD)Report2006の報告によると、  
 

「中国の Tibet地域における政府の人権状況は依然として悲惨であり、宗教
の自由に対する抑圧レベルは高いままであった。政府はダライ･ラマを強く批
判し、チベット仏教徒の宗教活動を分離主義者志向と関連付ける姿勢を続けて
きた。Tibet地域独特の宗教、文化および言語遺産の保護ならびに発展、そし
てチベット人の基本的人権の保護は引き続き重要な問題であった。政府当局は
拷問、恣意的逮捕および拘留、自宅軟禁、反体制派の監視、自由運動に対する
恣意的規制等の重大な職権濫用を働き続けた。Tibet地域の積極的開発には、
政府とダライ・ラマ法王特使間の第 5回対話が挙げられた。」 [2e] (Tibet)  

 
23.09  ヒューマンライツウォッチは 2006 年 11 月 7 日付け報告書の中で、入手可

能な記録によれば、「[2006 年]9月に Tibet地区の資本を運営する中国共産党
Lhasa 市委員会に行われた人事は、チベット族の割合が過去 40 年で最低であ
った。Lhasa 市委員会は過去 25 年間で初めて、中国人政治家に指導されるこ
とになる。」 [7h]  

 
23.10  TCHRD Report 2006が述べたところによれば、 
 

「 2006年を通じて、チベット族の公民権および政治的権利に加え、経済社会
および文化的権利に関わる様々な職権濫用が Tibet 地域で実証された。Tibet
における恣意的逮捕、拘留および投獄は、依然として極めてひどい状況にあ
る。」[45a] (p5) 

 
23.11  2006年 8月 14日の The Times の報告によれば、  
 

「Tibet の新しい中国幹部[Zhang Qingli, TAR CCP 党書記]は、亡命者ダラ
イ・ラマへの忠誠心を破壊し、政府高官内部の宗教的信仰を消滅する恐るべき
運動に乗り出した。すべての階級のチベット人公務員は、最低級の政府職員か
ら上級幹部に至るまで、いかなる宗教式典への出席または寺院や僧院への立ち
入りも禁止された。以前、党員だけが無神論者になることを義務付けられたこ
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とはあったが、その多くは密かにその仏教信仰を持ち続けた。反中国抗議運動
の先駆けとなった僧院における愛国的教育運動が拡大された。Lhasa市を初め
周囲の農村各市のチベット人高官は、ダライ・ラマの批判文書を作成すること
を義務付けられた。下部部局の公務員が 5000字の誹謗文書を要求されたのに
対し、上級公務員は 1万字の誹謗論文を作成しなければならなかった。退職高
官も免除対象にはならない。」[90d]  

 
23.12  2004年 9月 23日のオーストラリアチベット評議会の報告によると、「中国

当局は僧侶 2人および民間人 1人に対し、3年の刑期を宣告した、Radio Free 
Asia (RFA) の報告によれば、同者らは明らかに Tibet独立を支持するポスター
の掲示に関与した。」[44b] 2006年 2月のオーストラリアチベット評議会の報
告によると、Tibet の異なる地域で発生した野性動物の毛皮焼却を伴ういくつ
かの事件に続いて、チベット族 8人が Sichuan省（Amdoの Tibet地域）で拘
留された。これらの事件は仏教の重要な教義の 1つ、先月インドで数千人のチ
ベット族が集結した際のこれにまつわるダライ・ラマの声明を受けた、すべて
の生き物への慈愛はもとより、野生動物保護に関する懸念が動機付けになった
と考えられた。報告が述べたところによると、「Beijingは Tibetにおける引き
続くダライ・ラマの影響を懸念しており、在 London中国大使館は土曜日、毛
皮焼却の発意に応えて次のように述べた、「かかる行為の場合は、野生動物保
護を支持してでのことではなく、社会秩序の妨害であるため、ダライ・ラマの
呼びかけは Tibetにおける野生動物保護以外の意図がある。原文のまま] (英国
Channel Four News、2006年 2月 18日)。」 [44c]  

 
23.13  2006年 2月 14日、Gamden僧院の 17人の僧侶がダライ・ラマへの忠誠を

示して、1996年にその信仰を禁じた Shugdenの像を破壊した。その結果激し
い争いが起こり、治安の回復に向けて軍が配備された。 [17i] (The Times、2006
年 4月 21日) 2006年 9月 7日の Radio Free Asia (RFA)の報告によると、2006
年に入ってからこれまでに 8 人の僧侶が拘留された。[73e] 2006 年 6 月には
Tibet 独立を推進するパンフレットを配布したとして、5 人のチベット族が拘
留された。 [73c] (RFA、2006年 6月 16日)  2006年 8月 3日にThe Times がDolma 
Gyba の事件について報告したところによると、警察は家宅捜査を行い、そこ
で自由、民主主義、Tibet の現状等の微妙な話題を扱った未公表の原稿を発見
し、その後 1人のチベット人作家が 10年の禁固刑を非公開で宣告された。こ
の厳罰は同氏が Tibetにおける中国軍基地の立地について執筆した事実に関係
があったようである。[90e] 2006年 8月 18日の Radio Free Asia (RFA)の報告
によると、警察は Sichuan省 Karze (Ganzi)で、Tibet独立を求めるビラ配布運
動に関連して 16歳の少女を拘留した。[73d] 2007年 3月 7日の RFAの報告に
よると、ある著名な地元実業家が自宅で禁止されたダライ・ラマの教えの CD
を発見され、その後、3年の禁固刑に処された。 [73h] 2007年 3月 21日に同
じ情報筋が報じたところによると、「Lhasaに住む数百人のチベット人が中国
の規則に対する抗議を著しく公に示し、同市内で禁じられた香道に参加した際、
少なくとも 1人が警察に拘留された。」 [73a] 

 
23.14 WRITENET (UNHCRの機関紙)が 2005年 2月に公表された中国におけるチベ

ット族の状況に関する論文の中で報告したところによれば、 
「中国の対 Tibet政策は以下の点においてまとめることができる。  

 
z 中国は分離主義運動に向けてゼロトレランスを行使した。 
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z 中国は繁栄こそチベット族を自発的に PRCに留める術と信じて、人民の
生活水準向上を初めとする経済急成長をもたらすべく懸命に努力した。 

z 中国は宗教および文化の自由度を含め、自治の制限を維持しただけでなく、
中国支配の増大にも積極的に努め、チベット文化が中国国家に脅威をもた
らすいかなる兆候も厳重に取り締まった。  

z 上記の政策は実際のところ中国における他の少数民族に対するものとよ
く似ているが、分離主義および中国国家への脅威は Tibetおよび Xinjiang
ほど大きな問題ではない。 [32e] (p10)  

 
23.15  またこの報告書が述べたところによると、「Tibet 地域で危険にさらされる

集団は行動的な政治反対派、特に Tibet独立を求める反対派集団である。刑期
を延ばす活動は国の治安を脅かす行為または分離主義の推進に分類されるが、
上記は扇動と爆破から独立擁護のビラ配布、さらにダライ・ラマの写真所持ま
たはダライ・ラマの著書購読まで実に様々である。反体制派は大多数が聖職者
階級に所属する。」 [32e] (p28)  

 
23.16  ダライ・ラマが 2004年 10月 18日の TIME Asia のインタビューに答えて

述べたところによると、 
 

「一部の経済的向上と発展にもかかわらず、文化遺産、宗教の自由および環
境への脅威は極めて深刻である。次に農村地域でも、教育施設や健康は極めて
ひどい状況にある。それは中国における大きな貧富格差さながらである。従っ
て全体像を見ると、ほとんど希望がないように見える。20世紀初めにダライ・
ラマ 13世が中国を訪問した時には、大満州コミュニティが存在した－皇帝ま
でが満州族であった。ほぼ間違いなく 50年前に自分が訪問した時には、満州
コミュニティはもう存在しなかった。完全に吸収されていた。その危険性は
[Tibetにも]大いに息づいている。Tibetの状況がほぼ絶望的であるのはこのた
めだ。それが意義ある自治の獲得に向けて賢明な努力を続ける理由である。」
[65d]  

 
TIBETに拘束中の政治犯 
 
23.17  USSD Report 2006 は Tibet に拘留中の政治犯の数を 105 と推定し、うち

69％が僧侶または尼僧と思われるとした。[2e] (Tibet) TCHRD がその 2006 
Reportの中で述べたところによれば「2006年に TCHRDは政治活動の申し立
てにより逮捕された著名なチベット人 26 人についてまとめた。現在 Tibet に
は 116 人の著名な政治犯がいる。」 [45a] (p8) 2004 年 2 月 6 日の Tibetan 
Information Network (TIN)の報告によると、「チベット人の政治犯は 1996年ま
でにおよそ 800人の最大数に達し、その後 1997年から 2001年にかけてその
数は急速に減少した。」  [42c] (p1) Tibet 最後の著名な女性政治犯 Nyima 
Choedronは 2006年 2月 26日に早期釈放された。[36b] (Dui Hua、2006年 6月 28 
日) 

 
23.18  2004年 6月 8日の TINの報告によると、「政府当局によれば、現在合計お

よそ 2500人の囚人が拘留されていた。その大多数（86％）は窃盗罪で有罪判
決を受けている。3％、数にして 75人の収監者は『治安妨害』または『反革命
唱導』罪を含む様々な罪状を有する。多くは TAR刑務所に収監されている。」 
[42d]  
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(第 12項:Drapchi刑務所も参照のこと) 
 
チベット仏教 
 
23.19  中国政府白書、民族区域自治の報告によると、「現在、チベット仏教の活動

場所は 1,700箇所を超え、その地域には約 4万 6,000人の住民僧侶および尼僧
の他、3,000人を超えるイスラム教徒を抱える 4つのモスク、700人を超える
信者を擁するカトリック教会がある。通常は、人民の宗教ニーズが十分に満た
され、また信教の自由が完全に尊重された様々な宗教活動が行われる。 [5o] (第
IV項の p3) 

 
23.20  USSD国際宗教自由 Report2006の報告によると、 
 

「中国政府は全体として、チベット仏教およびそれとダライ・ラマとのつな
がりに依然警戒感を示しており、宗教的慣習および Tibet地域の礼拝所に対す
る厳重管理を維持した。当局は多くの伝統的宗教慣習や信仰の公言を許可した
ものの、政府が政治批判の伝達手段とみなしたすべての活動を迅速かつ強制的
に鎮圧した。これには政府高官がダライ・ラマ信奉またはチベット族の独立を
みなした宗教活動も含まれた。」 [2a] (Tibet) (第 II項、宗教の自由、法的/政策枠組み
の状況 ) 

 
23.21  同じ情報筋が引き続き述べたところによれば、:  
 

「政府は主要な僧院の日常活動を監視し続けた。僧院の運営資金に寄付しな
かった政府は、DMCおよび地元の宗教事務局を介して僧院の経営管理を維持
した。また、多くの DMCの指導力を『愛国的かつ献身的な』僧侶および尼僧
に制限した上で、政府は委員会の全構成員を承認しなければならないと規定し
た。僧院の中には、政府高官が委員会の構成員を務めるものもあった。」
[2a] (Tibet) (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 

 
23.22  また同報告書によれば、  
 

「政府高官が述べたところによると、1996年に始まり、多くの場合は外部
の作業チームが実施する数週間に及ぶ集中講座で構成された愛国的教育運動
は、2000年に終了した。だが、高官が公然と話したように、僧侶および尼僧
はその所属施設において、通常は年 4回だが場合によってはそれ以上の頻度で、
定期的に政治教育を受けている。政治教育の主たる実施責任が政府高官から僧
院の指導者に移行した後は、各僧院における教育の形式、内容および頻度は大
幅に変わったようである。しかしかかる教育の実施は依然として必要条件であ
り、僧院運営の日常的一環になっていた。」[2a] (Tibet) (第 II項、宗教の自由、宗教
の自由に対する規制の状況) 

 
23.23 TCHRD Report 2006が述べたところによれば、:   
 

「2006年は各国政府、政府間、および非政府機関から厳しい非難が集中し、
Tibetにおける宗教の自由について、中国政府当局による抑圧の加速化を実証
した年であった。欧州議会は集中的な愛国的再教育運動の強化について深い懸
念を表明し、憲法上の信仰の自由と中国の宗教コミュニティへの干渉間の矛盾
を非難した。」 [45a] (p39)  
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23.24  2007年 5月に公表された USCIRF年次報告 2007の報告によると、  
 

「中国政府は Tibetにおける宗教活動および礼拝所に対する厳重な管理体制
を維持している。僧侶および尼僧の宗教活動が監視される一方で、僧院は政府
公認の管理委員会の手で運営され、さらに転生ラマ僧の選定および訓練は政府
の承認を受けること、僧侶および尼僧は政府高官が運営する『愛国的教育』講
座を受けることが義務付けられている。中国政府の認識によれば、現在 100
人を超えるチベット仏教僧および尼僧が刑務所に収監されている。Tibetの人
権集団の主張によれば、これらの囚人は拷問その他の虐待行為を受けている。
報告書が指摘するところによれば、Tibetの仏教僧に対する政府の『愛国的教
育』推進運動は、2005年 4月を境に強化された。2005年 7月には、18人の
僧侶が『愛国的教育』講座の参加を拒否したとして Lhasaの Sera僧院から追
放された。さらに、40人に上る尼僧が同じ理由で 10月に Gyarak修道院から
追放された。11月には、Lhasaの Drepurg僧院から追放された僧侶 5人が、
ダライ・ラマへの忠誠放棄を拒絶した後、他の僧侶数人と共に逮捕され拘留さ
れた。」 [70a] (p123) 

 
23.25  2006年 8月 14日の The Times 紙の報告によると、チベット族の公務員は

式典への参加および寺院への立ち入りを禁じられている。 [90d]  
 
ダライ・ラマの写真所持 
 
23.26 USSD国際宗教自由 Report2006が述べたところによると  
 

「政府高官の主張によれば、ダライ・ラマの写真の所持または掲示は違法で
あり、多くの TAR居住者は写真を掲示しない道を選択した。しかし、政府当
局は、政治犯罪で個人を拘留する際に、かかる写真の所持を分離主義感情の証
拠と見なしていたようである。主要な僧院では、ダライ・ラマの写真は目に見
える場所に掲示されなくなり、TARで買うこともできなくなった。僧院を訪問
した者は TAR以外の Tibet地域では、ダライ・ラマの写真が公然と掲示されて
いるのを目にした。政府は引き続きダライ・ラマに Panchen Lamaと認められ
た少年、Gendun Choekyi Nyimaの写真を禁止した。「政府の」Panchen Lama、
Gyaltsen Norbuの写真は、ほとんどの場所でも掲示されなかったが、これは恐
らく多くのチベット族が同者を Panchen Lamaと認めるのを拒否したからで
あろう。」 [2a] (Tibet) (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況)  

 
23.27 2007年 5月に公表された USCIRF年次報告 2007の報告によると、  
 

「委員会の Lhasa視察期間に政府高官が話したところによれば、ダライ・ラ
マの写真を所持することは違法ではないが、それを配布または掲示することは
分離主義者への刺激と解釈される恐れがあるため、違法である。伝えられると
ころによれば、Shigatse県当局は 2006年 1月に、Magar Dhargyeling僧院の
聖歌隊長 Phuntsok Tseringを、ダライ・ラマの写真所持の罪で逮捕した。し
かし、昨年には、外交当局のオブザーバーは Tibetan自治区（TAR）外部のチ
ベット系僧院でダライ・ラマの写真掲示が増えたと報告した。」 [70a] (p123-124) 

 
パンチェン・ラマ 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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23.28 USSD 国際宗教自由 Report2006 が述べたように、多くのチベット族はダラ
イ・ラマの選択者 Gendun Choekyi Nyimaを真のパンチェン･ラマと認めてい
る。 [2a] (Tibet) (第 II項、宗教の自由、宗教の自由に対する規制の状況) 2007年 5月に公
表された USCIRF 年次報告が述べたように、  

 
「中国政府は、ダライ・ラマが 6歳の時にパンチェン･ラマ 11世に指名した

18歳の少年に対する再三の接触要請を依然拒否し続けている。政府高官らが
述べたところによると、この少年は『自身の安全のために拘束』される一方で、
他の少年 Gyaltsen Norbuが『真の』パンチェン･ラマだと主張した。中国政府
は最近になって、共産党政府への忠誠の重要性を強調し、正式な Tibetの歴史
に対する政府の公式見解を支持する公式式典において、何度も Norbuに主役を
務めさせた。その少年は 2006年 4月に Zhejiang省で行われた仏教国際会議で
見事な主役を務めた。ダライ・ラマとチベット族の宗教指導者は会議への出席
を許可されなかった。」 [70a] (p124) 
 

修道院生活 
 
23.29  Canberraのオーストラリア国立大学（ANU）アジア社会歴史センターの Dr. 

John Powers は、COI サービスが提出した一連の質問に応じ、2005 年 11 月
25日に以下の情報を提供した。   

 
1) 現在の Tibet地域にある主な宗派は何か。またその信念はどの程度異なる
のか。 

 
「簡単に言えば、主要宗派は 4つある。1つはタントラ(チベット仏教の全宗
派の規範になった瞑想学習を説明する、7世紀から 12世紀にかけてインドで
作成されたチベット仏教の瞑想学習仏教経典)の翻訳を支持することから名づ
けられたニンマ派（古訳派）で、Tibetにおける仏教の『最初の浸透』（前伝
仏教）の期間（7世紀から 9世紀）に作成された。ニンマ派は瞑想を強調し、
その主な修行は『大究竟』（ゾクチェン）である。 

 
サキャ（灰色の大地）派はニンマのいくつかの要素を放棄した宗派として設

立された。それは 3つの『新派』（サルマ、他はゲルクとカギュである）の 1
つで、インドの mahasiddha (『偉大なる達人』)Virupaに遡る。その最高位は
クン族の血統に由来し、指導者は『サキャ派の王位保持者』(Sakya Tridzin)で
ある。この宗派は学習と瞑想を重視し、主な修行法は『道程と効果』（Iam rim）
流儀とされる。 

 
カギュ派はインドの mahasiddha Tilopaにその起源を遡り、型破りな行為で

有名なカリスマ性を持つ因習に捕われない多くのヨガ行者の血筋を引く。主な
修行は『ナーローパの 6つヨガ行』と『大印契』(mahamuda, phyag rgya chen 
po)である。  

 
ゲルク派はダライ・ラマを長とする最大かつ最も斬新な宗派である。それは

14世紀に Tsong Khapa によって創立され、学習と瞑想を重んじ、チベット仏
教の中で最も堅実な宗派である。ダライ・ラマ 5世は 17世紀にモンゴル軍の
援護を得て Tibet高原ほぼ全域の支配者になり、ゲルク派はその後、禁欲的な

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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戒律という純粋さに加え、学習と修行を重視する姿勢が評価され、次第に主流
派の地位を手に入れるようになった。主な修行は『道程次第』(lam rim)である。 

 
4派はすべて多くの共通する点を共有する。聖職者はすべて職服を着衣し、

同じ外形的特徴を持つ。インド仏教に由来する同じ戒律（vynaya）に従う。イ
ンド仏教の祖師 Nagarjunaの哲学派が崇高な流儀であり、すべての修錬はその
最も重要な要素がタントラと呼ばれるインド経典に由来する同様の瞑想修錬
であることに同意する。に類似するすべての修錬[原文のまま]は同意する。 is
瞑想修錬は経典の共通の規範に由来するため、僧侶が行うすべての式典はその
背後にある理論と共に、多くの共通する前提と作用を共有する。式典用の異な
る形式の帽子その他の衣服は別として、通りで見ても 1人 1人を見分けること
はできない。また、その信仰と修錬の特徴の多くはとてもよく似ている。多く
の異なる系統があり、宗派ごとに独自の歴史と主要人物があるが、その類似性
は広い範囲で理解されている。」 [50d] (強調は筆者による) 

  
2) 何年かの教義の学習後でなければ実施できない決まった式典があるのか。 

 
「ある。特にタントラ教の儀式は、多くの場合数 10年に及ぶ学習歴に加え

資格を有する師の認定を必要とする。特にゲルクに関しては、ゲーシェ（神学
博士に相当する）の学位取得に必要な学習期間は、20年ないし 30年であろう。
ゲーシェは式典を教えかつ実践する十分な資格を備えているとみなされるが、
それ以上のタントの学習には多くのタント教儀式を遂行することが不可欠で
あると思われる。従って最も重要な儀式の実施に必要な学習要件が重要である。
中国政府は学習許容時間を厳しく制限しており、それゆえにチベット僧は現状
ではゲーシェ学位またはタント儀式の実施に必要な追加学習のいずれかの要
件を満たすことに十分な時間を充てることが全くできないため、これは現在の
風土において重要である。PRC の決定によれば、チベット僧は今後、観光客
を引き寄せる色彩鮮やかな式典をとり行うことが許されるだろうが、伝統的に
不可欠とみなされる底深く幅広い知識の習得は避けたいと考えている。 

 
最近の Tibet視察旅行中にゲルク派の僧院を訪ねた際、僧侶達は口を揃えて

政府が学習時間を制限したことで、多くの時間は僧侶と尼僧全員に義務付けら
れる『愛国的再教育』の教化講座に取られてしまうと話した。伝統的な教育お
よび修行の土台である包括的な学習に充てる時間はほとんどないようである。
話によれば、政府は資金も制限したため、全員に行き渡る十分な本がないとい
う。高僧の多くは拘禁または追放されているため、講師もごくわずかしかいな
い上、（少なくとも表向きの）PRCへの忠誠を全員が証明しなければならな
い。ゲルク派の僧院(Sera Je and Drebung)で僧侶が議論する様子を見たが、そ
れをインドの様子と比べると、そこには極めて大きな差があった。Tibetのチ
ベット僧はインドの僧侶に比べて何年も遅れており、僧侶達もそれを自覚して
いた。講師の話によれば、生徒は毎日のように愛国的再教育講座に時間を費や
しており、仏教の学習時間が厳しく制限される上、僧院内の警備職員は学習時
間を増やそうとしないかと目を光らせている。 [50d]  

 
3) 僧侶は自己検閲レベルをどの程度実践しているか。 

 
「自己検閲は重要な手段だが、それよりも同僚間の検閲の方が重要であろう。  

PRCは僧侶に対し、特殊な僧院の居住者が中国政府の怒りを買う行動を取る

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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場合は、僧院全体が攻撃を受けると話しているが、何が怒りを買うかについて
は曖昧な言い方ではぐらかす。旅行者に対しても同じ態度（外国人はすべて政
府公認のガイドが監視する団体に参加することを義務付けられる）をとってい
る。2001年に訪問したある僧院(Tashilhunpo)である僧侶が話したところによ
れば、僧院には 22人の中国人保安職員が常駐し、73人の僧侶を監視している。
訪問した他の僧院は、隣に軍事基地があり、宗教活動はすべて厳重に監視され
ていた。僧院の多くには中国人の保安職員が居住しており、その職務は僧侶の
厳重な見張りである。僧侶も尼僧も反中国主義運動の最前線にいたことがある
ため、PRCはひどく疑い深くなっている。僧侶は定期的に PR、共産党および
その政策への忠誠宣言書、ならびにダライ・ラマの誹謗に署名することを義務
付けられている。アムネスティインターナショナルやヒューマンライツウォッ
チ等の人権集団による最近の調査が結論したところよれば、現状の Tibetには
宗教の自由は全くないということだが、2001年の訪問中に自分も同じ結論に
達した。」[50d] 

 
追放された僧侶のその後 
 
23.30  Canberra のオーストラリア国立大学（ANU）アジア社会歴史センターDr 

John Powersはこれについても以下のように述べた。 
 

4) 愛国的教育への参加を拒否する僧侶に対する処罰は追放だけか。 
 

「処罰には投獄や拷問を初めとする様々な種類がある。私が話した亡命中お
よび領内のチベット僧はいずれも、その多くが中国の刑務所にしばらく拘留さ
れ、ほとんどの者が何らかの形で拷問を受けた。人権団体の共通する推定によ
れば、チベット族囚の 90％近くが何らかの形で拷問を受けており、Tibetの聖
職者（僧侶と尼僧）との会話では、その数字は 100％に近づくと思われる。他
にも合法的な仕事に就けないようにするブラックリスト掲載等の処罰が考え
られる。」 [50d]  

 
5) 僧侶が追放された場合、または特定の僧院に勤続することが不可能だと考
える場合、Tibet内の他の僧院に入ることはできるか。 

 
「できない。追放された僧侶はブラックリストに掲載される。この僧侶が別

の僧院に出向き加入を希望しても、運営者（現在は全員が党への忠誠を証明し
た政治任用者である）はその加入を拒否する可能性が高い。また、チベット仏
教には 4つの宗派があり、それはさらに小さい系列や学校に細分化されている。
僧侶の多くは家族が加盟する僧院に加入する。従ってどのような状況でも、別
の僧院に移ることは簡単ではなく、また一旦ブラックリストに掲載された場合
は、亡命者として逃れる以外に現実的な選択肢はない。国外逃亡者のほとんど
が僧侶や尼僧（現在、およそ 3000ないし 4000人のチベット族が毎年亡命者
として国外逃亡に成功しているが、途中で死亡または中国の警備隊もしくはネ
パールの国境警備隊に捕獲された人数は明らかではない）。特定の僧院に居住
を認められる僧侶の数はごく僅かで（かつては 1万ないし 2万人の僧侶を収容
した僧院は、現在 PRC当局によりわずか 200人前後の僧侶しか加入を許可さ
れていない）、特に主要な僧院は厳重に監視されているため、ブラックリスト
に掲載された僧侶は実際のところ、他にどこにも行くことはできないと思われ
る。」 [50d]  

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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6) 僧侶が追放された場合、故郷に戻ることはできるか。 

 
「恐らくできると思うが、やはり選択肢は限られている。多くの場合、支援

手段はなく、学習または修行の機会もほとんど与えられない[原文のまま]。僧
侶は古くから家族の 3男または 4男であることが多く、早い年齢で僧院に送ら
れる。これは家族に大きな利点をもたらし、余った子供の面倒を見てくれる上、
土地が多数の人間に分割されるのを防ぐことにもなる。従って、僧侶が追放さ
れて故郷に戻る場合は、(家族にとって)余分な負担であり、恐らく現地当局お
よび公安職員から厳しい監視を受けることになるため、仕事の選択肢はほとん
どなく、地元の僧院に加入する機会もほとんどないと思われる。」 [50d] 

 
インド国内のチベット難民 
 
23.31 UNHCR Report、世界の難民状況 2000: 50 年間にわたる人道的措置 (2000)

が述べたところによると、亡命政府の故郷、北インドには約 10 万人のチベッ
ト難民が存在する。同じ情報筋が続けたところによると、「分離独立を望む集
落は当初から経済的、社会的さらに宗教的自治を難民に与えるべく他と区別さ
れ、地理的に適当な地域に設立された。独立体制を目指す亡命政府は Himachal 
Pradesh の Dharamsala に設立された。道情報筋がさらに述べたところによ
ると、「難民は 1946年の外国人法の下に外国人とみなされるが、ほぼすべて
の国民が有する基本的権利を与えられている。ただし選挙に反対または投票す
ることは許されていない。」 [32f] (p63) 

 
23.32  2003年 5月 30日の米国市民･移民局の報告によると、 
 

「インドの各チベット難民集落は、中央チベット行政府に指名された集落長
を代表とする。中央チベット行政府は、チベット亡命政府として有効に機能す
る Dharamsalaの難民機関によるネットワークである。各集落長の次の権力者
は難民により選出されたキャンプリーダーである(Liaison Officer 2003年 3月
19日)。集落に対する最終権限はインド政府にあり、犯罪問題に責任を負うが、
実際のところは行政府職員が地元コミュニティとの良好な関係を維持するた
めに尽力し、集落の日常問題を運営する自由裁量を与えられている(Liaison 
Officer 2003年 3月 19日)。」 [84c] 

 
インドにおけるチベット族の法的地位 
 
23.33 Julia Meredith Hessが国際人口移動 第 44巻 (1) (2006)（IOM刊行物）  
 

「インドに居住するおよそ 10万人に上るチベット族の大多数は、インド市
民権を採用するよりも、国を持たない状態を続ける選択をした。自国の地での
弾圧から逃れるチベット族その他の人々は、1946年に遡るインドの外国人法
に従って合法的に扱われる。従ってインド政府は他のすべての外国人と同じ様
に、亡命難民を自由に追放することができる。ただし、チベット族の『難民の
地位』[インドは 1951年条約の締約国ではない]は、多くの場合、インドにお
けるチベット族の難民としての事実上の存在性に理解を示す形で言及される。
チベット族は外国人法に基づき、毎年の更新を必要とする『登録証明書』を取
得することが義務付けられている。」 [24a] (p 81-82)  

 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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23.34 インド政府は 1994年時点で、チベット族への登録証明を否定する非公式政策
を採択した。登録カードを持たないチベット族は逮捕の上中国に送還される可
能性があるとされるが、実際のところ、インドは非登録チベット族が期間を延
長してインドに在留することを許可している。インドで生まれたチベット族の
大多数は、その行為は Tibetに戻る可能性を打ち消すことになるという考えの
下に、インド市民権を申請しない道を選択する。 [24a] (p 83-84) (IOM2006年)   

 
23.35  2003年 5月 30日の米国市民･移民局の報告によると、「インド居住権を有

するチベット難民は、南北アメリカのダライ・ラマを代表する New Yorkのチ
ベット局連絡担当員に従って、毎年それを更新しなければならない。represents 
(Liaison Officer 2003年 3月 19日)。許可書の更新は全面的にインド政府の自
由裁量に委ねられるが、通常、チベット人はその更新に苦労することはない
(Liaison Officer 2003年 3月 19日)。」 [84c] 

 
ネパールのチベット族難民 
 
23.36  2004年 1月 20日にネパールのニュースポータルKuraKaniが述べたように、

「ネパールは推定 2 万人を超えるチベット族の故郷である。 その多くはダラ
イ・ラマが Tibetから亡命した 1950年から 1960年頃にたどり着いた者である。
10 年以上にわたり、ネパール政府は中国を脱出するチベット族の国内居住を
禁じてきた。現在ネパールに居住するチベット族は、インドその他の受入れ国
への移動途中に同国を通過することだけを許されている。」 [47a] 

 
23.37  この報告は、チベット亡命政府が提供した情報に基づき、ネパール国内の

11のチベット族集落を列挙している。これは以下の通りである。 
 

1 Delekling チベット族集落(Salleri, Solukhmbu Region) 
2 Dorpatan/Norzinling チベット族集落(Dorpatan, Baglung District) 
3 Jampaling チベット族集落(Pokhara)  
4 Namgyalingチベット族集落(Chairok, Mustang Region) 
5 Paljorling Tibetan Handcraft Centre (Pokhara) 
6 Samdupling Tibetan Handcraft Centre (Jawalakhel, Kathmandu) 
7 Swayambu Handcraft Centre (Kathmandu) 
8 Tashiling チベット族集落(Pokhara) 
9 Tashi Palkhel チベット族集落(Pokhara) 
10 チベット族集落(Dunche) 
11 チベット族集落(Walung, Taplizong) [47a] 

 
23.38  2003年 8月 27日のオーストラリアチベット評議会の報告によると、「2003

年 8月、ネパール政府は UNHCRと協力し、チベット族が北インド経路の安全
な通過地点として引き続きネパールを利用できるよう保証する支援を行う意
向を示した。に Mary Beth Markey (ICT米国事務局長)は、「これはチベット族
の移動および脆弱なチベット難民にとって重要な成果である。ネパールを利用
する安全な乗り継ぎはチベット難民の自由にとって逃亡の要である。 [44a] 

 
23.39  2003年 6月 27日の BBCの報道によれば、「逮捕されたチベット族はイン

ドへの渡航に協力する UN難民機関、UN難民高等弁務官事務所の審査を待つ
間、Kathmanduの一次収容所で拘束されるのが普通である。」[9b] 
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ネパールにおけるチベット族の法的地位  
 
23.40  ネパール憲法の第 9条が述べるところによれば、 
 

「(4) この憲法の始期[1990年]以後、外国人のネパール市民権取得は、特に
以下の条件の履行を義務付ける法律に規定されることを認める。それは、 

 
a ネパール国民の言語を話しかつ書くことができること、  
b ネパールにおいて何らかの職業に従事すること、 
c 他の国の市民権粗放棄したこと、および  
d 15年間以上ネパールに居住したこと、である。」 [92a] 

 
23.41  Kathmandu の英国大使館が 2005 年 5 月 25 日に助言したところによれば、

「チベット難民は実際にはネパールでのいかなる法的地位も定義されない。難
民証明書を発行された者もあるが、これは任意の手続であるため、これらの証
明書は難民にいかなる法的地位を与えるものでもない。」同大使館はまた、チ
ベット難民を対象とするネパール国市民権の特別な申請規定はないと指摘し
た。」 [31f]  

 
(第 35項:帰還者の扱い－チベット族の扱いも参照のこと) 

 
中国本土地域に居住するその他のチベット族  
 
23.42 Sichuan省に位置する The Karze/Kardze (Ganzi in Tibetan) チベット自治県

(TAP)は、TAR (チベット自治区)外で最も過激な地域である。チベット人活動
家は Qinghai 省および Gansu 省でも拘留されたことがある。[2a] (Tibet) [73d] 
(RFA、2006年 8月 18日) [73e] (RFA、2006年 9月 7日) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
女性同性愛者、男性同性愛者、両性愛者および性同一障害者 
 
24.01 2004年 12月 3日の Asian Sex Gazette の報告によると、 
 

「中国は初めて国内の男性同性愛者の公式推計を公表し、アジア諸国におけ
る女性同性愛者、男性同性愛者および両性愛者に対する扱いの改善に向けた第
一歩であるというのが多くの見方である。政府公認の報道機関、新華社の報じ
たところによれば、公式の数字は国内の男性同性愛者は現時点で 500万ないし
1000万人であると示唆しており、これは男性人口の 2ないし 4％に相当する。
また、同社の報告によれば、この区分の 1.35％は HIVに感染しており、男性
同性愛者を静注麻薬使用者に次ぐ第 2の危険集団にしている。」 [96b] 

 
法制 
 
24.02  スパルタカス:世界ゲイガイド(2005/2006)の中で報告されたように、「同性

愛は中国では公認されていない。にもかかわらず、同意年齢は 14 歳（異性愛
と同一）と設定されている。十八(18)際未満の未成年者への猥褻物の流布は、
実刑判決で処罰される。[49a]しかし、人民日報紙が 2003 年 8 月 20 日に絵羽
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報じたところによれば、同姓者の婚姻は許可されていない。[12i] 同性愛は中国
では違法ではなく、肛門性交は 1997年に区別された。 [84a] (米国市民権と移民業
務、2001年 3月 1日) 

 
社会における男性同性愛者の立場 
 
24.03  2004年 1月 13日に BBCが報じたように、「中国が開放路線を進めるにつ

れて、国内都市部の男性同性愛者は徐々にその立場を告白する傾向にある。「中
国は 2年前に同性愛を精神障害のリストから正式に除外し、現在は小都市でも
男性同性愛者の酒場や集会が見られるようになった。男性同性愛者は今では、
インターネットを通じて、これまでは考えられなかった男性同性愛者の権利向
上に関する海外の情報筋の情報にアクセスすることができる。[9i] スパルタカ
ス:世界ゲイガイド(2005/2006)の中で報告されたように、同性愛者の風景は
Bejingや Shanghaiで堂々と見られるようになり、同性愛に対する許容範囲は
増加傾向にある。」  [49a] 

 
24.04  2005年 12月 17日に The Times が報じたとことによると、「同性愛は共産

主義者の中国ピューリタン社会では眉をひそめられるが、帝国時代には知られ
てもいなかった。古来中国において、同性愛を示す共通の名前は『断袖』で、
古代中国の皇帝が熱愛する愛人が眠っていた自分の袖を、男性を起こさないよ
うに切ったという出来事に言及するものである。 [90f]  

 
24.05  中国で最初の男性同性愛者を対象とした全国無料相談電話は 2006年 5月 8

日に開始された。これは Shanghai と Guangzhou で 13 人のボランティアに
よって運営されている。 [14f] (チャイナ･デーリー、2006年 5月 11日) 

 
 
 
 
政府の態度 
 
24.06  2005年 5月 19日の Kaiser Networkの報告によると、「中国政府は先月、

男性同性愛者、女性情勢愛者、両性愛者および性同一性障害者を対象に、HIV
の蔓延を防止する方法に関する情報を盛り込む人気の高いウェブサイトの閉
鎖に踏み切った。その中国語のサイト、gaychinese.net は 1 日 5 万から 6 万
5000件のヒットを－ほとんど中国本土から－受信しており、[Los Angelesを
拠点とする]サイト代表者 Damien Luによれば、アダルトコンテンツや政治コ
ンテンツは一切掲載していない。」[95a] 2006 年 8 月 15 日には、男性同性愛
者を対象とする政府後援フォーラムが開始された。 [14m] (チャイナ･デーリー、
2006年 8月 15日)  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
障害者 
 
25.01  2007年 3月 6日に公表された米国国務省 (USSD) 報告 
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「法律は障害者の権利を保護し、一切の差別を禁止する。しかし、障害者の
現状は法の定めに大きく遅れをとっており、支援用に設計されたプログラムへ
のアクセスは障害者に提供されていなかった。政府の報道機関によれば、地方
政府は全面的に法律施行に向けた特別措置を草案したという。報告によれば、
医師は障害児の両親に対し、治療が不十分であった場合は子供を大型の国営医
療機関に移すよう頻繁に説得した。障害者の子供を自宅で育てる選択をした両
親は、一般的に子供に必要な十分な医療、デイケアおよび教育を見つける困難
に直面していた。政府統計が示したところによれば、障害者の 4分の 1近くは
極貧生活を送っていた。障害者の失業は依然として深刻な問題であった。」 
[2e] (第 5項) 

 
25.02  同じ情報筋が述べたところによれば、「障害者のために活動し、その権利を

保護するためにおよそ 10 万の組織が存在するが、そのほとんどが都市部に集
中している。政府は NGOと協力して障害者を社会に統合する様々なプログラ
ムに資金援助した。しかし、誤診や不十分な医療、周囲の非難の目、投げやり
な態度は依然として共通する問題であった。」[2e] (第 5 項) 中国障害者連連合
(CDPF)は Deng Pufang (前中国指導者 Deng Xiaopingの息子)が理事長を務め
る。Deng は CDPF での功績が認められ 2003 年に、国連人権賞を受賞した。 
[12s] (人民日報、2006年 6月 10日) 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
女性 
 
法的権利 
 
26.01  憲法第 48 条は、「中華人民共和国の女性は、生活のすべての側面、家庭生

活を含む、政治、経済、文化および社会生活において、男性と平等の権利を享
受する。」と述べる。 [1a] (憲法) 女性の権利も、1992年 10月 1日時点で有効
な女性の権利および利益保護法により保護される。[5f] しかし、2007年 3月 6
日に公表された米国国務省(USSD)Report2006で述べられた通り、「女性は法
の施行対する頻繁に深刻な障害に遭遇した。一部のオブザーバーの述べたとこ
ろによれば、女性の権利保護を担当する機関は、女性に対する性差別や暴力、
性的嫌がらせよりも、産休中の出産関連の給付金および不当解雇に主眼を置く
傾向があった。女性の権利保護団体の指摘によれば、農村地域では女性は離婚
手続において夫から土地および財産権を剥奪される事例が多かった。」 [2e] (第
5項) 

 
26.02  2007年 7月 30日にアクセスした、メコン川流域の人身売買に対する国連機

関合同プロジェクト（UNIAP）が中国の国ページで報告したところによると、 
 

「国務院児童･女性国家作業委員会（NWCCW）は 1990年 2月に設立され
た。それは、女性および児童に関する法律、条例および政策関連措置を施行す
る関連政府部局を調整および推進する責任を負う。法的援助を提供する責任は
司法省および全中国女性連盟（ACWF）に割当てられた。NWCCWの常務委員
会会議の主眼は、児童および女性の人身売買の防止および撲滅に関する作業報
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告書を、上記の担当省/委員会から収集し、法的措置に向けた解決策を考案す
ることである。」[27a] (防止と保護、多機関協力によるメカニズムの確立) 

 
(第 29項:人身売買も参照のこと) 

 
政治的権利 
 
26.03  USSD Report 2006が述べたところによると、 
 
 

「政府は女性または少数派集団の政治手続への参加に関しては、特に規制を設
けなかった。しかし、女性は CCPまたは政府構造に重大な影響を与える地位
はほとんど与えられなかった。ほんの一部の当選した委員の政府は女性が村級
委員会の選挙で投票権を行使すること、および選挙に立候補することを奨励し
た。しかし、当選委員に女性が占める割合は極めて少なかった。」 [2e] (第 3項) 

 
26.04 USSD REPORT2006は女性の権力ある地位の分類を以下のように示している。 

 
z 政治局 – 24人中女性局員 1人 
 
z 女性局長を擁する省– 28省中 1省 
 
z CCP 党員– 女性は 1360万人 million women (19.2 ％) 
 
z NPC 代表– 女性は 20.2％ 
 
z NPC常務委員会の委員 – 女性委員は 14.2％ 
 
z CCP中央委員会の委員 – 198人中女性委員は 27人[2e] (第 3項)  

 
社会的権利と経済的権利 
 
社会における女性の地位 Position of women in society 
 
26.05  クリスチャン･サイエンス･モニターが 2004年 12月 17日付けの報告書の中

で示したところによると、「Mao Zedongの政権下で「天の半分は女性が支え
ている」と言われ、男性との平等を約束されたのは有名な話である。踏板は廃
止され、離婚が合法化され、さらに内妻が禁止された。「中国の家族変化は急
速かつ徹底的に課された。」とハーバード大学の Martin Whyte は言う。「多
くの社会で、こうした変化は複数の世代を取り込む。 実際には Mao政権の中
国では、女性は 2、3年の間抑圧された」 [75a] 

 
26.06  同じ情報筋が続けて述べたところによると、「肉体労働よりも頭脳労働が優

先する都市部では女系は経済的利益である」と中国社会科学院（CASS）の学
者 Dong Zhiying は言う。しかし、「家族力学は依然として複雑を極める。中
国では女性崇拝の都市文化が拡大しつつある。ビジネス文化は権力を誇示する
ために着飾った女性を周りにはべらせる男っぽい男性を強調する。」 [75a]  

 
26.07 2006年 10月 15日に Guardian 紙が報じたところによると、 
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「1949年の農村地域における文盲率は 99％であった。Maoが逝去した 1976

年は 45％で、現在は 13％である。Maoの第 1の活動の 1つは、離婚において
女性に男性と同等の権利を与えることであり、他の野蛮主義と裏腹に、女性の
平等は執拗に擁護した。中国は依然として男女差別主義社会であるが、アジア
の他の国と比べるとはるかに進歩的である。例えばインドの女性文盲率はまだ
55％である。変化は既に中国社会の真髄に達している。最近のある調査で明ら
かにされたところによれば、16歳から 19歳の中国人少女は、企業の社長、採
鉱経営者または上級管理職を職業選択の最高位に挙げるということである。こ
れに対し、16歳から 19歳の日本人少女は、主婦、フライトアテンダントまた
は保母関連の仕事を希望している。」 [41g]  

 
26.08  2002年 2月 1日に公表され、政府のウェブページ China org.を通じてアク

セスした報告書の中でチャイナ･デーリーが述べたところによると、「中国主
要都市における女性の地位は向上したが、農村地域での地位は深刻なジェンダ
ー不平等により 女性は依然として不利な状況にあると考えている。」 [14g]  

 
婚姻  
 
26.09  USSD REPORT2006の報告によると「法は、出産を遅れさせるために、婚

姻最低年齢を女性は 20歳、男性は 22歳に定めている。」[2e] (1f項) 世界少数
民族百科(2005)の報告によると、少数民族の法定婚姻年齢は、女性は 18 歳で
男性は 20歳である。[76] (p286)  

 
26.10 2006年 10月 30日に TIME Asia が報じたところによると、「扶養手当の概念

は中国社会に導入されたばかりで、子供について規定できないことを懸念して、
妻を夫から分離しない体制を維持している。」[65i]  

 
26.11  2003年 8月 19日に人民日報紙が報じたところによると、  
 

「婚姻を計画する中国の夫婦は未婚の地位を証明する雇用者の書状なしに、
また新条例に従って国務院から最初の健康診断が月曜日に発行されなくても、
すぐに婚姻を行うことが許される。新条例によれば、成人男性および女性は身
分証明書と住民票を提示し、未婚者であり、血縁関係にないという宣言に署名
する方法で、合法的に相互に婚姻を行うことができる。過去数十年にわたって、
政府婚姻登記処は人民に対し、その者が婚姻に適格であることを保証する雇用
者の書状を提示することを義務付けた。新条例[2003年 10月 1日より有効]に
よれば、人民は婚姻に先立ち健康診断を受けることが許されるが、強制される
ことはない。」 [12g] 

 
26.12  2003年 8月 20日に人民日報紙が報じたところによれば、HIV/エイズの感染

者夫婦は、これらの条例に基づき婚姻が許可されるが、同姓婚姻は許可されな
い。[12i] 2007年 7月 30日にアクセスした在中米国大使館のウェブサイトが述
べたように、「外交官、保安職員の他、その職務が国家にとって極めて重要な
者等、特定部類の中国人民は、法の下に自由に外国人と婚姻することはできな
い。自由はない。中国人学生は、諸要件がすべて満たされている場合は、概ね
婚姻を許可されるが、婚姻と同時に退学処分を受ける可能性が予想される。」

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 
98 

同じ情報筋が述べたところによると、追加書類は通常、中国国籍者以外との婚
姻に義務付けられる。[99a] 

 
契約結婚 
 
26.13  2007年 7月 30日にアクセスしたメコン川流域の人身売買に関する国連機関

合同プロジェクト（UNIAP）が中国の国別ページで報告したところによると、
「一部の農村地域では、婚姻または養子縁組目的の女性または児童の人身売買
という現象が存在する。 [27a] (概観)  

 
(第 29項:人身売買も参照のこと。)  

 
離婚 
 
26.14  2003年 4月 28日、NPCの常務委員会は婚姻法を改正する投票を行った。重

婚を 2年の禁固刑対象の刑事犯罪にする他、離婚に関する以下の宣言を行った。
それによれば、「離婚訴訟では、財産の分割は両当事者の契約の下に決定して
はならない。不作為の場合は、人民法院は子孫および女性を優遇する決定を下
すものとする。」人民日報紙は上記の改正を同じ日に報じた。 [12d] 2003年 8
月 19 日に同じ情報筋が報じたところによると、「改正規則によれば、夫婦は
両者が離婚に同意し、その財産、負債および扶養児童について友好的に解決す
る場合は、それと同時に離婚証明書を受け取るものとする。 [12g] 

 
26.15  2007年 1月 26日に BBCが報じたところによると、「中国では離婚は珍し

いことであった。2003 年までは、離婚には職場単位の離婚許可書が必要で、
これが与えられることは稀であった。しかし、経済改革は急激な社会変化をも
たらした。チャイナ･デーリーによると、2006年の離婚人口は 160万人であっ
た。新しい計測ではそれは 1,000人当たり 1.3件の離婚に相当する。」[9q]  

 
女性に対する暴力 
 
26.16 USSD REPORT2006の報告によると、  
 

「女性への暴力は依然として重大な問題であった。家庭内暴力を有罪にする
国家法はなかったが、婚姻法は家庭内暴力の訴訟における調停および行政処分
を規定している。2005年 8月、批判者は家庭内暴力を定義付ける規定がなか
ったことに不満を述べたが、NPCは特に家庭内暴力を禁じる女性の権利保護
法を改正した。30を超える省、市または地方管轄区は家庭内暴力に取り組む
う意図でこの法案に同意した。家庭内暴力に対する意識向上に応えて、被害者
のための保護施設が増設された。NGOの参加を受け入れたものもあったが、
ほとんどの施設は国営施設であった。」 [2e] (Section 5]  

 
26.17  2003年12月に公表された国営全中国女性連合会（ACWF）の報告によると、

調査対象者の 38.4％が配偶者との不和を解決するために暴力に訴えることを
認めた一方で、ほぼ半数は夫が妻を殴ることは妥当だと考えていた。チャイナ･
デーリー氏は 2004年 2月 4日にこの調査結果を報道した。 [14h] 

 
26.18  2003年 11月 26日にチャイナ･デーリーが報じたところによると、「現在、

女性連盟は中国において、様々なレベルで 6181 の電話相談サービスおよび

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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8958 の特別組織を展開し、女性の権利保護に向けた相談ならびに法的援助を
提供する。 中国法曹界は家庭内暴力の撲滅に向けた全国ネットワークを設立
し、家庭内暴力防止に向けた地方条例を公布した。[14e] Independent が 2006
年 3月 8日付けの報告で述べたように、「現在中国の都市および省の 90％が、
規定された法律相談センターおよび女性被害者向け電話アドバイスを設立し
た。」  [67a]  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
児童 
 
基礎情報 
 
27.01  USSD Rport 2006の報告によれば、法は 9年間の義務教育に対する権利を

定め、児童の虐待または放棄もしくは選択的人工中絶の行使を禁止する。しか
し、新生女児の遺棄および育児放棄、ならびに多数の女胎児の人工中絶は依然
として問題であった。 [2e] (Section 5)  

 
27.02  スパルタクス:世界ゲイガイド(2005/2006 )の報告によると、中国における異

性愛および同性愛の同意年齢はいずれも 14歳である。 [49a] 
 

(第 24項:女性同性愛者、男性同性愛者、両性愛者および性同一性障害者も参照
のこと) 

 
教育 
 
27.03  2007年 7月 19日にアクセスした欧州世界が述べたように、「1979年を境

に、教育は近代化の主要優先事項の 1 つに組み込まれた。1990 年代後半から
2000 年代初期にかけて、9 年間の義務教育を導入する目的で、教育制度全体
の改革が進められていた。公式統計によれば、2002年時点までに人口の 90％
に義務教育が浸透した。私立校の設立は 1980年代初めから認められた。同じ
情報筋が述べたところによると、「教育費はあらゆるレベルで請求される。」
[1a] (教育) 2006年 3月 20日に Times Asia が報じたところによると、「現在、
大都市に住む中国人家庭の約 60％が子供の教育に収入の 3 分の 1 を費やして
いる。」[64d]  

 
27.04  2006年 2月 28日、公式報道機関の新華通信が報じたところによれば、794

人の学校長が不当な授業料の請求を理由に解雇されていた。2003 年以降、合
計 5万 6,000の団体が全国に派遣され、レベルの異なる中国人学校 87万 6,000
校の不当な授業料請求を摘発した。1 万 9,000 件に上る訴訟が扱われ、13 億
2,000万元(約 1億 5,900万米ドル)が確認の上、払い戻された。 [13c]  

 
27.05  エコノミストインテリジェンスユニット（EIU）が中国に関する 2007 年国

別プロファイルの中で証明したように、「教育は資金調達の困難に喘いでいる。
2004年 3月に教育省主席 Zhou Jiは、GDPに占める割合として見た教育費は
1998年の 2.5％から 2007年には 4％に上昇するだろうと話した。しかし、国
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は民間部門に、教育の提供拡大支援を要求しなければならなかった。無利子融
資は学生から貧困世帯まで利用可能である。」[4a] 教育) 

 
27.06  2006年 9月 25日の HRWの報告によると、「Beijing市当局はここ 2週間

にわたって、50 校を超える季節労働者児童の学校を閉鎖した。学校閉鎖－9
月末までに季節労働者対象の非登録校を全校閉鎖する計画の一環－は、国際法
に基づく Beijing 市の義務に反して、教育アクセスのない数万人の児童を退学
の脅威にさらしている。」 [7m]  

 
27.07  2004年 4月に公表された政府白書、雇用状況と雇用政策（第 3項）が報告

したところによると、「2003 年には、小学校における就学年齢児童の出席率
は 98.6％で、中学の総登録率は 92.7％であった。」 [5n] (第Ⅲ項の p1) 

 
27.08  EIUの報告によると、「中国の大学および高等教育機関は、2000年の 1041

校から 2005 年には 1792 校まで増加した。学生登録総数は 2000 年の 560 万
人から 2005 年には 1560 万人に達した。最も人気が高いのはエンジニアリン
グと経営であった。登録数の急増に伴って、学生対教師の比率も大幅に上昇し
た。」[4a] 教育)  

 
27.09  2007年 7月 19日にアクセスした欧州世界が述べた通り、「海外で学ぶ中国

人学生数は 21世紀初めから増加しており、2005/2006だけでおよそ 5万人の
中国人学生がイギリスの高等教育機関で学んでいると報告された。」 
[1a] (Education) 2006年 1月 6日に公式報道機関、新華通信が報じたところによ
ると、1949年以降、90万人の中国人学生が海外に留学している。教育省によ
れば、そのうち 20 万人が学業を修了後、中国に帰国したということである。 
[13n]  

 
育児 
 
27.10  USSD Report 2006の報告によると、「孤児の大多数が女児で、孤児院に引

き取られる男児は、たいてい障害児または病弱児であった。医療従事者が障害
児の両親に孤児院に入れるよう助言した事例もある。」 [2e] (第 5項) 2004年 4
月 22 日に公式報道機関、新華通信が報じたところによれば、「中国には現在
600 前後の孤児院があり、5 万 4000 人を超える孤児または様々な理由で両親
に遺棄された幼児の面倒を看ている。」[17g] Daily Mirror が 2005年 8月 9日
付けの中国における養子に関する特別報告の中で報告されたところによると、
「中国には現在 1000の国営孤児院に 100万人の孤児が収容されている。」 [17l]  

 
27.11  2007年 2月 27日に公式報道機関、新華通信が報じたところによると、「国

営孤児院の院長を含む合計 10 人は、拉致された乳児を中国人孤児の養子を望
む外国人に売った罪で起訴され、その後1年ないし15年の実刑判決を受けた。 
新華通信によれば、その集団は 2002年から 2005年にかけて活動し、2005年
だけで 78 人の乳児を人身売買した。最も厳しい刑罰は「密輸業者」3 人に言
い渡された。孤児院の院長は現在逃亡中だが、1年の禁固刑を受けた。」 [13m]  

 
27.12 NGOの SOSチルドレンズビレッジが 2005年 6月 16日付け報告書の中で報

告したところによれば、  
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「SOSチルドレンズビレッジ協会は、今から 20年前に世界で最も人口が多
い国で設立された。今日は、現在 31の施設で実施されている成功した活動に
ついて話させてもらいたい。政府代表および SOSチルドレンビレッジ代表者
で構成する式典および会合から、この大切な記念日に心からの栄誉を授ける。
現在活動中の 31の SOSチルドレンズビレッジ施設（ビレッジ、幼稚園、青少
年施設、学校、職業訓練センター）は、中国北東部 Qiqharから Tibet自治省の
Lhasaを横切り、Xinjiangの Uigric自治区北西部 Urumqiまで、中国全土の広
い範囲に散らばっている。」 [87a] 

 
27.13  都市への季節移動は、多数の児童が地方に置き去りされ、高齢の血縁者に育

てられるという結果をもたらした。政府の情報筋によれば、こうした『置き去
られた』子供の数は 2200万人に及ぶ可能性がある。[14i] (チャイナ･デーリー、2006
年 7月 6日) 

 
 
 
 
養子縁組の権利/規則 
 
27.14  2006 年 2 月付けの米国国務省の国際養子縁組ガイドの報告によると、「中

国法は 13歳以下の児童の養子縁組を認めているが、14歳以上の養子縁組は許
可されていない。中国法は婚姻夫婦（男女 1人ずつ）および独身の異性愛者に
よる養子縁組を認めている。中国法は同性愛者の独身者または夫婦が中国人児
童の養子縁組を行うことを禁じている。」[2b] 2005年 2月 28日に公表された
米国国務省 Report 2004の報告によると、「1997年の養子縁組法の改正によ
り、夫婦の養子縁組は簡単になった。しかし、引き取られた児童は、多くの場
所で産児制限条例の下に計測された。その結果、例えば遺棄された新生女児を
養子にした夫婦は、もう 1人子供を持つことを禁止される場合がある。」[2j] (第
5項) 

 
児童就労 
 
27.15 USSD Report 2006の報告によると、  
 

「16歳未満の児童就労は法律で禁止されるが、政府は児童就労に取り組む
包括的政策を採択してこなかった。労働法は行政審査、罰金および未成年を違
法雇用する者の事業ライセンスの取消を規定する。また同法の定めるところに
よれば、両親または保護者は児童に最低限の生活を提供しなければならない。
16歳から 18歳の労働者は『青年労働者』と呼ばれ、採掘を初めとする特定形
態の肉体労働への従事を禁じられた。」 [2e] (6d項)  

児童兵 
 
27.16  子供兵士徴用の廃止を目指す連合が中国に関する 2004年の報告書のなかで

報告したところによると、「最低志願年齢はなかった。伝えられるところによ
れば、Beijingdeha徴兵年齢は 18歳から 17歳に下げられた。18歳未満の兵士
が政府武装軍および民兵に服しているか否かは明らかでない。」同じ情報筋の
報告したところによると、「軍事制度と教育制度間には密接は結びつきがある。
兵役法は中学校および高等学校の学生に 1カ月間の軍事訓練を義務付ける（第
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43条から 46条）。2002年には、大学および短期大学の新入生のおよそ 60％
が軍事訓練を受けていた。」 [91a]  

 
(第 9項:軍事訓練も参照のこと) 

 
黒人児童(HEI HAIZI) 
 
27.17   Elina Hemminki、Zhuochun Wu、Guiying Caoおよび Kirsi Viisainenが 2005

年 8月に定期刊行物、性と生殖に関する健康で発表した、中国における非合法
的出産および人工中絶に関する報告書に寄稿し報告したところによると、「中
国の家族計画条例には『違法な子供』（つまり『違法な妊娠』で出生した子供）
の概念が掲載されていないため、法は婚外子に対する差別を禁止している。し
かし、違法な妊娠で出生した子供は、その両親が処罰として課された罰金を支
払うまでは平等に登録または扱われることが許されない。特に、都市部では地
方当局への登録は医療、教育および雇用のために不可欠である。」[15a] (違法な
妊娠)  

 
27.18 2007年 6月 26日のカナダ IRBの報告によると 
 

「一般的に、中国の家族計画条例は都市部に住む両親を子供 1人、農村地域
では第1子が女児の場合子供2人に制限する。産児割り当てを超える夫婦は『高
額な』罰金を含む処罰に直面する可能性がある。その結果、中国では出生の多
くは登録されない。 『黒人』児童または Hei Haiziに関しては、中国の非登録
児童は数百万人に上ると考えられている。非登録児童の大多数は農村地域の女
児であるとされる。中国の季節労働者人口も多くの非登録の出生を説明する要
素と考えられている。出生時の非登録の結果として、『黒人』児童は家族の
hukou (戸籍登録)記録に記載されない。性と生殖に関する健康の 2005年 8月
11日の記事が同じ様に述べるところによれば、中国家族計画条例外の産児は、
両親が罰金を支払うまでは、当局により登録されること、もしくは『平等に扱
われる』ことを許可されない。登録証明書がない場合は、特に都市部では『黒
人』児童は医療、教育または雇用機関へのアクセスを認められない。また、そ
の他の国家給付金および国のサービスを受けることができない上、土地分配に
不適格とされる。しかし、フランス難民救済委員会（France's Commission des 
Recours des Réfugiés） の 2003 Reportによれば、腐敗した家族計画担当職
員と教師や医師への直接払いは『黒人』児童が社会に統合されることを可能に
する。 ジョージア工科大学の国際問題教授がその書簡の中で同様に述べると
ころによれば、『[中国における] [非]登録児童は一般的に、奨学金を初めとす
る国家給付金またはコミュニティ給付金を受け取る機会が圧倒的に少ない。し
かし、賦課方式での支払いに関しては、利用可能性が増えた可能性がある。』」
[3z] 

 
27.19 カナダ IRBがさらに述べたところによれば、 
 

「Massachusetts 州ハンプシャーカレッジのアジア研究･政治学教授 Kay 
Ann Johnson がその著書『Wanting a Daughter, Needing a Son』の中で述べ
るところによれば、非登録児童が hukou『とそれによる結果』を取得できる可
能性は現地の慣行次第である。同著者によれば、正規の hukouと同等のものと
してすべての場所で公認される可能性はあるが、『中国の多くの場所では、
hukouを買い取ることは『比較的簡単』である。同氏がさらに指摘するところ
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によれば、hukouのない児童は追加料金を払わなければ入学が認められず、ま
た医療も受けられない場合がある。ドイツの中国専門家が第 10回欧州諸国出
身国情報セミナーの中国に関する報告書に引用したところによれば、『黒』人
であるという汚名は市民権を保有する者との婚姻により軽減される可能性が
ある。また中国の専門家が指摘するところによれば、『黒人児童』は恵まれな
い集団であるが、「他の集団より高い暴力の危険性に直面しなければならない
理由」、農民および季節労働者として社会的に排除された集団と同類の問題に
直面する理由はない。しかし、2006年 3月に情報筋が報告したところによる
と、過去 4年間にわたって、[Hunan省]Gaoping市の家族計画局職員は、『非
合法的に』養子縁組された 12人の非登録児童をその家族から『暴力に訴えて
排除』していた。同筋によれば、その家族計画局職員は子供を取り戻した対価
として罰金の支払いを要求した。Johnsonはその著書Wanting a daughter, 
Needing a Sonの中で、「『隠された』[非登録]児童が直面する差別は、法の
全面的保護および基本的な社会的権原が十分に与えられない女子で溢れる階
級を創出し、新たな社会問題になる程十分に深刻で蔓延している。」 [3z] 

 
女児の嬰児殺し 
 
27.20 USSD Report 2006の報告によると「女児の幼児殺害、選択的人工中絶、新生

女児の遺棄および育児法規は、伝統的な男子志向と産児制限政策により依然と
して問題であった。 多くの、特に農村地域の家族は、この慣行が今尚違法で
あっても、超音波を使って女胎児を識別し、妊娠時に始末する事例が多く見ら
れた。」 [2e] (Section 5) 2005年 6月 21日に Asian Sex Gazette が報じたとこ
ろによると、「中国では毎年 700万件前後の人工中絶が発生しており、国際家
族計画連盟の指摘によれば、70％以上が女胎児である。新生女児は多くの場合、
超音波検査で性別が明らかになる妊娠後期に中絶される。中国政府は超音波の
医療外使用を厳重に取り締まるべく努力している。」 [96a]  

 
27.21 2006年 6月 2日の Kaiser Networkの報告によると、「中国北部の Hebei省当

局は、2004年に女胎児の識別と人工中絶に関与した 201の医療機関を閉鎖し
た。 [95b] 2006年 8月 2日に公式報道機関、新華通信が発表したところによ
ると、慣行を刑事罰の対象から外す最近の決定とは関係なく、当局は引き続き
女胎児の妊娠中絶に協力する医療保健従事者の処罰を行う意向を示してい
る。」 [13i]  

 
衛生問題 
 
27.22 UNICEFが中国に関する国別プロファイルの中で報告したところによると、 
 

「政府の総合的推定が指摘するところによれば、幼児および 5歳未満の死亡
率は低下したとのことである。産婦死亡率は 1900年の生児出生 10万件当た
り 89件から 10万件当たり 53件前後まで低下した。その低下は目覚ましいも
のだが、低下率は過去 10年間で落ちこんでいる。これは国内でもかなりの差
－省間でも 3倍違うこともある－がある。中国における児童の栄養状態は著し
く向上している。栄養失調は主として農村地域に見られ、都市部の児童には栄
養失調はほとんど見られず、むしろ肥満が新たな懸念材料になりつつある。 」
[29a]  

 
目次に戻る 
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出典リストに進む 

 
家族計画(「1人っ子政策」) 
 
28.01  憲法（1982年 12月 4日採択）第 25条は、「国は人口増加率が経済的およ

び社会的発展計画に適合し得るよう、家族計画を推進する。」と述べる。第
49 条は、「夫および妻はいずれも家族計画を実践する義務を有する。」との
べつ。 [5a] 

 
28.02 中国に関する議会行政委員会(CECC Report 2006)が2006年次報告書の中で報

告したところによると、「政府は、『社会的補料』と称される厳しく強制的な
罰金制度を通じて原則的に産児制限への遵守を強制する。」省級政府は『地方
の状況に基づき』これらの罰金を発する基準、金額、およびその徴収法を決定
する。 [28a] (V. h)  

 
28.03  2006年 3月 30日にアクセスした政府の公式ホームページ China orgは、実

際にその政策がどう適用されるかについて以下のように説明する。それによれ
ば、都市部では夫および妻の双方が家族の 1人っ子である場合は、2人の子供
を持つことができる。ほぼすべての農村地域では、家族に女子が 1人しかいな
い場合は、その夫婦は第 2子を持つことができる。一部の遠隔地域および貧困
山岳地域では、農業者は 2人の子供を持つことが許される。[5u]  

 
28.04 2007年 3月 6日に公表された米国国務省(USSD)Report2006の報告によると 、

「1人っ子制限は特定の条件（例えば両親が 1人っ子である）を満たす夫婦が
第 2子を持つことを許可された都市部でより厳しく適用された。」国の人口の
約 60％を占めるほぼすべての農村地域（人口 20 万人未満の町を含む）では、
その政策は緩和され、第 1子が女子または障害者であった場合は第 2子を持つ
ことを概ね許可した。中央政府は個人に人工中絶または不妊処置を強制する身
体的抑圧の行使を正式に禁止しているが、出生率目標を満たすための身体的抑
圧に関する報告は後を絶たなかった。 [2e] (Section 2f) 2006年 3月 21付け Asia 
Times の報告によれば、「現在人口の約 30％が子供を 2人持つことを許され
ている。」[64e]  

 
少数民族の優遇措置 
 
28.05 公認少数民族は「1人っ子政策」を一部免除される。世界少数民族百科（2005）

によれば、「都市部の公認少数民族は第 2子（両方とも女子の場合またはいず
れか 1人が障害児の場合は第 3子）は許可されない。これに対し、農村地域の
民族は概ね第 3子まで許可される。」[76] (p289) USSD Report 2006はこれほど
具体的でなく、「ウィグル族およびチベット族の様な少数民族は複数の子供を
持つことが許される」とだけ述べている。」[2e] (2f項) 2006年 3月 30日にア
クセスした政府の公式ホームページの記載によれば、「少数民族地域では、優
遇政策により一部の家族に子供を 3人まで持つことを許可し、Xinjiang Uygur
自治区の農牧地域では、家族は子供を 4 人まで持つことが許される。Tibet の
農牧地域では、子供に関する規制は一切ない。」 [5u] 

 
(第 26項:婚姻も参照のこと) 
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人口と家族計画法(2002)   
 
28.06  人口と家族計画法第 2 条の条文によれば、「中国は人口最多国であるため、

家族計画は基本的国家政策である。国は人口規模を抑制し、全般的な人口の質
を向上する包括的措置を採択する。国は人口・家族計画プログラムを実施する
上で、広報と教育、科学技術の進歩、多目的サービスさらに報奨制度および社
会保障制度の確立と向上に依存する。」[5j] 

 
新条例(2007) 
 
28.07  2007年 1月、中国人口･家族計画委員会は新条例を公布した。同条例は家族

計画政策および人口の質の推進という「優生学」目標を再確認する一方で、よ
り包括的アプローチを用いてこれらを社会発展に結び付けることを目指した。
この政策が過去に寛容に施行された農村地域は季節労働者人口がそうであっ
た様に、さらなる積極的な努力目標として、明示的に選出された。 [5r] 

 
施行 
 
28.08  Elina Hemminki、Zhuochun Wu、Guiying Caoおよび Kirsi Viisainenが 2005

年 8月に定期刊行物、性と生殖に関する健康で発表した、中国における非合法
的出産および人工中絶に関する報告書に寄稿し報告したところによると、「人
口政策の施行は、いずれも機能上縦割り構造を持つ共産党および中国家族計画
（FP）委員会により追求された。」 [15a] (非合法的妊娠)  

 
28.09 性と生殖に関する権利センターが、2005年に公表された世界の女性: 生と生殖

に関する生活に関わる法と政策、東アジアと東南アジアと題された報告書の中
で報告したところによると、 

 
「地方条例は一般的に、子供のない婚姻夫婦が各自で準備を進め、第 1子を持
つことを許可している。夫婦は妊娠 3カ月以内に住民票、婚姻証明書、婚前健
康診断証明書および職場単位または村民コミュニティの書状を、地方級人民政
府または家族計画局に持参し、「出生許可証」を申請しなければならない。一
部の状況では、婚姻夫婦は地方家族計画局に第 2子の出生許可証を求める請願
を行うことが許される。政府の承認がない、または地方条例に違反した第 2子
の妊娠は、家族計画専門部職員の指示に従って終了しなければならない。一部
の省では、地元の村民コミュニティまたは住民コミュニティは妊娠を終了させ
る『措置を講じ』、期限を設定することを許可されている。人工中絶手術を拒
否する夫婦は警告処分を受け、中絶が実施されない場合は、その夫婦は
CNY2000（242米ドル）以下の罰金刑を受ける。政府の許可なしに子供を持つ
人民は、社会補償料（社会抚养费）を支払い、あらゆる出産医療費を自己負担
することを義務付けられる上、産休対象の出産保険金給付および助成金を却下
される。」 [38a] (p41) 

 
28.10  同じ情報筋の報告によると、「中国は国、省、県、市および町級の家族計画

局に提供する 5層ネットワークを活用する。同ネットワークは 2500を超える
市級専門部局、14 万人の部局職員、ならびに村のボランティアおよび臨時職
員を除く 400 万人の家族計画専門家を擁する全都市部および農村地域の 95％
を網羅する。」[38a] (p42) 
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28.11  USSD Report 2006の報告によると、「非公認の子供を出産もしくはそれを

行う他者に手を貸すことにより産児制限政策に違反した者は、免職または左遷、
昇進機会の喪失、（加盟が特定職業の非公式要件であった）団体からの除名そ
の他の行政処分等の懲戒処分に直面した。同じ情報筋の報告によると、「上記
の処分は人工中絶または不妊処置を受ける以外に実際の選択権がほとんどな
い女性に委ねられる場合もあった。 」[2e] (2f項)  CECC Report 2006の報告
によると、「政府は単独の『計画外』出産の場合に、一括報奨および団体処分
を利用して、村、工場または職場単位全体に給付金の却下または処分実施を行
った。この結果、『計画外』妊婦は四面楚歌状態になり、人工中絶を迫られる。
こうしたいじめ行為は中国人女性が人口計画政策を遵守する以外にほとんど
選択肢はないと実感する一種の恐怖感を創出した。」 [28a] (V. h) 

 
監視  
 
28.12  Elina Hemminki、Zhuochun Wu、Guiying Caoおよび Kirsi Viisainenが 2005

年 8月に定期刊行物、性と生殖に関する健康で発表した、中国における非合法
的出産および人工中絶に関する報告書に寄稿し報告したところによると、 

 
  「農村地域では、避妊剤の使用および婚姻女性の妊娠状態を常時監視するこ

とを保証する広範囲の体制が村および地区級で創出された。婚姻女性が妊娠の
早期発見を可能にする妊娠検査のために 2、3 カ月毎に FP 局の訪問を要求さ
れること珍しいことではない。都市部では、家族計画局および職員が中心的役
割を果たす。解雇の恐怖は女性に違法妊娠を避ける動機付けとなっており、そ
のため妊娠状態の監視よりも避妊剤使用の監視の方が普及している。」[15a] (違
法妊娠)  

 
28.13   2007年 1月に CNNが報じたところによると、 
 

「家族計画担当の最高幹部が火曜日に示した謝辞とは関係なく、中国は 1人
っ子政策を緩和しない意向である。謝辞の一部には、世界の人口最多国におけ
る極端に多い新生男児と不十分な新生女児の問題が悪化したことを非難する
目的が含まれていた。2005年においては、女児 100に対して 118人の男児が
出生した。一部の地域では、その数字は女児 100人に対し男児 130人に上昇
した。工業国の平均は女児 100人に対し 104ないし 107人である。中国人工
家族計画委員会書記、Zhang Weiqingは、政府は教育キャンペーン、選択的人
工中絶の処罰、女児を持つ家族に対する退職金等の報奨金を取り入れ、今後
10年ないし 15年以内にジェンダー不均衡を解決することを公約すると述べた。
「1980年代に生まれたベビーブーム世代が子供を持つ年齢になるにつれて、
産児制限の低下は人口増加の危険を冒す行為になるだろう。」 Zhangはこの
ように述べた 。 [10b] 

 
強制措置(避妊/人工中絶の強制) 
 
28.14  産児目標の達成に勤しむ政府職員による物理的強制の報告はその後も続い

た。(CECC Report 2006および USSD Report 2006) [28a] (V. h) [2e] (2f項) CECC 
Report 2006の報告によると、 
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「国家人口計画政策の実施を担当する地方政府高官の何人かは、人工中絶お
よび避妊手術の物理的強制により中国法を侵害している。物理的強制は人口･
家族計画法の第 4条に違反するが、地方政府高官は人口計画法および条例の遵
守を遂行する目的で、物理的強制または物理的強制の脅威を行使し続けている。
西側メディアが報告したところによれば、2005年 12月に Hebei省の職員が法
輪功修錬者に人工中絶を強制し、 2006年にはChongqing 自治市およびFujian
省職員が複数の女性に避妊手術を強制した。同西側メディが報告したところに
よると、2006年 6月には、過去に 1人目の子供を出産していたという理由で、
双生児の強制堕胎を要求した Anhui省職員から逃亡する途中で１人の女性が
死亡した。中央政府職員の方針は、人口目標の達成度に応じた地方職員の昇進
や特別賞与というやり方で地方職員の強制的実践を奨励している。妊婦に物理
的強制を行使する政府職員がその違法行為について処罰されたことを示す証
拠はほとんど入手できなかった。」 [28a] (V. h) 

 
28.15 USSD Report 2006 の報告によると「7 つの省－ Anhui 省、Hebei 省、

Heilongjiang省、Hubei省、Hunan省、Jilin省および Ningxia省 –は、妊娠が
省の家族計画条例に違反する場合は『妊娠の終了』を義務付けている。さらに
10の省 – Fujian省、Guizhou省、Guangdong省、Gansu省、Jiangxi省、Qinghai
省、Sichuan省、Shanxi省、Shaanxi省および Yunnan省 –は、計画外妊娠に
対処する『救済措置』を義務付けている。」[2e] (2f項) 

 
28.16 2007 年 4 月 22 日の Radio Free Asia (RFA) の報告によると、南西部省の

Guangxi自治区および東部 Shandong省は、多数の妊婦に人工中絶手術を強制
しており、一部は妊娠 9 カ月であった。また同報告が述べたところによれば、
「地方職員は中国の過酷な家族計画規則の下で、担当地区の出生率が規定目標
を下回ることを義務付けられており、さもなくば罰金または左遷に直面する。
中国の多くの地域では、出生率を低下させるために家族計画担当職員が暴力を
行使していると報告された。厳しい人口計画指針に違反したことによる殴打お
よび家屋取り壊しについて、2人以上の子供を授かった複数の夫婦が申し立て
をしていた。」 [73b]  

 
28.17 USSD Report 2006の報告によると、「既に子供が 2人いる家族の場合は、片

親が強制避妊手術を受けることを迫られることが多かった。産児制限法および
政策に従った夫婦には、毎月の年金や医療および教育給付金の優遇を初めとす
るいくつかの報奨が用意された。例えば、産児制限法に従った夫婦に対しては、
新しい年金給付が全国で利用可能であった。」 [2e] (2f項)  

 
28.18 2004年 12月 14日の米国下院の証言において、Arthur E. Dewey次官補 (人口、

難民、移民局)が述べたところによると、  
 

「法は強制に相当する政府の様々な産児制限措置を規定している。『計画外』
出産をする党員および公務員は、免職または左遷を初めとする行政処分を受け
る可能性が高い。非公認の子供を出産する夫婦は、多くの場合、地方平均世帯
所得の 2分の 1からそのレベルの 10倍の範囲で社会的補償料を課されること
になる。強制的避妊は引き続き発生しており、特に夫婦が許容人数を超える子
供を授かる場合に行われる。女性は予定日まで『超過した』子供を体内に置く
ことは許されるが、その後夫婦のいずれかは避妊手術を強く迫られる。他の理
由を装って病院に行くことを依頼される、もしくは同意なしに避妊手術を受け

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 
108 

させられることもある。また、医師がある男女について身体障害の先天性欠陥
を伝播する危険性を発見する場合は、その男女は受胎調節の実行または避妊手
術に同意する場合に限り、婚姻を許可される。」 [2h] (p6-7) 

 
 
 
回避 
 
28.19 2006年 2月 14日にチャイナ･デーリー紙が報じたところによると、中国の女

性は双生児または三つ子を授かる可能性を高める目的で次第に IVF を使用す
るようになってきており、それによって政府の産児制限を回避する傾向にある。
この報告によれば、「多胎出産に対する処罰はない。」[14b]  2005年 8月 25
日のカナダ IRB の報告によると、2004 年 12 月 18 日付けのエコノミストは、
中国国民、特に都市部の居住者は子供が外国の市民権を取得し、従って数に含
まれない可能性を考慮し、第 2子の国外出産を選択するようになっている。」 
[3i] 

 
(第 35項:帰国者の扱いも参照のこと ) 

 
28.20  BBCの報道によると、香港の最高裁判所は 2007年 1月 31日、中国在住の

両親に対し、香港で生まれた子供に香港の居住権を与える判決を下した。それ
以来、中国人女性の多くが中国の 1人っ子政策による処罰を逃れる目的で、香
港で出産するようになった。報告が述べたところによれば、「昨年だけでおよ
そ 2万人の中国人女性が香港の病院に押し寄せ、政府はこれを受けてこの流れ
を止めるために一連の措置を講じた。妊娠間近と見られる本土の妊婦は、入国
管理事務所で訪問ビザと共に入院予約確認書を提示しなければならない。確認
書がない場合は、入院を許可されないことになっている。 [9ah]  

 
28.21 2007年 1月、中国人口･家族計画委員会書記、Zhang Weiqingは、政府が 1人

っ子政策を維持する決定要因の 1つは、都市部に住む多くの季節労働者が制限
を免れ、子供を 2人またはそれ以上持っていることだと述べた。 [10b] (CNN、
2007年 1月 23日)  

 
LINYIＮにおける人工中絶の強制 
 
28.22  2005年 4月 13日の NGO労改基金の報告によると 
 

「町級当局は今年[2005年]3月から Shandong省 Canhshan市 Chewang町
に住む数百人の女性に対し、強制的に人工中絶手術を受けさせてきた。女性の
多くは当局に反抗したとして殴打および違法拘留を受け、この虐待は 1人の女
性が死亡させる結果まで招いた。昨年[2004年]6月前後に、CCP委員会の幹部
おおよび Chewang町政府は町の至るところを訪れ、子供が 1人しかいない夫
婦に 2人目を持たないよう説得した。2人目の出産については、すべての夫婦
が『出生保証料』として 4,500ないし 6,000元を支払うよう要求された。2005
年 3月までに、町級当局は 2,000万元を徴収した。今年[2005年]の 3月末に新
しい町当局 が職務を任じられた際に、当局が真っ先に行ったのは『出生保証
料』を旧当局に払った妊婦に人工中絶を強制することであった。数百人に及ぶ
女性が捕獲され、力づくで人工中絶手術を受けさせられた。妊娠 8カ月の女性
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も容赦されなかった。統計データによれば、妊娠 8カ月の女性 160人が強制的
に人工中絶手術を受けさせられた。」[35a]  

 
28.23 2005年 9月 12日 TIME Asia が報じたところによると、  
 

「条例が緩和されたにもかかわらず、地方政府、特に農村地域の政府高官の
昇進は依然として低出生率の維持に左右されることがおおい。『人口に関する
一連の数字がひどい場合は職員の昇進を阻む可能性がある。』1人っ子政策関
連の虐待を証明する手伝いをしてくれたBeijingの法律顧問の Tu Bishengはこ
う話した。状況に詳しい弁護士によれば、昨年の省級会議の場で、Lonyi職員
らは超過出産率が Shandongで最も高いとして懲戒処分を受けた。この処分が
引き金となり、過去数年で最も厳しい集団避妊・中絶手術キャンペーンの 1つ
となりそうな状況が発生した。Linyiの 9都市および 3地区の家族計画担当職
員は、[2005年]3月から各村を隈なく歩き回り、現地の家族計画政策に従って
違法な子供を宿す妊婦に人工中絶を強制し、既に最大割当数の子供を持つ者に
対しては避妊手術を強制する、目標を実施した。」[65f]  

 
28.24  同じ情報筋が続けて述べたところによれば、:  
 

「強制キャンペーンを調査するために先月 Lynyiを訪れた Beijingの中国政
治科学法科大学教授の Ten Biaoによれば、避妊手術または人工中絶手術を拒
否した女性の血縁者は拘留された上、『誤った考え』を認めることを義務付け
る『学習講座』料を強制的に払わされた。地方の家族計画担当職員と話をした
弁護士によれば、3月から 7月にかけて Yinanの Linyi市だけで、少なくとも
7000人が強制的に避妊手術を受けさせられた。弁護士が主張するところによ
れば、家族が避妊手術を逃れるのに手を貸した理由で拘留された間に撲殺され
た村民が数人いた。」 [65f] 

 
28.25  CECC Report 2006は、Linyiでの行為について職員が処罰された真偽に疑問

を投げかけた。 [28a] (V. h) 2006年 8月 24日の USSD Report 2006の報告によ
ると、「地方政府高官の家族計画政策における職権濫用を公表した、盲目の法
律顧問 Chen Guangchengは、取引の妨害および公共物破壊の教唆という疑わ
しい罪状で4年3カ月の禁固刑を宣告された。同報告の述べたところによれば、
「Chenの告訴はその後再審理を求めて差し戻され、顧問弁護士に代弁させた。
しかし裁判所は再審注およびその後の上告審判においてもChenの初審の有罪
判決と求刑を認めた。[2e] (1d項) 

 
FUJIANにおける家族計画 
 
28.26  2005 年 8 月 25 日のカナダ移民難民委員会（IRB）の報告によれば、Fijian

で発生した強制的な人工中絶および避妊手術は、カナダ IRBAが助言を求めた
情報筋では見つけることができなかった。IRBが接触した専門家の忠言によれ
ば、これは強制措置が発生しなかったということではない。[3n] CECC Report 
2006が述べたところによれば、Fijian州の政府職員は 2005年に「女性に避妊
手術を強制していた 」。これは 2005 年 12 月の「西側メディア」の報告 に
基づくものである。[28a] (V. h) 
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28.27  Fujian省家族計画条例 2002（2002年 9月 1日から有効）の第 2条の条文に
よれば、「夫および妻はいずれも、家族計画を実践する義務があり、性と生殖
に対する省民の合法的権利および利益は法により保護される。」 [5l] 

 
28.28  同第 11条の条文によれば、  
 

「帰国した華僑は、承認される場合は、以下の状況のいずれかにおいて、第
2子出産することが許される。 

 
z 定住する目的で帰国する時点で既に妊娠していた者、 
z 夫および妻の双方が帰国後 6カ月以上の華僑であり、子供が 1人しかいな
い場合、 

z 子供がすべて海外に居住し、帰国した夫婦の子供が中国内陸部に 1人もい
ない場合 

 
前節(3)は、帰国後、この省に居住する華僑の配偶者に適用される。 

 
この条例は以下の状況に適用される。夫婦のいずれかがこの省の居住者であ

り、もう一方が特別行政区香港およびマカオの居住者である場合である。ただ
し、子供が婚姻後に夫婦の間に出生し、その子供が婚姻前に香港およびマカオ
で生を受け、中国内陸部に居住していなかった場合は、かかる子供はこの夫婦
が出生した子供の数として計測されないものとする。 

 
その夫婦のいずれかが台湾居住者の場合は、前節は身元照会と共に適用され

るものとする。 [5l] 
 
GUANGDONGの家族計画条例 
 
28.29  Guangdong省人口家族計画 2002（2002年 9月 1日から有効）の第 25条の

条文によれば、 
 

「避妊は家族計画の主な要素である。避妊および産児制限目的の手術は手術
対象者の安全を確保する方法で実施されなければならない。不必要な妊娠を防
ぎ、その数を減らすために、各政府階級の家族計画管理局はその前提条件を作
成し、出産年齢にある夫婦に対し、避妊対策について十分な情報を得た上で選
択する方法において助言を与えなければならない。子供を 1人出産した出産年
齢の女性に向けた第 1の選択肢は子宮内避妊器具である。既に子供が 2人ない
し 3人いる場合は、第 1の選択肢は夫または妻のいずれかの結紮である。」[5k] 

 
28.30 第 49条の条文によれば、  
 

「上記の条例を遵守しない場合は、社会支援料[別名『社会的補償料』]が課
金されるものとする。県または区を設けない地方都市は、市、人民郷または町
地の人民政府、もしくは 1級上の直轄下[原文のまま]にある隣里または林区に
対し、上記徴収金の課金について意思決定を要請するものとする。具体的な作
業は下部組織の家族計画運営機関が実施し、村民（居民）委員会および関連作
業部局はこの作業の遂行を援助するものとする。 
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 被疑当事者が社会支援料の一括払いに困難をきたす場合は、法律に従ってそ
の料金の課金を決定した機関に対し、分割払い申請書を提出することが許され
る。ただし、分割が支払われる期間は 3年を超えてはならないものとする。 

 
季節労働者が上記の条例に反する状況で出産する場合は、社会支援料の徴

収は国家法に従って行われるものとする。社会支援料の国庫への支払いおよび
罰金の滞納はツートラック方式の収支管理システムの下に管理されるものと
する。いかなる団体または個人も上記の資金を保持、流用、横領もしくは着服
してはならない。」 [5k] 

 
BEIJINGおよび SHANGHAIの家族計画条例 
 
28.31  2003年 8月 9日に公式報道機関、新華通信が報じたところによると、 新条

例（2003年 9月 1日より有効）に基づき、Beijingにおける 9種類の世帯には
第 2子が許可される。 [13a] 

 
28.32 同じ情報筋が続けて述べたところによると、  
 

「第 2子が許可される 9の集団には、第 1子が障害者である夫婦、両者がそ
れぞれの家族の 1人っ子で、現在子供が 1人である夫婦、および子供が 1人だ
けの再婚夫婦が含まれる。改正前の自治地域人口・産児制限法の下では、上記
の夫婦は第 1子の出生から最低 4年後で、母親が 28歳以上である場合にのみ
第 2子を持つことができる。」[13a] 

 
28.33  2006 年 9 月 30 日に人民日報紙が確認したところによると、Beijing は家族

計画に関する規制を緩和し、高等教育資格を持つ人民が機械的に第 2子をもつ
ことを可能にしない意向を示している。 [12ac]  

 
28.34  2004年 6月 25日に人民日報紙が報じたところによると、Shanghaiも両者

が 1人っ子である夫婦は第 2子を持つことを許可する同様の措置を承認した。
同省はまた、初婚の子供を持つ夫婦が両者の子供を持つこと、ならびに第 1子
が障害者である場合は都市部に居住する夫婦は第 2 子を持つことを許可する。
[13h] 

 
28.35  2004年 4月 14日に Guardian 紙が報じたところによると、都市部の高齢者

人口に関する懸念により、様々な変化がもたらされた。報告が付け加えたとこ
ろによれば、同様の理由で先例に倣う都市がある一方で、政府高官は「1人っ
子政策」は依然として予測可能な未来に向けた中国の家族計画の土台であると
頑なな姿勢を崩さない。報告の結論によると、「中国の無償教育の終焉－過去
25 年におけるもう 1 つの大変化－はどの家族計画政策にも増して人口増大を
抑制する有効な方法になる可能性がある。 [41e] 

 
独身女性の家族計画 
 
28.36  USSD Report 2006の報告によると、「出産年齢を上げるために、法律は婚

姻最低年齢を女性は 20歳、男性は 22歳に定めている。独身女性が子供を持つ
ことはどの省でも依然として違法であった。未婚の母親には社会的補償料が課
された。」[2e] (1f項) 2006年 8月 7日にジャパンタイムズが報じたところによ
れば、「アルマニャック 2001年版 の中国の健康に関する報告が報告するとこ
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ろによれば、中国では年間およそ 1,000万件の人工中絶が行われている－うち
20ないし 30％は未婚女性に行われた。中国憲法の下では、18歳以下の少女に
行われる人工中絶は 1人の親または保護者が承認しなければならない。従って
家族の反応を恐れる多くの少女は、命を危険にさらしかねない違法の中絶施設
または偽医者のところに行くという。」17n]  

 
28.37  Elina Hemminki、Zhuochun Wu、Guiying Caoおよび Kirsi Viisainenが 2005

年 8月に定期刊行物、性と生殖に関する健康で発表した、中国における非合法
的出産および人工中絶に関する報告書に寄稿し報告したところによると、「中
国の家族計画条例には『違法な子供』（つまり『違法な妊娠』で出生した子供）
の概念が掲載されていないため、法は婚外子に対する差別を禁止している。し
かし、違法な妊娠で出生した子供は、その両親が処罰として課された罰金を支
払うまでは平等に登録または扱われることが許されない。」 [15a] (違法な妊娠) 

 
 (第 27項:子供－黒人の子供（hei haizi）も参照のこと) 

 
(第 31項:戸籍登録 – Hukouも参照のこと) 

 
28.38  2001年 11月 2日付けのカナダ IRBAの報告によると、「人工中絶を望まず、

出産を決意する未婚の妊婦は、地方政府高官または医師が『見て見ぬ振り』を
して予定日まで妊娠を黙認する報酬を支払うこともできなくはない。 [3f] ま
たその報告が述べたところによれば、 

 
「研究分野に中国の 1人っ子政策が含まれるブラウン大学のある社会学教

授によれば、中国の地方各地は産児割り当てを前提条件にしている(2001年 10
月 31日)。未婚女性は割り当てに不適格になる。教授の考えによれば、かかる
女性が妊娠した場合は、恐らく人工中絶が勧められる可能性が高い。同教授は
また、多くの文化において、婚外妊娠には何らかの不名誉が伴うため、また 1
人で子供を育てる経済的困難により、女性の多くは選択の余地として人工中絶
を求めることになる。」 [3f] 

 
28.39 2005 年 8 月 25 日のカナダ IRB の報告によれば、この問題は省の家族計画条

例では例外を見つけることができなかった。 [3h] 
 
28.40  2005年 10月 27日の Epoc Timess（法輪功を支持する刊行物）の報告によ

ると、学生の出生許可書申請を許可する可否については、当惑がある。「[2004
年]2月、中国教育省は大学生の婚姻禁止を廃止する新たな規則を公表した。し
かし、この規則は大学在学中の学生が子供を持つ可否について明確に述べてい
ない。それ程ではないが、学生対象の関連政策や産児割り当てといったものは
ないため、大学および総合大学の産児制限部署は、学生に対する出生許可書の
付与を認めないことを主張する。[40c]  

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 
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人身売買 
 
29.01  2007年 7月 30日にメコン川流域の人身売買に関する国連機関合同プロジェ

クト(UNIAP)が 中国の国別ページについて報告したところによると、 
 

「中国は巨大な領土を持つ人口大国である。その結果の 1つが地域間に社会
経済の不均衡な発展が存在することである。遠く離れた貧しい農村の住民は法
律知識や自衛能力が乏しく、被害の対象になりやすい。特に脆弱なのは教育レ
ベルの低い女性である。こうした女性は強制売春、強制婚姻等を目的とする拉
致および人身売買の対象になりやすい。一部の農村地域では女性または児童を
婚姻や養子縁組のために売買する現象が存在する。取引された女性には様々な
状況が存在する。貧困地域では、取引された女性のほとんどが、高齢で病弱な
不能独身男性に妻として売られる。富裕地域では、取引された女性のほとんど
が娯楽ビジネスや美容院、マッサージ･パーラーまた公衆浴場に連れて行かれ
るか、もしくは売られて売春婦として働かされる。最近では、国際人身売買組
織との協力の下に、国境を越えた人身売買の事例が増加している。その傾向に
としては、外国人女性の中国への不正売買、中国人女性の中国国外への密売が
挙げられる。非合法的手段で出入国し、中国に売られる女性は、主にベトナム、
ロシア、韓国およびミャンマーの出身である。中国南西部に住む女性の一部ア
はタイおよびマレーシア等の国に密買される。国境を越えた人身売買の目的は、
性的搾取や強制婚姻から違法な養子縁組、強制労働、物乞いまで様々である。」 
[27a] (概観)  

 
29.02 また UNIAPが述べたところによれば、   
 

「過去 10年間において、公安省（MPS）は女性および児童の人身売買を阻
止する国内での攻防において重要な役割を果たしてきた。1991年から 2000
年にかけて、MPSは全国の特定地域において女性と子供の人身売買撲滅を目
指す 4つの運動を組織した。2001年から 2003年にかけて、警察は 2万 360
件の人身売買事件を摘発し、2万 2018人の犯罪者を逮捕し、また 4万 2215
人の女性と児童を救出した。地方検察院は女性および児童の人身売買の逮捕事
例 7185件を承認した上で、1万 3995人の容疑者を逮捕し、さらに密売され
た女性の逮捕事件 226件を承認して、416人の容疑者を逮捕した。女性および
児童の人身売買事件 8442件は、1万 5005人の被告を伴う公訴により裁判所
に持ち込まれた。不正取引された女性および児童の買取り 177件は 358人の
被告を伴う公訴により裁判所に持ち込まれた。」 [27a] (司法的枠組み、逮捕と起訴)  

 
29.03 2007年 6月 12日に公表された USSD人身売買者 Report 2007の報告による

と、  
 

「PRC政府は人身売買の撲滅に向けた最低基準を全面遵守していないが、
それに向けて大いに努力している。中国は被害者の包括的保護サービス向上と、
不本意な強制労働を目的とする人身売買への取組みに向けて努力を拡大した
証拠を示さなかったとして、3年連続で Tier 2 Watch List（基準は満たさない
が努力中）に記載されている。中国は人身売買防止法を執行する努力を持続し、
また人身売買被害者に一時ケアを提供する保護施設の建設により、場所的に重
要な地域での被害者防護において改善を示す方法で、一部の地域で向上を見せ
た。しかし、多くの場所で被害者に対する包括的援助の改善努力は不十分で、

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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北朝鮮の人身売買被害者を出稼ぎ労働者として扱い、被害者を北朝鮮の恐ろし
い環境に定期的に送還した。」[2l] (中国) 

 
29.04   同じ情報筋が述べたところによれば、 
 

「中国は報告期間にわたって人身売買者に対する刑法執行の記録を持続し
た。ただし、政府のデータは検証が難しく、人身売買を密入国および違法な養
子縁組と一括扱いにしている。P.R.C.憲法は 14歳未満の強制売春、拉致およ
び営利目的の性的搾取を刑法で処罰する。終身刑および死刑を含むこれらの規
定に基づく罰則規定は、重犯を抑制するに十分厳格で、それに相応の処罰であ
る。強制または詐欺を伴う中国は営利目的の性的搾取を禁止していない上、賦
役等のあらゆる形態の人身売買も禁じていない。刑法第 244条は使用者による
強制労働を禁忌とする一方で、重犯はさらに厳しい処罰を与えるとするものの、
3年以内の禁固刑および/または厳格さに欠ける法定罰金という罰則規定を定
めていた。報告期間中、中国は 3371件の女性および児童の人身売買調査を報
告した。しかしこの数字には、報告書の評価過程で人身売買事件とみなされな
い養子縁組目的の児童の拉致、あるいは密入国が含まれる可能性がある。国全
体としては、省級政府は 371人の被害者を救済し、415人の人身売買容疑者を
逮捕した。中国は全体の有罪判決記録のデータを提供しなかったが、少なくと
も 6人の人身売買業者は、2006年 12月に Anhui省で有罪判決を受け、終身刑
を宣告された。問題の程度は記録されなかったが、中国内外における中国人の
不本意な強制労働は依然として存在した。 政府はこの犯罪に関しては調査、
逮捕、または告訴を全く記録していなかった。」 [2l] (中国)  

 
29.05  1991年 9月 4日、NPC常務委員会は、女性または児童を拉致、人身売買ま

たは誘拐する犯罪者の厳罰について、以下の法令を採択した。この法令の第 1
条は以下の通りである。  

 
「女性または児童を拉致および人身売買する者はいかなるものも、5年以上

10年以下の有期禁固刑を宣告されるものとし、同時に 1万元以下の罰金を科
せられるものとする。以下の状況のいずれかに基づく場合は、その犯罪者は
10年以下の禁固刑または終身刑、同時に 1万元以下の罰金もしくは財産没収
を宣告されるものとする。状況が特に重大である場合は、その犯罪者は財産没
収の処罰と同時に、死刑を宣告されるものとする。 

 
1 女性または児童の拉致および人身売買に従事したギャングの首謀者であ
ること。 

2 3人以上の女性および/または児童の拉致および人身売買 
3 Raping the woman who is abducted and trafficked in; 
4 拉致および人身売買された女性に対する売春の誘導または強制、もしくは
かかる女性を女性の強制売春に従事する他者または複数の他者に売るこ
と。 

5 拉致および人身売買された女性または児童、もしくはその血縁者に対し、
重篤な身体的傷害または死もしくは他の重篤な結果を引き起こすこと。 

6 中国領土外への女性または児童の売却。女性または児童の拉致および人身
売買は、被害者の売買を目的とする、女性または児童の拉致、買取、不正
取引、調達または売却、もしくは移送を意味する。」 [5e] 

 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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支援と協力 
 
29.06  2007年 7月 30日にアクセスした国ページで UNIAPが中国について述べた

ところによれば、  
 

「中国政府は人身売買の被害者の支援および協力に対し、これまで以上の注
意を払っている。Kunming (Yunnan 省)、 Xuzhou (Jiangsu 省) および 
Chengdu (Sichuan 省)では、人身売買の被害女性および児童対象の 3つの移動、
訓練および社会復帰センターが設立された。これらのセンターは 2000人を超
える人身売買女性を対象に様々なサービスを提供すると共に、物理面および精
神面で被害女性に便宜を図り、社会復帰に導く。同センターは被害者が安全に
自宅に戻れるよう助力する。2000年に人身売買女性および児童を救済した人
身売買防止運動期間中、MPSは児童が両親と確実に再会できるようにする目
的で初めて DNA鑑定を利用し、 それによって 513人の児童が実の親と再会
した。中国におけるもう 1つの被害者支援手段は、社会的権利保護機関を利用
して法律扶助および業務を女性および児童に提供するという方法である。2003
年 5月末の時点で、30の省、自治区および直轄市全体で 330の都市／県内に
8000を超える法律扶助センターまたは法律相談センターが存在した。」[27a] (被
害者に対する支援)  

 
29.07  USSD人身売買報告書 2007で報告されたように、 
 

「中国は報告期間中、被害の多い南方国境の各省を特に重視し、人身売買の
被害者保護に向けて相応の進展を見た。公安省（MPS）は 2006年の秋に、ビ
ルマおよびベトナム国境に沿って 2箇所の国境連絡事務所（BLO）を開設する
と報告した。BLOは短期間の避難所を提供し医療を提供する。政府が出資およ
び指導する全国規模の社会組織である中華全国婦女連合会（ACWF）の協力を
得て、被害者は本国送還を支援された。伝えられるところによれば、上記の
BLOのMPS職員は人身売買被害者をより正確に識別する訓練を受けたとのこ
とである。また ACWFは Guangxi省、Jiangsu省、Yunnan省および Sichuan
省に避難所を開設したと報告している。Guangxi省当局も 2006年 2月に、30
人の被害者を対象に避難所、医療および短期のリハビリテーションを提供する
国境人身売買救済センターを設置した。婦女連合および NGOは、女性が法的
助言および扶助を受けられる国および地域レベルのホットラインを設置した。
保護サービスは依然として暫定的で、被害者のニーズに対応するには不十分で
ある。例えば Yunnan省では、商業的性的搾取の被害者 は精神的援助を提供
されず、2、3日で自宅に帰されるのが一般的である。」 [2l] (中国)  

 
(第 26項:女性も参照のこと) 

 
中国の季節労働者 
 
29.08  Sussex大学のRonald Skeldon が 2004年に中国の移民について投稿して報

告したように、 
 

「… 中国の総人口と華僑の人数間の単純な相関関係は信頼できない。これ
は華僑の大多数が中国のごく一部の地域に端を発するからである。Guangdong
省、Fujian省および Zhejiang省の南岸に位置する 3つの省は移民の中心的存

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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在で、上記の省内では限られた地区や村落さえも中心であった。こうした地域
は中国の辺境に当たり、資源基盤に関しては脆弱であった。 しかし、最も重
要なことは、これらの地域が海上輸送による欧州植民地保有国の拡大の影響を
最も速い時期に最も集中的に受け、そのことが上記の地域を全世界的体制の拡
大に結びつけたことである。また、華僑の人数を中国の基本人口と対比する際
には、華僑の多くは両親や祖父母が選択した中国以外の土地で生まれているた
め、中国の民族性と中国人の移民を混同してはならない。」[50a]  

 
29.09  同じ報告書の記載したところによれば、「Fujian 省出身の移民および

Guangdong省出身の一部の移民に加え、Zhejiang 省出身の移民さらに北東部
の省出身の移民は欧州への流出に顕著に貢献している。」 [50a] 

 

 
 

米国国務省提供の地図  
 
29.10  2004 年 6 月に受託された 1 週間の Fujian 省訪問の結果と共に提供された

CEME (移民管理共同作業)の報告書によれば、Fujian省の経済成長は外部から
の移民流入を助長しているということである。」 [97] 

 
29.11 CEMEがまた述べたように、 
 

「Fujianには 80を超える県があるが、他国の不定期な移民の移住先はわず
か 2つか 3つである。それぞれの県は 20を超える町から構成され、町は 20
以下の行政村を管轄するが。その取り組み方は様々である。入県/出県の確実
な数字を計測するのは難しい。政策および慣行は MPSの入出管理局および同
省の国境警備軍間で分担される。3,000キロメートルに及ぶ海岸線に数千隻の
船舶が停泊する状態で、すべての出入港を監視および記録するのは困難であ
る。」 [97] (p5)  

 
29.12 2004年 2 月 7日付けの Guardian 紙で報じられたように、「Fujian省の住民

は長い間、海外で富を築くことを求めできた。極端な事例では、全世帯の 80％
が外国で生活する血縁者を持つ村落もある。 [41c]  

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 

117

 
スネークヘッド(密入国斡旋業者) 
 
29.13  2004年 2月 13日に Channel News Asiaが報じたように、  
 
 「報告によると、中国 Fujian省で活動するスネークヘッドまたは密入国斡旋業

者のネットワークは巨大で、中国の平均賃金の 10 倍の給料を欧州で稼ぐ可能
性に魅力を感じた地元民の要求に応えている。チャイナ･デーリーによると、
あるスネークヘッドとして 10 年間仕事をしているある男性は『スネークヘッ
ドの多くは 1つの集団に所属していて、皆仲間だ』と話した。そして、『互い
に協力しながら様々な地域の密入出国を請負い、密航者から受け取る金を分け
合って金持ちになる』ということである。この問題は 2 週間前にイギリスの
Morecambe 湾でザルガイ漁をしていた中国人と目される 19 人の溺死で世間
の注目を浴びた。このうち 15 人は先祖が違法入国の長い歴史を持つ Fijian 省
Fuqing市の出身であると思われる。」 [93b] 

 
29.14  米国国立司法研究所は、中国の密入国斡旋業者の特徴と題した 2004年 8月

の報告書(米国司法局が出版)の中で、密入出国業務におけるいくつかの特殊な
役割を特定した。これを以下に紹介する。  

 
「世話役は、何らかの経緯で密航者を知る自称移民の親戚または親しい友人

であることが多い。世話役はそれ以上の密入国業務に関与する場合としない場
合がある。  

 
まとめ役は、手数料の対価として必要なサービスを獲得する人脈を持ってい

るため、密入国斡旋業の中心人物である。  
 

運び屋は移民が出入国する際に力を貸す。中国を拠点とする運び屋は移民を
国境または密航船まで連れて行く。米国を拠点とする運び屋は密輸された移民
を空港または港から安全な家に連れて行く。  

 
書類提供者は人脈に精通しており、移民の輸送を円滑にする様々な書類を作

成する能力を持つ。書類は公式または非公式ルートを通じて入手された本物で
ある場合もあれば、偽造書類の場合もある。  

 
悪徳公務員は中国の有力者や金をもらって中国人の不法移住者に手を貸す

多くの経由国である。一部の悪徳公務員は紹介者の役割を果たすだけでなく、
密入国斡旋組織の幹部またはパートナーでもある。 大規模な密入国斡旋集団
の元所属員が指摘したとことによれば、現地の地方政府職員がその集団を取り
仕切っていた。  

 
案内役は不法移住者の経由地点から、米国に入国する別の移住者または協力

移住者までの移動を担当する。スネークヘッドは密航船を調達または運航する
ために船員を雇い入れる。  

 
実行役は密航船上で労働するために雇用される不法移住者自身である。 

 
取り立て屋は米国を拠点とし、密入国料が支払われるまで、不法移住者を安

全な家で拘束する役割を担う。他の取り立て屋は中国を拠点とする。」 [94] (p9) 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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29.15 2004 年 3 月 9 日発行の中国のグローバル化と欧州への移住と題された Dr 

Frank N. Piekeの論文によれば、 
 

「中国人密航者に関するアメリカ人の研究(Chin 1999; Zhang and Chin 
2000) は、スネークヘッドが組織指導力の抹殺を目的とした従来の法執行方法
に対抗し得る秘密結社さながらの犯罪組織であることを明らかにした。それに
よると、スネークヘッドはどちらかと言えば、無規律な人脈網に潜りこんだ、
極めて専門分野に精通した独立起業家である。従って、スネークヘッドに対抗
するには、危険性と活動費用を共に引き上げ、斡旋業務の需要をなくす方法で、
その市場を破綻させることに集中するべきである。 重要な問題は、かなりの
数のスネークヘッドに危険性が低く、儲けの大きい他の仕事を求めて今の取引
を放棄させるには、国側が移住計画の下で何人の Fijian省民を受け入れるかと
いうことである。」[50e] (p13-14) 

 
29.16  2007年 3月 6日に公表された米国国務省(USSD) Report2006が報告したよ

うに、「密入国者は逮捕および告訴された場合、10 年の禁固刑と 6,000 米ド
ル（RMB48,000）以下の罰金を受けた。極めて重大な事例では、裁判所は終
身刑または死刑を宣告した。」[2e] (Section 5) 2004年 6月に受託された 1週間
にわたる訪問調査の結果をまとめた CEME (移民管理協力活動)の報告による
と、「密入国または人身売買を組織した罪で起訴された者は、有罪判決を受け
ると 2 年、5 年または 10 年の禁固刑もしくは終身刑を言い渡された。」とい
うことである。 [97] (p7) 

 
2003年 11月の FUJIANへ事実調査任務 
 
29.17  2003年 11月 14日、ロンドン警視庁チャイナタウン局は Fijian省を訪問し

た。訪問の目的は Fujianから英国への移住理由に関しさらなる理解を得ると共
に、同省の生活様式および諸状況について身をもっての知識と経験を得ること
であった。 [98] 

 
29.18  局員は Fuzhou 市、Fuqing 市および Changle 市の警察幹部ならびに上級公

務員と面会した。Fuquing市は人口 200万人で、国外居住者は主として米国お
よびカナダに 70 万人いるとされる。同局員は在 London 中国ギャング団の大
多数の出所である Longtian 村と Jiangjing 村も訪問した。 この 2 つの村は車
でわずか 20 分の距離にあり、それがイギリスでの双方間の競争意識を説明す
る要因だということである。 [98] 

 
29.19 Fujian 省の非熟練労働者は 400元（32ポンド）程度の月給しか獲得できない。

イギリスの極めて低賃金労働でも週給 100ポンドの賃金を支払っている。こう
した移民の多くは、中国で立派な家を建て、将来に向けて自身とその家族が独
立する資金を稼ぐために、イギリスで 2、3 年間働くことを目標にしている。 
[98] 

 
29.20  省民は外国へ行って「成功する」という大きな重圧を抱えている。これは最

低限の期間で可能な限りの高収入を獲得するという意味で、移民は 1日 12時
間労働で、6ないし 7日間働く事例が多い。収入を獲得する必要は、数年前に
Morecambe 湾の惨事で証明された、職種を問わず雇用を獲得しようとする余
裕のなさを生み出す。 [98] 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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29.21  華僑の多くは一財産を築くまでは中国に帰還できないと感じており、これは

華僑とその家族の双方に甚だしい面子の喪失をもたらし得る。 [98] 
 
29.22  政府高官によれば Fujianが経済的に豊かな繁栄した省であった。都市および

農村郊外には、販売価格が 7万ないし 13万ポンドの数百に及ぶ新築 5階建て
の住宅が建設されていた。こうした住宅は海外の華人から送られる送金で建て
られたものである。特に顕著であったのは、これらの住宅の多くが無人で、農
村は放置されていたことである。わずかに見られた住人は高齢者または子供で
あった。 [98] 

 
29.23  Fujianへの訪省には刑務所や拘置施設への訪問は含まれなかった。 [98] 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
 
医療問題 
 
治療および薬の有用性についての概観 
 
30.01 世界保健機関（西太平洋局）が 2007 年 1 月 27 日にアクセスした、中国の国

別保健情報概要の中で報告したように、 
 
「全体的に、中国の人々は長寿で健康的な生活をしている。疾病の状況は先進国に類似
している。死亡の 85%ないし 90% は非伝染性疾病および 負傷によるものである。し
かし、全国平均では、地域による著しいばらつきや差異が隠されている。例えば、5歳
未満の死亡率は、工業化された東部の省よりも貧窮化した西部の省の方が 2～3倍高い。
類似した地域の不平等は、大半の基本的な健康バロメータに関しても見ることができる。
保健や教育など奨励金付きの社会サービスに接していない貧しい都市部の移住者もま
た、偏って過小評価されたり影響されたりしている。」 「[53a]   
 
30.02 同じ情報がさらに述べたところによると、 
 
「2005年、中国の保健分野では、郊外および都市部のサービス配信システム、違法治
療行為の規制、地域保健サービスに付与される重要性および国際協力推進の点において
相当な変化があった。しかし、上記分野の進歩にも関わらず、中国の保健制度は依然、
大きないくつかの課題に直面している。問題は次のように分類される。 
 
第一に、病気予防管理システムおよび緊急対応システムを、特に郊外でさらに改善する
必要がある。HIV、エイズのような大病の蔓延傾向は効果的に抑制されておらず、病気
の監視、報告のためのネットワークは依然としてさらに改善を要する。監視実施チーム
の能力は不十分であり、この分野の要件は充足されていない。 

 
第二に、新しく表面化してきた病気や人間と動物の両方に伝染する病気（鳥インフルエ
ンザのような）が中国で脅威を増しているが、現存する伝染病や伝染性の病気が国の多
くの地域でずっと深刻な問題となっている。同時に、慢性の非伝染性疾病や負傷が死亡
や身体障害の主因となっている。 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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第三に、大半の資金が大都市、大病院に配分されている。保健分野関連の資金を増やし、
郊外の住民にとって不可欠な保健サービスへのアクセスを増すために、限定された利用
可能資金を効果的に使用できるよう保証し、かつ、より効果的な地域保健サービスを支
援するため、一層の努力がなされる必要がある。 
 
第四に、厚生施設への融資やサービスのシステムを改善する必要がある。厚生施設の提
供者はますます、利用者の料金により費用を賄う必要性のみが動機付けとなっているよ
うである。」 [53a]  
 
30.03 2007年 1月 19日にアクセスしたヨーロッパワールドが言及したように、保 
健費の GDPに占める割合は、2003年において 5.6％であった。これは、1人当りでは 
278米ドル に等しい。同じ情報筋が言及したように、1,000 人当りで病院用ベッドは 
2.31床、内科医は 1.64人であった。5歳未満の死亡率（生児 1,000 人出生につき）は 
2004年には 31人で、同年、国のランクは国連人間開発指数 0.768のスコアにより 81 
位であった。[1a] (保健福祉)  
 
30.04 エコノミスト・インテリジェンス・ユニット (以下 EIUという) が同誌の 2007

年中国に関する国別概要において報告したように、  
 
「1949年以降の平均余命の伸びは、一部は保健医療制度が著しく改善した結果である。  
1975年までは、被保険率および人民公社により運営されている協同医療制度 (以下
CMSという)の適用率は、人口のほぼ 90%に達した。基本的な保健医療施設はほぼ誰も
が無料かわずかな費用で利用できた。しかし、大都市の利用可能な施設と貧しい郊外地
域で提供される物との間に大きな差異が存在した。この違いは以来ずっと広がっている。
人民公社がなくなった後、 元の CMSが多くの郊外地域で機能停止し、郊外の人々は
独力でどうにかせざるを得なくなった。より最近では、政府は地方に新しい CMSを創
設しようと試みている。郊外の住民 3億 9,600万人(全体の 44.7%)が現在対象にされて
いると 2006年 9月に公表されたが、そのスキームは、最大で加入者が負担する医療費
65%のみを対象としている。政府によれば、2010年末までに中国の全行政区が新しい
郊外の協同医療制度の対象になるとのことである。都市の人々は、保健医療制度により
一掃する市場要因に対してより良く保護されている。そうではあっても、都市の人々の
半分は、国営企業 (以下 SOEsという)が小型化するにつれて拡張されている健康保険
制度の対象となっている。(SOEs は、労働単位に基づいた保健医療規定に関する中国
の以前のシステムにおける大きな柱であった)。実際のところ、医療は営利化されつつ
ある。」 [4a] 
 
30.05 2003年に実施された全国調査により、また国営新華社通信が 2004年 11月 22
日に報告したところによると、「都市の中国人患者の 36% および地方のそれの 39%が、
治療に対する金銭的余裕がないことを理由に医者に診て貰わなかった。「 同じ情報筋
で, 「医者は患者に高額の処方を行う。なぜなら中国の病院はサービスではなくて薬に
よる収入にあまりに多く依存しているからである。「 [13p] 
 
HIV/エイズ 
 
30.06 EIUが同誌において 2007年の中国の国別概要において報告したように、 「政 

府の HIVおよびエイズに関する統計は大きく変わることが多いが、衛生部は 2006 
年半ばにおいて 65万の中国人が HIVまたはエイズにかかったと発表した。 国は 
中国は 2010年までに 1000万人以上の HIVまたはエイズ患者を抱えるものと予測 
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している。薬物乱用や売春の広がりがこの問題を助長している。」 [4a] (Health)  
 
30.07 2007年 1月 27日にアクセスした、国連エイズ計画のウェブサイトが言及した

ように、  
 
「2006年、中国政府はエイズ対応を強化し続け、HIVの予防、治療、ケアおよび支援
に努力を重ねた。ますます多くの国際組織、財団、市民社会グループもまた企業と共に、
中国でのエイズ対応に積極的に貢献しつつある。HIVまたはエイズに関する拡大国連テ
ーマグループおよびそのワーキンググループが、中国における HIV対応を国際的に協
調するための主要プラットフォームとして残っている。中国の HIVの伝染率は概して
低いものの 1つではあるが、特定少数者やいくつかの地方において一部伝染率が高い。
現在、複数の伝染病が集中している状況にある。現在 HIVにさらされる危険のある人々
は、3000～5000万人と見積もられている。売春をする女性で注射による薬物常習者―
そしてその売春の相手―が特に危険度が高い。中国政府は、国際社会からの支援を受け、
増加した多部門の参加も交えた政府主導の HIV対応に関する財団を創設した。HIVに関
する新しい規制および 2006年から 2010年の国家行動計画において、その対応に関す
る全体の枠組みが与えられている。認識を高めエイズに関連する汚名を減らすため、さ
まざまな活動が始められている。広く情報、教育およびコミュニケーションに関する資
料が配布されている。コンドーム奨励の拡大、母から子への伝染の予防や危害の削減―
メタドン維持療法や注射器、注射針の交換に関して注射による薬物常習者を対象とする
―などがある。エイズについて診察を受ける人々に対し治療やケアがますます行われる
ようになりつつある。国の政策に合わせて、エイズにより孤児になった子供に対する自
由教育や一連の他のケアや支援策が拡大されてきている。しかし、その対応の中でなさ
れた進歩は、まだその伝染病の規模や広まりに合っていない。予防、治療およびケアに
おける主要課題は、以下の通りである。 
・省およびそれ以下のレベルでの国のエイズ政策実施を保証する必要性 
・汚名と差別を減らす努力 
・認識を高める努力 
・介入対象範囲の拡大、若者や移民など弱者に関して注視すると共に、女性、少数民族
の個々のニーズにより注意をはらうこと、および、 
・抗レトロウイルス薬に対するより良いアクセスのニーズ―特に、1回に服用する薬の
決まった組合せや第二次薬、およびエイズ孤児や影響を受けた子供に関するサービスに
対して」 [54a]  
 
抗レトロウイルス薬による治療 
 
30.08 2003年 11月 11日に HRW が報告したように、中国政府は、郊外の住民全て

および自身の治療費が支払えない都市の住民に、抗レトロウイルス薬を無料で
利用できるようにし始めた。 [7g] 中華日報が 2004年 4月 14日に報告したよ
うに、自由治療の資格を得るためには、患者は、郊外の住民であるか、または
経済的に困難でかついかなる基本医療保険の対象でもない都市の住民でなけ
ればならない。 [14j] 

 
30.09 2004年 4月 15日、中華日報は、政府が全国民に対し無料のエイズ検査および

相談を開始する旨発表したと報告した。報道によると 「規制に従い、中央政
府はエイズに襲われた地域での検査代を支払い、一方で他の地域の地方政府は
自らが支払う」とのことであった。 [12q]  
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30.10 国営新華社通信が 2004年 12月 1日に報告したように、「今年 10,000人以上
のエイズ患者が抗ウイルスの 1 種である抗レトロウイルス薬治療を無料で受けて
いる。 HIV またはエイズに関する中央政府の総投資額は、2003 年においておよ
そ 3億 9000万元（4700万米ドル）に達した。2004年予算は 8億 1000万元（9800
万米ドル）であったが、2004 年の国際支援予算は 4 億 2100 万元（5100 万米ド
ル）に達した。「 [13b] 国営人民日報が 2005年 4月 18日に報告したように、フ
ランスの NGO 国境なき医師団（以下 MSF という）は、広西チワン族自治区の
160人の患者に対する抗レトロウイルス薬治療など、2003年後半以来中国の 260
人のエイズ患者および HIV感染者に無料の医療扶助を行っている。」 [12ab] 

 
30.11 カイザーネットワークの 2006 年 8 月 17 日 の報告によると、 「HIV 陽性患

者の中には第一次抗レトロウイルス薬に抵抗をきたす人もあるが、ロイターによ
れば、第二次薬は、第一次薬に比べ 7 倍から 28 倍高い。加えて、テノフォビル
やアボット・ラボラトリーズのカレトラなど、一般に使用されている第二次抗レ
トロウイルス薬は中国では使用できない。アボットと中国はカレトラの価格設定
の取り決めについて交渉中であるが、ロイターによると合意はすぐには見込めな
いようである。」[95c] 

 
HIVまたはエイズ患者に対する差別 
 
30.12 2003年 9月、HRWは Locked Doorsというタイトルの報告を発表した。中国 
で HIV またはエイズと共に生きている人々の人権についてであり、中国で HIV 陽性と
診察された際に人々が直面した多くの障害物について詳述した。本報告では、特に郊外
地域においてこの病気に関しての無知ぶりが高水準であったことと、中央政府の発議を
完全に実施することに対し、地方の役人の無関心さが続いていたことの両方が強調され
た。 [7f] 2005年 1月、HRW は中国のエイズ活動家に関する制限というタイトルの報
告を発表した。本報告は、「NGO の活動が一般に増えているにしても、活動家や NGO 
スタッフは常時の国の監視、お役所的障害物に関するウェブ、および日々の仕事を行う
過程でのあからさまな嫌がらせを報告し続ける。」と述べた。 [7c] (Summary) 
 
30.13 Global Health Councilの 2004年 8月 28日の報告によると、「中国の常務委

員会が、エイズの広がりを予防するための血液売買の禁止や、伝染病の被害者に
対する違法な差別を禁止する法律を土曜日に通過させた、と国のメディアは伝え
た。「 [56a] 2006年 2月 13日、国営新華社通信は、HIVまたはエイズの広がり
を抑制するために設定された新しい規制が 2006 年 3 月 1 日より発効すると発表
した。「その規制によれば、 いかなる労働単位や個人も、HIVまたはエイズ、エ
イズ患者やその親戚と共に生活する人々を差別できない。結婚、雇用、医療およ
び教育の権利は法律により保護される。」 [13j] 

 
精神の健康 
 
30.14   南華早報 が 2005年 1月 15日に報告したように, 「衛生部統計によると、中
国は 16,055人の精神科医―87,500人ごとに 1人―がいる。本統計は、有資格の精神科
医のケアが存在しない郊外地域の格差は反映していない。「 同じ情報筋によると、多
くの病院には真の精神科医がいない。その代わり、短期間再教育を受けた神経科医など
の医者がいて、その際処方箋を書く前に、座って患者の話を聞く。[17j] 国営人民日報
が 2005年 3月 21日に報じたように、中国には心理学的業務に従事する者は 3,000人
に満たないのに対し、最先進諸国では 1,000人ごとに 1人の心理学関係従事者がいる。
[12n] 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 

123

 
30.15   WHO メンタル・ヘルス・アトラス 2005 (精神衛生および薬物乱用部門のプ
ロジェクト、WHO、ジュネーブ)が中国の国別概要において言及したように、「中国の
全都市の中で上海が最も進んだ精神科の組織を有している。…3つのレベル―市、地域
および草の根レベル各々においてのサービスが利用できる。」 [53b] 
 
30.16 Radio Free Asia (RFA) の 2006年 9月 15日の報告によると、 
ように、「現在、中国での 1時間の心理療法の料金は、200ないし 500元（25～62米
ドル）の範囲であり、女性の自殺率が驚くほど高い 9億人いる郊外の住民の誰にも全く
手が届かない。」 [73g]  
 
(第 12項： 精神科的保護 – アンカンの制度も参照のこと) 
 
30.17 2007 年 3 月 6 日に発表した 2006 年米国国務省報告が言及したように、「女

性 
の高い自殺率はずっと深刻な問題であった。…女性や女児に対する暴力、教育や雇用に
おける差別、伝統的な男児優先、国の産児制限政策などの社会的要因が、特に高い女性
の自殺率の原因であると多くの専門家は考えた。女性の自殺率が男性に比べて 3～4倍
高い郊外地域の女性が、特に被害を受けやすかった。」 [2e] (5項) 
 
(第 26項：女性も参照のこと) 
 

                                 目次に戻る 
 

                                 出典リストに進む 

移動の自由 
 
戸籍 (HUKOU) 
 
31.01 アムネスティインターナショナルが 2007年 3月 1日付報告の中で述べたとこ

ろによれば、 
 
「hukou制度では、中国人 1人 1人が地元の公安省に登録することを求められている。
戸籍登録冊子は、家族全員の名前、生年月日、職業、婚姻状態などの情報を含み、家族
（家族として数えられる 1人住まいの個人を含む）に関し地元の公安省により保管され
る。中国の人民は、永久の hukou登録のある場所を 1箇所のみ有している。1985年に
発布された都市戸籍管理暫定条例によると、外国籍であるなど 3年以上 hukou地帯の
外で滞在または生活する者は、地元の警察署にある地元の hukou当局で登録し、かつ
宿泊客としてまたは一時的に hukou登録を得なければならない。そのようにできない
者は罰金を科され、永久登録のある自身の場所へ退去させられることとなる。訪問者の
世話をする家主、ホテルなどの家族は、地域によっては上記の規制が緩い場合もあるが、
客に確実に警察署で登録させることに責任を負っている。hukou地帯の外の地域に 3
年以上滞在している者はさらに、居住の法的基礎および法的根拠の主要基礎が与えられ
る一時居住許可（zanzhuzheng）を申し込まなければならない。多くの場合、働くため、
家を借りるため、銀行口座を開設するため、公的な建物（図書館のような）に入館する
ため、登録された郵便を受け取るため、そして、他に本人確認目的用としてこの許可が
必要とされる。」 [6n] 
 
31.02 また同報告書によれば、 
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「一時居住許可を得ることは、必要となる手数料や書類は地域間でかなり変わるものの、
時間がかかり金のかかる手続きである。… (しかし)、北京で居住許可を得ることはずっ
と難しいままである。警察が簡単に許可を交付しない北京内の移民労働者によれば、人
脈と言う意味の guanxiを持っていなければならないということである。しかし、一時
居住許可を得ようと求める人は、追加費用を抱えることとなる。いくつかの地域の報告
書では、市内の移民労働者は一時許可を得るためには地元の役人や警察官を買収する必
要性を指摘する。… 労働契約、またはローカルホストか地元の家主からの書類が一般
には必要とされるけれども、一時居住許可を得るために必要な書類には地域間で差異が
ある。… 市内への移民者流入を制限しようとする地域では、より厳格な要件の書類を
求めるようになろう。一時居住許可の有効期限は一般に 6カ月から 12カ月、そして個
人の身分により地域間で変わる。許可は、各々の有効期限の終期に適切な書類の提出に
より更新されなければならず、手数料が更新ごとに徴収される。一時的な hukouによ
る身分は、どれだけ長くその個人が地域に住んでいようと自動的に永久居住の身分に移
行するものではない。一時居住許可の保有者は地域の居住者とは考えられず、自身の
hukou地帯の外の地域で一時的に居住することに対し法的許可が与えられたに過ぎな
いのである。」 [6n] 
 
31.03 2007年 7月 30日にアクセスした、在中米国大使館のウェブサイトが言及した

ところによると、  
 
「中国社会の歴史的分岐点を都市、郊外の階層に至るまで是正するため、中国の戸籍
（hukou）制度の改革が始まっている。改革が実施されれば、安定した仕事と定まった
住居のある郊外の移民者は、都市の住民として登録が可能になり、かつ主に子供の教育
など社会的サービスも得ることができる。hukou制度の変革は、政府の都市戦略に沿っ
て町と小都市に集中しているが、いくつかの大都市も含まれている。しかし、山東省の
済南のように、関係する大都市のほとんど全てにおいて、改革の対象が都市管理のすぐ
周辺内の指定地域へと拘束されてしまっている。ある意味では、改革は単に最近何十年
かの郊外移民者の都市への流入を受け入れているのである。より深い意味では、hukou
制度の自由化により、労働の移動がたやすくなり、’内国民待遇’に関する施策が郊外の
住民に一致することとなろう。」 [99b] 
 
31.04 アムネスティインターナショナルが 2007年 3月 1日付の報告の中で述べたと

ころによれば、 
 
「以上の部分的改革が行われることをどのように歓迎したとしても、hukou制度は差別
を容易にし助長する社会的起源に基づいて、法的範疇の基礎を与え続けている。hukou
の指定は、一組の両親からの出生時に引き継がれた先祖代々の身分を残している。改革
後の hukou制度の下においてさえも、元々が農村出身の中国人の両親から北京で生ま
れた中国人の子は、両親の故郷にある hukou戸籍の範疇を引き継ぐことになる。この
ことにより、その子は永久に北京に居住できなくなり、そして、無料で義務である教育
を受ける子供の権利や、健康を管理する権利、および働き始める年齢まで北京にいるこ
とになる場合の職場での保護について条件付けされることとなろう。この制度は、’郊
外’ 対 ’都市’の hukouの範疇についての専門用語を廃止したが、都市における’一時の’ 
対 ’永久の’住民になるという指定は、古い指定と同様に効果的な幅広い範囲の権利を享
受することに条件が付く働きをする。そして、大半の地域での現在の適格性の基準によ
ると、非常に多数の内国移民者は永久の都市の hukouを得ることはできない。」 [6n] 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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31.05 2002年 4月 19日のカナダ IRBの報告によると、 
 
「hukouというのは失効しないので更新される必要性はない。例えば、移動する人がい
る場合、家族が増える場合、結婚する人がいる場合などに改正を要した場合がある。 得
られている情報と言えば、hukouの改正は、hukouの発布および順守に責任を負う地方
警察署にある地方政府が行うということである。」 [3m] (2002年 4月 11日、カナダの中国大
使館関係者より提供された情報に基づく) 
 
                                         目次に戻る 

 
                                         出典リストに

進む 
 
国内移民者  
 
32.01 2007年 3月 6日に公表された米国国務省（USSD）Report2006の報告による

と、 
「都市での在留資格のない、流動的な 1億ないし 1億 5000万人の出稼ぎ労働者
が残っていた。」 [2e] (2項)  

 
32.02 アムネスティインターナショナルが 2007年 3月 1日付の報告の中で述べたと

ころによれば、 
 
「何千万人もの［国内の］移民者が適切な健康管理と住宅に対する権利を否定され、永
久の都市の住民が利用できる国からの多数の給付金の対象から除外されている。彼らは
職場で差別を受けており、決まって最も搾取的な条件の労働のいくつかに当てがわれて
いる。国内移住者の不安な法的身分、社会的孤立、文化的劣等感、および相対的な権利
に関する知識の欠如により彼らは弱い立場に置かれ、雇用者は罰せられずに彼らの権利
を否定できる。国内移民者の子供は無料で義務である教育を平等に受けず、多くは地方
に取り残されなくてはならなくなる。」 [6n] 
 
32.03 報告はさらに続き、 
 
「ほとんどが締め出されていた毛沢東主義時代とは異なり、現在、郊外地域からの国内
移民者は都市で働くことはできるが、大多数の者は、全てを成し遂げるのは困難または
不可能と思う過程であるそこでは、一時的住民として登録することが必要とされる。こ
のように多くの移民労働者は適切に登録されることに関する必要書類全てを調えるこ
とができず、その結果、国家当局の観点からすれば彼らは違法に都市にいるということ
になる。こうして、彼らは永久の都市住民からと同様に、警察官、家主、雇用者、地方
の役人からの搾取に対し弱くなるのである。中国の’文書化されていない’国内移住者は
ずっと、逮捕され、故郷へ強制退去させられるリスクを負い続けている。従って、報酬
を受ける、あるいは少なくとも進んで家を離れる―家族や愛する者を置いてくる―こと
を示した個々人の権利を尊重するというよりも、どこにいるのであれ労働市場のギャッ
プを埋めるため、最も困難で非常に骨の折れる条件で苦しませるため、中国政権は継続
して彼らに対する差別に根拠を与える管理規制制度を維持している。中央政府は国内移
民労働者の極端に苦しい状況をより真剣に受け止めていて、彼らの労働および生活条件
を改善することを求めて規制策を議案として通過させてはきたが、アムネスティは、そ
れによる変革は遅く実施は不適切であると考えている。」 [6n] 
 

目次に戻る 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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出典リストに進む 

 
外国からの難民 
 
33.01 米国国務省 Report2006の報告によると、 
 
「1951年に国連難民条約、そして 1967年にその議定書の調印が行われたが、難民ま
たは亡命者の受け入れに備えられていない。政府は、ハン族系中国人やベトナムおよび
ラオス出身の少数民族の国内再定住について処理を行う際、国連難民高等弁務官(以下
UNHCRという)事務所と大いに協力した。ここ 1年間、政府と UNHCRはこれらの住
民に対する市民権の承認に関し継続中の協議を続けた。」 [2e] (2項) 
 
33.02 同情報筋の報告によると、 
 
「1951年の国連難民条約および 1967年のその議定書は香港まで及んでおらず、SAR
はその一時保護政策を排除した。出入国管理事務所の所長には場当たり的に難民や亡命
者を受け入れる裁量があるが、例外的な人道主義的または温情をかける必要性のある場
合のみである。入国管理条例は、亡命者の主張を認めて貰う権利を何ら外国人に与えて
いない。政府の慣例は、難民や亡命の要求者を弁護士または UNHCRへ持ち込むことで
あった。」 [2e] (香港) 
 
北朝鮮人の難民  
 
33.03 米国国務省 Report2006の報告によると、 
 
「(しかし、)政府は、北朝鮮と接する北部国境沿いに運用するという UNHCRの許可を
否定し続けており、国境を横断する北朝鮮人は違法な出稼ぎ労働者であり、難民ではな
いと主張する。この 1年間、報じられているように数千人の北朝鮮人が抑留され、強制
的に北朝鮮に帰還させられた。多くは迫害を受け、中には帰還時に処刑された者もいた
かもしれない。数百人の北朝鮮人は、国内の外交収容所やインターナショナルスクール
に入った後、第三国へ旅行することが許可された。国内での嫌がらせや監禁に関する信
じるに足る報告は無数にあった。政府はまた、北朝鮮人に食物、避難所、交通などの援
助を与えていくらかの市民をそうしたように、外国人ジャーナリスト、宣教師および活
動家も逮捕、抑留した。政府は、東南部で数人の外国人を、うち何人かは外国人による
密輸の罪で抑留したが、多くは北朝鮮人が入国する手助けをするためであった。吉林省
の公安ウェブサイトでは、2004年に推定 2000人の外国人を本国送還したと報告して
いるが、その大半は北朝鮮人であると思われていた。NGOによれば、この 1年間北朝
鮮人の代理人は、北朝鮮人民を強制的に本国送還するために国内で機能した。」[2e] (2
項) 

 
33.04 2004年 7月 28日にガーディアン紙が報じたところによれば、 
 
「1990年代後半以降、おそらく何十万人もの北朝鮮人が、女性的、経済的困難および
政治弾圧から逃れ、中国と国境を接するトゥーメンおよびヤールー川を渡ったと救援隊
員は思っている。北京は彼らを政治的難民と認めることを拒否している。捕まった者は
北朝鮮に送還され、そこで彼らのランクおよび国家安全保障に損害を与えたと考えられ
る程度によって、数日の再教育収容所行きから死刑に至るまで処罰を受ける。多くは国
境近くに滞在し、密に森林に覆われた山中に秘密の収容所を組み立てる。絶望的で脆弱

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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となった、男の多くは強盗となり、無数の女は花嫁か売春婦として売られてしまう。」 
[41n]  
 
33.05 2006年 4月 23 日付タイム アジアが報告したように、「北朝鮮と中国の 
1,400kmの国境を横断するための最も共通した方法は、朝鮮側にいる警備員を買収する
ことであると難民たちは言っている。ある北朝鮮人女性、Park Myong Jaは 2004年に
ソウルに着いたが、中国に渡るのに‘100 [中国の] 元’ つまり 12.50ドルしかかからなか
ったとタイムに語った。しかし、Kim [Myong Suk]の場合、国境近くに住んでいた友人
を頼り、その友人は、警備員が巡回していた経路を毎晩見張っていた。‘警備員がどこ
へ行くのか – そしてどこへ行かないのか、またそれがいつなのかもわかっていた。 
Kim は言う。‘友人が私を導いてくれた。」 [65h] 
 
33.06 2005年 1月に公表された、ライトネット (UNHCRを代表して書いている) が

北朝鮮の状況に関する論説の中で報告したところによると、 
 
「大半の移民者は中国と国境線を接する北朝鮮の省から出発し、ヤールー川やトゥーメ
ン川に可能な限り近づくまで交通機関を使い陸路で中国へ進み、それから行程の残りは
徒歩で行く。上流へ向かえば、冬は冬独自の危険をもたらすけれども、水が凍結する時
は特に川を横断するのはたやすい。下流に向かうと川幅は広くなり、岸は現在ではよく
防護されていて、北側には中国の前哨部隊、南側には隠れた北朝鮮軍がいる。最近では、
国境の警備はさらに強化され、報じられているように、北朝鮮軍が中国へ逃げ込んでく
るのを防止するため、2004年秋に中国軍が強化された。」 [32d] (p8) 
 
33.07 同じ報告は続けて、 
 
「今もなお、中国は北朝鮮人が中国に亡命を求めて来ることを許可しないし、彼らを難
民として認識することさえしない。まさしく、緩やかな時代には、中国は国境を人が往
来するのを見て見ぬふりをした。登録（hukou）の要件は緩められ、中国人と北朝鮮人
の結婚も許される。他方、上流階級の難民が外国大使館や領事館に侵入した後のような、
緊張した時代においては、中国人は幅広く断固たる処置を取った。そのような時、北朝
鮮人（延辺においてさえもそのように認識されるが、そうならないようどんなことでも
することが多い―化粧をして、地元住民のような装いをするなど）は、中国人の警察か
北朝鮮人の代理人に見つけられる最も大きな危険状態にある。それゆえ、隠れ家と疑わ
しき場所が急襲されることがあり、大量追放がある。」 [32d] (p14)  
 
 
33.08 また同報告書の述べたところによれば、「中国当局に捕まった際、北朝鮮人の

逃亡者は、2,000 ないし 5,000 人民元（250 ないし 600 米ドル）の罰金を支払っ
て免れることもある。それどころか、国境の反対側へ帰ることを未決のまま、拘
置されるだろう。中国で閉じ込められている間、虐待されるのはよくあることだ
が、状況は本国送還よりはまだましである。」と述べた。 [32d] (p14)  

 
33.09 また同報告書の述べたところによれば、 
 
「北朝鮮の刑法は、’不法’国境往来者に関して上限 3年の労働再教育収容所での懲役を
規定している。このような者が‘母国と人民を裏切る’か、‘スパイ行為や国家への反逆の
ような不誠実な行為’ を行った場合、その期間は最低で 7年、そして重大な場合には死
刑も認められている。実際、国家安全保障局は普通、最初は帰還者を 10日～2カ月抑
留する。その際単に警告のみで放免された者もおり、重大でなければ違反者と考えられ
たものでさえ数カ月刑務所にいた後故郷へ送還される (再投獄されることもあるが)… 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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というのは、再犯者であるものは宗教との接触があり、あるいは単に 1年以上海外にい
て、結果はより厳しい。…しかし、動機が何らか政治的であると見られる場合は、刑罰
は一般に悲惨である。処刑になることもあり、終身刑以下はめったになく、その条件は
潜在的に生死に関わるものである。」 [32d] (p27-28) 
 
33.10 2006年 10月 26日に公表された『危険な旅:中国内外における 北朝鮮の窮状』

（アジアレポート No.122）と題した報告書の中で、国際危機グループが報告
したところによると、  

 
「国境往来者が多数となったことで、北朝鮮政府は刑罰を科し刑法を変えることとなる。
1999年版では、‘非合法の国境往来’と‘共和国転覆の意思による’往来を区別した。 2004 
年改正ではさらに、‘往来’と‘頻繁な往来’とを区別した。後者の改正によれば、許可を得
ない‘頻繁な国境往来’は、労働収容所で上限 2年（1999年 版では 3年）まで刑法で処
罰できる。国家への反逆行為… は 5年～10年の厳しい労働、または、より重大な場合
には 10年～終身刑により処罰できる」 [8a] (p18) 
 
33.11 2007 年 5 月に公表された、アムネスティインターナショナルが中国に関する

報告 2007の中で報告したように、  
 
「報告によるとおよそ 10万人の北朝鮮人が中国に隠れていた。当局は、今まで国連難
民機関である UNHCRに説明することなく、毎週推定 150～300人を逮捕し本国送還し
た。当局はまた、北朝鮮人を警察へ引き渡したら報酬を得、援助したら重い罰金を科さ
れるという制度を実施した。[2006年]9月、新しい取締りが、中国に違法に居住する北
朝鮮人に関して報告された。中国にいる北朝鮮人女性への虐待は、組織的レイプや売春
など広く報告された。報じられるところでは、北朝鮮人女性は中国人男性に 880～1,890
米ドルで花嫁として売られた。中には結婚として売られていることは知っていたが、中
国での条件がどんなにひどいか知らない女性もいた。また、商売人のように見せかける
結婚ブローカーに国境の反対側まで誘い出された女性もいた。」 [6g] (p3-4) 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
市民権と国籍 
 
 
34.01   憲法は言う、「中華人民共和国の国籍を有する全ての者は、中華人民共和国の
国民である。中華人民共和国の全ての国民は、法の前に平等である。どの国民も権利を
享受すると同時に、憲法および法の規定する義務を遂行しなければならない。国家は人
権を尊重し保護するものとする。」 [5a] (憲法本文より) 
 
34.02 カナダ移民難民委員会 (以下 IRBという) が 2002年 11月 15日に報告したよ 
うに、二重国籍は中国法の下では認められない。 [3p]  
 
34.03 また同情報筋の述べたところによれば、 
 
「失ってから中国国籍を回復することは可能である。中国国籍を回復するため、保有し
ている他の国籍をまず放棄し、例えば、他の国籍放棄の証明や中国国籍回復の要請につ
いて中国当局に報告する。中国国籍の取得、喪失または回復は、中国の外では中国領事
館または大使館を通して、あるいは中国内では公安部を通して要請し手続きをすること

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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が可能である。別の国の国籍を保有していること以外では、元々中国国籍を保有してい
た者が、その回復を否定される理由は何もない。しかし、各々の場合で異なり、当局に
よりその特定の環境や利点について評価されなければならない。」 [3p] (カナダのオタワ
にある中国大使館に対する電話インタビューに基づく) 
 
34.04 カナダ IRBが 2002年 3月 3日に報告したように、中国籍を有して外国で生ま
れた子が自動的に中国において居住権を有するか否かに関して、明確な回答はない。 
[3j] 2007年 7月 30日にアクセスした、香港政府のウェブサイトが報じたように、「中
国国籍法（以下 CNLという）第 4条では、両親もしくはいずれかの親が中国籍を有し
ていて、中国で生まれた者は何人も中国籍を有すると規定している。「 [86a] 米国人事
管理調査局は、その’世界の国籍法’というタイトルの論文(2001年 3月発表)で、少なく
とも片方の親が中国籍でありその子が別の国の国籍を取得していない限り、その子は中
国の国民と考えられる、と述べた。 [23a] (p 51)  
 
(第 35項「帰還者の扱い」- 「外国で生まれた子供の扱い」も参照のこと) 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
退去/入国手続き 
 
35.01 2007年 3月に公表された、米国国務省 Report2006が言及したように、 
 
「政府は大半の国民に関して合法的な移民および外国旅行を許可した。大半の国民はパ
スポートを入手することができたが、宗教の代表者、政治的な反体制者など政府が脅威
と見なす者や、少数派の民族はパスポート入手にはずっと困難が伴った。その年の細心
の注意を払うべき記念日、特に天安門広場の大虐殺に関する6月4日の記念日近辺には、
旅行を制限された学者がいたという報告があった。また、明らかな政治的基盤に関し、
当局がパスポートまたはビザの発行を拒否した事例もあった。」 [2e] (2項) 
 
 
35.02   同じ情報筋が言及したように、「既成宗教団体以外の教会のメンバーである、
法輪功のメンバーなど政治的に注意を要する者の中には、パスポートなど必要な旅行関
係の書類を拒否されたことがあった。」 [2e] (2項) 
 
35.03 カナダ IRBが 2005年 11月 25日に報告したように、「国境防衛査察局 (以下 
FDIBという) が査察の壁の役割を行っており、FDIBの職員が中国人旅行者のパスポー
トや移民出国記録カードを調べる。職員は‘コンピュータ記録システム’によりその者が
本人か否か照合する。中国人旅行者は、査察の間は自身の居住確認カードを提示する必
要はない。「 (北京のカナダ大使館の代表者より提供された情報に基づく。) [3q]  
 
(第 39項：香港も参照のこと) 
 
35.04   刑法第 322 条は違法移民に関する罰則を規定している。本条で「何人も国境
を秘密裏に横断することを抑制する法や規則に違反し、そして状況が重大な場合は、最
高で 1年の法定による懲役、拘置または規制の刑に処すものとする」としている。[5i] 
 
35.05  第 52条および第 53条では帰還者に関する経済的罰則を規定している。それら

は、  
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「第 52条 罰金を科す際において、罰金の金額については罪の状況に鑑みて決定され
るものとする。 
 
第 53条  罰金は一括払いまたは分割払いで [原文のまま] 判決の定める期間内に支払
われるものとする [原文のまま]。 
 
当該期間終了の際、支払いが済んでいない者は強制的に支払いをさせられるものとする。
懲役に服している者が罰金を全額支払えない場合、人民裁判所は、当人が執行可能な財
産を保有しているとわかる際いつでも、これを徴収することができる。 
 
抵抗しがたい災難に苦しんでいるため真に支払いが困難である場合は、状況に応じ、当
人に減額または免除を認める配慮がなされることがある。」 [5i] 
 
帰還者の扱い 
 
35.06 ニューヨークタイムズが 2006年 6月 11日に報告したように、 
 
「中国に送還された者に何が起こっているのかと言うことに関していくらか議論があ
る。一つには、こればかりしかないということであるが…。国土安全保障省のスポーク
スマンは私に、‘私たちは中国へ送還された者が迫害されているという報告は何も受け
ていない。’ と語った。けれども他の者はそれほど楽観的ではない。2年前、第 7巡回
裁判区の米国上訴審において、Richard Posner判事は中国人の若者に対する国外追
放命令を無効にした。なぜなら移民裁判官は証拠― 無数の米国および英国組織両方か
らの人権についての報告書― 亡命希望者が中国へ送還された場合、刑務所や労働収容
所へ送られてしまうだろうという―を考慮しなかったからである。Posnerは、‘政府
による送還された中国人の扱いはかなりの程度のミステリーである’とも認めたが、そ
の中国人の若者は戻った際、拷問にあうのではと心配した。実際、私が話をした 1人の
中国人法学者、Daniel Yuは、国を違法に離れた場合、短期の懲役刑を求める法律は
あるが、おそらく、どんな刑罰があるにしても、地域の役人の裁量次第であろうと言っ
た。」 [17h] 
 
35.07  
 
USSD 報告書 2006 が報告したように、「MPS の役人は、不法取引によって送還され
る被害者はもはや、戻った際に罰金を支払わされるなどの刑罰を受けたことはない、と
述べた。しかし、当局は、警察の中にある腐敗、適切な書類を持たずに旅行する者に関
し罰金を科すことを可能にしている規定、および被害者を確認することの困難さを理由
に、失敗もあったことを認めた。」 [2e] (5項) カナダ IRBが 2000年 8月 9日に報告し
たように、「出国許可証やパスポートを持たずに中国を離れることは、中国では刑法違
反で刑罰の対象となり [原文のまま]、 最高 1年の懲役である。再犯者のみが最高に近
い懲役刑になるであろう。 大半の初犯者は、それぞれの事例の状況により短期の懲役
刑となろうが、たいていは 3カ月の懲役になるであろう。」 [3b] (2000年 5月、カナダ市民
権移民省―CIC およびカナダから福州への 90 人の中国人違法移民についての本国送還に関し、プログラ
ムアナリストにより提供を受けた情報に基づく)  
 
35.08 2007年 3月 6日に公表された、人権（台湾）2005に関する米国国務省報告書 
（USSD報告書・台湾 2006）が報告したところによると、「当局は、政治的迫害に苦 
しむ者たちに本土を返還することを渋っていたが、経済的理由であると推定されること 
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で違法にこの島に入ってきた本土人たちを定期的に送還した。」 [2k] (2項)  
 
福州抑留センター (福建省)   
 
35.09 2004年 6月に行われた福建省への 1週間にわたる訪問に関する発見をまとめ

た、CEME (移民管理に対する協調的取組み)による報告によると、 
 
「チームは福州のすぐ外側にあるメインとなる福建省抑留センターを訪ねた。そこは最
大で 300人まで―違法に入国しようとして捕まった外国人と、外国で違法な移民活動
を行って戻された中国人の両方―が宿泊可能である。センターは国境防衛軍によって運
営されており、送還させられた者と政府による調査結果を待っている者を最大で 15日
間まで抑留するためのものである。そこでは、情報の提供、新聞、テレビおよび議論を
通じた啓蒙、レクリエーション、医療に加えて個人的な‘イデオロギー教育’が行われる。 
チームは、抑留者たちが毎日 1～3時間の’自由行動’が許されていること、そして食事に
関する必要性が配慮されていることについて聞いた。センターは、何度もオーストラリ
ア、カナダおよび米国出身の移民役人（大臣など）に対しモデルとして示されてきてい
る。 そこは清潔で、よく維持管理されているように見えた。しかし、CEMEの訪問時
には空いていた (実際、その年はおよそ 200人収容していただけのようであった)。他
の国々からの際立った訪問などその歴史に関し見事に陳列物が示されており、その目的、
歴史および運営に関する奮起を促すようなドキュメンタリーのビデオもある。チームは、
このセンターは、不規則な形の移民と戦うことに投資をすることがいかに重いことであ
るかということを、政府が世界に示すための人目に付くデモンストレーションであると
思った。しかし、センターが空いていたことから、どれだけ実際にその目的で使用され
ているのか、そしてどの程度不服が出ているのか、チームは憶測した。」 [97] (p9) 
 
35.10 カナダの IRB の 2000年 8月 9日の報告によると、 
 
「抑留センター [福州にある] は、長方形で、大きな中庭で囲まれた 4階建ての建物で

ある。最大で 100人の抑留者が宿泊できる。小部屋は建物の中至るところにあ
り、中庭の卓球台などのレクリエーション施設が付いている。1階には疑わし
げな送還者用に数部屋ある。それらの部屋はかなり小さく、送還者と面接者を
分けるプレキシガラスの仕切り板が付いている。前日、送還者の 1人が質問さ
れているのを、そばを歩いている際に見た。どの小部屋も 10～12人まで宿泊
できる。小部屋は大きく長方形の部屋で、各々の側に高架式の床が付いており、
夜はマットレスが敷かれ日中は巻き上げられる。各々の部屋に部屋自身の寝室、
テレビ、窓がある。見たところでは、被収容者の大半が眠っていたり、テレビ
を見ていたり、トランプをしていたりしていた。大部屋は、食堂および’再教育’
部屋として使用されている。抑留センター全体はとても清潔で生活環境は特に
厳しいようには思われず、カナダの同じ物にほぼ匹敵している。」 [3b] (2000
年 5月、カナダ市民権移民省―CICおよびカナダから福州への 90人の中国人違法移民について
の本国送還に関し、プログラムアナリストにより提供を受けた情報に基づく) 

 
チベット人の扱い 
 
35.11 2003年 12月 23付で ICTによる、またウェブ上でチベットの新聞 Phayulを

コピーした報告書によると、伝えられるところによればインドまたはネパール
から戻る際に捕まったチベット人難民は、チベットを離れようとする際に捕ま
った彼らよりはるかにひどい扱いをされる。[43a] 2004年 1月 24日付 ICTの
別の報告書によると、チベットに再入国しようとする（違法に）者への標準的
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な刑罰は、1,700 ～5,000 元 (212～625米ドル)の罰金に加え、3～5カ月であ
る。本報告書もまた、ウェブサイト上で Phayul によりコピーされたものであ
る。 [43b] 

 
35.12 USSDReport2006の報告によると、 
 
「チベット人は、宗教などの目的でインドへ旅行する際に大きな困難や障害物に直面し
続けた。政府は注意を要する記念日や行事の間チベット人の移動を制限し、これらの時
期の国境地域に関し管理を強化した。1月にインドの Kolachakaraの祝典からチベット
へ戻ろうとしていた者が、ター川の当局で登録することを求められたとの報告があった。 
専断的な抑留が、特にネパールから戻る際の僧侶に関してあるとの報告があった。抑留
は大半の場合、何ら起訴はされないが一般に数カ月続いた。6月、伝えられるところに
よると、ティンリー近くの国境警察が、ネパールに向かって国境を渡ろうと計画してい
た 13人のチベット人を逮捕した。」[2e] (チベット)  
 
35.13 ガーディアンが 2007年 2月 1日に報じたところによると、「チベット人の生

存者によると、中国人の国境警備員が火をつけ数人の非武装グループを殺害した
際、機能しなくなった故郷からヒマラヤ山脈の向こう側に逃げようと試みた後、
30 人以上のチベット人が拷問にあい、労働収容所へ送られた。… 毎年 4,000 人
以上のチベット人が、エベレストなど地球上最も高いいくつかの山々を横断する
国境を渡ってネパールへ逃げている。」 [41h]  

  
35.14 USSD報告書 2006の報告によると、  
 
「9月 30日、人民軍警察はナンパラにおいて、ネパールまで横断しようとしていたお
よそ 70人のチベット人グループを撃ち、17歳の尼僧 Kelsang Namtsoを殺害、他は負
傷させた。役人は、警察が自己防衛で撃ったものであると主張したが、ヨーロッパ人の
撮影隊が撮った映像など目撃者の話により、兵士が挑発され遠くからチベット人を撃っ
たことを示された。… ニュース報道によると、ナンパラで兵士に撃たれた 70人のチベ
ット人のうち 30人が捕まり、投獄され、労働収容所で拷問にあった。」 [2e] (チベット) 
 
 
 
 
ウィグル人の扱い 
 
35.15 USSD報告書 2006の報告によると、 「 2003年、ウィグル人の Shaheer Ali 
はテロに関して有罪を宣告された後処刑された。」 (2e) (2項) ワシントンポストが 2006
年 5月 10日報じたように、グアンタナモ湾でテロリストの容疑者として拘束されてい
た 5人のウィグル人が、中国へ送還され場合に拷問にあい殺されることを恐れ、米国政
府によってアルバニアに再定住した。 [59c] 
 
35.16 2006年 6月 27日付の報告では、Alが、カザフスタンから中国に強制送還さ 
れた 2人のウィグル人、Yusuf Kadir Tohtiと Abdukadir Sidikの安全に関し重大な懸念
を示した。本レポートでは、「最近数年間、アムネスティインターナショナルは、カザ
フスタンのような中央アジアの国々など隣国の何カ国かからの、ますます増えつつある
ウィグル人の中国への強制送還を監視してきている。最近のいくつかの事例では、送還
者が、拷問、不公正な裁判そしておまけに処刑など、重大な人権侵害をされたと報告さ
れている、と述べた。」 [6m]  
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外国で出生した子供の扱い 
 
35.17 2004年 1月 21日に米国市民権移民局が報告したように、’’国外で生まれた子 
供と共に中国に帰る郊外の中国人女性の扱いに関して、時間の制約の中で資源情報セン
ター（以下 RIC という）に比較的情報が入って来ない。この理由に関して、子供が米
国民であるという事実がどうでもいいことなのか否かはっきりしない。」 [84d] 
 
35.18 また同報告によれば、 
 
「米国国務省の中国専門家が RICに、外国滞在中に子供を持って戻って来る中国人の
扱いに関して、現在自分の職場にほとんど情報はないと語った。専門家はまた、現実と
して中国の人口抑制政策の実施は国中で相当に変化しており、南部の福建省や広東省で
は、外国で子供を持った後戻って来る際に何の問題もなかったと報告する人もいると加
えた(米国国務省/DRL 2004年 1月 20日)。」 [84d] 
 
35.19 同じ情報筋が 2002年 6月 12日付の以前の報告書では、以下のように述べた。 
 
「RICに接触した情報筋によると、中国当局は、2人以上の子供を持って中国に戻って
来る国民、特に学生や専門家に関して比較的寛大に扱っているようである。仮にも家族
計画政策違反で罰せられる場合、一般にはより厳しい措置というよりも、その額は法外
に高くなる可能性があるが罰金によることになる。RICに相談を受けた専門家は、この
寛大さが労働者や農業従事者にまで広がるかどうかに関してはほとんど情報がなかっ
た。」 [84b] 
 
35.20 また同報告書が述べたところによれば、 
 
「中国の家族計画事業の専門家で、この件に関して 2001 RIC報告の共同著者であるカ
リフォルニア大学（アーバイン校）の人類学者は、外国滞在中に産児制限政策に違反し
戻って来る労働者や農業従事者が、学生や専門家と同様の寛大な扱いを受けられるのか
否かについてはほとんど情報がない、と言った。彼女は、一般に、外国滞在中に’割当
て以上’の子供を持った中国人は、中国国内で割当て違反をする者より寛大な扱いをさ
れると記していた (専門家、2002年 1月 11,12日)。」 [84b] 
 
35.21 外国在住の中国人の帰国する権利は、1991年 1月 1日付発効の’外国在住の中 
国人とその家族の帰国に関する権利と利益の保護法’により保護されている。 [5d] 
 
35.22 本法律第 3条では以下のように規定している。 
 
「帰国した外国在住の中国人および外国在住のその家族は、憲法および法律の定める国
民の権利を享受するものとし、同時に憲法および法律の定める国民の義務を実行するも
のとする。どんな組織も個人も彼らを差別してはならない。国は、帰国した外国在住の
中国人および外国在住のその家族の現在の環境と特徴に合わせて、彼らを適切に優遇し
て扱い、それに関して国務院または国務院の下にある関連中核部門により特別な措置が
考案されるものとする。」 [5d] 
 
(第 34項：市民権と国籍も参照のこと) 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
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公式文書 
 
IDカード 
 
36.01 国営新華社通信が 2004年 4月 7日に報告したように、 中国はその同じ日に、 
北京の住民に対し新しいコンピュータ化した（第二世代の）IDカードを発行し始めた。
「… 以前とは異なり、16 歳未満の若者も保護者の代理人を通じて第二世代の ID カー
ドを申し込む資格がある。’’[13d] 新華社通信が 2006年 3月 8日に報告したように、中
国はすでに 1億枚を超える新しい IDカードを発行しており、2006年にはその枚数の 2
倍の枚数を発行することを計画中であった。新華社通信によると、8億人の中国人成人
向けに IDカードの機能を高めるプロジェクトは、2008年の終わりまでには完結する予
定となっている。」 [13f]  
 
36.02 報告書では、「新しく発行したプラスチックチップの IDカードには、有効期 
限、承認機関および国章のデザインなどの情報が記載されている。万里の長城の装飾模
様が表紙に印刷されている。カード所有者の氏名、性別、民族性、生年月日、住所、ID
番号および写真が裏表紙に記載されている。」と述べている。[13f]  
 
36.03 カナダ IRBの 2002年 3月 13日の報告によると、「新しいカードは、個人の 
氏名、写真、生年月日および ID カード番号が記載され、比較的に偽造しやすいとうわ
さされている現在の紙をラミネート加工した IDカードに取って代わることになろう。」
同じ情報筋が言及したように、第一世代の ID カードをチェックするための実行可能な
全国的コンピュータシステムが存在するか否かについて、意見は分かれている。 [3l] 
  
36.04 カナダ IRBが2004年4月20日付の別の報告書の中で述べたところによれば、 
 
「多くの紛失された IDカードと交換する手続きに関して、北京のカナダ入国管理局の
代表者は、中国民が IDカードを紛失した場合、戸籍台帳（’hukou’）および IDカード
発行に関して責任を負う、地元の駐在所に行く。駐在所は、一時的住民も含め、管轄下
で住んでいる全住民（外国人も）の登録に関し責任を負っている。引越しをする場合は、
住所変更を登録することが必要になる。結果的に、中国民が IDカードを紛失した場合、
わずかばかりの取扱い手数料を支払い、再発行のために写真を 2枚持って行かねばなら
ない（その国民の hukouと以前の ID申込書全てがそこに保管されている）。自身が写
真を携えていく必要はなく、親類のものが代わって行くことも可能である。新しい ID
カードには、新しい発行日に、その発行日からの新しい有効期限が記載されることにな
る。」 [3e] 
 
不公正文書の使用 
 
 
36.05 カナダ IRBの 2005年 9月 8日の報告によると、「中国人の密入国斡旋につい
て書いている、ラトガーズ大学の刑事裁判が専門の教授は、自身の意見として、本人確
認書類、出生証明書、大学の卒業証書、病院の関係書類など、『中国であらゆる種類の
偽造文書』を入手するのは非常にたやすい。』と調査委員長に語った。オーストラリア
犯罪学研究所による 2002 年の報告を引用して、IRB は以下のように伝えた。 「…堕
落した役人は、金の見返りに、あるいは…外国にいる自身の家族を密入国させるという
移民密輸業者の約束の見返りに、本物の書類と偽物の書類の両方を渡す。」 [3g] 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
雇用の権利 
 
37.01 2007年 3月 6日に公表された、USSD報告書 2006が言及したように、 
 
「法は結社の自由を規定しているが、実際、労働者は自由に組合を組織したり、自身で
選んだ組合に加入したりできなかった。中国全国総工会 (以下 ACFTUという)、それは
CCP によって管理され政治局員が議長を務めるのであるが、唯一の合法的な労働者組
織であった。労働組合法は、企業レベルの組合など全ての組合組織およびその活動に関
して ACFTUを管理し、ACFTUが‘共産党の指導力を支持’するよう求めている。独立し
た組合は違法である。いくつかの事例においては、ACFTUとその構成組合は労働者を
代表して政府の政策に影響を与え実行した。しかし、CCPは、労働者とコミュニケー
ションを取り、労働者を管理するために ACFTU を使ったのである。」 [2e] (6項 a) 
 
37.02 同じ情報筋ではまた、法は団体交渉を行う権利は規定しているがストライキを 
行う権利は規定していないことを報じた。政府は、後者は起こっていないこと、そして
ACFTU にはこのような議論を収拾する役割があることを認識した。しかし、ACFTU
が非民主的な性格であるため、それが構成員の関心を適切に表現することは困難であっ
た。[2e] (6項 aおよび b)  
 
37.03 2004年 4月に公表された、政府白書、『中国の雇用状況および政策（Ⅱ部）』 
が報告したように、「中国の法律は、労働者は、民族としての独自性、人種、性別また
は宗教的信念を理由に、雇用に関して差別されてはならないと規定している。中国の法
律は 16歳未満の雇用を厳に禁止している。国は厳しく、児童の労働を違法に用いるこ
とおよび児童の労働を推奨することについて調査し、対処する。」 [5n] (II部の p7) 
 
(第 27項：児童労働も参照のこと) 
 
37.04 EIUが同誌の 2007年の中国に関する国別概要において報告したように、「国 
営企業(以下 SOEsという)が労働力を削減し、郊外地域での収入が沈滞し、かつ腐敗が
蔓延しているように、中国での社会不安は拡大している。2002 年の遼陽や大慶という
東北の都市で起こった何万人もの失業した労働者による抗議活動は、1989 年の全国に
及ぶ大きなデモ以来の最大のものであったと思われる。「 [4a] (政治: 中国における安全保障
リスク) 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
争点となっている地域 
 
台湾 
 
38.01 2007年 1月 25日付で、FCOが中国―台湾に関しその国別概要で言及したよ 
うに、中華民国(以下 ROCという)は、より一般的には台湾と呼ばれるが、2,277万人 
の人口(2005年)を擁している。[31b] [18c] (地図) 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。
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38.02 2004年 8月 19日にアジアタイムズが報じたところによると、 
 
「今日、多くは中国の台湾に対する主張―中国の 1つの省―を受け入れている。CCP
は神代の昔から主張している―疑いもなく。しかし、CCPが存在した最初の 20年間
(1921-42)において、台湾は、CCPおよび前の ROC政府双方にとって単なる一時的関
心事でしかなかった。台湾は、視覚的にも修辞的にも両方でハン族中国人の世界の空白
を超えるものとして定義される地域である。文書、スピーチ、地図および郵便切手にお
いてでさえも、台湾と台湾人は地域として、そして、省ではなく地域の国の少数派とし
て特徴付けられた。台湾は唯一そうするのが政治的に好都合であるという際に、中国の
不可分の一部と宣言された。」 [64a] 
 
38.03  
 
BBCが 2007年 3月 3日付の台湾に関する国別概要で言及したように、 「蒋介石総統
率いる中国国家主義的政府［KMT－国民（国家主義）党］は 1949年、毛沢東の下での
共産党進出より先んじて台湾［島］へ逃れた。亡命政権はその首都として台北を置き、
何十年もの間、本土に対し支配復活を望んだ。1990 年代前半、台湾は独裁主義の一党
独裁国から民主主義へと移行した。」 [9c] 2007年 1月 25日付の中国―台湾に関する
国別概要において、FCO は台湾を「直接選ばれた総統による多党民主主義」と説明し
た。 [31b] 
 
38.04 同じ情報筋が言及したように、「立法院(議会)の議員は現在、4 年の任期で選
ばれる。総統選挙で敗れたのにも関わらず、野党 KMT/PFP [親民党]は 2004年 12 月
11 日に行われた立法院選挙を受けて圧倒的過半数の議席を保持した。議会が行き詰ま
り、陳政権が計画した改革の多くが実行できないこともしばしば起きる。」 [31b] 
 
38.05 また FCOによれば、  
 
「中国は、その独立主義的傾向ゆえに陳水扁と前任の李登輝に対し極めて批判的である。
台湾が交渉の前提条件として’1つの中国’方式を承認するまで、直接的な台湾との政治
的接触を再開することを拒否している。台湾の政党は、どのように本土との交渉に近づ
くかに関してさまざまな立場を取っているが、すべてが、’中華民国’は PRC政府と別個
の政治的統一体であると主張している。中国は交渉により再統一を求めてきたが、台湾
に対し軍事行動で威嚇することも放棄はしていない。中国は、台湾の独立を'反対し調
査する'目的で 2005年 3月 14日に反国家分裂法を制定した。反国家分裂法は、’1つの
中国’を改めて表明し、確かな措置を立案して、台湾海峡の平和と安定を維持し両岸関
係を推進するものである。しかし、それは、平和的再統一に失敗した場合は’反平和的’
手段の使用も是認している。政治的膠着にも関わらず、経済および、人と人との直接の
関係はめざましく発展し続けている。上海地域だけでおよそ 45万人の台湾のビジネス
マンが住んでいると言われる。」 [31b] [13e] (反国家分裂法本文より)  
 
38.06  また FCOが述べたところによれば、 
 
「最近台湾の野党が何度か本土を訪問したことで、政党間での両岸交渉に新しい発展の
兆しが見られた。前 KMT党首連戦が 2005年 4月本土に重要な訪問を行い、胡錦濤主
席と面会した。協議に続いて共同公式声明で 5つの合意点を発表した。それらは、'1992
年合意'に基づく両岸交渉の再開、’軍事的相互信頼メカニズム’の確立、両岸共通市場の
確立、台湾の国際的活動に関する協議の推進、および定期的な政党間などの接触、交流
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の確立である。5月 5日、親民党主席、宋楚瑜が同様の協議のため中国に到着した。」 
[31b]  
38.07 USSD報告書 2006が報告したように、「当局は一般に国民の人権を尊重した。
しかし、以下の分野で報告された問題がずっとあった。それらは、役人の堕落、女性に
対する暴力や差別、人身売買、および外国人労働者への虐待である。」 [2k]  
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
特別行政区 (SARS) 
 
香港(SAR) 
 
39.01 FCOが 2006年 12月 12日付の香港に関する国別概要で言及したように、香 
港は中国の特別行政区で、中国南沖に 1,098km2の総土地面積を占めている。香港島、 
九竜半島および新開地区、そして 235程度の中心から離れた島々がある。 人口は 680 
万人である。 [31c] [18d] (map) 
 
39.02 同じ情報筋が言及したように、香港は 1997年 7月 1日に英国から中国に返還 
され、「一国家、二制度「として知られる政策の下、高水準の自治権が許されている。
FCO はまた、香港は部分的には、60 人の議員が所属する選挙による立法議会 (以下
LegCoという)によって統治されているとも記した。政府の長は曽蔭権(行政長官)で 国
の長は胡錦濤（中国国家主席）である。曽蔭権は、香港の行政長官を選ぶ選挙委員会か
らの必要最低数の指名を受ける唯一の候補者であった。正式には 2005年 6月 21日、
北京の中央人民政府によりその地位に指名された。」 [31c] 
 
39.03 同じ情報筋は、「香港には 360万人ほどの英国のパスポート保有者がいて、う
ち 344万人は(在外)英国民 (以下 BN(O)という)である。BN(O)のパスポート保有者は第
三国で英国領事の保護を享受でき (そして、中国人以外の BN(O)パスポート保有者に関
しては、香港と中国本土においても)、また、6 カ月未満の訪問に関しては、ビザ不要
で英国へのアクセスが可能である。「と述べた。 [31c] 
 
39.04 2007年 7月 30日にアクセスした、香港政府のウェブサイトで言及したよう 
に、「中国国籍法 (以下 CNLという)第 4条は、両親が中国人または、両親のいずれか
が中国人であり中国で生まれた者は、中国国籍を有している、と規定している。「 同
じ情報筋が記したように、「香港身分証明書(以下 C of Iという)は、1997年 6月以降は
発行されない。手元にある香港 C of I がまだ有効である場合、有効期限まではそれで
旅行を続けることができるし、または、HKSAR パスポートを申請することもできる。」 
[86a]  
 
(第 34項：市民権と国籍も参照のこと)  
 
39.05 USSD報告書 2006の報告によると、「［香港］政府は、核心問題は残ってい
るものの、一般に国民の人権を尊重する。住民は自身の政権を変える能力に制限があり、
そして、議会は政策に影響を与える権力において制限があった。女性に対する暴力や差
別がそうであったように、自己検閲は問題を残した。労働者は、組織を作ったり団体交
渉をしたりすることを制限された。」 [2e] (香港) 2006年 8月 6日、香港議会は、秘密
の監視および電話の盗聴の使用を可能にする新しい法案を可決した。[9k] (BBC, 2006年 8
月 6日)  
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39.06 BBC が 2006年 7月 1日に報告したように、 「何万人もの人々が地域での完

全 
な民主主義を要求して、香港での集会に参加した。 2003 年と 2004 年は、最大 50 万
人に及ぶ群衆が、完全な民主主義を要求するため香港の通りに向かった。しかし、景気
が好調で新指導者が高い支持を集めるに従い、その数は減っている、と特派員は言う。」 
[9aa]  
 
マカオ (SAR) 
 
39.07 FCOが 2006年 12月 8日付のマカオに関する国別概要で言及したように、マ 
カオは中国の特別行政区で、中国の東南沖にわずか 28.2km2の総土地面積を有している。
広東省の隣接地は香港から 60kmで、マカオ半島や、タイパとコロアネの 2つの島から
成り立っており、コタイとして知られている長さが 2.2km の一片の埋立地とつながっ
ている。人口は 48万 8,100人(2005年)である。 [31d] [18e] (地図) 
 
39.08 同じ情報筋が言及したように、マカオは、1999年 12月 20日英国から中国へ 
返還された。「一国家、二制度「として知られる政策の下、外交政策や防衛以外の分野
において高水準の自治権が許された。マカオは部分的には、29 人の議員が所属する選
挙による立法議会によって統治されている。政府の長はエドモンド・ホー(行政長官)で 
国の長は胡錦濤（中国国家主席）である。[31d] 
 
39.09 USSD Report 2006の報告によると、 「[マカオ] 政府は一般に国民の人権 
を尊重する。しかし、残っている問題があり、大半は明白に、自身の政権を変える国民
の能力を制限するものである。」 [2e] (マカオ) 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 
 
 
 

付属書 A1: 主な出来事に関する年譜 –  
チャイナポスト-1949 
 
2007年 7月 13日付の BBC タイムラインおよび、[9a] 2007年 7月 19日にアクセスし
た、ヨーロッパワールド、国別概要：中華人民共和国に基づく[1a] (現代史)  
 
1949 10月 1日 : 中国共産党 (CCP) 指導者毛沢東が、中華人民共和国(PRC)建国 
を宣言  
 
1950 土地改革開始 
 
1954 最初の憲法採択 
 
1959 「大躍進政策「 開始 – 中国は農業生産を犠牲にして急速な工業化を図った。

こ 
の期間中、飢えでおよそ 3,000万人が死亡 
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1961 「大躍進政策」 廃止  
 
1966 文化大革命の開始。毛沢東に熱狂的に忠誠であった紅衛兵に、自由に「4つの

古いもの」(古い考え、古い慣習、古い文化、古い習慣) を破壊する権限を与え
た– これが社会崩壊を招き、毛沢東は軍隊(PLA) への治安回復命令を余儀なく
された  

 
1975  新憲法採択 
 
1976 1月 8日 : 周恩来首相死去 
 
9月 9日 : 毛沢東死去、文化大革命の終焉 
 
10月: 華国鋒が毛沢東の後任となり、首相の職と共に周恩来より以前に引き継いでい 
た CCP総書記 (主席の職は廃止)に就任  
 
1978 新 (3つ目) 憲法採択、「民主の壁」運動開始、経済改革開始  
 
1979 3～12月: 「民主の壁」運動鎮圧 
 
1980 趙紫陽が華国鋒に代わり首相に就任、鄧小平が最高指導者として浮上 
 
1982 胡耀邦が華国鋒に代わり CCP総書記に就任、新（4つ目）憲法採択、CCP主 
席の職が廃止され、残余の毛沢東主義者を党から追放 

  
1986 1950年代の「百花斉放運動」復活が鎮圧 
 
1987 胡耀邦 CCP総書記、学生デモを鎮圧できず辞任に追い込まれる  
 
1989 4月 15日 : 胡耀邦死去、彼の死が天安門広場 (以下 TSという)の学生や労働
者の怒りの抗議を刺激、死後の名誉回復要求がたちまち、さらなる民主主義、役人腐敗
の断ち切り、そしてついには共産党打倒要求にまでエスカレートした。抗議が中国の他
の地域にまで拡大するのにつれ、北京が戒厳令下におかれた。 
 
 5月 19日: 趙紫陽 CCP 総書記、デモ参加者に解散するよう説得  
 
5月 30日: 学生たちが TSに「民主の女神「像建立  
 
6月 3～4日: 鄧小平など党長老が TS 一掃を命令、そして軍 (PLA) と人民武装警官

(PAP)が共同でタンクや装甲車を用いて抗議者を攻撃した。軍隊は制止できな
くなり、大半は広場周辺の脇道にいた非武装の抗議者たち目がけて襲撃し、数
百人の人々が死亡。当局の死亡者数は 200人と見積もられた。国際的な怒りが
制裁の発動をもたらすこととなった。 

 
11月: 鄧小平、最後の政府の職から去る 
 
1992 江沢民、主席に就任 
 
1997 鄧小平死去 
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7月 1日: 香港が中国に返還される  
 
1998 中国が国有企業 (以下 SOEsという)の合理化を開始。このことにより何千万
人もの失業を招くこととなる 
 
1999 NATOがユーゴスラビアのベオグラードにある中国大使館を誤爆 
 
7月: 法輪功 「カルト」禁止される  
 
12月 20日: マカオが中国に返還される 
 
2001 4月: 米国スパイ機が撃ち落され、乗務員が拘束される 
 
11月: 中国の世界貿易機関 (以下WTOという)加入認可  
 
2002 11月: 胡錦濤が江沢民に代わり CCP 総書記に就任  
 
2003 3月 15日: 胡錦濤が主席に選ばれ、温家宝が首相に選ばれる 
 
3～4月: SARS (重症急性呼吸器症候群)の発生 
 
6月: SARS制圧 
 
7月 1日: 新しい国家安全法案 (以下第 23条という)提起の動きに対し、香港で大規模

デモ発生  
 
9月: 第 23条が、香港政府により無期限延期に 
 
2003 10月 1日: 中国初の有人宇宙船打ち上げ、飛行士楊利偉氏、一夜にして国民
的英雄になる 
 
2004 4月: NPCが 2007年の香港の指導者（行政長官）直接選挙を否定  
 
9月: 胡錦濤が江沢民に代わり軍事委員会主席となる 
 
2005 1月 17日: 追放された中国指導者趙紫陽死去.  
 
3月: 台湾が本土からの独立を宣言した場合に備え、軍事力の使用を求める新しい法律

の制定 
 
4月: 反日抗議が中国主要都市の多くで報道。台湾の野党指導者連戦が本土を訪問、

1949年以来初の国共両党の会談  
 
2005 10月: 2回目の有人宇宙船打ち上げ、今回は 2人の飛行士が搭乗 
 
2006 7月: 新しい中国、チベット間の鉄道敷設、世界最速の鉄道路線が営業開始 
 
8月: 国営通信社が、50年ぶりのひどい干ばつで 1,800万人に影響が出ると伝える 
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11月: アフリカ諸国の代表が北京での中国、アフリカサミットに集まる。20億ドル相
当の取引について合意、中国はローンとクレジットで数十億ドルを約束 

 
汚染により、中国の環境は深刻な水準にまで悪化しており、健康および社会の安定を脅

かすと政府が伝える 
 
2007 1月: 中国が宇宙でミサイル実験を行い、天気衛星を撃ち落したとの報道がさ
れる。米国、日本など中国の軍事力増強に懸念を表明 
 
2月: 胡錦濤主席が、二国間貿易およびアフリカへの投資拡大のためアフリカ諸国 8カ

国を視察。西欧の人権グループが、中国を、堕落的、虐待的社会体制で無条件
に取引を行っていると批判 

 
4月:温家宝首相は、画期的訪問の間、日本の国会で演説を行った初の中国首相となっ

た。双方とも、共有する歴史に関する相違について解決に努めることに合意 
 
6月: 政府は、何百人もの男性や少年が違法なレンガ造りの工場で奴隷として働いてい

たというスキャンダルを受け、労働者の権利拡大を保証することを目指す、新
しい労働に関する法律を採決 

 
目次に戻る 

 
出典リストに進む 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付属書 A2: 主な出来事に関する年譜 –  
チベット ポスト-1910 
 
2007年 6月 4日付の BBC、タイムラインに基づく[9f]  
 
1911 チベットは、管理を確立しようとの試みを英国および中国に拒否された数十年

の 
後、独立共和国であると宣言 
 
1935 後にダライ・ラマ 14世となる男性が東北の小さな村の農家に誕生。2年後、 
仏教関係者は、彼が前 13人のダライ・ラマの生まれ変わりと宣言 
 
1949 毛沢東が、中華人民共和国の建国を宣言し、「解放運動「に関しチベットを脅

迫.  
 
1950 中国がチベット東部侵略。当時 15歳のダライ・ラマは正式に国の代表になる 
 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 
142 

1950 チベット指導者は中国により協定の調印を余儀なくされる。「チベットの解放 
協定「として知られる本協定は、チベットの自治権を保証し、仏教地域に敬意を払うこ
とを明言しているが、ラサにおいての中国の市民および軍事本部を設立することも認め
ている。  
 
1950年代央 中国の統治に怒りが高まり、武装しての抵抗につながる 
 
1954 ダライ・ラマが毛沢東との協議のため北京を訪問したが、中国は依然チベット 
の解放命令を支持せず 
 
1959 3月: 全面的な反乱がラサで勃発。反乱鎮圧の中、数千人が死亡したと言われ 
る。ダライ・ラマと弟子の僧侶の大半はインド北部へ逃れ、およそ 8万人の他のチベッ
ト人が後に続いた 
 
1963 チベットからの外国人来訪が禁止される 
 
1965 中国政府がチベット自治区 (以下 TARという)を創る  
 
1966 文化大革命がチベットにおよび、多くの修道院や芸術品が破壊される 
 
1971 外国人来訪者の入国が再び許可される 
 
1970年代後半 大規模な漢民族のチベットへの移住は続くが、文化大革命終焉により、 
抑圧がいくらか緩和される 
 
1980s  中国が改革「開放「政策を取り入れ、チベットの自治拡大への抵抗中の投資

を増 
加へ 
 
1987 中国の中での真のチベット自治達成を目的として、ダライ・ラマが平和地帯と 
してのチベットの確立を要求し、中国との対話を求め続ける 
 
1988 暴動が起こり、中国が戒厳令を発布 
 
1989 ダライ・ラマがノーベル平和賞受賞 
 
1993 中国とダライ・ラマの協議が決裂 
 
1995 ダライ・ラマは 6歳の少年である Gedhun Choekyi Nyimaを、チベット仏教の 
2番目に重要な人物である、パンチェン・ラマの真の生まれ変わりとして指名する。中
国当局は、その少年を軟禁状態にして、別の 6歳の少年、Gyancain Norbuを正式に認
められたパンチェン・ラマとして指名する。  
 
2002 ダライ・ラマと北京の接触が再開 
 
2006 ラサと格爾木という中国の都市を結ぶ新しい鉄道が開通する。中国人はそれを 
技術の偉業だと歓迎するが、漢民族のチベットへの往来を増やし、伝統的なチベット文
化の弱体化を助長する、と評論家は言う。 
 

目次へ戻る 
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出典リスト

に進む 
 
 
 
 

附属書 B：政治団体  
 
全中国労働組合連合 (ACFTU) 
政府が後援する労働組合 [2e] (第 6a節) 
 
全中国女性連盟 (ACWF) 
政府が後援する女性団体 [2e] (第 5節) 
 
カトリック愛国協会 
政府が後援するカトリック団体 [2a] (第 I節 宗教人口学) 
 
中国共産党の国家統一工作小組 (UFWD) 
宗教活動に関する「指導および監督」 [2a] (第 II節 信教の自由、法政策／法的枠組みの状況) 
 
中国障害者連合会 (CDPF)  
Deng Pufangが主席を務める政府が後援する障害者団体 [12s] 
 
中国イスラム教協会  
政府が後援するイスラム教団体 [2a] (第 II節 信教の自由、法政策／法的枠組みの状況) 
 
中国キリスト教協会 (CCC) 
政府が後援するプロテスタント団体 [2a] (第 I節 宗教人口学) 
 
中国共産党 (CCP) 
与党：党員は 7,080万人 [11a]  
 
民主建港協進聯盟 (DAB) 
香港の親中国主要政党：2005年に民主協進聯盟（1992年結成、香港の母国復帰と基本
法実施を支持）が香港協進聯盟（1994年に結成、商工業界が支持）を吸収合併 
主席（党首）：Ma Lik 
副主席：Kan Chi-ho [1a] (香港 – 政治団体) 
 
民主党  
香港における民主派の中核政党：香港民主同盟 (UDHK – 1990年に正式な政党として
宣言)と匯點 (Meeting Point – 自由主義者団体、民主主義を謳う) が 1994に合併して
成立。 
党主席：Lee Wing-tat 
副主席：Cheung Yin-tung [1a] (香港 – 政治団体) 
 
法輪功 (Falun Gong) 
禁止されているカルト。法輪大法としても知られている。Li Hongzhi（創始者）の項も
参照のこと。 
 [2a] (第 I節 宗教人口学) 
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全国人民代表大会 (NPC)  
中国の国会 [1a] (全国人民代表大会)  
 
中国国家人口・計画生育委員会 (NPFPC) 
以前は国家家族計画委員会として知られていた人口抑制政策を監視する政府の一部門 
[3j] (子供) 
 
人民武装警察 (PAP) 
警察の民兵組織 [52a] 
 
人民解放軍 (PLA) 
中国の軍隊 [1a] (防衛) 
 
国家宗教事務局 (SARA) 
宗教活動に関する「指導および監督」 [2a] (第 II節 信教の自由、法政策／法的枠組みの状況) 
 
国家請願・陳情局 
国民の不満を調査する政府の一部門 [9m] 
 
道教協会 
政府が後援する道教団体 [2a] (第 I節 宗教人口学) 
 
三自愛国運動 (TSPM) 
政府が後援するプロテスタント団体 [2a] (第 I節 宗教人口学) 
 
新彊生産建設公司 (XPCC) 
新彊の漢族労働者を数百万人雇用している農工民兵組織 [59a] 
 

目次に戻る 
 

出典リストに進む 

日本語訳は，法務省入国管理局による仮訳である。



17 AUGUST 2007 CHINA 
 

This Country of Origin Information Report contains the most up-to-date publicly available information as at 17 August 2007.  
Older source material has been included where it contains relevant information not available in more recent documents. 

145

附属書 C：過去および現在の著名人  
 
Chen Shui-bian 
台湾総統。2000年 3月に選出され、2004年 3月 20日に再選 [31b]   
 
Chiang Kai-shek 
内戦に敗れた国民党 (KMT) 党首。1949年台湾に逃亡。1975年死去 [31b]  
 
Dalai Lama 
チベット人から最も尊敬されている精神的・政治的指導者。Dharamsala（インド北部）
を基盤にチベット亡命政府を統率。1959年チベットを出国 [1a] (近代史)  
 
Deng Xiaoping 
1980年代および 1990年代初頭の最高指導者。経済改革の立役者。天安門広場へ軍隊
の出動命令。1997年死去 [1a] (近代史) 
 
Edmund Ho Hau Wah  
マカオ特別行政区長官 [31d]   
 
Hu Jintao 
2003年 3月から中国の国家主席。CCP総書記兼中央軍事委員会主席 [31a] (2-3)  
 
Hu Yaobang 
その死亡が天安門事件へと発展した民主派指導者。1989年死去 [1a] (近代史)  
 
Li Hongzhi 
禁止された「カルト」、法輪功の創始者 [50c] (p3-8) 
 
Jiang Zemin 
中核的な指導者として Deng Xiaopingを後継。国家主席および党総書記の職をすでに
Hu Jintaoに移譲していたが、2004年 9月に中央軍事委員会主席を辞任。 [1a] (近代史)  
 
Mao Zedong 
1949年 10月 1日中華人民共和国を建国。悲惨な「大躍進政策」を主宰し、文化大革
命を煽動。1976年死去 [1a] (近代史) 
 
Panchen Lama 
Dalai Lama（上記参照）に次ぐチベット仏教の高僧。Panchen Lamasは二人いる。Dalai 
Lamaが第 11世 Panchen Lamaに認定した Gendun Choekyi Nyimaと中国政府が認定
した Gyalsten Norbu (Bainqen Erdini Qoigyijabuとして知られている)である。[2a] (チベ
ット、第 II節 信教の自由、法政策／法的枠組みの状況) 
 
Donald Tsang  
香港特別行政区長官 [31c]   
 
Wei Jingsheng 
「民主の壁」運動 (1978/79) を起こした亡命中の指導者 [9d] 
 
Wen Jiabao 
2003年から中国の首相 [31a] (2-3) 
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Wu Bangguo 
2003年から NPC常務委員会委員長 [31a] (2-3) 
 

目次に戻る 
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附属書 D：略語表  
 
AI アムネスティインターナショナル 
CEDAW 女子差別撤廃委員会 
CPJ ジャーナリスト保護委員会 
EU 欧州連合 
EBRD 欧州復興開発銀行 
FCO 外務英連邦省（英国） 
FH フリーダムハウス（米国の非営利団体） 
GDP 国内総生産 
HIV/AIDS ヒト免疫不全／後天性免疫不全症候群 
HRW ヒューマンライツウォッチ 
IAG 非合法武装組織 
ICG 国際危機グループ 
ICRC 赤十字国際委員会 
IDP 国内避難民 
IFRC 国際赤十字・赤新月社連盟 
IMF 国際通貨基金 
IOM 国際移住機構 
MSF 国境なき医師団 
NA 北部同盟（反タリバン勢力） 
NATO 北大西洋条約機構 
NGO 民間公益団体 
OCHA 国連人道問題調整事務所 
ODIHR 民主制度人権事務所 
ODPR 避難民・難民事務所 
OECD 経済協力開発機構 
OHCHR 国連人権高等弁務官事務所 
RSF 国境なき記者団 
STD 性感染症 
STC セーブ・ザ・チルドレン 
TB 結核 
TI トランスペアレンシー・インターナショナル 
UN 国際連合 
UNAIDS 国連共同エイズ計画 
UNESCO 国連教育科学文化機関 
UNHCHR 国連人権高等弁務官 
UNHCR 国連難民高等弁務官 
UNICEF 国連児童基金 
UNODC 国連薬物犯罪事務局 
USAID 米国国際開発庁 
USSD 米国国務省 
WFP 世界食糧計画 
WHO 世界保健機関 
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附属書 E：有名な反体制派  
 
このリストは、すべての反体制派が網羅されている訳ではない。 
 
中国民主党 (CDP) 
1998年に設立されたが、後に非合法の宣告を受ける。CDPの活動は禁じられたままで、
政府は現在および以前の CDP党員を監視、拘束、投獄し続けている。同党が中国でま
だ活動しているかは定かでない。[2e] (第 2b節および第 3節)  
 
中国進歩同盟 (CPA)  
1989年の民主主義運動を支持する者たちが 1991年中頃に設立した。党員は 2001年 5
月に会合を開き、独裁政権との戦いのほか、CCPの進歩的要素について話し合うこと
など、11項目のマニフェストを承認した。[6c] (p3) 
 
中国自由労働組合 (FLUC) 
1991年末に設立された。1992年 1月に自主労働組合設立を呼びかけるリーフレットを
配布した。1992年 6月に党員の一部が秘密裏に逮捕されたので、同党は Genevaにあ
る国際労働機関 (ILO) に嘆願書を送付した。[6c] (p4) 
 
中国自由民主党 (LDPC)  
1991年 11月に表面化し、北京大学で中国における人権違反を批判する声明を出した。
1992年 3月にも同様の声明を出している。[6c] (p3) 
 
中国社会民主党 (SDPC)  
1991年、甘粛省 Lanzhouで設立された。「学生、労働者、有識者、政府幹部など 100
人以上の党員がいると主張した。大半の党員は 1989年の民主主義運動に参加してい
る。」1992年にマニフェストを発表し、民主主義を高めるために他の団体も加わるよ
う呼びかけた。1992年 5月までに、50人の党員が逮捕された。[6c] (p4) 
 
中国大陸民主戦線 
Ren Zhiyuanはインターネットに「人民には暴力的手段で専制政治を覆す権利がある」
という記事を掲載したことから、2006年 3月 17日に懲役 10年の刑が言い渡された。
Renは、中国大陸民主戦線という反体制派を組織したとする容疑もかけられた。[2e] (第
2a節) 
 
中国国民人民党 
甘粛省の二人の中年農民、Li Wenshanと Chen Shiqingが 1990年代中頃に設立した。
同党は民主主義、人権、繁栄を謳い、1999年初期までに 1,000名の党員を擁した。Li
と Chenは 10-12人の党員と共に 2000年 8月 30日に裁判にかけられ、Liと Chenは
それぞれ懲役 13年と 8年の判決を受けた。その他の８名は、再教育のために強制労働
収容所に送られた。[59b] 
 
中国プラム国民党 
50歳の農民 Fen Zhengmingが 1980年代末期に設立した。1990年代初頭までに 17省
で活動。Fenは 1992年 4月に拘束され、懲役 15年の判決を受けた。[59b] 
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附属書 F：民主的党派  
 
PRC建国 (1949年) 以前から存在する政治組織だが、これらの組織は CCPの思いのま
まになっている。[11a]  
 
z 中国民主促進会 
z 中国民主同盟 
z 中国民主建国会 
z 中国致公党 
z 中国农工民主党 
z 九三学社 
z 中国国民党革命委員会 
z 台湾民主自治同盟 [1a] (その他の政党組織) 
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附属書 G：中国語の用語解説  
 
danwei   作業単位 
Fei Ch’ien   「フライング・マネー」、地下銀行システム 
getihu   家族が経営する事業  
Guanxi   社会的なコネ、有利になるために利用する 
guojia   全国的な宗教団体、国が後援 
hei haizi   「黒人児童」、「一人っ子政策」に反して生まれた子供 
huafeng   「中国的やり方」 
Huayi   「華僑の扶養家族」 
Huaqiao   「海外在住の人々」＝華僑 
hukou   戸籍管理制度書類 
hutong   北京の「裏通り」または「表通り」 
jiefang    「自由にする」または「解放する」 
renyuan   北京からの請願者を排除するために雇った「人員」  
Lai see    お年玉 
laodong jiaoyang  「労働を通して行なう再教育」(RTL)、行政拘留の主要形態 
Laogai   強制労働収容所 
mingong   中国農民の季節労働者  
Mianzi   「面子」、名声または尊敬 
Nongzhuan fei  hukou変換、すなわち田舎から都会への住居移転  
qigong   エネルギーの生成／緩和技術に関する考え方および信念の近

代的混合主義 
renshe   スネークヘッド（密入出国請負業者）の「顧客」 
Shuang gui   自宅軟禁に似ているが、党規律違反に関して CPP（訳者注：

CCPの間違い？）党員を罰するために使用される 
shourong shencha 「監禁および取調べ」、現在は廃止された行政拘禁 
shourong qiansong 「監禁および本国送還」、現在は廃止された別形式の行政拘禁 
Tiananmen   「天安門」 
Tian-ming  「天命」 
tongxianghui   生誕地が同じ人たちの協会 
wai shi   中国の外国人を管理するために使用するシステム 
Xinfang   陳情制度  
xiagang   国の「基地外」余剰労働者 
Xinjiang   「新開地」、XUARも参照のこと 
Xiaokang   比較的裕福な 
xiejiao   「邪悪なカルト」 
Xizang   チベットの中国名 
Zanzhu Zheng  寄留者の認可 
Gongheguo   中華人民共和国、中国の正式名称 
Zhongnanhai   北京の CCP本部 
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附属書 H：英語の用語解説  
 
基本法   香港の憲法 
裸の枝   恋人のいない男を言うときに使う表現 
CCP   中国共産党 
行政会議   香港の最高意思決定機関 
HK   香港 
IMAR   内モンゴル自治区 
LegCo    香港およびマカオ立法会 
MPS   中国公安警察 
「ミキシング・サンド」   新疆の漢族移住者につけられた名称 
NHAR   寧夏回族自治区 
検察院   刑事事件を調査・起訴する責任を有する 
PRC   中華人民共和国 
PSB   公安局、地方の警察部隊 
ROC   中華民国、台湾の正式名称  
SAR   特別行政区、香港およびマカオ 
SARG   特別行政区政府 
スネークヘッド  密入出国請負業者 
TAR   チベット自治区 
3つの代表   江沢民前国家主席の理解しにくい個人哲学 
XUAR   新疆維吾爾自治区 
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附属書 I：チベット語の用語解説  
 
民主主義管理委員会 
(DMC) チベットの仏教寺院運営を監視する委員会 
Geshe 最高の修道研究を極めた僧侶またはラマ僧 
Lamas 最も崇拝されているチベットの「最高位僧」、仏陀の再生 
Lamaseries  僧院 
Lhasa チベットの首都 
Potala Palace Lhasaにおける Dalai Lamaの公邸 
Rinpoche 僧侶に与えられる敬称  
Tibet  「世界の屋根」 
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附属書 J：チベット語名称の手引き  
 
名称 発音 意味 
Chodak CHO-dak  ダルマ・スプレッダー 
Choden CHO-den 信心深い者 
Choegyal CHO-gyal ダルマ・キング 
Chophel CHO-pel ダルマの身振り 
Dhargey DAR-gye 進展、発展、展開 
Dorje DOR-je 不滅を意味するバジュラ 
Gyaltsen GYEL-tsen 勝利のバナー 
Jampa JAM-pah 親愛 
Jamyang JAM-yang 優しい声 
Kalsang KAL-sang 幸運 
Karma KAR-ma 行動、行為 
Kunchen KUN-chen 全知の 
Lhundup LUN-d(r)oop 自然に成就した 
Lobsang  LOB-sang 高潔な 
Ngawang NAR-wang 力強い演説 
Ngodup NOD-oop 達成、成就 
Norbu NOR-bo 大切な物 
Palden PAL-den 輝かしい 
Pema PEM-a ハス 
Phuntsok Poon-tsok 卓越 
Rabten RAB-ten 不動 
Rinchen RIN-chen 貴重な、高価な 
Samdup SAM-d(r)oop 成就（人間の願望の） 
Sangye SANG-gye 仏陀 
Sonam SON-am メリット 
Tenzin TEN-zin 教育資格保有者 
Thekchen TEK-chen 大乗仏教 
Thokmay TOK-me 遮るもののない、妨害されていない 
Thubten TOOB-ten 仏陀の教え 
Tinley T(R)IN-ley 賢明な活動 
Tsering TSER-ing 長寿 
Tseten TSET-en 安定した生活 
Tsewang  TSE-wang 寿命余力 
Wangchuk WANG-chook 神 
Wangdue WANG-doo 征服者 
Yonten YON-ten 優れた資質 
[31h]  
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附属書 K：参考資料  
 
内務省は、外部ウェブサイトの内容に関しては責任を有しない。 
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